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本書における用語等の意義は、次のとおりである。

1（1）　刑法犯………特に断りのない限り、道路上の交通事故に係る危険運転致死傷（改正前の刑法第208条の2の危険運転致死傷をいう。以下同じ。）、業務上（重）過失致死傷及び自動車運転過失致死傷（改正前の刑法第211条第2項の自動車運転過失致死傷をいう。以下同じ。）を除いた「刑法」に規定する罪並びに「爆発物取締罰則」、「決闘罪ニ関スル件」、「暴力行為等処罰ニ関スル法律」、「盗犯等ノ防止及処分ニ関スル法律」、「航空機の強取等の処罰に関する法律」、「火炎びんの使用等の処罰に関する法律」、「航空の危険を生じさせる行為等の処罰に関する法律」、「人質による強要行為等の処罰に関する法律」、「流通食品への毒物の混入等の防止等に関する特別措置法」、「サリン等による人身被害の防止に関する法律」、「組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律」、「公職にある者等のあっせん行為による利得等の処罰に関する法律」及び「公衆等脅迫目的の犯罪行為のための資金等の提供等の処罰に関する法律」に規定する罪をいう。

（2）　特別法犯………上記（1）の「刑法犯」以外の罪をいう。ただし、特に断りのない限り、道路上の交通事故に係る危険運転致死傷、業務上（重）過失致死傷、自動車運転過失致死傷及び「自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法律」に規定する罪並びに「道路交通法」、「道路運送法」、「道路運送車両法」、「道路法」、「自動車損害賠償保障法」、「高速自動車国道法」、「駐車場法」、「自動車の保管場所の確保等に関する法律」、「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法」、「タクシー業務適正化特別措置法」、「貨物利用運送事業法」、「貨物自動車運送事業法」、「スパイクタイヤ粉じんの発生の防止に関する法律」及び「自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律」に規定する罪を除く。

（3）　凶悪犯………殺人、強盗、放火及び強制性交等をいう。

ア　強制性交等………強姦（かん）並びに刑法第177条の強制性交等、同法第178条第2項の準強制性交等、同法第179条第2項の監護者性交等及び同法第181条第2項の強制性交等致死傷をいう。

イ　強姦………改正前の刑法第177条の強姦、同法第178条第2項の準強姦、同法第178条の2の集団強姦及び集団準強姦、同法第181条第2項の強姦致死傷並びに同法第181条第3項の集団強姦致死傷をいう。

（4）　粗暴犯………暴行、傷害、脅迫、恐喝及び凶器準備集合をいう。

（5）　窃盗犯………窃盗をいう。

（6）　知能犯………詐欺、横領（占有離脱物横領を除く。）、偽造、汚職、背任及び「公職にある者等のあっせん行為による利得等の処罰に関する法律」に規定する罪をいう。

（7）　風俗犯………賭博及びわいせつをいう。

（8）　その他の刑法犯………公務執行妨害、住居侵入、逮捕監禁、器物損壊等上記に掲げるもの以外の刑法犯をいう。

2（1）　非行少年………犯罪少年、触法少年、ぐ犯少年をいう。

ア　犯罪少年………犯罪行為をした14歳以上20歳未満の者（少年法第3条第1項第1号）

　・　刑法犯少年………犯罪少年のうち刑法犯で警察に検挙された者

イ　触法少年………刑罰法令に触れる行為をした14歳未満の者（少年法第3条第1項第2号）

ウ　ぐ犯少年………刑罰法令に該当しないぐ犯事由があって、将来、罪を犯し、又は刑罰法令に触れる行為をするおそれのある20歳未満の者（少年法第3条第1項第3号）

（2）　不良行為少年………非行少年には該当しないが、飲酒、喫煙、家出等を行って警察に補導された20歳未満の者をいう。

3　　　交通事故………道路交通法第2条第1項第1号に規定する道路において、車両等及び列車の交通によって起こされた事故で、人の死亡又は負傷を伴うもの（人身事故）をいう。

4（1）　認知件数………警察において発生を認知した事件の数をいう。

（2）　検挙件数………警察において検挙した事件の数をいい、特に断りのない限り、解決事件の件数を含む。

（3）　検挙率………認知件数に対する検挙件数の割合を次のとおり計算して百分比で表したものをいう。

（　検挙件数（当該年の前年以前の認知事件の検挙を含む。）　/　当該年の認知件数　）　×　100

　　　なお、検挙件数には、当該年の前年以前の認知事件の検挙が含まれることから、検挙率が100％を超える場合がある。

（4）　未遂罪及び予備罪は、それぞれの既遂の罪に含めている。

（5）　昭和47年以前の各種数値については、特に断りのない限り、47年5月14日以前の沖縄県該当分の数を含んでいない。

（6）　統計、図表その他の計数資料は、特に断りのない限り、警察庁の調査等に基づくものである。

（7）　統計図表中の構成比等は、四捨五入してあるため総計が必ずしも100.0にならない場合がある。

（8）　平成元年の各種数値については、特に断りのない限り、昭和64年1月1日から1月7日までの数を含む。

（9）　統計、図表その他の計数資料における平成28年以前の「強制性交等」は、強姦の数値である。

（10）　被疑者等の国籍等において、「中国」は「中国（香港等）」及び「台湾」を含まず、「中国（香港等）」は中国の国籍を有する者のうち、香港特別行政区若しくはマカオ特別行政区の政府が発行した旅券又は中国、香港特別行政区若しくはマカオ特別行政区以外の政府（シンガポール、マレーシア等）が発行した身分証明書等を所持する者等を、「台湾」は中国の国籍を有する者のうち、台湾に本籍又は生活の本拠を有し、在タイ王国日本大使館による査証シールが貼付されている台湾の権限ある機関が発行した旅券を所持する者等をいう。

※　本白書に記載した地図は、我が国の領土を網羅的に記したものではありません。

※　警察庁ウェブサイト（https://www.npa.go.jp/hakusyo/r01/data.html）に、本白書に掲載している統計以外の各種統計を掲載しています。






第1部　特集・トピックス
特集　緊急事態への備えと対応

特集に当たって

本年の警察白書の特集テーマは、「緊急事態への備えと対応」です。

警察は、大規模災害の発生に際して、被災者の避難誘導や救出救助、各種交通対策、行方不明者の捜索、検視・身元確認、被災地における各種犯罪等への対策等の幅広い災害警備活動に取り組んでいます。平成23年（2011年）3月11日に発生した東日本大震災をはじめ、これまでの災害への対応を通じて得られた様々な反省や教訓を踏まえ、災害派遣部隊の設置・強化、装備資機材の整備等、大規模災害発生時の対処能力の向上を図ってきましたが、近年も、長期間に及ぶ複雑かつ困難な対応を要する災害が続発しており、発生が懸念される首都直下地震及び南海トラフ地震はもとより、様々な事態に的確に対処できるよう、引き続き、人的・物的体制を不断に点検し、必要な拡充を図っていく必要があります。

テロ対策については、その未然防止のため、国内外の情報収集・分析の強化、テロ対処部隊の充実強化、官民連携の推進等、各種対策を講じてきました。近年、外国においては、ISILやAQ（アル・カーイダ）等によるインターネット上のプロパガンダに影響されて過激化した者によるテロ事件が発生しているほか、邦人が被害に遭う事件も発生しています。また、車両、刃物等を用いたテロ事件や社会の機能を麻痺（ひ）させるサイバーテロが発生するなど、テロの手法も変容してきており、我が国においても、情勢に応じた対策を講じていくことが必要となります。

天皇陛下の御即位に伴う儀式等やG20大阪サミット、ラグビーワールドカップ2019等の大規模行事が開催される令和元年（2019年）に続き、令和2年には、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会も控えており、警察は、個々の行事を捉えたテロ対策にも万全の対応が求められます。

この特集では、第1節で大規模災害における警察活動や災害対処能力向上のための警察の取組について記述し、第2節では、国内外のテロの発生状況、課題、それらに対する警察のテロ対策について記述します。そして第3節では、今後の警察の大規模災害、テロ等緊急事態への対応を展望するとともに、これら緊急事態への対処能力向上のために平成31年に新設された警備運用部について記述します。

この特集が、大規模災害、テロ等の緊急事態における警察の役割や取組についての国民の皆様の理解を深めるとともに、今後の緊急事態における警察活動の在り方について考えていただく一助となれば幸いです。






第1節　大規模災害への対応

1　大規模災害における警察活動

（1）多岐にわたる警察活動

様々な自然災害が発生しやすい条件下にある我が国では、近年でも東日本大震災をはじめとする地震、火山噴火、豪雨等による大規模災害が発生し、毎年のように大きな被害を受けている。警察では、こうした大規模災害発生時において、消防、自衛隊等と共に被災者の避難誘導及び救出救助、行方不明者の捜索等に従事するほか、検視・身元確認、各種交通対策、被災地における各種犯罪等への対策等にも取り組むなど、幅広い役割を担っている。

　図表特1-1　災害時における警察活動
[image: 図表特1-1　災害時における警察活動]

①　被災者の避難誘導及び救出救助

被災者の避難誘導に際しては、安全な避難経路を選定し、避難先や経路等を指示するほか、避難経路に危険があるときは、カラーコーンやパトカーの赤色灯等によりその旨を標示したり、警察官を配置したりするなどして被災者の保護に当たっている。

被災者の救出救助に際しては、負傷した被災者の搬送や浸水した被災地での行方不明者の捜索活動のため、状況に応じて車両やボート等を活用している。また、被災者が逃げ遅れて建物の屋上や車両の中で救助を求めていたり、倒壊家屋等の下敷きになっていたりするなど、危険な状態に置かれている場合も少なくないが、こうした被災者の救出救助活動に当たっては、災害救助犬、エンジンカッター、投光器、レスキュー車等の装備資機材・車両を活用するとともに、ホイスト救助等を行うために警察用航空機（ヘリコプター）も利用している。

こうした避難誘導・救出救助を迅速かつ的確に実施するため、平素から、警察署において管内の危険箇所に関する実態把握を行うとともに、危険な状況下で活動する警察官の安全確保に必要な装備資機材の整備を推進している。

　[image: 平成30年7月豪雨における救出救助活動]
平成30年7月豪雨における救出救助活動


CASE

平成30年（2018年）7月8日、高知県宿毛（すくも）警察署の警察官2人は、高知県宿毛市内において、平成30年7月豪雨の影響により発生した土砂崩れに巻き込まれて倒壊寸前の家屋から、倒れた家具に挟まれて動けなくなった被災者を救出し、消防団と連携して屋外へと避難させた。

　[image: 土砂崩れの状況]
土砂崩れの状況

　[image: 被災者宅の状況]
被災者宅の状況




CASE

平成30年7月28日、神奈川県小田原警察署の警察官2人は、神奈川県小田原市内の国道135号において、台風第12号の影響により約5メートルの高波が押し寄せる中、交通規制を実施した上、身動きが取れなくなっていた被災者4人を安全な場所へと避難誘導した。

　[image: 高波に流され大破したパトカー]
高波に流され大破したパトカー



②　警察用航空機（ヘリコプター）（注）の運用

警察では、大規模災害発生時に、全国から警察用航空機（ヘリコプター）を被災地に派遣し、被災状況の把握、ヘリコプターテレビシステム等を活用した警察本部の通信指令室等に対する情報の伝達、被災者等の救出救助や捜索活動、派遣部隊員や物資の輸送等を行っている。


注：平素における警察用航空機（ヘリコプター）の活用については、129頁参照



　[image: 警察用航空機（ヘリコプター）による派遣部隊員の輸送]
警察用航空機（ヘリコプター）による派遣部隊員の輸送


CASE

平成30年9月6日、北海道胆振（いぶり）東部地震の発生を受け、道外からの応援を含む複数の警察用航空機（ヘリコプター）を震源地付近に派遣した。複数機を効率的に運用して被災状況の切れ目ない把握、行方不明者の捜索活動、救出救助活動等を行った結果、生存者8人を発見・救助した。

　[image: 警察用航空機（ヘリコプター）による被災状況の確認]
警察用航空機（ヘリコプター）による被災状況の確認

　[image: 生存者の救助活動]
生存者の救助活動



③　検視、身元確認等

大規模災害発生時には、警察において犠牲者の遺体の検視等を行い、身元を確認した上で遺族に引き渡すこととしている。こうした活動は、被害規模を正確に把握する上でも、また、犠牲者の遺体を少しでも早く確実に遺族のもとに返すためにも非常に重要であるため、警察では、次のような取組を行っている。

ア　自治体との連携による検視等の場所の確保

警察では、発災直後から迅速に検視、身元確認等を実施できるようにするため、自治体と連携して市区町村ごとに複数の施設を災害時の検視・遺体安置所として指定することでその確保を図り、建物の損壊等により検視・遺体安置所の確保に困難が生じることのないようにしている。

イ　医師会等との連携の強化

収容される遺体の取扱いに当たっては、医師から死因等について専門的知見に基づく意見を、歯科医師から身元確認の有効な手掛かりとなる歯牙形状の記録を求める必要がある。そのため、警察では、平成26年に閣議決定された「死因究明等推進計画」も踏まえ、各都道府県の医師会、歯科医師会等と、必要な情報交換等を行うための連絡会議を開催したり、被害想定を踏まえた合同訓練を実施したりするなどして、相互の連携強化に努めている。


CASE

群馬県警察は、平成30年10月、多数の死者を伴う大規模災害等の発生に際し、迅速・的確な活動を行うことができるよう、群馬県歯科医師会との合同により、遺体の搬送から検視、身元確認等に至るまでの実戦的な訓練を実施した。

　[image: 歯科医師との合同訓練状況（遺体は模擬）]
歯科医師との合同訓練状況（遺体は模擬）



また、警察庁は、公益社団法人日本医師会、公益社団法人日本歯科医師会及び特定非営利活動法人日本法医学会との間で、大規模災害等における協力に関する協定をそれぞれ締結しており、遺体の検視、身元確認等の業務に当たる医師、歯科医師及び法医学専門家を被災地へ速やかに派遣できるよう、協力体制を確保している。

ウ　遺体の身元確認に資する資料の収集・確保

災害による建物の倒壊、浸水等により、行方不明者本人に直接関係する指紋及び掌紋（以下「指掌紋」という。）、DNA型、歯牙形状等に係る資料の多くが失われてしまった場合でも、遺体の身元確認に資する資料を的確に収集できるよう、行方不明者の家族等から資料を収集し、それを管理する方法等に関する要領を定めるなどしている。

④　交通対策

ア　緊急通行車両（注1）等の通行の確保

大規模災害発生直後は、人命救助、災害の拡大防止、負傷者の搬送等に要する人員・物資輸送を優先するとともに、被災地域への車両の流入抑制を図る必要がある。

このため、大規模災害発生直後から災害の規模、被害状況等に関する情報に加え、道路損壊や交通状況等に関する交通情報について迅速かつ正確な収集に努め、必要に応じて、災害対策基本法に基づき緊急交通路（注2）を指定し、災害応急対策が的確かつ円滑に行われるようにしている。

大規模災害発生直後においては、緊急通行車両、自衛隊用自動車をはじめとする特別なナンバープレートを付けた車両及び災害後特に優先すべき社会経済活動に使用される民間事業者等の車両（注3）の通行を認めることとしている。

その後、道路の復旧状況に応じて、緊急交通路の交通量や道路状況、他の道路の交通容量、被災や復旧の状況、被災地のニーズ等を踏まえ、緊急度・重要度を考慮しつつ、通行を認める車両の範囲を順次拡大するなど、交通規制が長期又は過剰とならないよう、臨機応変に対応することとしている。


注1：警察、消防等の緊急自動車及び指定行政機関等（災害対策基本法に基づき内閣総理大臣又は都道府県知事が指定した行政機関、公益的事業を営む法人等）が行う被災者の救難・救助、緊急輸送等に使用される車両

注2：災害応急対策が的確かつ円滑に行われるようにするため、都道府県公安委員会が、緊急通行車両以外の一般車両の通行を禁止し、又は制限する道路の区間であり、例えば、東日本大震災においては、地震発生の翌日（平成23年3月12日）に指定した。

注3：例えば、医師・医薬品関係や重機運搬・道路啓開（道路における障害物の除去）関係の車両等



　[image: 緊急交通路の指定に伴う流入規制]
緊急交通路の指定に伴う流入規制

　[image: サインカーによる交通情報の提供状況]
サインカーによる交通情報の提供状況

イ　交通障害に伴う交通の危険等の防止

大規模災害発生直後から道路の復旧までの期間には、信号表示の調整、警察官による交通整理、ラジオ、テレビ等の各種広報媒体等を活用した迂（う）回路の指示や交通情報の提供等により、交通容量が大幅に減少した道路における交通の危険防止及び混雑緩和のための措置を実施している。

また、信号機の滅灯による道路交通の混乱を防止するため、各都道府県の主要幹線道路や災害応急対策の拠点に連絡する道路等における信号機電源付加装置（注）の整備を推進し、大規模災害発生時における交通の安全と円滑を確保するとともに、信号機が滅灯した交差点で交通整理に割かれる警察官の数を削減し、災害対応の効率化を図っている。


注：停電に起因する信号機の機能停止による道路交通の混乱を防止するため、信号機に備え付ける予備電源



　図表特1-2　信号機電源付加装置のイメージ
[image: 図表特1-2　信号機電源付加装置のイメージ]

⑤　被災地における各種犯罪等への対策

ア　災害に便乗した各種犯罪への対策

大規模災害発生時には、被災地における犯罪の発生を抑止するとともに、地域の安全安心を確保するため、被災地警察以外の都道府県警察から特別自動車警ら部隊を派遣するとともに、被災地のパトロールをはじめとする警戒警ら活動等を行っている。

また、被災地における犯罪発生時の初動捜査等を的確に行い、被災地における犯罪の取締機能の維持等を図るため、災害の規模に応じて、被災地警察以外の都道府県警察から警察官等を派遣して特別機動捜査部隊を編成し、犯罪の取締りに当たらせている。

　[image: 特別自動車警ら部隊による警戒警ら]
特別自動車警ら部隊による警戒警ら

イ　流言飛語への対策

大規模災害の発生に際しては、SNS（注）等で被災者の不安心理をあおり立てるような流言飛語の流布がみられる。

警察では、国民が流言飛語に惑わされないよう、SNS、チラシ等の各種媒体を活用して注意喚起を行うとともに、関係機関・団体等と連携し、流言飛語のうち、法令や公序良俗に反し、著しく国民の不安感を高める悪質な情報の排除に取り組むこととしている。


注：Social Networking Serviceの略



　[image: 広島県警察による注意喚起]
広島県警察による注意喚起


CASE

平成30年7月豪雨の発生に際し、SNS等で「レスキュー隊のような服を着た窃盗グループが被災地に入っている」などといった流言飛語が流布した。警察では、国民がこうした流言飛語に惑わされないよう、SNS、メール、ラジオ、チラシ等の各種媒体を活用して広く注意喚起を行い、冷静に行動するよう呼び掛けた。



ウ　避難所等の訪問を通じた相談対応の強化

避難所での生活が長期間にわたることなどから生じる様々な問題を解決し、被災者の安全安心を確保するため、警察では、女性警察官等が避難所等を訪問して、被災者からの相談への対応や防犯指導等の被災者支援活動を行うこととしている。

　[image: 避難所で相談対応に当たる警察官（福島）]
避難所で相談対応に当たる警察官（福島）


CASE

平成30年7月豪雨では、避難所を訪問した警察官が、被災者から「避難所に貴重品ロッカーを設置してほしい」との要望を受けたため、その要望を自治体に伝えたところ、避難所に貴重品ロッカーが設置され、避難所の管理者から「これまでは貴重品を預かれないと断っていたので有り難い」といった声が寄せられるなどした。



⑥　警察活動に必要な情報通信の確保

大規模災害発生時には、電気通信事業者の回線が不通になったり、携帯電話が通話困難になったりすることがあるため、警察が独自に整備・維持管理している無線多重回線、車載通信系をはじめとした各種の警察無線等が、被災状況の把握、被災者の避難誘導及び救出救助、行方不明者の捜索等を行う上で重要かつ不可欠な情報の収集・伝達手段となっている。警察では、災害発生当初から情報通信対策を行い、警察活動に必要な情報通信を維持・確保している。

ア　警察通信施設への給電対策

大規模災害発生時に、警察無線の無線中継所が長期にわたり停電するような事態が発生した場合には、情報通信部（注）の職員が、徒歩で非常用発電機の燃料を搬送し、補給を行うなどして、情報通信の維持・確保に不可欠な無線中継所の機能を維持している。


注：管区警察局情報通信部（四国警察支局情報通信部を含む。以下同じ。）、東京都警察情報通信部、北海道警察情報通信部、府県情報通信部（四国警察支局の管轄区域内の県情報通信部を含む。以下同じ。）及び方面情報通信部



　[image: 警察通信施設への給電対策]
警察通信施設への給電対策

イ　機動警察通信隊の活動

被災地において、迅速かつ的確な避難誘導や救出救助を行うため、全国の情報通信部に設置されている機動警察通信隊（注1）が、デジタル映像モバイル伝送システム（注2）、衛星通信車、無人航空機型映像撮影伝送システム（注3）等を運用して、被災状況や警察部隊の活動状況等の映像を、警察本部、警察庁、首相官邸等にリアルタイムで伝送している。

また、警察部隊の活動現場等における無線の不感地帯対策を講じるため、臨時の無線中継所を設置するほか、現地指揮所や被災した交番の代替施設等における通信手段を確保するため、無線用アンテナや衛星携帯電話等の応急用通信資機材を設置するなど、警察活動に必要な指揮命令や連絡等を円滑に行うための通信を確保している。


注1：225頁参照

注2：撮影した高解像度のデジタル映像を伝送するシステム

注3：225頁参照



　[image: 捜索活動映像の伝送]
捜索活動映像の伝送


CASE

平成30年7月豪雨においては、岡山県玉島警察署真備（まび）交番が浸水し、同交番周辺の署活系（注）無線が使用できなくなったため、隣接する総社（そうじゃ）警察署に代替の署活系基地局設備を設置するとともに、同交番の代替施設として設置された臨時交番において、無線機等を設置し、必要な通信手段を確保した。


注：警察署を中心に所属する警察官を結ぶ無線通信系。224頁参照





（2）平成30年に発生した大規模自然災害と警察活動

①　自然災害の発生状況（注）

平成30年中は、地震、大雨、台風、火山噴火等により、死者・行方不明者376人、負傷者4,051人等の被害が発生した。平成26年から30年にかけての自然災害による主な被害状況は、図表特1-3のとおりである。


注：数値は、いずれも平成31年4月末現在のもの



　図表特1-3　自然災害による主な被害状況の推移（平成26～30年）
[image: 図表特1-3　自然災害による主な被害状況の推移（平成26～30年）]

平成30年中は、29個の台風が発生し、うち5個が日本に上陸した。

②　草津白根山（本白根山）の噴火（注）

平成30年1月23日午前10時2分頃、群馬県と長野県にまたがる草津白根山（本白根山）が噴火した。この噴火により、死者1人等の被害が発生した。

群馬県警察では、警察用航空機（ヘリコプター）等を活用した被災情報の収集、被災者の避難誘導及び救出救助等を実施した。


注：数値は、いずれも平成30年1月29日現在のもの



　[image: 火山噴火現場における被災者の避難誘導]
火山噴火現場における被災者の避難誘導

③　大阪府北部を震源とする地震（注）

平成30年6月18日午前7時58分、大阪府北部を震源とするマグニチュード6.1の地震が発生し、大阪府大阪市北区、高槻市、枚方（ひらかた）市、茨木市及び箕面（みのお）市で震度6弱を観測した。この地震により、死者5人等の被害が発生した。

大阪府警察では、被災状況についての情報収集、交通対策、被災地域の警戒警ら、地震災害に便乗した特殊詐欺に対する注意喚起等の活動を実施した。


注：数値は、いずれも平成30年9月12日現在のもの



　[image: 地震により崩壊したブロック塀（朝日新聞社）]
地震により崩壊したブロック塀（朝日新聞社）

④　平成30年7月豪雨（注1）

平成30年6月28日から同年7月8日にかけて、前線及び台風第7号の影響により、西日本を中心とした広い範囲で記録的な大雨となり、河川の氾濫、浸水害、土砂災害等が発生した。

特に、大雨により生じた土砂崩れに巻き込まれるなどして、死者数が広島県で109人、岡山県で61人、愛媛県で27人となるなど、西日本を中心に死者221人、行方不明者9人等の被害が発生した。

警察では、2管区41都府県警察から広域緊急援助隊等の警察災害派遣隊（注2）延べ約1万9,400人及び25都府県警察から警察用航空機（ヘリコプター）延べ435機を広島県警察、岡山県警察、愛媛県警察等に派遣し、猛暑が連日続く過酷な環境の下、昼夜を問わず、被災状況についての情報収集、被災者の避難誘導及び救出救助、行方不明者の捜索、交通対策、情報通信対策、被災地における各種犯罪等への対策等の災害警備活動に当たった。


注1：数値は、いずれも平成31年1月9日現在のもの

注2：14、15頁参照



　[image: 土砂災害現場における行方不明者の捜索活動（広島）]
土砂災害現場における行方不明者の捜索活動（広島）

　[image: ボートによる捜索活動（岡山）]
ボートによる捜索活動（岡山）

　[image: 土砂災害現場における行方不明者の捜索活動（愛媛）]
土砂災害現場における行方不明者の捜索活動（愛媛）


MEMO　警察職員の殉職

平成30年7月豪雨において、職務執行中に被災し死亡が確認された警察官は3人に上った。

広島県呉（くれ）警察署交通課に所属する警察官2人は、警察署での勤務を終えて車で帰宅する途中、同県広島市安芸（あき）区において土砂災害に遭遇し、土砂に巻き込まれた被災者に「警察です。逃げましょう」と声を掛け、避難誘導を実施していたところ、更なる土砂災害に遭遇し、殉職した。

また、広島県東広島警察署地域課に所属する警察官は、災害対応のために出勤している途中、同県東広島市安芸津（あきつ）町において土砂災害に遭遇し、殉職した。



⑤　台風第21号（注）

平成30年9月4日から同月5日にかけて、台風第21号の影響により、四国地方から近畿地方にかけての各地で暴風を伴った大雨となるとともに、記録的な高潮が発生した。この高潮等により、関西国際空港において、浸水による滑走路の閉鎖、タンカーの衝突による連絡橋の破損等の被害が生じるなど、各種公共交通機関が運休したほか、断水、停電等のライフラインへの被害が発生した。

また、近畿地方及び東海地方を中心として、暴風により家屋の屋根から転落するなどして、死者14人等の被害が発生した。

大阪府警察をはじめとする関係府県警察では、被災状況についての情報収集、被災者の避難誘導及び救出救助、交通対策等の活動を実施した。


注：数値は、いずれも平成30年10月2日現在のもの



　[image: ボートによる救出救助活動（大阪）]
ボートによる救出救助活動（大阪）

⑥　平成30年北海道胆振東部地震（注）

平成30年9月6日午前3時7分、北海道胆振地方中東部を震源とするマグニチュード6.7の地震が発生し、北海道勇払（ゆうふつ）郡厚真（あつま）町で震度7を、同郡安平（あびら）町及び同郡むかわ町で震度6強を、札幌市東区、千歳市、沙流（さる）郡日高町及び同郡平取（びらとり）町で震度6弱を、それぞれ観測した。この地震により土砂災害が発生するなどして、死者41人等の被害が発生した。

警察では、2管区16都県警察から広域緊急援助隊等の警察災害派遣隊延べ約3,600人及び8都県警察から警察用航空機（ヘリコプター）延べ122機を北海道警察へ派遣し、被災状況についての情報収集、被災者の避難誘導及び救出救助、行方不明者の捜索、交通対策、情報通信対策、被災地における各種犯罪等への対策等の災害警備活動に当たった。


注：数値は、いずれも平成31年1月28日現在のもの



　[image: 土砂崩れ現場における救出救助活動（北海道）]
土砂崩れ現場における救出救助活動（北海道）

　[image: 信号機が滅灯した交差点における交通整理（北海道）]
信号機が滅灯した交差点における交通整理（北海道）


警察庁指定広域技能指導官の声①

－現場指揮官の任務－

宮城県警察本部警備部機動隊
警部補　永野裕二

「ヘリで北海道に飛べ」という指示を受けて宮城県仙台市から離陸。青森空港での給油も含めて4時間で厚真町吉野地区の上空に入った。上空から被災地の現状を確認。山の斜面が崩落し、多数の家屋が押し流されて倒壊しており、更に山が崩落する危険があった。

稲刈りを待つ水田の農道に着陸してヘリを降りた。発災から既に10時間ほど経過、要救助者の救出を急ぐが、絶対に二次災害を防がなければならない。現場指揮官には、救助部隊の安全を確保して、活動しやすい環境を整えることが求められる。

現場に展開してからは、

①　現地指揮所の設定

②　救助部隊の人員管理（救助活動等のローテーションの指定）

③　活動現場の安全管理（非常退避場所等の設定、崩落監視要領や警笛音の確認）

④　夜間の活動に備えた自治体に対する資機材の要請

等の活動を行った。

救助部隊は要救助者とその家族の気持ちに応えることを忘れてはならない。行方不明者を発見したときに、現場指揮官は、各機関と調整し、救出、搬送、プライバシー保護等の役割分担を行う。そして、これから行う部隊活動の内容を、救助を待つ要救助者の家族に伝え、その気持ちに寄り添うことが大切である。

「全ての要救助者を一刻も早く救出したい」と気持ちは焦るが、救助隊員にも怪我をさせてはならない。救助隊員にも家族がある。帰りを待つ隊員の家族の気持ちに応えることも現場指揮官としての私の任務である。

　[image: 現場指揮に当たる広域技能指導官]
現場指揮に当たる広域技能指導官



⑦　平成30年に発生した自然災害における教訓

ア　平成30年7月豪雨

平成30年7月豪雨では、汚水から身を守ることができるサーフェスドライスーツ（注1）の数が足りず、長時間汚水に浸（つ）かっていたことで体温の低下を訴える者や肌に異常を訴える者がいた。個人防護資機材を確実に装着させ、部隊員の安全管理について徹底を図ることは部隊活動を行う上で最も重要な課題であり、特に、水害現場における部隊活動の安全確保のために、サーフェスドライスーツや水難救助セット、ウェットスーツ（注2）、ドライスーツ（注3）等を十分に配備する必要性が明らかになった。

また、手作業等マンパワーに頼らざるを得ない状況下において、警視庁の特殊救助隊（SRT）（注4）が使用したベルトコンベアーが土砂搬出に非常に有効であったほか、自衛隊の大型重機が入れないような広島市内の狭隘（あい）な道路において、小型のバックホウ（注5）が活躍した。


注1：水面又は雨天・荒天時における活動の際に、体温の保持、外傷の防止等、隊員の身体を保護するために着用する資機材

注2：潜水活動の際に着用する資機材であり、耐寒仕様となっていないもの

注3：潜水活動の際に着用する資機材であり、内部への浸水を防止し、耐寒仕様となっているもの

注4：Special Rescue Teamの略。平成24年9月に警視庁に設置され、特別救助班（P-REX）（13頁参照）の経験者を中心に、重機操作等の救出救助に関する特殊技能に習熟した者から構成されている。

注5：アーム先端のバケットで土砂を手前にすくい取る土木建設機械の一種



　[image: 活動する小型バックホウ（広島）]
活動する小型バックホウ（広島）

イ　平成30年北海道胆振東部地震

平成30年北海道胆振東部地震では、土砂に埋没した家屋等の現場において可燃性ガス流出のおそれが認められたほか、地震警報器を保有していない部隊では余震発生のモニタリングができず、携帯電話の不感地帯において緊急地震速報の発令すら把握できない状況もみられるなど、部隊員の安全管理や二次災害防止の観点から、ガス検知器、地震警報器等を十分に配備する必要性があることが判明した。

また、同地震は未明に発生したことから、夜間でも被災状況を撮影できるヘリコプターテレビシステムの不足が判明したほか、警察用航空機（ヘリコプター）に被災者を引き上げて救助する際に、部隊員間で使用する通信資機材がエンジン音や風圧等の影響を強く受け、通話に支障が発生することがあった。

さらに、部隊配置を検討する際には、現場周辺の状況を把握するために小型無人機（注）を活用する場面もあった。


注：例えば、ドローン



　[image: 小型無人機を活用して撮影された部隊活動状況（北海道）]
小型無人機を活用して撮影された部隊活動状況（北海道）

ウ　これらの災害を踏まえた効果的な装備資機材の整備

これらの災害で判明した課題を踏まえ、土砂災害対策及び水害対策を念頭に、過酷な環境下における部隊員の安全管理や、限られた部隊員を効率的に運用するための装備資機材の活用といった問題に早急に対応する必要があると認められた。そこで、警察庁では、国土強靱（じん）化における重要インフラの緊急点検（注）に際して、救出救助に係る装備資機材の配備について緊急点検を行い、その結果を踏まえ、サーフェスドライスーツや地震警報器等の安全管理に資する装備資機材、ヘリコプターテレビシステムの夜間撮影用資機材、小型無人機等の高度な装備資機材を整備するなどして、これらの課題を克服するための対策を講じた。


注：19頁参照








2　大規模災害への備え

（1）平成の大規模災害と対処体制の強化

①　阪神・淡路大震災（注1）と広域緊急援助隊の設置

平成7年1月17日午前5時46分、淡路島を震源とするマグニチュード7.3の「平成7年（1995年）兵庫県南部地震」（以下「阪神・淡路大震災」という。）が発生し、兵庫県神戸市、芦屋市、西宮市等で震度7を、同県洲本市等で震度6をそれぞれ観測した。この地震による被害は、兵庫県及び大阪府を中心に14府県に及び、死者数は6,434人に上った。

阪神・淡路大震災は、交通規制、被害情報の収集・伝達体制、広域的な部隊派遣等について多くの教訓を残し、それらを踏まえて実施された諸対策は、その後の大規模災害における対処体制の基礎となった。

例えば、阪神・淡路大震災において災害応急対策に従事する車両の通行が著しく停滞した状況等を踏まえ、同年の災害対策基本法の一部改正により、緊急交通路確保のための都道府県公安委員会の交通規制に関する措置の拡充、交通規制が行われた場合の警察官による車両の移動等の措置の整備等がなされた。また、最大時30万を超える加入電話に障害が発生するなど、通信事業者の回線に大きな被害が生じたことを踏まえ、警察では、大規模災害発生時においても情報通信を確実に維持し、被災地の状況を迅速かつ的確に把握するため、衛星通信車やヘリコプターテレビシステムの拡充等を行った。

さらに、阪神・淡路大震災は、都市機能と人口が密集した大都市において発生した都市直下型地震であり、被災府県警察だけでは災害対処に限界があったことから、災害初期段階において、被害情報等の収集、救出救助、緊急交通路の確保等に当たらせるため、自活能力を有する部隊を被災地へ迅速かつ大量に投入する必要性が明らかとなった。こうした状況を踏まえ、同年6月、大規模災害発生時に都道府県の枠を越えて広域的に即応でき、かつ、高度の救出救助能力、自活能力等を有する災害対策専門部隊として、救出救助等を行う警備部隊及び緊急交通路の確保等を行う交通部隊から成る広域緊急援助隊（注2）が設置された。

広域緊急援助隊は、災害発生時に即応できるよう、都道府県警察単位で訓練を行うとともに、各管区警察局単位で大規模な合同訓練を実施しているほか、自治体等の主催する防災訓練にも積極的に参加するなどして対処能力の向上に努めている。


注1：数値は消防庁調べであり、いずれも平成18年5月19日現在のもの

注2：平成17年4月に発生したJR西日本福知山線列車事故を受け、遺体の検視や遺族対応に当たる部隊の必要性が明らかとなったことから、平成18年3月、各都道府県警察の広域緊急援助隊に刑事部隊を新たに設置し、迅速かつ的確に検視、遺族への遺体の引き渡し、安否情報の提供等を実施できるよう体制を整備した。平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）の経験を踏まえた警察災害派遣隊の設置については、14、15頁参照



　[image: 全国から応援に駆け付けたパトカー]
全国から応援に駆け付けたパトカー

　[image: 交通対策に従事する警察官]
交通対策に従事する警察官

　図表特1-4　広域緊急援助隊のシンボルマーク
[image: 図表特1-4　広域緊急援助隊のシンボルマーク]
・マーク全体は鳥をイメージし、部隊の迅速な出動を表現している。
・鳥の胴体は日本列島から成り、部隊の全国的一体性を表している。また、翼はセーフティー（国民の安全）、スピーディー（迅速な部隊展開）、スペシャリスト（災害対策の専門部隊）の頭文字である「S」を象徴している。
・真ん中の輪は、警察と地域の連帯を象徴している。

②　新潟県中越地震（注1）と広域緊急援助隊の強化

平成16年10月23日午後5時56分、新潟県中越地方を震源とするマグニチュード6.8の「平成16年（2004年）新潟県中越地震」（以下単に「新潟県中越地震」という。）が発生し、同県北魚沼郡川口町（現長岡市）で震度7を、同県小千谷（おぢや）市、古志郡山古志村（現長岡市）及び刈羽郡小国町（現長岡市）で震度6強をそれぞれ観測した。この地震により、新潟県を中心に死者68人等の被害が発生した。新潟県中越地震は、阪神・淡路大震災と同様に内陸型地震であったものの、阪神・淡路大震災とは対照的に、山間部において甚大な被害が発生し、道路の損壊や土砂崩れは6,500か所を超えた。

警察では、道路が寸断されて孤立した山古志村に、警察用航空機（ヘリコプター）で広域緊急援助隊を輸送し、被災者の救出救助を行ったが、新潟県中越地震は夕方に発生したことから、被害状況の全体像が十分に確認できない夜間に救出救助活動を行わなければならないなど、その活動には困難を伴った。

新潟県中越地震の教訓を踏まえ、警察では、極めて高度な救出救助能力を必要とする災害現場において、より迅速かつ的確に被災者の救出救助を行うことができるよう、平成17年4月、12都道府県警察（注2）の広域緊急援助隊に特別救助班（P-REX（注3））を設置した。特別救助班は、平素から、高性能な救出救助用資機材、警察用航空機（ヘリコプター）等を活用した実戦的訓練、災害・医療等の専門機関による教育等により、各種災害事例等を踏まえた効果的な救出救助方法の習得と練度の向上に努めているほか、部隊指揮要領の実戦的訓練等を実施して、指揮官の指揮能力の向上を図っている。


注1：数値は、いずれも平成20年9月末現在のもの

注2：北海道警察、宮城県警察、警視庁、埼玉県警察、神奈川県警察、静岡県警察、愛知県警察、大阪府警察、兵庫県警察、広島県警察、香川県警察及び福岡県警察。平成29年3月には、今後発生が懸念される南海トラフ地震、首都直下地震並びに日本海側及び沖縄県における大規模災害への迅速な対応を可能とするため、千葉県警察、京都府警察、新潟県警察及び沖縄県警察にも設置された。

注3：Police Team of Rescue Expertsの略



　[image: 警察用航空機（ヘリコプター）による救出救助]
警察用航空機（ヘリコプター）による救出救助


MEMO　救出救助に使用する装備資機材・車両の変遷

阪神・淡路大震災において、被災地を管轄する警察署の署員は、発災直後、地域住民から次々と救助を求められたが、装備資機材が不足していたことから、現場周辺の木材をてこ代わりに使用したり、警察車両等の車載ジャッキを活用したり、あるいは救出現場周辺の地域住民からのこぎり、なた等を借用したりして救出救助を行わざるを得なかった。こうした状況を踏まえ、阪神・淡路大震災後に設置された広域緊急援助隊には、その任務を遂行するため、

○　高度な機動力を確保するためのオフロードバイク

○　高度な救出救助能力を備えるためのファイバースコープ、エアージャッキ等の救出救助用資機材及びそれらを運搬するためのレスキュー車

○　部隊が被災地で自活するためのエアーテントやキッチンカー

等の装備資機材・車両が順次配備された。

その後、新潟県中越地震の教訓を踏まえて設置された特別救助班には、被災者を捜索するための生存者捜索システム（注1）や、被災者の救出救助を行うための高性能なチェーンソー、悪路を走行できる高性能救助車等の高度な装備資機材・車両が配備された。また、新潟県中越地震は夕方に発生したため、夜間に被災状況を確認せざるを得なかったことを踏まえ、夜間でも被災状況を撮影できるヘリコプターテレビシステムの導入も進められた。

このように、警察では、装備資機材を不断に見直し（注2）、災害対応で有効性が認められた装備資機材の整備及びこれらの資機材を活用した訓練を継続的に実施することとしており、最近では、小型無人機による被災状況の把握をはじめとした新たな技術の活用も積極的に行っている。


注1：土砂や倒壊した家屋等に閉じ込められた要救助者の呼吸等を音と波形画像に変換して知らせる機械

注2：平成30年中に発生した自然災害における教訓を踏まえた装備資機材の整備については、11頁参照



　[image: 新潟県中越地震後に整備された高性能救助車]
新潟県中越地震後に整備された高性能救助車



③　東日本大震災（注）と警察災害派遣隊の設置

ア　東日本大震災の概要

平成23年3月11日午後2時46分、三陸沖を震源とするモーメントマグニチュード9.0の「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震」（以下「東日本大震災」という。）が発生し、宮城県栗原市では震度7を、宮城県、福島県、茨城県及び栃木県の4県では震度6強をそれぞれ観測するなど、国内観測史上最大規模の地震となった。この地震に伴って発生した高い津波は、東北地方の太平洋沿岸部をはじめとする各地を襲うとともに、福島第一原子力発電所における事故等を引き起こした。

東日本大震災による被害は、死者1万5,897人、行方不明者2,532人等に上っている。

極めて広範囲かつ甚大な被害をもたらした自然災害と原子力災害との複合災害という、過去に警察が経験したことのない厳しい環境の中で、警察では、発災直後から、被災県警察を中心に全国警察一体となった体制を確保し、被災者の避難誘導及び救出救助、原子力災害への対応等に取り組んだ。また、これまでに、岩手県警察、宮城県警察及び福島県警察に対し、全国から延べ約142万人の警察職員を派遣するとともに、震災から8年が経過した現在も、仮設住宅での防犯活動、行方不明者の捜索活動、避難指示区域等における警戒警ら等を継続して行っている。


注：数値は、いずれも令和元年（2019年）6月10日現在のもの



　[image: 東日本大震災の状況]
東日本大震災の状況

イ　警察災害派遣隊の設置

東日本大震災まで、警察では、災害発生直後の救出救助活動等の災害応急対策を想定した部隊編成・運用を行っていた。しかし、東日本大震災では、津波や原子力災害等に対応するため、長期間にわたり大規模な部隊派遣を行うこととなった。この経験を踏まえ、平成24年、大規模災害発生時に全国から直ちに被災地へ派遣する即応部隊を拡充するとともに、災害の種類や規模を問わず、被災地警察の機能を補完・復旧するため、災害対応が長期化する場合に派遣する一般部隊を新たに設置し、両部隊から成る警察災害派遣隊を新設した。

　図表特1-5　即応部隊の編成
[image: 図表特1-5　即応部隊の編成]

　図表特1-6　一般部隊の編成
[image: 図表特1-6　一般部隊の編成]

ウ　警察災害派遣隊の編成・運用

（ア）　即応部隊

東日本大震災までは、大規模災害発生時には、即応部隊として、被災者の救出救助、緊急交通路の確保、検視、身元確認等を実施する広域緊急援助隊等（最大約6,400人体制）を被災地に派遣して対応してきたが、東日本大震災において、検視、身元確認、遺族への対応等を行うための体制を強化する必要性が明らかとなった。そのため、広域緊急援助隊（刑事部隊）を増員するとともに、個々の状況への柔軟な対応能力を確保するため、被災地警察の要望に応じて被災者の救出救助、行方不明者の捜索、警戒警ら等の幅広い業務に従事する緊急災害警備隊を新たに設け、最大約1万人体制にまで即応部隊を拡充した。

また、即応部隊は、災害発生直後からおおむね2週間の期間中に派遣され、3日から1週間という短い活動周期で災害警備活動を行っており、被災地警察から宿泊所の手配、物資の調達等の支援を受けることなく活動することを原則としている。

（イ）　一般部隊

一般部隊は、大規模災害発生時から一定期間を経た後に派遣され、おおむね1週間以上の活動周期で、行方不明者の捜索、警戒警ら、交通整理・規制、相談対応、初動捜査等を行い、長期にわたり被災地の要望を踏まえた幅広い活動を実施することとしている。

（ウ）　支援対策室と支援対策部隊

一般部隊は自活能力を有していないため、被災地警察では、部隊の受入れに係る膨大な業務を遂行しなければならないが、この受入業務を遂行する体制が被災地警察において不足することが東日本大震災における災害警備活動を通じて明らかとなった。そのため、大規模災害発生直後から、派遣部隊に係る宿泊所の手配、装備資機材、燃料等の調達等に関する調整を行う警察庁支援対策室を設置するとともに、その実動を担う部隊として、警察庁職員、大規模都道府県警察からの派遣職員及び被災県警察職員による支援対策部隊を編成することとした。警察庁支援対策室と支援対策部隊は、相互に連携して被災地における一般部隊の受入業務等に従事し、災害発生時からおおむね2週間をめどに部隊等への支援活動を全面的に開始することとしている。

　図表特1-7　警察災害派遣隊の運用
[image: 図表特1-7　警察災害派遣隊の運用]


MEMO　災害発生を見据えた情報通信対策の強化

警察では、情報通信の維持・確保に不可欠な無線中継所の耐災害性を強化するため、無線中継所の建て替えを行っているほか、長期間の商用電源の停電に備え、非常用発電機の燃料タンクの大容量化や、燃料の残量をリアルタイムで把握する装置の導入を進めている。また、無線中継所が被災した場合における回線の迂回方策、臨時に必要な通信を確保するための措置等をまとめた災害通信対策要領の継続的な見直しを図るとともに、大規模災害の発生時における情報通信部門の対処能力の向上を図るための実戦的訓練を実施している。



④　熊本地震（注）と災害警備訓練の充実

ア　熊本地震の概要

平成28年4月14日午後9時26分、熊本県熊本地方を震源とするマグニチュード6.5の地震が発生し、同県上益城（かみましき）郡益城（ましき）町で震度7を観測した。また、その2日後の同月16日午前1時25分、同県熊本地方を震源とするマグニチュード7.3の地震が発生し、同県上益城郡益城町及び阿蘇郡西原村で震度7を、同県阿蘇郡南阿蘇村、菊池市、宇土（うと）市、菊池郡大津（おおづ）町、上益城郡嘉島町、宇城（うき）市、合志（こうし）市及び熊本市で震度6強を、それぞれ観測した。その後も余震が続き、震度7を観測した2回の地震も含めて震度5強以上の地震が12回発生した。この一連の地震（「平成28年（2016年）熊本地震」。以下単に「熊本地震」という。）により、死者50人等の被害が発生した。


注：数値は、いずれも平成31年3月13日現在のもの



　[image: 土砂崩れ現場における行方不明者の捜索活動]
土砂崩れ現場における行方不明者の捜索活動

イ　熊本地震における警察の救出救助活動に関する調査分析

我が国の内陸型地震では、地震に伴う火災や土砂災害が発生した場合を除き、建物の倒壊が人的被害をもたらす主たる要因となることが多く、その場合、救出救助の対象となるのは、主に木造の倒壊建物に閉じ込められた要救助者である。一方、地震による人的被害や救出救助活動に関する調査研究は数多くあるが、これまで内陸型地震における救出救助活動に関する十分なデータが存在していなかったため、倒壊建物からの救出救助活動の基本的なプロセスが明確に整理されていなかったほか、救出救助活動に要する人数、装備資機材、技能等の類型化が難しい状況にあった。

警察庁では、熊本地震が、阪神・淡路大震災以降、最大の被害をもたらした内陸型地震であることに鑑み、今後我が国で発生し得る大規模地震への対策の一環として、木造の倒壊建物からの救出救助活動の体系化に役立てるため、熊本地震における警察の全ての救出救助活動を調査した。その上で、特に建物内部の空間の損失程度が重大であった倒壊建物において警察が主導した救出救助活動を抽出し、熊本地震の発生から約1年間にわたり、それらの活動に関する膨大なデータを収集・整理し、救出救助活動の傾向に関する分析を行った。

ウ　調査分析を通じて明らかとなった課題

本調査分析を通じて、部隊配置や装備資機材に関する課題のほか、活動人数、装備資機材及び救助技能の不足が認められないにもかかわらず、救出救助に長時間を要した事例があることが判明した。そこで、救出救助活動全体を、①事案認知～現場到着、②現場到着～反応確認、③反応確認～倒壊建物進入、④倒壊建物進入～要救助者接触、⑤要救助者接触～搬出開始、⑥搬出開始～搬出完了の6段階に分け、それぞれに要した時間を分析したところ、④及び⑤に要した時間に大きなばらつきがみられることが分かった。

さらに、対象事例における要救助者60人を「生存（挟まれなし）（注1）」、「生存（挟まれあり）（注2）」及び「心肺停止（挟まれあり）（注3）」に分け、図表特1-8のとおり、それぞれの救出救助活動に要した時間を分析したところ、特に④及び⑤は、「生存（挟まれなし）」、「生存（挟まれあり）」、「心肺停止（挟まれあり）」の順に要する時間が長くなる傾向がみられた。事例が限られているため、明確に述べることは困難であるが、要救助者が倒壊建物内で梁（はり）等に挟まれているような現場では、救出救助活動がより困難となることがうかがわれる。

したがって、倒壊建物への進入から、崩落した梁等に挟まれている要救助者の搬出を開始するまでに必要とされる救出救助能力を向上させることにより、救出救助活動に要する時間を効率的かつ効果的に短縮することが可能になるものと考えられる。

警察においては、本調査分析の結果等を踏まえ、倒壊建物内に閉じ込められた要救助者の救出救助活動に係る訓練内容の充実強化を一層図ることが求められている。


注1：救助部隊が接触した時点で生存していた要救助者のうち、崩落した梁等に挟まれていなかった要救助者

注2：救助部隊が接触した時点で生存していた要救助者のうち、崩落した梁等に挟まれていた要救助者

注3：救助部隊が接触した時点で既に心肺停止であった要救助者



　図表特1-8　救出救助活動の各段階の所要時間（箱ひげ図）注
[image: 図表特1-8　救出救助活動の各段階の所要時間（箱ひげ図）]

エ　災害警備訓練の充実

警察庁では、大規模な地震や大雨等による土砂災害等、我が国における災害の特性を踏まえ、より災害現場に即した環境で体系的・段階的な救出救助訓練を実施するための災害警備訓練施設を整備しており、平成28年には近畿管区警察局災害警備訓練施設、平成30年には警視庁・東日本災害警備訓練施設の運用がそれぞれ開始された（注）。

近畿管区警察局災害警備訓練施設を整備するに当たっては、要救助者が閉じ込められた空間における救出救助の訓練を行うため、形を組み替えて建物の様々な倒壊状況を安全かつ効率的に再現できるよう、建物倒壊のメカニズム等を考慮して可変式訓練ユニットを開発した。従前は、指導者等の経験則を基に、被災者が閉じ込められた空間や崩落した梁等に挟まれた状況等を再現していたが、可変式訓練ユニットを活用することで、各種調査分析により順次判明した事項をその都度反映した訓練の実施が可能となっている。また、警視庁・東日本災害警備訓練施設を整備するに当たっては、津波、豪雨等による実際の災害現場に近い環境を再現し、積み土のう訓練やボート、ロープ等を使用した救出救助訓練が可能な浸水域対応訓練ゾーンを設置した。


注：災害警備訓練施設を活用した実戦的な災害警備訓練については、21頁参照



　[image: 可変式訓練ユニットを活用した訓練]
可変式訓練ユニットを活用した訓練


MEMO　プローブ情報（注1）の活用

警察では、東日本大震災の際、人命救助、緊急物資輸送等に必要な車両の通行を確保するための緊急交通路の指定、災害応急対策に関係する車両の交通誘導、通行止め箇所における迂回路への誘導、交通量が増加している箇所における信号表示の調整等の交通対策を実施した。道路の損壊、落橋、崖崩れ等が発生する中で、これらの対策を的確に実施するため、警察官による情報収集をはじめ、関係機関からの情報提供や交通監視カメラ、車両感知器、光ビーコン（注2）等を通じた情報収集等により、道路の通行の可否、交通量等の交通情報を収集した。しかし、警察官は被災者の避難誘導等の任務も有するため、交通情報の収集に十分な人員を確保することができなかったほか、交通監視カメラ、車両感知器等が都市部に偏在していたため、限られた情報で交通対策を実施せざるを得なかった。

これらの課題を解決するため、警察庁では、平成27年からプローブ情報を活用したプローブ情報処理システムの運用を開始した。同システムでは、大規模災害発生時には、警察が常時収集しているプローブ情報に加え、民間事業者からもプローブ情報の提供を受けて通行実績情報を生成することができ、これによって交通量が少ない郊外部、山間部等でも道路の通行の可否等を把握できる可能性が大きく高まった。


注1：カーナビゲーションに蓄積された走行履歴情報

注2：通過車両を感知して交通量等を測定するとともに、車載装置と交通管制センターの間のやり取りを媒介する路上設置型の赤外線通信装置



　図表特1-9　プローブ情報処理システムの概要
[image: 図表特1-9　プローブ情報処理システムの概要]

同システムを活用して把握した通行実績情報を用いて、熊本地震の際には、物資を輸送する車両等を通行が可能な道路へ誘導したほか、平成29年7月九州北部豪雨及び平成30年7月豪雨の際には、信号表示の調整を実施することで、交通渋滞の解消を図った。

平成29年1月からは、対象となる災害の範囲を拡大し、一定規模の地震、豪雨、豪雪、津波、火山噴火等の災害の際にも、通行実績情報等を広く提供している。



（2）危機管理体制の点検及び構築のための諸対策

①　国土強靱化基本計画に基づく取組

ア　国土強靱化基本計画

平成25年、国土強靱化に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法（以下「基本法」という。）が公布・施行された。平成26年6月には、基本法に基づき「国土強靱化基本計画」（以下「基本計画」という。）が閣議決定され、基本計画に沿って、大規模自然災害等に強い国土及び地域を作るとともに、自らの生命及び生活を守ることができるよう地域住民の力を向上させるための取組を、政府一丸となって推進してきた。

また、平成30年12月には、大規模地震の発生確率の増加、異常気象の頻発・激甚化等を受け、我が国において国土強靱化の取組は引き続き喫緊の課題であるとして、基本計画の見直しが行われた。

警察では、警察施設の耐災害性の強化、警察用航空機（ヘリコプター）等の更新整備、災害用装備資機材の整備、警察情報通信基盤の堅牢（ろう）化・高度化、交通安全施設等の整備等の取組を推進している。

イ　防災・減災、国土強靱化のための3か年緊急対策

平成30年中に発生した、平成30年7月豪雨、台風第21号、平成30年北海道胆振東部地震等の様々な災害による国民生活への影響に鑑み、電力インフラ及び交通インフラをはじめとする重要インフラの災害時の機能確保について、関係機関の緊密な連携の下、緊急点検及び対策を実施するため、平成30年9月、重要インフラの緊急点検に関する関係閣僚会議が開催された。

同会議を受け、直近の自然災害に照らして、国民経済・国民生活又は人命を守るために点検の緊急性が認められる重要インフラとして、

①　ブラックアウト（注）のリスク・被害を極小化する必要がある電力供給に係る重要インフラ

②　電力喪失等を原因とする致命的な機能障害を回避する必要がある重要インフラ

③　自然災害時に人命を守るために機能を確保する必要がある重要インフラ

を対象に、警察庁を含む12府省庁において、132項目の緊急点検が実施され、同年11月に開催された同会議において、点検結果と対応方策が取りまとめられた。当該点検の結果等を踏まえ、基本計画に基づく取組のうち、防災・減災、国土強靱化を推進する観点から、特に緊急に実施すべき対策については、3か年で集中的に実施することとされ、同年12月、その達成目標、実施内容、事業規模等を明らかにした「防災・減災、国土強靱化のための3か年緊急対策」が同会議において取りまとめられ、同日、閣議決定された。

警察庁においても、同対策に盛り込まれた、

○　警察における災害対策に必要な資機材に関する緊急対策

○　警察用航空機等に関する緊急対策

○　警察用航空機の資機材に関する緊急対策

○　警察情報通信基盤の耐災害性等に関する緊急対策

○　警察情報通信設備・機器の整備等に関する緊急対策

○　警察施設の耐災害性等に関する緊急対策

○　信号機電源付加装置の更新・整備に関する緊急対策

の7つの対策について、令和2年度までに完了若しくは概成又は大幅に進捗させるため、必要な取組を推進している。


注：大手電力会社の管轄する地域の全てで停電が起こる現象（全域停電）



②　初動態勢の確立

発災直後は、被害状況を可能な限り早期に把握するとともに、正確な情報収集に努め、収集した情報に基づき、生命及び身体の安全を守ることを最優先に、災害応急対策に必要な人員や装備資機材を適切に配分することが重要である。

警察では、大規模災害が発生した場合においても災害警備本部が十分に機能するよう、直近の大規模災害における被災地警察の体制とその対応状況等を検証し、その検証結果を踏まえ、災害警備本部で必要となる業務の内容等に応じた要員を確保するとともに、実効性のある任務別体制を編成している。

また、大規模災害発生時には、被災地警察において、必要に応じて警察署とは別の現地指揮所を設置するとともに、同指揮所ごとに指揮支援班を派遣し、被害状況に関する情報収集・分析等を行うこととされており、当該情報等に基づき現地へ派遣する部隊やその活動内容を決定することで、効果的な部隊派遣・運用の実現を図っている。

さらに、今後発生が懸念される南海トラフ地震、首都直下地震等の大規模災害における措置についても、政府における各種計画の策定・見直し等を踏まえ、引き続き、部隊派遣計画等の具体的な検討を進めている。

　[image: 現地指揮所設置・運営訓練]
現地指揮所設置・運営訓練

③　救出救助能力の向上

警察庁では、今後発生し得る大規模災害に備えるため、部隊に応じた救出救助訓練基準及び災害警備活動マニュアルを整備するとともに、災害警備訓練施設を整備し、体系的な災害警備訓練を推進している。

各管区警察局においては、管区内広域緊急援助隊合同訓練を実施し、自衛隊、消防等の関係機関と合同で、警察庁指定広域技能指導官、特別救助班等の指導の下、家屋の倒壊や土砂災害等を再現した現場からの救出救助のほか、夜間における救出救助、広域警察航空隊と連携したホイスト救助、指揮支援班による各部隊の活動の調整等について、過去の災害における教訓を踏まえた訓練を実施している。

各都道府県警察においては、南海トラフ地震、首都直下地震等の被害想定や局地的な豪雨による土砂災害等最近における災害の特徴を踏まえつつ、各都道府県の地理的特性に応じて、災害警備訓練や救出救助に使用する装備資機材の整備を推進するなど、救出救助能力の向上を図っている。

　図表特1-10　救助部隊の構成
[image: 図表特1-10　救助部隊の構成]


警察庁指定広域技能指導官の声②

－心までも救う救助隊－

警察庁警備局警備運用部警備第二課災害対策室
警部　山元　剛

現在、警察庁では、救出救助能力の向上を図るための施策の一環として、各種訓練における警察庁指定広域技能指導官の積極的な活用を推進しています。その中で、私が特に力を入れて指導していることが、「心までも救う救助隊」の育成です。

私自身、これまで数々の災害現場に出動し、救出救助に当たってきましたが、倒壊した家屋の下で、私たちが呼び掛ける声にたとえ返答が無くても要救助者を励まし続けたり、倒壊した家屋の前で立ち尽くす被災者の方がいれば声を掛け、手を差し伸べたりするなど、警察官としての当然の行動が災害現場においては特に必要であると考えており、この考えは、私の礎になっています。

警察の最大の特徴は、救出救助の現場だけではなく、発災当初から被災地の復興に至るまで、行方不明者の捜索や相談対応等を通じて地域住民に寄り添い続けることにあります。

我々広域技能指導官の責務は、救助技能の指導はもとより、「警察の救助隊としての使命」を果たすことができるような強い部隊を育成することにあります。その重みをかみ締め、全国の救助部隊員の指導者として、日々精進していきたいと考えています。

　[image: 広域緊急援助隊合同訓練を指導する広域技能指導官]
広域緊急援助隊合同訓練を指導する広域技能指導官




MEMO　実戦的訓練に基づく救出救助活動

警察庁では、今後発生し得る大規模災害に備えるため、部隊に応じた救出救助訓練基準及び災害警備活動マニュアルを整備し、訓練施設を活用するなどして実戦的な災害警備訓練を推進しており、平成30年北海道胆振東部地震でも多様な現場において、過去の災害における教訓を踏まえた平素の訓練をいかし、災害特性を踏まえた救出救助活動を行った。

　[image: 実戦的な災害警備訓練]


注1：何らかの要因により閉鎖され、救出救助活動が必要となった空間

注2：地震等の災害により、ダメージを受けている建物が二次的に崩壊するのを抑制するために建物の構造を補強すること

注3：倒壊建物等において、内部への侵入が不可能な建物の壁等を破壊し、開口部を設定すること










第2節　テロ対策

国際テロ情勢としては、ISIL（注1）が「対ISIL有志連合」に参加する欧米諸国等に対してテロを実行するよう呼び掛けているほか、AQ（注2）及びその関連組織も米国等に対するテロの実行を呼び掛けている。また、世界各地でテロ事件が相次いで発生するとともに、海外で邦人や我が国の関連施設等の権益がテロの被害に遭う事案も発生しており、我が国に対するテロの脅威は継続しているといえる。北朝鮮による拉致容疑事案についても、発生から長い年月が経過しているが、いまだに全ての被害者の帰国は実現しておらず、一刻の猶予も許されない状況にある。

国内では、極左暴力集団は、依然としてテロの実行部隊である非公然組織を維持しながら、組織の維持・拡大に取り組んでいる。また、右翼は、領土問題、歴史認識問題等に関し、関係国や日本政府等を批判し、その過程で、拳銃を使用した事件を引き起こす者もいる。さらに、オウム真理教は、依然として「地下鉄サリン事件」等の首謀者であった麻原彰晃こと松本智津夫及び同人の説く教義を基盤としており、その本質に変化はないと認められる。

こうした情勢に加え、サイバー空間においては、世界的規模で政府機関や企業等を標的とするサイバー攻撃が発生しており、我が国において、社会の機能を麻痺させる電子的攻撃であるサイバーテロ（注3）が発生することも懸念される。

このような厳しい情勢を踏まえ、警察は、テロ等違法行為を未然に防止し、公安の維持を図るため、各種テロ対策を推進している。本節では、過去に発生した我が国に関連するテロ事件等を概観し、近年のテロ情勢について述べた上で、警察におけるテロ対策について紹介することとする。


注1：Islamic State of Iraq and the Levantの頭字語。いわゆるイスラム国

注2：Al-Qaeda（アル・カーイダ）の略

注3：35頁参照



1　テロの発生状況と諸課題

（1）我が国に関連した主なテロ事件等と警察の取組

①　日本赤軍

ア　日本赤軍の沿革

日本赤軍は、その前身の極左暴力集団である共産主義者同盟赤軍派（赤軍派）の「国際根拠地建設」構想（注）に基づき、昭和46年（1971年）、レバノンに向け出国した重信房子らによって組織された。

重信房子は、当時、盛んにテロ事件を起こしていたパレスチナ解放人民戦線（PFLP）と接触し、その支援を受けて、赤軍派の国際根拠地として、赤軍派アラブ支部を設立した。

その後、赤軍派アラブ支部は、日本国内の赤軍派と決別し、独立の組織として、昭和47年（1972年）5月30日には、岡本公三ら3人が、イスラエルのテルアビブ・ロッド空港を襲撃し、一般旅行者ら約100人を無差別に殺傷する事件を引き起こしたことで、世界から「Japanese Red Army（日本赤軍）」として知られるようになった。その後、同組織は、日本国内に対してアラブ赤軍を、国外に対して日本赤軍をそれぞれ名のり、ハーグ事件（昭和49年9月）、クアラルンプール事件（昭和50年8月）といった在外公館占拠や、ドバイ事件（昭和48年7月）、ダッカ事件（昭和52年9月）といったハイジャックによるテロ事件を引き起こしており、クアラルンプール事件及びダッカ事件においては、人質と交換に、我が国で服役、勾留中の日本赤軍や赤軍派の関係者をはじめとする合計11人を釈放させるなど、武装闘争を繰り広げた。なお、この間、昭和49年には、名称が日本赤軍へと統一された。


注：革命を達成するために、社会主義国に根拠地を作り、そこに赤軍派の活動家を送り込んで軍事訓練を受けさせ、再び日本に上陸して、武装蜂起を決行するという構想



　[image: テルアビブ・ロッド空港事件（時事通信フォト）]
テルアビブ・ロッド空港事件（時事通信フォト）

ダッカ事件以降、日本赤軍は表面的には武装闘争を差し控えていたが、昭和60年代に入って再び活動を活発化させ、「反帝国主義国際旅団」等の名の下に、ジャカルタ事件（昭和61年5月）、ローマ事件（昭和62年6月）、ナポリ事件（昭和63年4月）等のテロ事件を相次いで引き起こした。その後、昭和62年11月、国内に潜伏していたメンバー1人の逮捕を皮切りに、世界各国で複数のメンバーが発見・逮捕され、さらに、平成12年（2000年）11月には、国内に潜伏していた日本赤軍最高幹部である重信房子が逮捕された（注）。


注：平成22年8月、懲役20年の刑が確定した。



　[image: 国際手配中の日本赤軍]
国際手配中の日本赤軍

イ　近年の動向と警察の取組

平成13年4月、重信房子が日本赤軍の「解散」を宣言し、後に組織も「解散」を表明した。しかし、いまだに過去に引き起こした数々のテロ事件を称賛していること、現在も7人の構成員が逃亡中であることなどから、テロ組織としての危険性がなくなったとみることはできない。

警察では、国内外の関係機関との連携を強化し、逃亡中の構成員の検挙及び組織の活動実態の解明に向けた取組を推進している。

②　「よど号」グループ

ア　「よど号」ハイジャック事件

昭和45年3月、赤軍派の故田宮高麿ら9人が、「国際根拠地建設」構想に基づき、東京発福岡行き日本航空351便、通称「よど号」をハイジャックし、北朝鮮に入境した。現在、ハイジャックに関与した被疑者5人及びその妻3人が北朝鮮にとどまっているとみられる（注）。


注：ハイジャックに関与した被疑者1人及びその妻1人は死亡したとされているが、真偽は確認できていない。



　[image: 「よど号」ハイジャック事件（時事）]
「よど号」ハイジャック事件（時事）

　[image: 国際手配中の「よど号」グループ]
国際手配中の「よど号」グループ

イ　日本人拉致容疑事案への関与

平成14年、「よど号」事件の犯人の元妻の供述により、「よど号」グループが、朝鮮労働党の指導の下、金日成（キムイルソン）主義に基づく革命を日本で実現するため、日本人の拉致に深く関与していたことが明らかになった。

警察は、「よど号」事件の犯人である魚本（旧姓：安部）公博については、有本恵子さんに対する結婚目的誘拐容疑で、「よど号」事件の犯人の妻である森順子及び若林（旧姓：黒田）佐喜子については、石岡亨さん及び松木薰さん両名に対する結婚目的誘拐容疑で、それぞれ逮捕状を取得し、国際手配を行っている。

「よど号」グループは、マスコミ報道や声明文等を通じて拉致容疑事案への関与を否定し続けており、日本政府に対しては、拉致容疑事案の被疑者としての引渡し要求を撤回するとともに、帰国をめぐる話し合いに応じるよう要求している。

③　北朝鮮による拉致容疑事案等

ア　拉致容疑事案等に関する取組

警察では、平成30年末現在、日本人が被害者である拉致容疑事案12件（被害者17人）及び朝鮮籍の姉弟が日本国内から拉致された事案1件（被害者2人）の合計13件（被害者19人）を北朝鮮による拉致容疑事案と判断するとともに、拉致に関与したとして、北朝鮮工作員等11人について逮捕状の発付を得て国際手配を行っている。

また、拉致容疑事案以外にも、北朝鮮による拉致の可能性を排除できない事案（注）について、関係機関との連携を図りつつ、全国警察において徹底した捜査・調査を進めており、同事案の真相を解明するために警察庁に設置されている特別指導班が、都道府県警察を巡回・招致して、捜査・調査を担当する職員への具体的な指導、同事案の実地調査、都道府県警察間の協力体制の構築等を行っている。

さらに、将来、北朝鮮から拉致被害者に関連する資料が出てきた場合に、本人確認に役立ち得るなどの観点から、御家族の意向等を勘案しつつ、積極的にDNA型鑑定資料の採取を実施してきているほか、広く国民から情報提供を求めるため、御家族の同意を得られたものについては、事案の概要等を各都道府県警察及び警察庁のウェブサイトに掲載している。


注：警察が把握している北朝鮮による拉致の可能性を排除できない方は、令和元年（2019年）5月末現在、882人である。



　図表特2-1　日本人が被害者である拉致容疑事案（12件17人）
[image: 図表特2-1　日本人が被害者である拉致容疑事案（12件17人）]

　図表特2-2　日本人以外が被害者である拉致容疑事案（1件2人）
[image: 図表特2-2　日本人以外が被害者である拉致容疑事案（1件2人）]

　図表特2-3　国際手配被疑者（拉致容疑事案関係）
[image: 図表特2-3　国際手配被疑者（拉致容疑事案関係）]

イ　拉致容疑事案等をめぐる動向

日本政府は、拉致問題の解決は最重要課題であり、その重要性について各国の支持と協力を得ることが不可欠であるとして、各種国際会議をはじめ、あらゆる外交上の機会を捉え、拉致問題を提起している。平成30年2月には、安倍首相が、平昌（ピョンチャン）冬季オリンピック競技大会の開会式のレセプション会場において、金永南（キムヨンナム）北朝鮮最高人民会議常任委員長（当時）に対し、拉致問題を取り上げ、全ての拉致被害者の帰国を含めた拉致問題の解決を強く求めるなど、日本政府は、北朝鮮に対して我が国の基本的な考えを繰り返し伝えている。

ウ　今後の取組

北朝鮮による拉致容疑事案は、我が国の主権を侵害し、国民の生命・身体に危険を及ぼす治安上極めて重大な問題である。

日本政府は、全ての拉致被害者の一日も早い帰国を実現するため、政府一体となって取り組んでいるところであり、警察では、被害者や御家族のお気持ちを十分に受け止め、全ての拉致容疑事案等の全容解明に向けて、関係機関と緊密に連携を図りつつ、関連情報の収集、捜査・調査に全力を挙げることとしている。

④　北朝鮮による主なテロ事件

北朝鮮は、朝鮮戦争以降、南北軍事境界線を挟んで韓国と軍事的に対峙（じ）しており、これまで、韓国に対するテロ活動の一環として、工作員等によるテロ事件を世界各地で引き起こしている。例えば、昭和62年（1987年）に大韓航空機爆破事件が発生したが、同事件は、日本人を装った工作員により敢行されたものであった。

⑤　国内諸勢力によるテロ事件

ア　極左暴力集団による爆弾を使用した無差別連続テロ事件

極左暴力集団（注1）は、70年安保闘争を主要な課題に据え、昭和42年頃から、角材等で武装した大量の活動家を街頭に動員する街頭武装闘争を展開していたが、昭和44年に初めて手製爆弾を使用して以降、多くのテロ事件で爆弾・爆発物を使用した。

極左暴力集団が使用した爆弾は、初期においては小型で威力も小さいものであったが、その後、急速に性能が高まるとともに威力を増し、明治公園爆弾投てき事件（昭和46年6月）では、警察部隊に投げ込まれた爆弾により、37人の警察官が重軽傷を負った。また、市民を巻き込む卑劣な事件も発生し、警視庁警務部長宅爆破殺人事件（同年12月）では、警察幹部宅に郵送された爆弾により、同幹部の家族が犠牲となったほか、警視庁追分（おいわけ）派出所クリスマスツリー爆弾事件（同月）では、繁華街の交番に仕掛けられた爆弾により、付近を通行していた市民が巻き添えとなった。

その後、昭和49年には、不特定多数の市民を巻き込む無差別爆弾テロが連続して発生した。既存の極左暴力集団には属さない東アジア反日武装戦線「狼」は、独自の闘争理論を展開し、海外進出企業への爆弾攻撃を画策して、その闘争理論や爆弾の製造方法を記した教本の地下出版等により同調者を集め、同年8月には、三菱重工ビル爆破事件（注2）を実行し、8人を死亡、380人を負傷させた。その後も、同調者と共に、企業を標的とする爆弾事件を次々と引き起こし、これら一連の企業爆破事件は11件に上った。なお、昭和50年5月には、当該事件の被疑者8人が逮捕された（注3）。

爆弾事件は模倣性が強く、初歩的な理化学知識があれば爆発物の製造は可能であることから、その後も、2人が死亡、95人が負傷した北海道庁爆破事件（注4）（昭和51年）や6人が負傷した神社本庁爆破事件（注5）（昭和52年）等の過激な理論や思想を背景とする卑劣な爆弾事件が発生し、多くの市民が巻き添えになった。


注1：近年の極左暴力集団の動向については、211頁参照

注2：昭和49年8月30日、都内にある三菱重工本社ビルの正面玄関前に仕掛けられた時限式爆弾2個が爆発し、玄関及びその周辺が原形を留めないほど破壊され、通行人等388人が死傷した。

注3：警察は、令和元年5月末現在、実行犯の1人で、警察庁指定重要指名手配被疑者である桐島聡の発見検挙に向けて取り組んでいる。

注4：昭和51年3月2日、北海道庁本庁舎1階に仕掛けられた時限式爆弾1個が爆発し、壁が損壊するとともに、付近の天井構造物が損壊落下し、同庁職員等97人が死傷した。

注5：昭和52年10月27日、都内にある神社本庁本館ロビーに仕掛けられた時限式爆弾1個が爆発し、付近の扉やガラスが破壊され、同庁職員等6人が軽傷を負った。



　[image: 三菱重工ビル爆破事件（共同通信社）]
三菱重工ビル爆破事件（共同通信社）

　[image: 北海道庁爆破事件]
北海道庁爆破事件

イ　右翼による拳銃を使用したテロ事件

右翼（注）は、「国家、民族の危機を救うためには実力行動もやむを得ない」とする「民族正当防衛論」や「クーデター合理論」を公然と主張し、政治家の言動やマスコミ関係者の報道姿勢等を捉え、拳銃を使用したテロ事件を引き起こしてきた。

例えば、平成2年1月、「天皇に戦争責任があると思う」と発言した本島長崎市長（当時）に対し、長崎市役所正面玄関前において背後から拳銃を発射して重傷を負わせた事件は、右翼による戦後初の要人狙撃テロ事件であった。平成4年3月には、右翼活動家が、北朝鮮との国交正常化交渉に抗議するなどとして、栃木県内の市民会館で演説を行っていた金丸自民党副総裁（当時）に対し、至近距離から拳銃を発射する殺人未遂事件を引き起こしたほか、平成6年4月には、朝日新聞社を中心とするマスコミの偏向報道の是正を求めるなどとして、同社東京本社内で拳銃を発射した上、同社役員らを人質にして立てこもる事件を引き起こした。なお、この事件の犯人は、日本刀やダイナマイトも所持していた。

また、平成14年9月の日朝首脳会談以降、日本人を被害者とする拉致容疑事案に対する政府の対応等に不満を募らせた「刀剣友の会（日本人の会）」の会長らが、「建国義勇軍国賊征伐隊」等を名のり、同年10月から15年11月にかけて、北朝鮮関連施設、政界要人等を攻撃対象として、拳銃を発射したり、実包を同封した脅迫文を送付したりするなど、計24件の事件を引き起こしたが、被疑者の多くは、右翼活動家としての経歴もなく、刀剣愛好という趣味を通じて知り合った者であった。

さらに、平成16年11月には、右翼活動家が、大手建設会社各社による訪朝計画に抗議するなどとして、大成建設本社受付で拳銃を発射した後、同社の応接室に立てこもる事件を引き起こした。


注：近年の右翼の動向については、212、213頁参照



　[image: 長崎市長殺人未遂事件]
長崎市長殺人未遂事件

　[image: 建国義勇軍事件で押収された拳銃]
建国義勇軍事件で押収された拳銃

ウ　オウム真理教による有毒ガスを使用した無差別大量殺人事件

オウム真理教（以下この節において「教団」という。）は、宗教団体として発足し、その後テロ集団化して、松本サリン事件（平成6年）、地下鉄サリン事件（平成7年）等の数々の凶悪事件を引き起こした。（注1）

教団は、松本サリン事件や地下鉄サリン事件以前から、脱会を表明した信者や教団施設から信者を連れ出そうとした元信者をリンチにより殺害したり、信者に薬物を投与し、「イニシエーション」と称する宗教的儀式を実施したりするなどして、信者の脱会防止、結束の強化等を図っていた。

また、活動資金を獲得するため、多額の財産を有している在家信者等を強引に出家させ、その財産を教団に寄附させる目的で、逮捕監禁事件、営利目的略取事件等を引き起こした。

教団は、こうした違法な内部統制活動や組織・経済基盤の確立活動を行うほか、教団の活動に対する障害を取り除こうとして、教団によるお布施の強制や脱会信者の拉致等を厳しく追及していた弁護士及びその家族を殺害するなどした。また、人類救済のためには、教団に敵対する者を含め、一般人に対する無差別大量殺人の実現と国家権力の打倒が必要であるとして、密かに教団の武装化を計画し、有毒ガスの大量生産等を行った。

このような中、平成6年6月には、教団名を隠して取得した土地をめぐり、当該土地の取得が詐欺に当たるなどとして、地主が長野地方裁判所松本支部に提起した訴訟に関し、教団が敗訴する可能性が高くなったことや、教団の進出に対する地域住民の反対運動が展開されたことなどを受け、同支部の裁判官及び地域住民を殺害しようと企て、かねてから研究開発及び量産を進めていたサリン（注2）を長野県松本市の住宅地において噴霧する事件を引き起こし、8人を死亡、143人を負傷させた。この「松本サリン事件」は、化学兵器として用いられるサリンが世界で初めて犯罪に使用された例である。

その後、教団は、平成7年2月、公証役場事務長逮捕監禁致死事件（注3）を引き起こしたが、この事件は犯行直後に警察に発覚し、教団が関与した疑いがあるとの報道もされたため、教祖の麻原彰晃こと松本智津夫は、大規模な強制捜査に対する危機感を抱いた。このため、松本は、警察組織に打撃を与えるとともに、東京の中心部を大混乱に陥れるような事件を引き起こすことで、教団に対する強制捜査を妨害しようと考え、警視庁等の行政機関の庁舎が付近に集中する霞ケ関駅を通過する地下鉄車両内でサリンを散布することを計画した。

教団の実行者5人は、平成7年3月20日午前8時頃、乗客の多い通勤時間帯を狙い、東京都内の複数の地下鉄車両内において、先のとがった傘でサリン入りのナイロン袋を突き刺し、サリンを地下鉄車両内及び駅構内に発散させた。

この「地下鉄サリン事件」では、13人が死亡、5,800人以上が負傷するなど、甚大な被害が発生し、国際的にも犯罪史上例をみない残虐極まりない無差別テロとして、国内外に衝撃を与えた。


注1：近年のオウム真理教の動向については、210頁参照

注2：サリン（メチルホスホノフルオリド酸イソプロピル）は、第二次世界大戦前のドイツで、有機リン系殺虫剤を製造する過程で発見された。無色の液体で揮発性が高く、気体の比重は空気より重い。人体へは主に呼吸器、皮膚等により吸収され、おう吐、縮瞳、けいれん、頭痛、めまい、呼吸困難等を引き起こす。持続性と即効性が強いほか、毒性が著しく強く、人に対する殺傷能力が極めて高い。

注3：平成7年2月28日、帰宅途中の目黒公証役場事務長をあらかじめ準備していた車両に押し込んだ上、教団施設へと連れ込み、同人に全身麻酔薬を投与し続け、同年3月1日、心不全により死亡させた。



　[image: 地下鉄サリン事件直後の東京地下鉄日比谷線築地駅前の状況（共同通信社）]
地下鉄サリン事件直後の東京地下鉄日比谷線築地駅前の状況（共同通信社）

⑥　日本国内において発生した国際テロ事件

昭和60年6月23日、新東京国際空港（注）の手荷物仕分場において、預けられていた手荷物が爆発し、作業員の邦人2人が死亡し、4人が負傷する事件（カナダ太平洋航空機積載貨物爆破事件）が発生した。昭和63年（1988年）、被疑者として、シーク教徒過激派の男1人が英国において逮捕され、平成3年（1991年）、カナダにおいて有罪判決を受けた。


注：現在の成田国際空港



　[image: カナダ太平洋航空機積載貨物爆破事件（時事）]
カナダ太平洋航空機積載貨物爆破事件（時事）

⑦　日本に関連する国際テロリストの関与が疑われる事件等

ア　千代田区内同時爆弾事件

昭和63年3月21日、東京都千代田区内のビル前において時限式の爆発物が爆発し、同ビル1階に所在するサウジアラビア航空事務所の看板、窓ガラス等が破損した。また、この爆発と同時刻頃、同区内に所在するイスラエル大使館付近の駐車場においても、時限式の爆発物が爆発した。これらの事件の発生前後には、シンガポール、ドイツ等において、サウジアラビア権益等を狙ったとみられる爆破事件が多数発生していた。

イ　「悪魔の詩」邦訳者殺害事件

平成3年7月12日、茨城県つくば市内の筑波大学構内において、小説「悪魔の詩」（サルマン・ラシュディ著）の邦訳者であり、同大学の助教授であった男性が、刃物で切り付けられるなどして殺害された。「悪魔の詩」をめぐっては、イスラム教を冒とくする内容であるとの批判があり、イタリア語版の翻訳者が襲撃されるなどしていた。

ウ　ボジンカ計画

平成7年（1995年）2月、平成5年（1993年）2月に発生したニューヨーク世界貿易センタービル爆破事件の主犯格とみられるAQ幹部がパキスタンで逮捕され、同人らが、東京を経由する便を含む米国旅客機12機を同時に爆破する計画である「ボジンカ計画」を企てていたことが明らかになった。計画者の一人であるハリド・シェイク・モハメドは、平成13年（2001年）9月に発生した米国における同時多発テロ事件（注）で中心的な役割を果たしたとされる。

また、平成6年12月、マニラ発セブ経由成田行きのフィリピン航空機内において、座席下に設置された爆発物が爆発し、乗客の邦人1人が死亡した爆破テロ事件も、同計画のテストとして同人らによって敢行されていたことが判明した。


注：30頁参照



エ　ICPO国際手配被疑者の不法入国事案

平成15年（2003年）12月、殺人、爆弾テロ未遂等の罪でICPO（注1）を通じ国際手配されていたフランス人（注2）がドイツで逮捕され、同人が他人名義の旅券を使用して我が国への不法な入出国を繰り返していたことが判明した。


注1：International Criminal Police Organization（国際刑事警察機構）の略

注2：同人は、国際連合安全保障理事会アル・カーイダ制裁委員会から、制裁対象として指定されている。



⑧　過去に邦人が海外で被害に遭った主なテロ事件（注）

平成8年（1996年）12月17日、ペルーの左翼テロ組織「トゥパク・アマル革命運動（MRTA）」が、天皇誕生日祝賀レセプションを開催中の在ペルー日本国大使公邸に爆発物等を使用して侵入し、当初約700人に上る人質を取り、4か月余りにわたって立てこもる事件（在ペルー日本国大使公邸占拠事件）が発生した。この事件は、平成9年（1997年）4月22日、ペルー軍の特殊部隊が大使公邸に突入して終結したが、人質1人、特殊部隊隊員2人及び犯人グループ14人が死亡した。

なお、平成20年までに発生した邦人が海外で被害に遭った主なテロ事件については、図表特2-4のとおりである。


注：平成21年以降に邦人が海外で被害に遭った主なテロ事件については、32、33頁参照



　図表特2-4　邦人が海外で被害に遭った主なテロ事件（平成20年以前）
[image: 図表特2-4　邦人が海外で被害に遭った主なテロ事件（平成20年以前）]

（2）イスラム過激派の台頭と近年のテロ情勢

①　AQ

ア　AQの台頭

平成13年（2001年）9月11日に発生した米国における同時多発テロ事件は、テロリストが、民間旅客機4機を同時にハイジャックし、乗員、乗客と共にニューヨークの世界貿易センタービル等に激突させるという前例のない手口により、邦人24人を含む約3,000人の犠牲者を出した。

この事件で世界に衝撃を与えたAQは、ソ連のアフガニスタン侵攻に対して戦ったアラブ人を集めて、1980年代後半、オサマ・ビンラディンによって結成されたイスラム過激派組織である。AQの目標は、彼らが非イスラム的とみなす政権を転覆させ、イスラム諸国から西洋人や非イスラム教徒を追放することを通じて世界中に汎（はん）イスラム主義のカリフ統治国を樹立することにあるとされる。

　[image: 米国における同時多発テロ事件（dpa/時事通信フォト）]
米国における同時多発テロ事件（dpa/時事通信フォト）

イ　オサマ・ビンラディンの死亡とAQの現状

平成23年（2011年）5月、米国の作戦によりオサマ・ビンラディンは死亡したが、その後も現指導者のアイマン・アル・ザワヒリが反米・反イスラエル的思想を繰り返し主張しているほか、オサマ・ビンラディンの息子とされるハムザ・ビンラディンも、インターネットを通じて、世界中のイスラム教徒に向けてテロの実行を呼び掛けている。また、中東、アフリカ、南西アジア等において活動するAQ関連組織が、政府機関等を狙ったテロを行っているほか、オンライン機関誌等を通じて欧米諸国におけるテロの実行を呼び掛けるなど、AQ及びその関連組織は、依然として大きな脅威となっている。

②　ISIL

ア　ISILの台頭

AQ関連組織であったISILは、AQとの方針の違いから平成26年（2014年）にAQ中枢と決別した後、次々とその支配地域を広げ、イラクの首都バグダッドにも迫る勢いを見せた。さらに、ISIL指導者のアブ・バクル・バグダディがイスラム教の預言者ムハンマドの代理人（後継者）を意味するカリフを自称するとともに、イラクとシリアにまたがる地域にカリフ制国家である「イスラム国」の樹立を宣言した。

このようなISILの台頭を受けて、米国の呼び掛けにより、同年9月、欧米諸国等から成る「対ISIL有志連合」が結成され、同年8月から欧米や中東諸国がイラク及びシリアのISILの拠点に対する空爆等を行うなど、国際社会によるISILの壊滅に向けた取組が強化された。

イ　ISILの世界各地への影響と現状

ISILの台頭を受けて、北・西アフリカ、東南アジア等世界各地の多数のイスラム過激派組織が、ISILに対する忠誠や支持を表明した。こうした組織の中には、かつてはAQへの支持を表明していたものも含まれており、その後ISILが自らの「州」だと主張しているものもある。

他方、ISILは、一時はイラク及びシリアにおいて広大な地域を支配していたものの、諸外国の支援を受けたイラク軍、シリア軍等の攻撃により、現在は両国における支配地域を失ったとされている。

しかし、ISILは依然として攻撃を行う能力を有しているとみられており、平成30年8月には、アブ・バクル・バグダディの声明が発出され、欧米諸国において攻撃を実行することはイラク及びシリアにおける活動と同等の価値があるなどとして、世界各地でテロを実行するよう改めて支持者に呼び掛けた。

このほかにも、ISILは、インターネットを積極的に活用して支持者に対する呼び掛けを行っている。例えば、声明やインフォグラフィック（注）を通じ、爆弾や銃器が入手できない場合には、刃物、車両等を用いてテロを実行するよう呼び掛けており、実際に、図表特2-5のとおり、刃物、車両等を用いたテロ事件が欧米諸国等で発生している。また、インターネット上において、新たなテロの手段として放火が掲げられているほか、テロの標的とすべき施設についても具体的に例示がなされている。

さらに、ISIL等の過激思想に影響を受けたとみられる者によるテロ事件が発生すると、オンライン機関誌等でこれらのテロ事件を称賛するとともに、効果的な作戦として推奨するなどして、更なるテロの実行を呼び掛けている。


注：情報を視覚に訴えるようなイメージ等を用いて分かりやすく表現したもの



　図表特2-5　近年欧米諸国等で発生した刃物、車両等が用いられた主なテロ事件（注）
[image: 図表特2-5　近年欧米諸国等で発生した刃物、車両等が用いられた主なテロ事件]

③　テロ組織の我が国等に対する言及

ISILは、オンライン機関誌「ダービク」等において、我が国や邦人をテロの標的として繰り返し名指ししている。

AQについても、平成24年（2012年）5月に米国が公開したオサマ・ビンラディン殺害時の押収資料により、「韓国のような非イスラム国の米国権益に対する攻撃に力を注ぐべき」と同人が指摘していたことが明らかになった。また、米国で拘束中のAQ幹部の供述によれば、我が国に所在する米国大使館を破壊する計画等に関与したことも明らかになっている。こうした資料や供述は、米軍基地等の米国権益が多数存在する我が国に対するイスラム過激派組織によるテロの脅威の一端を明らかにしたものといえる。

④　近年邦人が海外で被害に遭った主なテロ事件等

近年、邦人や我が国の関連施設等の権益がテロの標的となる事案等が現実に発生している。

ア　在アルジェリア邦人に対するテロ事件

平成25年（2013年）1月16日、アルジェリア東部のイナメナスにおいてガスプラント等が襲撃され、邦人を含む同プラントの職員多数が人質として拘束された。この事件は、アルジェリア軍による制圧作戦により、同月19日までに収束したが、邦人10人を含む40人が死亡した。この事件に対しては、イスラム武装組織「覆面部隊」の指導者であるモフタール・ベルモフタールが、インターネット上に犯行声明を発出した。

　[image: 在アルジェリア邦人に対するテロ事件で、日本人犠牲者の遺体が納められた棺に花を供える関係者ら（時事）]
在アルジェリア邦人に対するテロ事件で、日本人犠牲者の遺体が納められた棺に花を供える関係者ら（時事）

イ　シリアにおける邦人殺害テロ事件

平成27年（2015年）1月20日、平成26年（2014年）中にシリアにおいて行方不明となっていた邦人2人とみられる人物の動画がISILによりインターネット上に配信され、この動画の中でISILの構成員とみられる男が拘束された2邦人の身代金として2億ドルの支払いを要求した。ISILは、その後要求内容を変遷させたが、平成27年1月24日、拘束された邦人のうち1人が殺害されたとみられる画像を、同年2月1日、もう1人が殺害されたとみられる動画を、それぞれインターネット上に公開した。

ISILは、同動画の中で、日本政府を名指しして、今後も邦人をテロの標的とすることを示唆したほか、その後、オンライン機関誌「ダービク」において、同様に邦人への攻撃を示唆した。

　[image: ISILがインターネット上に配信している英語版オンライン機関誌「ダービク」]
ISILがインターネット上に配信している英語版オンライン機関誌「ダービク」

ウ　チュニジアにおけるテロ事件

平成27年（2015年）3月18日、チュニジアの首都チュニスに所在するバルドー国立博物館において、武装グループが観光客を人質に立てこもる事件が発生した。発生から約3時間後に治安部隊の鎮圧により人質が解放されたが、邦人3人を含む22人が死亡したほか、邦人3人を含む42人が負傷した。この事件については、チュニジア政府がAQ関連組織の犯行であるとの見方を示す一方、ISILは、本件犯行がISILによるものであるという犯行声明を発出したほか、オンライン機関誌「ダービク」において、日本を含む「対ISIL有志連合」に参加している多くの国と国民を殺害し、苦しみを与えたことは成功であったと述べている。

　[image: チュニジアにおけるテロ事件の現場付近（EPA＝時事）]
チュニジアにおけるテロ事件の現場付近（EPA＝時事）

エ　バングラデシュ・ロングプールにおける邦人殺害事件

平成27年（2015年）10月3日、バングラデシュ・ロングプールにおいて、人力車に乗車していた邦人1人が銃撃を受けて死亡した。この事件については、「ISILバングラデシュ」を名のる者が、インターネット上で犯行声明を発出した。

オ　バングラデシュ・ダッカにおける襲撃テロ事件

平成28年（2016年）7月1日、バングラデシュ・ダッカ市内において、武装グループがレストランを襲撃して、飲食客らを人質に立てこもる事件が発生した。発生から約12時間後に治安部隊の鎮圧により人質が解放されたが、邦人7人を含む20人の人質が死亡した。この事件についても、「ISILバングラデシュ」を名のる者が、インターネット上で犯行声明を発出した。

　[image: バングラデシュ・ダッカにおける襲撃テロ事件の現場付近（時事）]
バングラデシュ・ダッカにおける襲撃テロ事件の現場付近（時事）

カ　スリランカにおける連続爆弾テロ事件

平成31年（2019年）4月21日、スリランカ・コロンボ市内等に所在する複数のホテル、キリスト教会等において連続爆弾テロ事件が発生し、邦人1人を含む258人が死亡したほか、邦人4人を含む約500人が負傷した。この事件については、ISILがインターネット上で犯行声明を発出した。

　[image: スリランカにおける連続爆弾テロ事件の現場（NurPhoto）]
スリランカにおける連続爆弾テロ事件の現場（NurPhoto）

⑤　ホームグローン・テロリストの脅威等

近年、欧米等の非イスラム諸国で生まれ又は育った者が、ISILやAQ等によるインターネット上のプロパガンダ等に影響されて過激化し、自らが居住する国やイスラム過激派が標的とする国の関連施設等の権益を狙ってテロを敢行するホームグローン・テロリストによる事件が数多く発生している。

我が国においても、ISIL関係者と連絡を取っていると称する者や、インターネット上でISILへの支持を表明する者が存在しているほか、過去にはICPO国際手配被疑者の不法入国事件（注）も発生しており、過激思想を介して緩やかにつながるイスラム過激派組織のネットワークが我が国にも及んでいることを示している。

これらの事情に鑑みれば、我が国に対するテロの脅威は継続しているといえる。


注：29頁参照



（3）近年のテロ情勢から見る特徴及び諸課題

近年のテロ情勢を俯瞰すると、次の特徴及び諸課題が見えてくる。

まず、近年のテロ情勢を特徴付けるものとして、イラク及びシリアに世界100か国以上から3万人以上が渡航したとされている外国人戦闘員（注）の存在が挙げられる。例えば、平成27年（2015年）11月のフランス・パリにおける同時多発テロ事件の実行犯や、平成28年（2016年）3月のベルギー・ブリュッセルにおける連続テロ事件の実行犯については、シリアへの渡航歴があるとされており、今後も、外国人戦闘員が母国又は第三国でテロを行うことなどが懸念されている。

イラク及びシリアにおけるISILの支配地域が失われたことにより、外国人戦闘員が両国に渡航する流れはほぼ停止し、イラク又はシリアから母国に帰国する外国人戦闘員の流れも、当初懸念されていたものと比較して緩やかであるとみられるものの、平成30年中には、両国からアフガニスタンに移動する外国人戦闘員の数が増えたとされているなど、外国人戦闘員の今後の動向については注視する必要がある。

一方、近年、欧米諸国で発生したテロ事件をみると、組織的なテロリスト集団による事件より、イラクやシリア等の紛争地域への渡航歴がなく、テロ組織等によるプロパガンダやイスラム過激派が敢行した過去の事件に影響を受けて過激化したとみられる個人による事件が多いという特徴もみられる。例えば、平成28年（2016年）6月に発生した米国・フロリダにおける銃乱射テロ事件の実行犯である米国人は、インターネット上の情報に影響を受けて過激化したとみられている。

ISILは、イラク及びシリアにおける支配地域を失う中、世界各地のイスラム教徒に対し、ISILが支配する地域への移住（ヒジュラ）よりも、自らが所在する場所でテロを行うよう呼び掛けており、そうした呼び掛けに呼応したホームグローン・テロリストの中には、過激化してからテロを実行するまでの期間が短い者もいるとされていることから、こうした脅威を速やかに探知し、未然防止することが必要となる。

さらに、近年、図表特2-5のとおり、刃物、車両等の入手が容易な凶器が用いられるテロ事件の発生が目立つことも特徴といえ、実際にISILは、声明、インフォグラフィック等により、爆弾や銃器が入手できない場合には、入手が容易な刃物、車両等を用いたテロを実行するよう呼び掛けている。この点、刃物、車両等については、爆弾や銃器と比べて規制が緩く入手が容易であることから、テロの準備段階においていかにその動向を探知し、未然防止するかが課題となっている。

また、我が国においても、市販の化学物質から爆発物が製造される事案や、3Dプリンタを使用して銃砲製造がなされる事案が発生しており、偽造身分証、3Dプリンタ、小型無人機、爆発物等原材料、情報通信技術等といったテロリスト等に悪用され得る科学技術等及びこれらを悪用する者を適切に把握することが求められている。

警察では、これら諸課題に対して、関係機関・団体等との連携及び情報収集・分析を強化し、テロの未然防止に向けた対策に万全を期す必要がある。


注：テロ行為を準備・計画・実行することやそのための訓練を受けることなどを目的として、居住国又は国籍国以外の国や地域に渡航する者



　[image: 車両を用いたテロを呼び掛けるインフォグラフィック]
車両を用いたテロを呼び掛けるインフォグラフィック

（4）サイバー空間における脅威

①　サイバーテロの脅威

インターネットが国民生活や社会経済活動に不可欠な社会基盤として定着する中で、社会機能を麻痺させる電子的攻撃であるサイバーテロ（注）の脅威は、国の治安や安全保障に影響を及ぼすおそれのある問題となっている。また、テロの対象となる施設への侵入等、物理的なテロの実行を容易にする目的でサイバーテロが行われるおそれもある。例えば、攻撃対象の施設の電気設備を使用不能にするために、電力会社の制御システムを機能不全に陥らせて電力供給を停止させることを企図したサイバーテロが行われることが想定される。


注：重要インフラ（情報通信、金融、航空、空港、鉄道、電力、ガス、政府・行政サービス（地方公共団体を含む。）、医療、水道、物流、化学、クレジット、石油の各分野における社会基盤）の基幹システム（国民生活又は社会経済活動に不可欠な役務の安定的な供給、公共の安全の確保等に重要な役割を果たすシステム）に対する電子的攻撃又は重要インフラの基幹システムにおける重大な障害で電子的攻撃による可能性が高いもの



　図表特2-6　サイバーテロ
[image: 図表特2-6　サイバーテロ]

②　サイバーテロの発生状況

我が国では、社会的混乱が生じるようなサイバーテロは発生していないものの、海外では不正プログラムによって重要インフラ事業者等のシステムに機能不全を引き起こす事案が発生している。


CASE

平成27年（2015年）4月、フランスの国際放送局に対するサイバー攻撃により、同局の放送が一時的に停止した。また、同局の公式ウェブサイトや同局のSNSアカウントが一時的に乗っ取られ、ウェブサイトの改ざん等の被害が発生した。




CASE

平成27年（2015年）12月、ウクライナにおいて大規模な停電が発生した。ウクライナ政府は、同停電がサイバー攻撃によるものとした上で、同国の電力会社のうち1社がシステムへの不正な侵入を受け、30か所の変電所との通信を切断されたことにより、8万の顧客が停電の影響を受けたと発表した。また、平成28年（2016年）12月、これに関連するとみられるサイバー攻撃による停電が同国の首都・キエフ近郊で発生したと報道された。








2　警察におけるテロ対策

テロはその発生を許せば多くの犠牲を生む。そのため、テロ対策の要諦（てい）はその未然防止にある。一方、万が一テロが発生した場合には、被害を最小限に食い止め、犯人を早期に制圧・検挙することが必要である。警察では、未然防止及び事態対処の両側面からテロ対策を推進している。

（1）警戒警備体制の強化

①　重要施設の警戒

首相官邸、原子力関連施設等の重要施設に対する不法事案の発生は、我が国の治安や国民生活に著しい影響を及ぼしかねないことから、警察では、重要施設に対するテロ等の発生を未然に防止するため、首相官邸等の政府関連施設、原子力関連施設、鉄道等の公共交通機関、米国関係施設、駐日外国公館等について、機動隊を配置するなど、警戒警備を強化している。

　[image: 重要施設の警戒]
重要施設の警戒

②　原子力関連施設におけるテロ対策

ア　テロ関連情報の収集・分析等

警察では、原子力関連施設に対するテロを未然に防止するため、各国治安情報機関等との緊密な情報交換、関係省庁等との連携による水際対策、不審人物や組織に関する情報の収集・分析等を実施している。

イ　原子力関連施設における警戒警備

原子力関連施設に対する銃器を使用したテロ事案、爆発物使用事案、NBCテロ（注）事案等への対処を行うため、自動小銃、サブマシンガン、ライフル銃、耐爆・耐弾仕様の車両、爆発物処理用具、防護服等を装備した原発特別警備部隊が、24時間体制で原子力関連施設の警戒警備に当たっている。


注：N（Nuclear：核）B（Biological：生物）C（Chemical：化学）物質を使用したテロの総称



　[image: 原子力関連施設の警戒]
原子力関連施設の警戒

ウ　関係機関等との連携

平成23年、政府は、原子力発電所等に対するテロを現実の脅威として再認識し、その未然防止対策を強化することを決定しており、その中で、警察庁、海上保安庁、防衛省等の関係省庁による継続的な連携強化が示された。これを受けて関係都道府県警察では、海上保安庁との合同訓練を定期的に実施しているほか、一般の警察力だけでは対応することができないと認められる事案が発生した場合を想定し、平成24年以降、原子力発電所の敷地を利用した自衛隊との共同実動訓練を実施している。

エ　警察庁職員による立入検査

原子力事業者との間では、警察庁職員が事業所等に定期的に立入検査を行うとともに、治安当局の立場から自主警戒に関する指導を行うことなどにより、事業者による防護措置が実効あるものとなるよう努めている。

③　機動隊の活動

都道府県警察には、集団警備力によって有事即応体制を保持する常設部隊として機動隊が設置されているほか、管区機動隊、第二機動隊等が設置されている。

また、各種警察事案に対応できるよう専門部隊が設置されており、その能力をいかし、テロ対処等に万全を期している。

　図表特2-7　機動隊の概要
[image: 図表特2-7　機動隊の概要]

④　テロ対処部隊

ア　特殊部隊（SAT（注））

特殊部隊（SAT）は、北海道、警視庁、千葉、神奈川、愛知、大阪、福岡及び沖縄の8都道府県警察に設置されている。全国で約300人の体制で、自動小銃、サブマシンガン、ライフル銃、特殊閃（せん）光弾、ヘリコプター等が配備されており、ハイジャック、重要施設占拠事案等の重大テロ事件、銃器等の武器を使用した事件等に出動し、被害者や関係者の安全を確保しつつ、被疑者を制圧・検挙することを任務としている。


注：Special Assault Teamの略



　[image: SATの訓練]
SATの訓練

イ　銃器対策部隊

銃器対策部隊は、各都道府県警察の機動隊等に設置されている。全国で約2,100人の体制で、サブマシンガン、ライフル銃、防弾衣、防弾帽、防弾盾等が配備されており、銃器等を使用した事案への対処を主たる任務とし、重大事案が発生した場合に、SATが到着するまでの第一次的な対処に当たるとともに、SATの到着後は、その支援に当たることとなる。

　[image: 銃器対策部隊の訓練]
銃器対策部隊の訓練

ウ　NBCテロ対応専門部隊等

NBCテロ対応専門部隊は、北海道、宮城、警視庁、千葉、神奈川、愛知、大阪、広島及び福岡の9都道府県警察の機動隊等に設置されており、全国で約200人の体制で、NBCテロ対策車、化学防護服、生物・化学剤検知器、放射線測定器等の高度な装備資機材が配備されている。また、その他の府県警察の機動隊等には、全国で約400人の体制で、NBCテロ対策部隊が設置されている。これらの部隊は、NBCテロが発生した場合に迅速に出動して、関係機関と連携を図りながら、原因物質の検知・除去、被害者の救出救助、避難誘導等に当たることを任務としている。

　[image: NBCテロ対策部隊の訓練]
NBCテロ対策部隊の訓練

エ　爆発物対応専門部隊等

爆発物対応専門部隊又は爆発物対策部隊は、各都道府県警察の機動隊等に設置されている。全国で約1,000人の体制で、X線透視装置、爆発物収納筒、防護服、防爆盾、遠隔操作式爆発物処理用具等が配備されており、爆発物使用事案が発生した場合に、迅速かつ的確に爆発物の現場処理に当たり、爆発による被害の発生を防止するとともに、証拠を保全することを任務としている。

　[image: 爆発物対応専門部隊の訓練]
爆発物対応専門部隊の訓練

⑤　スカイ・マーシャルの運用

航空機のハイジャックを未然に防止し、またハイジャックが発生した際に航空機内での犯人の制圧・検挙を可能とするため、警察では、国土交通省や航空会社等と緊密に連携して、警察官が航空機に警乗するスカイ・マーシャルを運用している。

⑥　職員の現地派遣

警察では、邦人や我が国の関連施設等の権益に関係する重大テロが国外で発生した場合には、情報収集や現地治安機関に対する捜査支援等のため、職員を現地に派遣することとしている。平成28年（2016年）7月のバングラデシュ・ダッカにおける襲撃テロ事件の発生に際しても、外事特殊事案対策官（注）等を現地に派遣し、関係国の治安情報機関との情報交換等を行った。


注：平成25年（2013年）1月に発生した在アルジェリア邦人に対するテロ事件を受け、国外における邦人や我が国の関連施設等の権益に関係するテロ事件等の重大突発事案に対処するために設置された。



⑦　警衛・警護警備

ア　警衛警備

警察では、皇室と国民との親和に配意した警衛警備を実施し、御身辺の安全確保と歓送迎者の雑踏等による事故防止を図っている。

平成30年中の国内での主な行幸啓は図表特2-8、行啓は図表特2-9のとおりである。海外へは、同年9月に皇太子殿下（現天皇陛下）がフランスを御訪問になるなど、皇族方が合計13回御訪問になった。

　[image: 第38回全国豊かな海づくり大会に伴う警衛警備（10月、高知）]
第38回全国豊かな海づくり大会に伴う警衛警備（10月、高知）

　図表特2-8　主な行幸啓（平成30年）
[image: 図表特2-8　主な行幸啓（平成30年）]

　図表特2-9　主な行啓（平成30年）
[image: 図表特2-9　主な行啓（平成30年）]

イ　警護警備

警察では、テロ等違法事案の発生が懸念される厳しい警護情勢の下、的確な警護警備に向けた取組を推進し、要人の身辺の安全を確保している。

平成30年中の首相の海外訪問は図表特2-10、主な外国要人の来日は図表特2-11のとおりである。

　[image: クアン・ベトナム国家主席夫妻来日に伴う警護警備（5月、群馬）]
クアン・ベトナム国家主席夫妻来日に伴う警護警備（5月、群馬）

　図表特2-10　首相の主な海外訪問（平成30年）
[image: 図表特2-10　首相の主な海外訪問（平成30年）]

　図表特2-11　主な外国要人の来日（平成30年）
[image: 図表特2-11　主な外国要人の来日（平成30年）]

⑧　雑踏警備

祭礼等の行事に際して多数の人が集まることにより事故が発生するおそれがある場合には、雑踏事故の未然防止を図るため、警察ではあらかじめ行事の主催者や施設の管理者に対して必要な安全対策をとるよう要請しているほか、警察部隊の投入が必要と判断される場合には、所要の体制を確立し雑踏警備を行っている。

　図表特2-12　雑踏警備の流れ
[image: 図表特2-12　雑踏警備の流れ]

　[image: ハロウィーンに際し多数の人が集まった渋谷駅周辺における雑踏警備の状況（10月、東京）]
ハロウィーンに際し多数の人が集まった渋谷駅周辺における雑踏警備の状況（10月、東京）

⑨　各種イベント等における警戒警備

欧米諸国において、サッカースタジアム、劇場、地下鉄等の不特定多数の者が集まる施設等を標的としたテロが発生しており、こうしたテロに対する警戒の重要性が改めて明らかとなっている。警察では、不特定多数の者が集まる各種イベントや施設等において、制服を着用した警察官による巡回の実施やパトカーの活用等による「見せる警戒」を実施するとともに、大型商業施設において施設管理者と連携し、テロの未然防止に向けた合同訓練を実施するなど、各種管理者対策を推進し、テロへの警戒を強化している。

　[image: イベント会場における警戒警備（6月、愛知）]
イベント会場における警戒警備（6月、愛知）


MEMO　新型出動服

警備出動に従事する警察官等が着用することとされている出動服は、昭和31年にその制式が定められて以降、デザインの大幅な変更はなされていなかったが、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて、平成30年4月から新型出動服の運用が開始され、各都道府県警察へ順次導入している。具体的には、立て折り兼用式の襟にして首を保護できるようにしたり、強度及びストレッチ性に優れた生地を導入したりするなど、従来の出動服よりも機能性を高めたほか、「POLICE」の文字を上衣後面に表記して、訪日外国人等にも警察官であることを認知しやすいデザインに変更するとともに、従来の出動服よりもスリムタイプにして、濃紺に金のアクセントカラーを配色するなど、精強な機動隊をイメージさせるものとした。

　[image: 新型出動服]
新型出動服



（2）情報収集・分析の強化

テロを未然に防止するためには、幅広い情報を収集して的確に分析することが不可欠である。警察では、警察庁警備局外事情報部を中心に各国治安情報機関等との連携を一層緊密化するなど、テロ関連情報の収集・分析を強化するとともに、その総合的な分析結果を、重要施設の警戒警備等の諸対策に活用している。

国際テロ対策を推進するためには、我が国一国のみの努力では限界があり、世界各国との連携・協力が必要不可欠であることから、警察庁では、諸対策に関する国際会議等に積極的に参加している。

平成30年（2018年）4月には、カナダ・トロントにおいてG7安全担当大臣会合が開催され、国家公安委員会委員長が出席して国際テロ対策に関する議論に参加したほか、平成31年（2019年）4月には、フランス・パリにおいてG7内務大臣会合が開催され、警察庁次長が出席して国際テロ対策に関する議論に参加した。

また、平成30年7月には、東南アジア諸国から治安情報機関幹部を招へいして東京で地域テロ対策協議を開催し、協力関係を強化した。

（3）関係機関・団体等との連携の推進

①　水際対策の推進

周囲を海に囲まれた我が国で、テロリスト等の入国を防ぐためには、国際空港・港湾において、出入国審査、輸出入貨物の検査等の水際対策を的確に推進することが重要である。政府は、平成16年、内閣官房に空港・港湾水際危機管理チームを設置して、関係機関が行う水際対策の強化の調整を図っている。また、国際空港・港湾には、空港・港湾危機管理（担当）官（注1）が置かれ、関係機関や民間事業者と合同で、具体的な事案を想定した訓練を実施しているほか、施設警備の改善を図る取組等を行っている。さらに、テロリスト等の入国を防ぐため、出入国在留管理庁や税関等の関係機関と連携し、事前旅客情報システム（APIS）（注2）、外国人個人識別情報認証システム（BICS）（注3）、乗客予約記録（PNR）（注4）等を活用した水際対策を推進している。


注1：空港危機管理（担当）官及び一部の港湾危機管理担当官に都道府県警察の警察官を充てている。

注2：Advance Passenger Information Systemの略。航空機で来日する旅客及び乗員に関する情報と関係省庁が保有する要注意人物等に係る情報を入国前に照合するシステム

注3：Biometrics Immigration Identification & Clearance Systemの略。来日する外国人に入国審査の際に提供させた個人識別情報と関係省庁が保有する要注意人物等に係る情報を照合するシステム

注4：Passenger Name Recordの略。航空券を利用して入国する旅客の予約情報であり、出入国在留管理庁及び税関において分析、活用等が行われている。



②　自衛隊等との共同訓練の推進

警察では、平素から防衛省・自衛隊と緊密な情報交換を行うほか、武装工作員等による不法行為が発生したという想定の下、陸上自衛隊との共同訓練を実施しており、平成30年中は、実動訓練35回を実施した。また、内閣官房や都道府県が主催する国民保護法（注）に基づく関係機関との共同訓練に参加し、テロ等に対する対処能力の向上や関係機関との連携強化を図った。


注：武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律



　[image: 港湾におけるテロ対策合同訓練]
港湾におけるテロ対策合同訓練

③　官民一体となったテロ対策の推進

テロを未然に防止するためには、警察による取組のみでは十分ではなく、関係機関、民間事業者、地域住民等と緊密に連携してテロ対策を推進することが望まれる。このため、警察では、テロ対策に関する様々な官民連携の枠組みに参画している。

ア　テロ対策パートナーシップ

東京都では、平成20年、「テロ対策東京パートナーシップ推進会議」を発足させた。同会議には、警視庁、東京都等の関係機関に加え、電力、ガス、情報通信、鉄道等の重要インフラに関わる事業者や、大規模集客施設を営む事業者等が加入し、不特定多数の者が集まる大規模集客施設や公共交通機関等が諸外国においてテロの標的とされる中、「テロを許さない社会づくり」というスローガンの下、テロに対する危機意識の共有や大規模テロ発生時における協働対処体制の整備等が行われている。

警察では、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会（以下この節において「2020年東京大会」という。）をはじめとする大規模スポーツイベント等の開催を見据え、全国的な広がりを見せているこうした官民連携の枠組み等を活用して、テロに関する情報共有や研修会、関係機関、民間事業者等と連携した訓練等を実施し、テロ対処能力を強化している。

現在、同様の会議等は、全国の都道府県警察本部に設置されている。

　図表特2-13　官民一体となったテロ対策の概要
[image: 図表特2-13　官民一体となったテロ対策の概要]

イ　爆発物の原料となり得る化学物質の販売事業者等に対する管理者対策等の推進

テロリストが武器を入手できないようにするための取組も官民の連携により推進されている。

爆発物の原料となり得る化学物質については、薬局、ホームセンター等の店舗における購入やインターネットを利用した購入が可能な状況にあり、近年、我が国においても、市販の化学物質から爆発物を製造する事案が発生している。このため、警察では、過去に国内外の事案で爆発物の原料に使用されたことがある化学物質11品目（注1）を指定し、これらの化学物質を販売する事業者に対し、関係省庁と協力して、販売時の本人確認を徹底するよう指示したり、不審な購入者への対処要領を教示したりしているほか、不審な購入者の来店等を想定したロールプレイング型訓練を実施している。さらには、これらの化学物質を取り扱う学校等に対しても、保管管理の徹底や盗難又は紛失時の警察への速報を要請したりするなど、関係省庁、民間事業者、学校等と連携し、爆弾テロ等違法行為の未然防止のための各種取組を推進している。

また、警察では、銃砲刀剣類や火薬類を取り扱う個人や事業者に対し、銃刀法（注2）や火薬類取締法に基づく規制や指導を行っている。

さらに、旅館、インターネットカフェ、レンタカー、賃貸マンション等の事業を営む者のほか、住宅宿泊事業者等に対しても、顧客に対する本人確認の徹底等の働き掛けを行い、テロリストによる悪用の防止を図っている。


注1：硫酸、塩酸、過酸化水素、硝酸、塩素酸カリウム、塩素酸ナトリウム、尿素、硝酸アンモニウム、アセトン、ヘキサミン及び硝酸カリウムの11品目

注2：銃砲刀剣類所持等取締法



　[image: 警察と薬局従業員とのロールプレイング型訓練]
警察と薬局従業員とのロールプレイング型訓練

（4）サイバーテロ対策

警察では、サイバー攻撃による被害を防止するため、各都道府県警察と重要インフラ事業者等によって構成されるサイバーテロ対策協議会を全ての都道府県に設置している。また、この協議会の枠組み等を通じ、個別訪問によるサイバー攻撃の脅威や情報セキュリティに関する情報提供、民間有識者による講演、参加事業者間の意見交換や情報共有等を行っている。さらに、サイバー攻撃の発生を想定した共同対処訓練やサイバー攻撃対策に関するセミナーを実施し、サイバー攻撃のデモンストレーションや事案対処シミュレーション等を行うことにより、緊急対処能力の向上に努めている。

このほか警察では、平素から、事業者等に対し、事案発生時における警察への通報を要請している。また、我が国の事業者等を対象としたサイバー攻撃が呼び掛けられていることなどを認知した場合は、対象とされた事業者等に対して速やかに注意喚起を行い、被害の未然防止を図っている。

　[image: サイバーテロ対策協議会]
サイバーテロ対策協議会


CASE

大阪府警察及び近畿管区警察局は、平成30年10月、サイバーテロ対策協議会を開催した。同協議会においては、G20大阪サミットを見据えたサイバー攻撃対策の一環として、大規模イベントで発生が予想されるサイバー空間の脅威に関し、民間の有識者が講演を行ったほか、攻撃者の立場からサイバー攻撃の手法を理解し、その対処について認識を深めるための演習を実施することで、受講者の対処能力の向上を図った。

　[image: 協議会における演習]
協議会における演習




CASE

警察庁及び警視庁は、平成30年10月、茨城県警察、埼玉県警察、千葉県警察及び神奈川県警察と連携し、2020年東京大会の開催期間中におけるサイバー攻撃の発生を想定した、公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会、競技会場の管理者、重要インフラ事業者等との共同対処訓練を実施した。同訓練では、同大会の開会式直前や競技中に、大会関係施設の設備や電力、鉄道等の重要インフラの基幹システム等に対するサイバー攻撃が発生した場合を想定するなど、同大会に向けた対処能力の向上を図った。

　[image: サイバー攻撃の発生を想定した共同対処訓練]
サイバー攻撃の発生を想定した共同対処訓練



（5）テロ資金対策

大規模なテロの敢行やテロ組織の維持・運営には、そのための資金が必要であることから、テロを未然に防止するためには、テロリストがテロを実行するために資金その他の財産の提供を受け、又は財産を使用することを防ぐための取組が重要である。我が国では、テロ資金提供処罰法（注1）に基づき、テロリストに対するテロ資金の提供等を規制している。また、犯罪収益移転防止法（注2）に基づき、顧客等の本人特定事項等の取引時確認、疑わしい取引の届出等を特定事業者（注3）に対し求めている。さらに、外為法（注4）及び国際テロリスト財産凍結法（注5）に基づき、令和元年5月末現在、404個人106団体の国際テロリストを財産の凍結等の措置をとるべき者として公告している。


注1：公衆等脅迫目的の犯罪行為のための資金等の提供等の処罰に関する法律

注2：犯罪による収益の移転防止に関する法律

注3：犯罪収益移転防止法第2条第2項で規定されている事業者

注4：外国為替及び外国貿易法

注5：国際連合安全保障理事会決議第千二百六十七号等を踏まえ我が国が実施する国際テロリストの財産の凍結等に関する特別措置法



　図表特2-14　国際テロリスト財産凍結法の概要
[image: 図表特2-14　国際テロリスト財産凍結法の概要]

（6）小型無人機対策

平成27年4月、首相官邸の屋上に男が小型無人機を落下させた事案を踏まえ、平成28年、国会議事堂、首相官邸等の国の重要な施設等に対する上空からの危険を未然に防止するため、小型無人機等飛行禁止法（注1）が制定され、同年4月7日から施行された（注2）。

また、近年、小型無人機の急速な普及や機能向上が進む中、外国において小型無人機を用いたテロ事案等が発生するなど、その脅威が高まっている現状を踏まえ、令和元年5月、第198回国会において、防衛関係施設並びにラグビーワールドカップ2019及び2020年東京大会に係る大会関係施設及び関係者の輸送に際して使用される空港について、その周辺地域の上空における小型無人機等の飛行の制限等を内容とする小型無人機等飛行禁止法等の一部を改正する法律（注3）が成立し、同年6月に施行された。

警察では、小型無人機等飛行禁止法等を適切に運用するとともに、小型無人機を使用したテロ等を未然に防止するため、重要施設等の周辺において警戒を実施することにより不審者の発見に努めたり、操縦者が利用するおそれのあるビルの屋上や敷地等の管理者に対して、出入口の施錠の徹底を働き掛けたりするなどの対策を進めている。また、上空に対する警戒を行い、飛行している小型無人機の早期発見に努めるほか、違法に飛行している小型無人機を発見した場合には、資機材を有効に活用するなどして、その危害を防止することとしている。

警察としては、今後、小型無人機対策に必要な資機材の整備を行うとともに、それを効果的に活用するための各種訓練を実施するなどして、小型無人機への対処能力の向上に取り組むこととしている。


注1：国会議事堂、内閣総理大臣官邸その他の国の重要な施設等、外国公館等及び原子力事業所の周辺地域の上空における小型無人機等の飛行の禁止に関する法律

注2：その敷地等の上空において小型無人機等の飛行が禁止される国の行政機関及び原子力事業所に係る規定、気球等の機器を用いた人の飛行の禁止に係る規定等一部の規定については、平成28年5月23日に施行された。

注3：国会議事堂、内閣総理大臣官邸その他の国の重要な施設等、外国公館等及び原子力事業所の周辺地域の上空における小型無人機等の飛行の禁止に関する法律等の一部を改正する法律。同法により、小型無人機等飛行禁止法の題名が「重要施設の周辺地域の上空における小型無人機等の飛行の禁止に関する法律」に改められた。



（7）大規模行事における警備諸対策の推進

①　天皇陛下の御即位に伴う儀式等

天皇の退位等に関する皇室典範特例法に基づき、平成31年4月30日に天皇陛下（現上皇陛下）が御退位され、令和元年5月1日に皇太子殿下（現天皇陛下）が御即位された。

政府は、天皇陛下（現上皇陛下）の御退位及び皇太子殿下（現天皇陛下）の御即位が、国民の祝福の中でつつがなく行われるよう、関連する国の儀式等の準備を総合的かつ計画的に進めるため、平成30年4月、「天皇陛下の御退位及び皇太子殿下の御即位に伴う国の儀式等の挙行に係る基本方針」を閣議決定した。同方針を踏まえ、政府は、同年10月、関連する国の儀式等の円滑な実施が図られるよう、各式典の大綱等を決定するため、内閣総理大臣を長とする「天皇陛下の御退位及び皇太子殿下の御即位に伴う式典委員会」を内閣に設置するとともに、各府省の連絡を円滑に行うため、内閣官房長官を長とする「天皇陛下の御退位及び皇太子殿下の御即位に伴う式典実施連絡本部」を内閣府に設置した。

同月、警察庁では、これらの儀式等に係る警察措置の万全を期するため、警察庁次長を長とする「天皇陛下の御退位及び皇太子殿下の御即位に伴う式典警備対策推進室」を、警視庁等では、警衛警護警備対策委員会等をそれぞれ設置して体制を確立した。

退位の礼として、平成31年4月30日に「退位礼正殿の儀」が、即位の礼として、令和元年5月1日に「剣璽等承継の儀」及び「即位後朝見の儀」がそれぞれ挙行された。警視庁においては、所要の体制を構築してこれらの儀式等の警備に当たった。

今後、即位の礼として、同年10月に「即位礼正殿の儀」、「祝賀御列の儀」及び「饗宴の儀」が挙行される予定であり、これらの儀式等の警備にも万全を期していくこととしている。

　[image: 儀式等に伴う警衛警備]
儀式等に伴う警衛警備

②　G20大阪サミット等

第14回金融・世界経済に関する首脳会合（以下「G20大阪サミット」という。）は、令和元年6月28日及び同月29日、大阪市において開催された。また、サミットの関係閣僚会合として、同年5月11日及び同月12日に新潟市で開催された農業大臣会合を皮切りに、4つの会合が全国各地で開催された。G20大阪サミットは、大都市・大阪で開催されたことに加え、27の国及び10国際機関から多数の要人が参加したことから、イスラム過激派によるテロ、右翼による過激な妨害行為、反グローバリズムを掲げる勢力や極左暴力集団による抗議活動等も想定される中、多岐にわたる諸対策を講じる必要があった。

警察では、国民の理解と協力を得て、国内外要人の身辺の安全をはじめとするG20大阪サミット及び関係閣僚会合（以下「G20大阪サミット等」という。）の開催の安全及びその円滑な進行を確保するとともに、テロ等違法行為の未然防止を図るために、全国警察が一体となって総合的な警備諸対策を強力に推進した。

事前の措置として、警察庁では、平成30年4月、警察庁次長を長とする「G20大阪サミット等警備対策推進室」を設置したほか、都道府県警察においては、大阪、愛知及び福岡の3府県警察がサミット対策課を、その他全ての都道府県警察が警備対策室等をそれぞれ設置した。

また、我が国に対するテロの脅威が継続している現状を踏まえ、銃器対策部隊等のテロ対処部隊の事態対処能力の更なる向上を図るため、実戦的訓練を推進したほか、各国首脳等を直近で守る警護員についても、実戦的訓練を繰り返し実施することで、個々の警護員の実力向上を図った。

その後、実際のG20大阪サミットでは、大阪府警察、兵庫県警察及び京都府警察において、全国警察からの特別派遣部隊約1万8千人を含む最大時約3万2千人体制を構築したほか、既に開催された関係閣僚会合でも、各県警察において所要の警備体制を構築し、G20大阪サミット等警備を完遂した。また、G20大阪サミット等の開催地以外においても、重要施設等における警戒警備を徹底し、テロ等違法行為の発生を防止するとともに、一般治安の確保にも万全を期すなど、開催国としての治安責任を全うした。

今後、残りの関係閣僚会合として、令和元年9月、愛媛県松山市において労働雇用大臣会合が、同年10月、岡山県岡山市において保健大臣会合が、同月、北海道倶知安（くつちやん）町において観光大臣会合が、同年11月、愛知県名古屋市において外務大臣会合が、それぞれ開催される予定であり、これらの会合の警備にも万全を期していくこととしている。

　[image: G20大阪サミット等警備対策推進室会議]
G20大阪サミット等警備対策推進室会議
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財務大臣・中央銀行総裁会議警備状況

③　2020年東京大会

警察では、2020年東京大会に向けて警察組織一体となった対策を推進している。

2020年東京大会では、競技会場が特定の地区に集約されず、都内及び都外に分散配置されることから、会場ごとに高いセキュリティレベルを確保するため、警戒力の効果的かつ効率的な投入等について検討を進めていく必要がある。また、2020年東京大会前に全都道府県を巡る聖火リレーについては、これまでの大会において妨害事案が発生していることから、全国警察においてその対策について検討を進めていく必要がある。

具体的には、2020年東京大会の開催期間中の安全安心を確保するため、政府が取りまとめた「2020年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会に向けたセキュリティ基本戦略」に基づき、大規模集客施設や公共交通機関等におけるテロ対策、最寄りの駅から競技会場の入口までの観客の移動経路（ラストマイル）上の主要な交差点等における車両突入対策、競技会場における小型無人機対策等、競技会場の内外における様々な課題に対し、関係省庁と連携して取り組んでいる。また、施設管理者や地域住民等を含む社会全体でのテロ対策が重要であることから、関係機関、民間事業者等と連携した訓練の充実等、官民一体となったテロ対策を深化させている。さらに、平成29年に警察庁に設置されたセキュリティ情報センターでは、2020年東京大会の安全に関する情報集約、リスク分析等を行うとともに、必要な情報を関係機関等に提供しているほか、国際会議を開催し、外国治安情報機関等との情報交換を行うなど、国際連携の更なる強化に努めている。加えて、2020年東京大会の前年である令和元年に開催されるラグビーワールドカップ2019も大規模かつ国際的なスポーツイベントであることから、2020年東京大会に向けた一体的な取組として必要な警備諸対策を推進している。

このほか、平成30年（2018年）2月に開催された平昌冬季オリンピック競技大会の開会式においては、大会システムへのサイバー攻撃により、公式ウェブサイトがダウンするなどの障害が発生しており、警察では、関係機関と連携して、サイバー攻撃及び攻撃者に関する情報収集・分析等を推進するとともに、2020年東京大会におけるサイバー攻撃の発生を想定した共同対処訓練を実施している。

　[image: 官民連携したテロ対処訓練]
官民連携したテロ対処訓練

　[image: 車両突入テロ対策]
車両突入テロ対策






第3節　今後の展望

1　大規模災害やテロ等緊急事態への対応に関する今後の展望

（1）大規模災害への対応に関する今後の展望

警察では、常日頃から災害に備えた訓練等を行うとともに、一たび災害が発生すれば、迅速に部隊を展開するなどして、できる限りの対応を行ってきた。また、平成7年（1995年）に発生した阪神・淡路大震災をはじめとする大規模災害における教訓を踏まえ、災害派遣部隊の設置・強化、装備資機材の充実強化、災害訓練施設の整備と実戦的訓練の実施、関係機関との連携強化等により災害対処能力の向上を図ってきた。

しかしながら、極めて多種の自然災害が発生しやすい条件下にある我が国では、近年でも東日本大震災をはじめとする地震、火山噴火、豪雨等による大規模災害が発生し、その都度、災害対策に係る新たな課題に直面しており、さらに、南海トラフ地震及び首都直下地震については、いずれも東日本大震災を超える甚大な被害（注）が想定されている。

今後、警察では、発生が懸念される南海トラフ地震及び首都直下地震はもとより、その他のいかなる大規模災害にも的確に対処できるよう、従前の取組内容を不断に見直し、平素の業務における災害に関する危機管理体制の点検及び構築を持続的に推進するとともに、小型無人機、救助探索用ロボットといった災害警備に資する先端技術を積極的に取り入れ、災害発生時に一人でも多くの国民を守り、少しでも被害を減らすため、一層の災害対処能力の向上を目指していくこととしている。


注：地震対策検討ワーキンググループ（中央防災会議「防災対策推進検討会」に設置）が算出した被害想定



（2）テロへの対応に関する今後の展望

警察では、これまで、我が国に関連するテロ事件や海外におけるテロ事件の発生等を受けて、テロの未然防止及びテロへの対処体制の強化のため、情報収集・分析機能の強化、関係機関と連携した水際対策や重要施設に対する警戒警備、テロが発生した場合を想定した各種部隊の装備資機材の整備等の取組を進めてきた。

他方、各国がテロ対策を講じているにもかかわらず、欧米諸国をはじめとする国々で依然としてテロ事件が発生している。また、インターネットを通じた過激思想の伝播（ぱ）や過激派組織への勧誘は拡大しており、テロリスト等が悪意ある目的でサイバー空間を利用することの防止は国際的な課題となっている。また、IoT（注）等の新たな技術・サービスが登場し、我々に多くの恩恵をもたらす可能性がある一方で、これらを利用した攻撃が行われるなど、今後テロの手法が多様化していくことも懸念される。こうしたテロへの対応は、我が国はもとより、国際社会にとっても、今後も共通の最重要課題であり続けるといえる。

このような中にあって、テロの脅威に対し、警察のみで立ち向かうことには限界があり、国内外の関係機関・団体等、広く協力関係の構築・拡大を図りつつ、テロ対策を着実に進めていく必要がある。

テロは一たび実行に移されれば、途中で阻止することは極めて困難であり、その発生を許せば多くの犠牲を生むことになる。したがって、テロ対策の要諦はその未然防止にあり、そのためには広範な情報収集と的確な分析が不可欠である。警察では、各国治安情報機関との間で密接な連絡体制を構築することに加えて、テロ対策に関する国際会議等に積極的に参加することなどを通じて、テロ対策に関する国際協力を更に推進し、情報収集に向けた連携を強化していくこととしている。また、広範に収集した情報の真偽や価値を的確に分析するため、国内外における情報収集活動で得られた情報を警察庁において一元的に集約・蓄積し、多角的かつ総合的な分析を加えることで、テロの脅威を的確に把握するとともに、テロの未然防止に向けた効果的な活用を図っている。同時に、テロ対策に関する知識等の実戦的な教養に加え、職員に外国語や外国文化を習得させることなどにより、イスラム過激派組織等、我が国の脅威となり得る国際テロ組織等に関する情勢、その活動地域の言語や社会、テロの手法等に精通した人材の育成・登用を推進していくこととしている。

また、対処能力の強化の観点からは、具体的なテロの発生状況、犯行形態、対処方法等について研究・分析し、必要な装備資機材の整備、各種部隊の機能強化、効果的な運用を図っていくこととしている。

さらに、今後はこうした一連のテロ対策に加えて、最先端技術を活用した情報の収集・分析、事案対処についても研究し、また、新たなテロ対策の導入について引き続き検討を進め、効果的かつ効率的にテロ対策を前進させていくことが求められている。


注：Internet of Thingsの略



（3）緊急事態への備えと対応

近年、長期の対応を要する災害が続発している。また、欧米諸国等でテロ事件が発生しており、テロ対策の観点を踏まえた警備を行う必要があるなど、従来より複雑かつ困難な警備を要する状況が生じている。

こうした状況を踏まえ、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会等における大規模警備に万全を期するとともに、複数同時発生のおそれもある大規模災害等の緊急事態への迅速・的確かつきめ細かな対応を可能とする体制を構築するため、警察法等を改正し、平成31年4月、警備局に警備運用部を新設するとともに、同部に主に警衛、警護及び警備実施に関する事務を所掌する警備第一課及び主に緊急事態への対処に関する事務を所掌する警備第二課の2課を設置した。

今回の体制強化によって、平素における警備実施と緊急事態対処の双方に関する各種施策の効率的な推進や、大規模警備事象と大規模災害等の緊急事態が同時に生じた場合等における迅速・的確かつきめ細かな対応を実現することが可能となる。これにより、国民の生命、身体及び財産の保護並びに公共の安全と秩序の維持という警察の責務の遂行に万全を期することで、引き続き、国民の期待と信頼に応えるよう努めていくこととする。

　図表特3-1　警察庁警備局内の組織改正（平成31年4月）
[image: 図表特3-1　警察庁警備局内の組織改正（平成31年4月）]






警察活動の最前線


安全で安心な2020年東京大会に向けて




警視庁

オリンピック・パラリンピック競技大会総合対策本部

遠藤　直宏（えんどう　なおひろ）　警部補

　[image: ピーポくん]




警視庁では、2020年東京大会（注）の公式パートナー企業75社（令和元年6月現在）と連携し、2020年東京大会に関わる「安全・安心」の実現に寄与するための枠組み「MPD-TOKYO2020 Sponsor Partnership（通称 P3）」を作っています。平成27年11月に結成されたこのP3は、これまで官民一体となったテロ対策、情報共有等の活動に取り組んでおり、テロ対策としては、警察が主体となって実施する警備対策やサイバー攻撃対策の訓練を行っているほか、民間企業が主体となって危機にどう準備・対処するかを検討する各種ワークショップ等を開催してきました。

また、昨年は、P3パートナー企業の協力を得て、危機管理に関する勉強会と共に、大会期間中に重大事件等が発生した場合を想定し、いかに安全を確保して指揮命令系統を整備するかを考える机上訓練や、警視庁と連携した避難誘導訓練等を実施しました。訓練に参加した企業からは、「安全確保のため、何が必要で、自分たちが何をすべきかの気付きを得た」等の感想が寄せられました。

今後も、P3の枠組みを通して官と民が強力に連携し、両者の力を合わせ、安全で安心な2020年東京大会の実現を目指します。


（注）2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会



　[image: 警視庁オリンピック・パラリンピック競技大会総合対策本部　遠藤　直宏（えんどう　なおひろ）　警部補]




「機動隊員としてのプロ意識と誇り」について




福岡県警察本部警備部

第二機動隊爆発物対応専門部隊

中村　祐介（なかむら　ゆうすけ）　巡査部長

　[image: ふっけい君]




「訓練は本番のように、本番は訓練のように。」

私は、この言葉を念頭に爆発物対応専門部隊の分隊長として厳しい訓練を行ってきました。当然、訓練でできないことは本番ではできません。

本年6月に開催された「G20福岡財務大臣・中央銀行総裁会議」に向けても、あらゆる事態を想定して訓練を行い、当日、その自信を胸に警戒警備に従事して同会議の警備を完遂しました。

私は、爆発物対応専門部隊の隊員に対して、日頃から「一人一人がプロ意識と誇りを持って日々の訓練に臨むこと」と指導しています。近年、日本においてもテロの脅威が増大する中、福岡県警察で爆発物容疑事案に対応することができるのは、機動隊の爆発物対応専門部隊しかありません。我々は、いわば福岡県警察の「最後の砦」として、県民の期待に応える責任があります。

爆発物容疑事案は、いつ発生するか分からず、部隊の招集から情報収集、緊迫した現場での爆発物容疑物件の処理に至るまで、迅速かつ的確な対応が要求される上、常に危険と隣り合わせの状況が続き、些（さ）細なミスが命取りとなります。

これまで数多くの現場で的確に対応することができたのも、信頼することができるチームであったからこそであり、この信頼は、隊員一人一人が「プロ意識と誇り」を持ち、厳しい訓練で築き上げたものだと思います。

私は、県民を悲惨なテロから守るため、爆発物処理のプロフェッショナルとして、これからも日々汗を流していきます。

　[image: 福岡県警察本部警備部第二機動隊爆発物対応専門部隊　中村　祐介（なかむら　ゆうすけ）　巡査部長]



注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。






トピックスI　登下校時における子供の安全を守るための警察の取組

（1）子供が被害者となる犯罪の現状

近年の犯罪情勢をみると、道路上における身体犯（注）の認知件数は、最近5年間で減少しているが、このうち、13歳未満の子供が被害者となった件数は、ほぼ横ばいで推移している。

また、13歳未満の子供の被害は、平日の登下校時、特に15時から18時の下校時間帯に集中している。


注：殺人、暴行、傷害、強制性交等、強制わいせつ、逮捕監禁及び略取誘拐のうち、道路法第3条の一般国道、都道府県道若しくは市町村道又は一般交通の用に供する私道で行われたもの



　図表I-1　道路上における身体犯の認知件数の推移（平成26～30年）
[image: 図表I-1　道路上における身体犯の認知件数の推移（平成26～30年）]

　図表I-2　道路上における子供（13歳未満）が被害者となる身体犯の時間帯別発生件数（平成26～30年の合計）
[image: 図表I-2　道路上における子供（13歳未満）が被害者となる身体犯の時間帯別発生件数（平成26～30年の合計）]

（2）政府の取組

平成30年（2018年）5月、新潟市において下校途中の女子児童が殺害される事件が発生したことを受け、政府において、登下校時の子供の安全確保に関する関係閣僚会議が開催されるとともに、同年6月、「登下校防犯プラン」（以下「プラン」という。）が取りまとめられ、関係省庁が連携して各種の取組を行うこととされた。

　図表I-3　「登下校防犯プラン」の概要
[image: 図表I-3　「登下校防犯プラン」の概要]

（3）警察の取組

①　地域における連携の強化

警察では、教育委員会、学校、放課後児童クラブ、放課後子供教室、自治体、保護者、PTA、地域のボランティア、自治会等の関係者が集まり、登下校時における防犯対策について意見交換等を行うことを目的として構築される「地域の連携の場」に参画し、子供の犯罪被害及びその前兆とみられる声掛け、つきまとい等の事案に関する発生状況や関係機関等が防犯対策を講じる上で参考となる具体的情報等について積極的に助言等を行っている。

②　通学路の合同点検の徹底及び環境の整備・改善

警察では、教育委員会・学校、子供・保護者、見守りに関わる地域住民、自治体、地方整備局、道路管理者、放課後児童クラブ関係者等と連携し、通学路の防犯の観点から合同点検を実施している。

合同点検により把握された危険箇所を踏まえて、警察官による警戒、パトロールの重点的な実施を図っているほか、スクールサポーターや防犯ボランティア等の関係団体による見守り活動が効果的に行われるよう、危険箇所への重点的な配置を助言するなどの取組を推進している。


CASE

新潟県警察では、行政機関、学校、地域住民等と連携し、小学校の通学路の緊急合同点検を実施した。同点検では、主として危険箇所の確認や子供110番の家の実態把握を行い、これらを踏まえ、見守り活動を推進するなど、環境面の改善にいかしている。

　[image: 危険箇所の点検状況]
危険箇所の点検状況



③　不審者情報等の共有及び迅速な対応

警察では、従来、電子メール等により子供の犯罪被害や不審者に関する情報を提供・発信してきたが、プランを踏まえ、子供の見守り活動に直接役立つようなより粒度の高い情報、保護者等がとり得る防犯対策等、受信者側の具体的な対応に資するような効果的な情報について提供・発信している。

また、不審者情報等の情報共有が迅速かつ確実に行われるよう、警察署と学校の間で連絡担当者を決めて直接共有する体制を構築している。

④　多様な担い手による見守りの活性化

警察では、見守り活動や青色回転灯装備車によるパトロールを行う防犯ボランティア等に対し、積極的に表彰を行い、関係者との交流の場を提供するほか、日常生活や事業活動を行いながら防犯の視点を持って子供の見守り活動を行う「ながら見守り」等を働き掛けるなど、各種取組を推進している。また、こうした防犯ボランティア等による活動の周知・情報発信を行っている。


CASE

富山県警察では、プランを踏まえ、「ながら見守り」を広く県民に周知する目的で「ながら見守り」啓発チラシ及び推進シールを作成し、キャンペーン等において配布しているほか、県内のトラック、バス、タクシー等の業者にステッカーを配布して車両への貼付を依頼するなどの取組を推進している。

　[image: 「ながら見守り」啓発チラシ]
「ながら見守り」啓発チラシ




CASE

静岡県警察では、地元企業と連携してランニングをしながら地域の防犯パトロールを行うランナーを募り、平成30年11月、約250人により「しずおかランニングパトロール」を開始した。ランナーは、3人以上のチームを組み、専用のTシャツを着用して、ランニングをしながら自主的な防犯パトロールに取り組んでいる。

　[image: 「ながら見守り」の状況]
「ながら見守り」の状況



⑤　子供の危険回避に関する対策の促進

警察では、子供に危険を予測・回避する能力を身に付けさせるため、学校と連携し、危険な事案に遭遇した場合の初期的対応訓練を実施するなど、被害実態を踏まえた実践的な防犯教育を推進している。






トピックスII　特殊詐欺の現状と高齢者被害防止のための新たな取組

（1）特殊詐欺の現状

①　特殊詐欺の情勢等

特殊詐欺（注1）は、振り込め詐欺（オレオレ詐欺（注2）、架空請求詐欺（注3）、融資保証金詐欺（注4）及び還付金等詐欺（注5））及び振り込め詐欺以外の特殊詐欺（注6）に分類され、平成30年（2018年）中の認知件数と被害額はいずれも前年より減少したものの、高齢者を中心に一日当たり約1億円もの被害が生じているなど、依然として深刻な情勢にある。


注1：被害者に電話をかけるなどして対面することなく信頼させ、指定した預貯金口座への振込みその他の方法により、不特定多数の者から現金等をだまし取る犯罪（現金等を脅し取る恐喝を含む。）の総称

注2：親族を装うなどして電話をかけ、会社における横領金の補填金等の様々な名目で現金が至急必要であるかのように信じ込ませ、動転した被害者に指定した預貯金口座に現金を振り込ませるなどの手口による詐欺

注3：架空の事実を口実に金品を請求する文書を送付して、指定した預貯金口座に現金を振り込ませるなどの手口による詐欺

注4：融資を受けるための保証金の名目で、指定した預貯金口座に現金を振り込ませるなどの手口による詐欺

注5：市区町村の職員等を装い、医療費の還付等に必要な手続を装って現金自動預払機（ATM）を操作させて口座間送金により振り込ませる手口による電子計算機使用詐欺

注6：例えば、金融商品等取引名目、ギャンブル必勝法情報提供名目、異性との交際あっせん名目等の詐欺がある。



　図表II-1　特殊詐欺の認知件数・被害額の推移（平成21～30年）
[image: 図表II-1　特殊詐欺の認知件数・被害額の推移（平成21～30年）]

警察では、だまされた振り作戦（注）、犯行拠点の摘発、上位者への突き上げ捜査、犯行に利用された携帯電話の利用制限等の犯行ツール対策といったこれまでの取組に加え、特殊詐欺事件の背後にいるとみられる暴力団、準暴力団等に対する多角的な取締りを推進している。


注：特殊詐欺の電話等を受け、特殊詐欺であると見破った場合に、だまされた振りをしつつ、犯人に現金等を手渡しする約束をした上で警察へ通報してもらい、自宅等の約束した場所に現れた犯人を検挙する、国民の積極的かつ自発的な協力に基づく検挙手法



　図表II-2　特殊詐欺の検挙件数・検挙人員の推移（平成21～30年）
[image: 図表II-2　特殊詐欺の検挙件数・検挙人員の推移（平成21～30年）]

②　主な手口別の認知状況

平成29年に大幅に増加したオレオレ詐欺については、平成30年中の認知件数は9,145件と前年比で649件（7.6％）増加したが、被害額は約188.9億円と前年比で約19.0億円（9.2％）減少した。

一方、架空請求詐欺については、平成30年中の認知件数は4,844件と前年比で909件（15.8％）減少したが、被害額は約138.4億円と前年比で約10.7億円（8.4％）増加した。

なお、これら2つの手口で、特殊詐欺の認知件数全体の84.8％を占めている。

また、平成29年に減少に転じた還付金等詐欺については、平成30年中の認知件数は1,904件と前年比で1,225件（39.1％）減少し、被害額も約22.5億円と前年比で約13.3億円（37.2％）減少した。

　図表II-3　振り込め詐欺の手口別認知件数・被害額の推移（平成21～30年）
[image: 図表II-3　振り込め詐欺の手口別認知件数・被害額の推移（平成21～30年）]

③　高齢者等の被害状況

特殊詐欺の被害全体に占める65歳以上の高齢者の割合（高齢者率）は、引き続き高水準で推移しており、平成30年の高齢者率は、78.1％に上っている。特に、オレオレ詐欺では96.9％、還付金等詐欺では84.6％と、高齢者率が極めて高く、高齢者の被害防止が喫緊の課題となっている。

　図表II-4　特殊詐欺被害者の高齢者率の推移（平成26～30年）
[image: 図表II-4　特殊詐欺被害者の高齢者率の推移（平成26～30年）]

　図表II-5　特殊詐欺被害者の高齢者率（平成30年）
[image: 図表II-5　特殊詐欺被害者の高齢者率（平成30年）]

他方、架空請求詐欺については、高齢者のみならず幅広い世代で被害が発生しており、例えば、有料サイトの利用料金の未納等を理由に現金や電子マネーをだまし取る手口の架空請求詐欺については、20代から40代の比較的若い世代の女性が多く被害に遭っている状況も認められる。

（2）高齢者の被害防止に向けた新たな取組

①　オレオレ詐欺の被害者等に対する調査の実施

警察庁では、オレオレ詐欺をはじめとする特殊詐欺の効果的な被害防止対策に役立てるため、親族を装うオレオレ詐欺の被害者等に対する調査を実施した。

　図表II-6　親族を装うオレオレ詐欺の被害者等に対する調査概要
[image: 図表II-6　親族を装うオレオレ詐欺の被害者等に対する調査概要]

その結果、図表II-7のとおり、被害者のうち78.2％が「自分は被害に遭わないと思っていた」と回答しており、自ら看破した者と比較して、被害に遭う可能性を過小評価する傾向が強いことが認められた。

また、図表II-8のとおり、被害者のうち70.3％は電話を受けた時点でだまされていたことから、犯人からの電話に出ないための対策として、迷惑電話防止機能を有する機器の活用等が有効であると認められた。

さらに、図表II-9のとおり、被害者のうち75.1％が、だましの電話を受けた後、誰にも相談していないことが明らかになった。加えて、図表II-10のとおり、自ら看破した者のうち53.3％は「親族の声と違っていた」という理由を挙げているほか、40.2％が「親族の元の電話番号にかけたりして確認できた」と答えており、電話を受けた時点で親族と連絡・相談すること、さらには、普段から親族と連絡を取っておくことが重要であると認められた。

このような調査の結果を踏まえ、警察では、各種被害防止対策をより効果的に推進することとしている。

　図表II-7　被害に対する意識
[image: 図表II-7　被害に対する意識]

　図表II-8　だまされたタイミング
[image: 図表II-8　だまされたタイミング]

　図表II-9　他者への相談の有無
[image: 図表II-9　他者への相談の有無]

　図表II-10　見破った理由　※複数回答
[image: 図表II-10　見破った理由　※複数回答]

②　幅広い世代に対する広報啓発

高齢者の特殊詐欺の被害防止に向けた広報啓発については、これまで高齢者を対象に犯行手口を紹介するなどの注意喚起を中心に行ってきた。

これらに加えて、高齢者の子供や孫世代も含めた幅広い世代に対して、日常的に家族間で連絡を取り合うことを促して被害防止を図るなど、より効果的な広報啓発の取組を実施している。

　[image: 児童による「家族の絆」メッセージチラシのプレゼントキャンペーン（茨城）]
児童による「家族の絆」メッセージチラシのプレゼントキャンペーン（茨城）


CASE

平成30年10月、和歌山県に住む80歳代女性の自宅に、息子を名のる男から「夫のいる女性を妊娠させて、示談金400万円を請求されている。どうにかならないか」との電話があり、女性はお金を準備して指定された場所に持って行こうとしたが、心配になり、普段からよく連絡を取り合っている娘に電話した。その結果、オレオレ詐欺の手口に似ていると思った娘がすぐに警察へ通報し、被害を防ぐことができた（和歌山）。




MEMO　「ストップ・オレオレ詐欺47～家族の絆作戦～」
プロジェクトチーム（略称：SOS47）について

平成30年9月、オレオレ詐欺をはじめとする特殊詐欺の被害を防止するため、幅広い世代に対して発信力を有する著名な方々で構成されるプロジェクトチームが発足した。

プロジェクトチームは、全国警察と連携し、広報イベントへの参加、SNSやウェブサイト等による情報発信等の活動を通じて、日常的に家族間で連絡を取り合うことによりオレオレ詐欺の被害に遭わないようにすることなどを呼び掛けている。

　[image: 「ストップ・オレオレ詐欺47～家族の絆作戦～」プロジェクトチーム（SOS47）と国家公安委員会委員長]
「ストップ・オレオレ詐欺47～家族の絆作戦～」プロジェクトチーム（SOS47）と国家公安委員会委員長

　[image: ウェブサイト等で公開している広報啓発用動画]
ウェブサイト等で公開している広報啓発用動画








トピックスIII　国際犯罪組織による不正資金獲得及びマネー・ローンダリングの実態と警察の取組

（1）国際犯罪組織による不正資金獲得及びマネー・ローンダリングの動向

警察は、これまで、国際組織犯罪に的確に対応するため、国内外の関係機関と連携した水際対策や情報交換等を推進し、一定の成果を収めてきた。

他方、国際犯罪組織は、警察による取締りを逃れつつ、より巧妙かつ効率的に経済的利益を得るため、経済・金融のグローバル化の進展や情報通信技術の普及・進展等、社会経済情勢の変化に応じてその犯罪形態等を変容させ続けている。

我が国においても、だまし取った商品の受渡しに二次元コードで解錠できるコインロッカーを使用したり、無料公衆無線LANを介してインターネットに接続し、SNSを利用して国外から犯行の指示を受信したりする手口がみられるなど、国際犯罪組織が我が国の充実したサービスや利便性の高い情報通信技術等を悪用して、不正資金獲得及びマネー・ローンダリングの手口を多様化させている実態がうかがわれる。

（2）近年の国際犯罪組織による不正資金獲得及びマネー・ローンダリングの代表的な手口と警察の取組

警察では、我が国を取り巻く社会経済情勢の変化や国際犯罪組織による不正資金獲得等の手口の多様化を踏まえながら、外国捜査機関等との情報共有や国際捜査共助の枠組みの活用を進めるとともに、国内の関係機関とも密接に連携して国際犯罪組織の情報を収集・分析し、日々変容する国際犯罪組織の実態解明及び取締りを推進している。

近年の国際犯罪組織による不正資金獲得及びマネー・ローンダリングの代表的な手口と、それに対する警察の取組については、次のとおりである。

①　偽造クレジットカードを使用した詐欺

我が国では、偽造防止効果の高いICチップの付いたクレジットカードへの移行が完全には進んでいないほか、そうしたICカードに対応した端末の店舗への導入も進んでおらず、クレジットカードの磁気ストライプ部分に記録されている電磁的情報を読み取ることで取引を行う店舗がいまだに多い。そのため、短期滞在の在留資格により来日した外国人が、偽造クレジットカードを使用して高級ブランド品等を不正に購入し、犯行後は本国に逃げ帰る形態（ヒット・アンド・アウェイ型）の詐欺を敢行している例がみられる。

警察では、偽造クレジットカードを使用した犯罪に関する情報共有やクレジットカードの100％IC化を含むセキュリティ対策の推進に係る協力要請等を行い、関係団体との連携の強化を図っているほか、国内外の関係機関と連携して、偽造クレジットカードを使用した犯罪の取締りを推進するなど、偽造クレジットカードの供給網の壊滅を図っている。


CASE

平成30年（2018年）6月、偽造クレジットカードを密輸入しようとしたマレーシア人の男（21）を不正電磁的記録カード輸入罪等で検挙した。また、同年1月から同年10月にかけて、福岡市内の百貨店等において、偽造クレジットカードを使用してリュックサックを購入したマレーシア人の男（50）ら9人を不正作出支払用カード電磁的記録供用罪等で逮捕した（福岡）。

　[image: マレーシア人らによる偽造クレジットカード輸入・詐欺等事件]
マレーシア人らによる偽造クレジットカード輸入・詐欺等事件



②　覚醒剤の密輸入

我が国では、覚醒剤事犯の検挙人員が依然として高い水準で推移しており、その検挙人員に占める再犯者の割合も他の薬物事犯と比べて高い。また、これまでの検挙事例からは、国内に流入した覚醒剤が、仕入価格の数倍の値段で末端乱用者に密売されている状況がうかがわれる。

こうした覚醒剤に対する根強い需要や利益率の高さを背景に、国内外の薬物犯罪組織による国際的なネットワークが構築されているものとみられ、来日外国人による覚醒剤の密輸入が依然として数多くみられる。

警察では、国内外の関係機関との連携を強化し、海外の薬物犯罪組織と暴力団等との結節点の解明を進めるとともに、水際対策と上位者への突き上げ捜査の徹底により、覚醒剤の供給網の壊滅を図っている。


CASE

日本人の男（73）らは、平成30年2月から同年5月にかけて、木製家具に覚醒剤を隠匿し、中国から海上コンテナで密輸入した。同年12月までに、日本人4人及び中国（香港等）人4人を覚せい剤取締法違反（営利目的輸入等）等で逮捕し、覚醒剤約100.5キログラムを押収した（福岡、警視庁、神奈川、大阪、岡山、佐賀、熊本、鹿児島）。

　[image: 押収された覚醒剤]
押収された覚醒剤



③　外国における犯罪収益に係るマネー・ローンダリング

近年、国際犯罪組織が、他国で敢行した詐欺事件等による詐取金の入金先口座として日本国内の銀行口座を利用し、我が国にいる共犯者が正当な取引による送金であるかのように装って当該詐取金を引き出すなどの手口による国際的なマネー・ローンダリングが敢行されている。

警察では、疑わしい取引に関する情報の分析及び当該分析の結果を活用した取締りを推進しているほか、金融機関等を対象とした研修会において、疑わしい取引に関する情報が活用された事例を紹介することで理解と協力の促進を図ったりするなど、国内外の関係機関と連携した国際的なマネー・ローンダリング対策を推進している。


CASE

ナイジェリア人の男（45）らは、平成27年9月から同年10月にかけて、日本国内の金融機関に開設した日本人が管理する法人名義の口座に送金された、米国において敢行された詐欺事件における詐取金を、正当な取引による送金であるかのように装って引き出し、現金合計約3,700万円をだまし取った。平成30年10月までに同男及び日本人2人を組織的犯罪処罰法（注）違反（犯罪収益等隠匿）及び詐欺罪で逮捕した（鹿児島、沖縄）。


注：組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律



　[image: ナイジェリア人らによる国際的なマネー・ローンダリング事件]
ナイジェリア人らによる国際的なマネー・ローンダリング事件








トピックスIV　自動運転の実現に向けた警察の取組

（1）自動運転をめぐる最近の動向

近年、国内外の自動車メーカーやIT企業等によって、自動運転の実現に向けた技術開発が急速に進められている。我が国において、自動運転の実現は、成長戦略の一環と位置付けられ、その実現に向けた取組が進められており、平成30年（2018年）4月に高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議において「自動運転車の実現のための道路交通関連の法制度の見直しに関して、政府全体の方向性を取りまとめ、今後の見直しに向けた方向性を示す」ものとして「自動運転に係る制度整備大綱」がまとめられ、保安基準（注1）の策定等の車両側の安全性確保に関する検討の方向性のほか、交通ルールの在り方や交通事故発生時等の責任関係に関する検討の方向性が示された。また、同年6月に策定された「官民ITS構想・ロードマップ2018」では、令和2年（2020年）までに、高速道路での自動運転可能な自動車の市場化や、過疎地等（注2）での無人自動運転移動サービスの提供を実現することを目指すこととされた。政府は、「自動運転に係る制度整備大綱」に基づく制度整備を進めるなどして、自動運転の早期実現を目指している。


注1：道路運送車両の保安基準

注2：地方における移動手段の確保という政策的な観点からは、まずは過疎地における無人自動運転移動サービスの実現が求められるが、商業的な観点からは、都市部・都市郊外部における無人自動運転移動サービスの提供を行うことも想定される。



（2）自動運転の実現に向けた警察の取組

自動運転の技術は、我が国の交通事故の削減や渋滞の緩和等を図る上で不可欠なものになると考えられることから、警察としても、交通の安全を第一としつつその進展を支援すべく積極的に取組を進めている。

①　自動運転システムの実用化に向けた研究開発

平成30年から開始されたSIP（注1）第2期「自動運転（システムとサービスの拡張）」では、自動運転システムの実用化に向け、令和元年後半から、ITS無線路側機（注2）による信号情報の提供や高速道路への合流支援等に必要な基盤技術について、東京臨海部の公道で国内外の自動車メーカー等による実証実験を実施することとされている。

警察庁においても、ITS無線路側機による信号情報の提供の高度化を目指し、自動車メーカー等と自動運転の実現に必要な信号情報の提供方法等について検討を行い、これら信号情報を提供できるITS無線路側機を東京臨海部に整備するなど、実証実験に向けた準備を進めている。今後、当該実証実験を通じて、信号情報の提供等に必要な基盤技術の検証がなされる見込みである。

また、警察庁では、民間事業者からの要望を踏まえ、ITS無線路側機からの直接の通信以外の手法による信号情報の提供に係る調査研究として、国内外における事例調査や各種課題についての技術的な検討を行っている。


注1：Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion Program（戦略的イノベーション創造プログラム）の略

注2：信号制御機や車両感知器等と接続し、設置されている交差点における信号灯火、横断歩行者等の有無といった周辺の交通状況等を、700MHz帯の周波数を利用して広範囲に提供する路上設置型の無線通信装置



　図表IV-1　ITS無線路側機による信号情報の提供
[image: 図表IV-1　ITS無線路側機による信号情報の提供]

②　国際的な議論への参画

我が国が締約しているジュネーブ条約（注1）では、第8条第1項において「一単位として運行されている車両又は連結車両には、それぞれ運転者がいなければならない」と規定されている一方で、システムが完全に運転操作を実施する自動運転もあり得ることなどから、近年、自動運転と国際条約との関係の整理等に関し、国際連合経済社会理事会の下の欧州経済委員会内陸輸送委員会に置かれたWP.1（注2）において議論が行われている。

警察庁としても、これら議論に参画しており、平成30年（2018年）9月の第77回WP.1会合では、ジュネーブ条約及びウィーン条約（注3）の締約国に対し、「高度・完全自動運転車両は安全を優先し、交通ルールを守り、運行設計領域内でのみ作動するなどの条件を満たすべきである」旨等を勧告する非拘束決議が採択された。


注1：昭和24年（1949年）にスイス・ジュネーブにおいて作成された道路交通に関する条約の通称

注2：Global Forum for Road Traffic Safety（道路交通安全グローバルフォーラム）の通称

注3：昭和43年（1968年）にオーストリア・ウィーンにおいて作成された道路交通に関する条約の通称



③　法制度面の検討

国内外の自動車メーカー等において、令和2年頃までにSAEレベル3（注1）の自動運転システムを備えた自動車を実用化する目標を掲げて技術開発が進められていることなどに鑑み、警察庁では、平成30年5月から「技術開発の方向性に即した自動運転の実現に向けた調査検討委員会」を開催し、自動運転の実用化を見据えた道路交通法の在り方についての検討を行い、同年12月、同委員会において、自動運転システムを使用する運転者の義務の在り方に関する検討結果等を内容とする報告書が取りまとめられた。これを踏まえ、令和元年5月、第198回国会において、自動運行装置（注2）を使用する運転者の義務や作動状態記録装置（注3）による記録等に関する規定の整備を内容とする道路交通法の一部を改正する法律が成立した。

今回の改正の対象としているSAEレベル3の自動運転では、国土交通大臣が付する自動運行装置の使用条件を満たさなくなる場合等には、運転者が自動運行装置から運転操作を確実に引き継ぐことが求められる。運転者はこれに適切に対処することができる必要があり、警察では、関係機関・団体等と連携して、自動運行装置を使用した運転上の留意事項等について、啓発に努めていくこととしている。

今後、警察では、自動運転の実現に向け、政府全体のロードマップ、技術開発の動向、国際的議論の状況等を踏まえつつ、道路交通法に関連する課題の検討を更に進めるなど、交通の安全と円滑の確保の観点から必要な取組を引き続き推進することとしている。


注1：「自動運転に係る制度整備大綱」等で採用されている、SAE（Society of Automotive Engineers）InternationalのJ3016における運転自動化レベルのうち、システムが全ての動的運転タスク（操舵、加減速、運転環境の監視、反応の実行等、車両を操作する際にリアルタイムで行う必要がある機能）を、システムが機能するよう設計されている特有の条件内で実施するが、システムの作動継続が困難な場合は、システムの介入要求等に対して、運転者の適切な応答が期待されるもの

注2：プログラムにより自動的に自動車を運行させるために必要な装置であって、当該装置ごとに国土交通大臣が付する条件（使用条件）で使用される場合において、自動車を運行する者の操縦に係る認知、予測、判断及び操作に係る能力の全部を代替する機能（以下「代替機能」という。）を有するもの

注3：自動運行装置の代替機能の作動状態の確認に必要な情報を記録するための装置



　図表IV-2　運転者の義務（自動運行装置を使用する場合と使用しない場合の比較）
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トピックスV　警察捜査を支える情報技術解析

（1）情報技術解析の重要性

コンピュータ、スマートフォン等の電子機器やネットワークを利用したサービスが普及・多様化し、これらがあらゆる犯罪に悪用されている中、警察捜査を支えるため、電子機器等に保存された電磁的記録やネットワークの通信状況等の解析を行うことの重要性が増している。

①　デジタル・フォレンジック（注1）

犯罪に悪用された電子機器等に保存されている電磁的記録は、犯罪捜査において重要な客観証拠となる場合がある。電子機器等に保存されている情報を証拠化するためには、電子機器等から電磁的記録を抽出した上で、文字や画像等の人が認識できる形に変換するという電磁的記録の解析が必要である。しかし、電磁的記録は消去、改変等が容易であるため、これを犯罪捜査に活用するためには、適正な手続により解析・証拠化することが重要である。

このため、警察では、警察庁及び地方機関（注2）の情報技術解析課において、都道府県警察が行う犯罪捜査に対し、デジタル・フォレンジックを活用した技術支援を行っている。


注1：犯罪の立証のための電磁的記録の解析技術及びその手続

注2：管区警察局情報通信部、東京都警察情報通信部、北海道警察情報通信部、府県情報通信部及び方面情報通信部



　図表V-1　デジタル・フォレンジックの概要
[image: 図表V-1　デジタル・フォレンジックの概要]


CASE

平成30年（2018年）1月から同年5月にかけて、警察庁高度情報技術解析センターは、無職の男（22）らによるウェブサイトを利用した著作権法違反事件に関し、内部が浸水した状態のハードディスクの解析を行った。空気中のほこり等を排除できるクリーンルーム内でハードディスクを分解の上、内部を洗浄し、再度組み立てたものを解析した結果、当該ハードディスクから被疑者の犯行を裏付ける電磁的記録を抽出することができ、同事件の検挙に貢献した。

　[image: ハードディスクの洗浄状況]
ハードディスクの洗浄状況




CASE

平成30年5月、中部管区警察局三重県情報通信部は、同年3月に三重県内の路上において発生した無職の少年（19）による強盗事件に関し、同少年が持つスマートフォンの解析を行った。その結果、事件直前に同少年が被害発生場所付近にいたことを示す位置情報をアプリから抽出することができ、同事件の検挙に貢献した。また、この解析により、別の窃盗事件の発生前後に現場及び被害品発見現場に同少年がいたことを示す位置情報も抽出することができ、余罪での検挙にも貢献した。



②　サイバーフォース（注）

IoT機器の普及等により、サイバー空間と実空間の一体化が進む中、警察では、サイバー空間の脅威の実態把握、サイバー攻撃発生時における被害拡大の防止、証拠保全等の技術支援を行うサイバーフォースを全国に設置するとともに、警察庁のサイバーフォースセンターにおいて、技術情報の集約・分析等も行っている。


注：サイバー攻撃への対策については、150、151頁参照




CASE

サイバーフォースセンターでは、平成30年1月以降、仮想通貨（注1）採掘の機能を有する不正プログラムの感染活動等を観測した。コンピュータがこれらの不正プログラムに感染した場合、採掘活動が行われるだけでなく、感染拡大にもつながることから、警察庁ウェブサイト「＠police」（注2）において、適切な被害防止対策を講じるよう注意喚起を行った。


注1：令和元年（2019年）、第198回国会において、「仮想通貨」の呼称の「暗号資産」への変更等を内容とする情報通信技術の進展に伴う金融取引の多様化に対応するための資金決済に関する法律等の一部を改正する法律が成立した。

注2：https://www.npa.go.jp/cyberpolice/





（2）解析能力向上のための取組

①　最新の技術等への対応

近年、コンピュータ・ウイルス等の不正プログラムを悪用したサイバー犯罪・サイバー攻撃が多発しており、不正プログラムの解析の需要が増大していることに加え、手口の巧妙化・多様化により、その解析には極めて高い技術力が求められている。また、IoT機器をはじめとする新たな電子機器やそれに関連するサービスの社会への定着、スマートフォン等のアプリの多様化・複雑化、自動運転システムの実現に向けた技術開発等が進む中、警察捜査を支えるためには、最新の技術に対応した解析能力の向上を図っていく必要がある。

そのため警察では、最新の技術を有する民間企業や研究機関との技術協力を推進し、技術情報を継続的に収集しているほか、犯罪に悪用され得る最先端の情報通信技術の調査・研究（注）を推進するとともに、解析手法の開発や資機材の整備、高度な解析技術を持つ職員の育成等を行っている。


注：サイバーセキュリティ対策研究・研修センターにおける調査・研究の内容については、152頁参照




CASE

平成30年3月、警察庁は、インターネットバンキングに係る不正送金事犯において、踏み台として悪用された疑いのあるネットワークカメラの解析を行った。その結果、当該カメラのメモリチップより抽出した電磁的記録から、不正プログラムに感染した痕跡を発見し、当該事犯の手口を特定することに貢献した。

　[image: ネットワークカメラの解析]
ネットワークカメラの解析



②　国内外の関係機関・団体等との連携

警察庁では、国内関係機関が参加するデジタル・フォレンジック連絡会の開催や各国の法執行機関等が参加するICPOデジタルフォレンジック専門家会合での技術情報の交換を通じて情報技術の解析に関する知識・経験等の共有を図るなど、国内外の関係機関・団体等との連携を強化し、情報技術解析に係るノウハウや技術の蓄積に努めている。

　[image: デジタル・フォレンジック連絡会]
デジタル・フォレンジック連絡会






トピックスVI　平成の回顧と展望

約30年に及ぶ平成の時代が幕を閉じ、新時代「令和」が始まった機を捉え、平成の約30年をおおむね10年ごとに分け、それぞれの期間に警察が直面した主な事象や法改正等の契機となった情勢等を選定の上、それらが発生した時期に沿って整理し、振り返ることとした。さらに、それらを踏まえ、新しい時代を見据えた展望についても記載することとする。

（1）前期：平成元年（1989年）～10年（1998年）

①　大喪の礼・即位の礼・大嘗祭警備

昭和天皇の崩御に伴い、平成元年2月には大喪の礼が執り行われ、平成2年には約1年間にわたり即位の礼・大嘗祭に伴う諸儀式が挙行された。これに対し、極左暴力集団は多数の「テロ、ゲリラ」事件を敢行したほか、右翼についても、左翼諸勢力による天皇批判活動をめぐって暴力事件等を引き起こすなど、左翼・右翼諸勢力はそれぞれの立場から活動を行った。

こうした情勢を受け、警察では、大喪の礼の当日においては当時過去最大規模となる約3万2,000人の警察官を、即位礼正殿の儀の当日においてはそれを上回る約3万7,000人の警察官をそれぞれ動員するなど、総力を挙げて警備を実施した。

　[image: 即位の礼に伴う警備状況]
即位の礼に伴う警備状況

②　暴力団情勢

平成初期の暴力団情勢は、山口組、稲川会及び住吉会の3団体による寡占化及び広域化が進んでおり、3団体の勢力範囲が全国の多くの都道府県において複雑に入り組んでいた。特に、北海道及び東北において3団体の進出が顕著であり、その結果、地元暴力団との摩擦や3団体相互の主導権争いが激化していた。また、暴力団は、海外進出等の国際的な活動を活発化させており、海外から入手した拳銃等による武装化の傾向を強めるなど、その活動の国際化も問題となっていた。さらに、その資金獲得活動も多様化しており、覚醒剤の密売、賭博、みかじめ料の徴収等の伝統的な資金獲得活動を行う一方で、民事介入暴力（注1）、企業対象暴力等の新しい形態の資金獲得活動を行うほか、合法的事業分野へ進出するなどの変化がみられており、従来のような伝統的資金獲得活動に対する取締りのみでは暴力団の資金源を遮断することが困難となっていた。

このように、民事介入暴力をはじめとする暴力団の不当な資金獲得活動、対立抗争事件等への効果的な対策が強く求められた社会情勢を背景に、暴力団対策法（注2）が制定された。これにより、従来の刑罰法令による暴力団等の取締りのほかに、対立抗争時の事務所使用制限命令や、暴力的要求行為（注3）に対する中止命令等の行政的措置を行うことが可能となった。


注1：暴力団又はその周辺にある者が、企業の倒産整理、交通事故の示談、債権取立て、地上げ等の民事取引を仮装しつつ、一般市民の日常生活や経済取引に介入し、暴力団の威力を利用して不当な利益を得るもの

注2：暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

注3：指定暴力団の暴力団員が指定暴力団の威力を示して行う不当な金品等の要求行為




MEMO　その後の暴力団対策法の改正について

暴力団対策法は、暴力団情勢の変化等を踏まえて、これまでに、平成5年、9年、16年、20年及び24年の5回にわたって改正された。中でも、平成20年改正、平成24年改正等で行われた暴力的要求行為として規制する行為の追加は、暴力団の威力を示した資金獲得活動の防止に一定の効果を上げ、また、平成16年改正及び平成20年改正において整備された指定暴力団の代表者等の損害賠償責任に関する規定は、指定暴力団の組長等に対する損害賠償責任の追及を容易にした。さらに、平成24年改正で導入された特定抗争指定暴力団等の指定及び特定危険指定暴力団等の指定の制度は、対立抗争事件及び事業者襲撃等事件（注）の抑止に寄与した。


注：161頁参照



　[image: 暴力団事務所に対して使用制限命令を発する状況]
暴力団事務所に対して使用制限命令を発する状況



③　第二次交通戦争

平成4年の交通事故による死者数（注1）は、戦後2度目のピークとなる1万1,452人を記録し、こうした情勢の悪化は「第二次交通戦争」と称された（注2）。

このような状況が生じた背景としては、自動車保有台数及び運転免許保有者数が年々着実に増加を続ける一方で、交通事故を抑止するために必要な交通違反取締りを行う交通警察官の増員や、交通安全施設等の整備を推進するための十分な予算措置を行うことができなくなったこと、また、第二次ベビーブーム世代の者が運転免許取得年齢に達し、運転技能が十分ではない若者（注3）の運転免許保有者数が増加したことが挙げられる。

こうした情勢の悪化に対し、警察においては各種講習の内容の見直し等の運転者教育の充実、飲酒運転の罰則引上げを含む悪質・危険運転者対策の強化等の各種対策を実施し、その結果、平成5年以降交通事故による死者数は減少傾向に転じ、平成8年には、昭和62年以来再び1万人を下回った。


注1：交通事故発生から24時間以内の死者数。以下同じ。

注2：昭和45年（1970年）、交通事故による死者数が過去最高の1万6,765人を記録するなど、交通事故をめぐる情勢の悪化は「交通戦争」と称された。その後、交通安全施設等の整備をはじめとする交通安全対策の充実が図られたことにより、交通事故による死者数は一度減少に転じたものの、昭和50年代後半から再び増加傾向となった。

注3：16歳以上24歳以下の者



　図表VI-1　死者数の推移（昭和23年～平成30年）
[image: 図表VI-1　死者数の推移（昭和23年～平成30年）]

④　オウム真理教によるテロ事件（注）

平成初期に新しい宗教団体として拡大を続けていたオウム真理教は、平成6年6月27日、長野県松本市の住宅街において化学兵器に用いられる毒ガス・サリンを噴霧し、その結果、付近住民8人が死亡し、143人が負傷する事件（松本サリン事件）を引き起こした。また、平成7年3月20日午前8時頃、帝都高速度交通営団（当時）丸ノ内線、日比谷線及び千代田線の車内においてサリン入りのナイロン袋を置き去り、複数の車両及び駅の構内にサリンを発散させ、乗客、駅職員等13人が死亡し、5,800人以上が負傷する事件（地下鉄サリン事件）を引き起こした。

オウム真理教は、これらのほかにも弁護士一家殺害事件、公証役場事務長逮捕監禁致死事件等の数々の事件を敢行しており、こうした一連の凶悪事件に対し、警察としては、関係施設の一斉捜索を実施するとともに、教団代表を含む多数の信者を検挙した。また、法制上の措置として、サリン等による人身被害の防止に関する法律の制定（平成7年）、広域組織犯罪等に対処するための警察法改正（平成8年）、無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律の制定（平成11年）が行われた。


注：27、28頁参照



　[image: オウム真理教施設の家宅捜索に向かう捜査員（時事）]
オウム真理教施設の家宅捜索に向かう捜査員（時事）

⑤　阪神・淡路大震災（注）

平成7年1月17日午前5時46分、淡路島を震源とする阪神・淡路大震災が発生し、死者6,434人等の大きな被害をもたらした。

警察では、全国警察から機動隊等の応援を得て、被災者の避難誘導及び救出救助、行方不明者の捜索、緊急交通路・復旧物資輸送路の確保、パトロール等の被災地における犯罪防止対策等の災害警備活動を実施した。

なお、阪神・淡路大震災における諸活動を通じて得た教訓をいかし、災害時の被害情報の収集・伝達体制の整備、広域的な即応能力や高度の救出救助能力等を有する広域緊急援助隊の設置等を行った。


注：12頁参照



　[image: 過酷な環境下での捜索活動]
過酷な環境下での捜索活動

⑥　在ペルー日本国大使公邸占拠事件（注）

平成8年（1996年）12月17日午後8時30分頃（日本時間同月18日午前10時30分頃）、在ペルー日本国大使公邸において、ペルー政府関係者、各国の大使その他の外交官、ペルー在住の邦人等多数を招待して開催された天皇誕生日祝賀レセプションに「トゥパク・アマル革命運動（MRTA）」を名のる左翼テロ組織が爆発物等を使用して侵入し、大使公邸を占拠する事件が発生した。犯人グループはその後4か月余りにわたって立てこもったが、平成9年（1997年）4月22日、ペルー政府は軍の特殊部隊約140人を大使公邸に突入させた。その結果、人質72人のうち、ペルー最高裁判事1人が死亡したが、邦人24人を含む残りの71人は救出された。一方、銃撃戦の末、ペルー軍の特殊部隊の隊員2人が死亡したほか、犯人グループ14人は全員死亡した。

当該事件は、海外において邦人が被害に遭った初めての大規模なテロ事件であり、国際社会における我が国のプレゼンスが顕著になるのに伴い、我が国の関連施設等の権益や在外邦人に対するテロの脅威が高まっていることを象徴するものでもあった。


注：29頁参照



　[image: 人質解放を求めて在ペルー日本国大使公邸付近をデモ行進する2万人の市民（時事）]
人質解放を求めて在ペルー日本国大使公邸付近をデモ行進する2万人の市民（時事）

（2）中期：平成11年（1999年）～20年（2008年）

①　警察改革

平成11年9月以降の警察の一連の不祥事案を受け、平成12年3月、一日も早い信頼回復に向けて、各界の有識者から成る「警察刷新会議」が発足した。同会議は同年7月に「警察刷新に関する緊急提言」を取りまとめ、同年8月には「警察行政の透明性の確保と自浄機能の強化」、「「国民のための警察」の確立」、「新たな時代の要請にこたえる警察の構築」及び「警察活動を支える人的基盤の強化」を主な内容とする「警察改革要綱」が制定された。さらに、同年11月には国家公安委員会及び都道府県公安委員会の管理機能に関する規定や、警察署協議会の制度に関する規定の整備等を内容とする警察法の一部を改正する法律が成立した。

また、平成11年10月に発生した埼玉県桶川市における殺人事件を踏まえて、告訴・告発への対応の適正化と迅速的確な捜査の推進を図ることとしたほか、平成12年5月、ストーカー規制法（注）が制定された。


注：ストーカー行為等の規制等に関する法律



②　悪質・危険な運転者対策

警察では、飲酒運転等、死亡事故につながりやすい悪質・危険な運転行為に対して、取締りを強化するとともに、罰則の引上げ、行政処分の強化等の対策を講じてきた。しかしながら、平成11年11月には、東名高速道路で飲酒運転のトラックに追突された乗用車が炎上して幼児2人が死亡する交通事故が発生するなど、悪質・危険な運転行為による交通事故は後を絶たず、厳罰化を求める声が高まっていた。そうした情勢を受け、平成14年には道路交通法等の一部改正が行われ、飲酒運転、過労運転、無免許運転等に対する罰則や違反行為に付する行政処分点数の引上げ等が行われた。また、平成13年の刑法の一部改正では、危険運転致死傷罪が新設され、飲酒の影響により正常な運転が困難な状態で自動車を運転し、人を死傷させた者等に対して、より厳しい罰則が適用されることとなった。

その後、平成18年8月には、福岡県で飲酒運転の乗用車に追突された乗用車が橋の下の海中に転落して幼児3人が死亡する交通事故が発生したことなどを契機として、国民の飲酒運転の根絶に向けた機運が一層高まったことから、平成19年には道路交通法の一部改正が行われ、飲酒運転を助長する行為（注）を直罰化するとともに、飲酒運転に対する罰則の更なる引上げ等が行われた。また、同年の刑法の一部改正では、それまで業務上過失致死傷罪等が適用されていた自動車運転による死傷事故について、交通事故事件の実態に即した適正な科刑を実現するため、自動車運転過失致死傷罪が新設された。


注：車両等提供、酒類提供及び要求・依頼しての同乗



　[image: 飲酒検問の状況]
飲酒検問の状況

③　明石市で発生した雑踏事故

平成13年7月、兵庫県明石市において明石市民夏まつり花火大会が開催された際、最寄りの駅から会場への通路となった歩道橋南端付近において、会場に向かう観衆と帰宅しようとする観衆が極度に集中したことで、多数の人が折り重なって転倒する雑踏事故が発生し、死者11人、負傷者229人の被害が発生した。

当該事故を受け、警察では、雑踏事故対策に当たり遵守すべき基本的な事項の徹底を図るとともに、警察本部に雑踏警備実施指導官、警察署に雑踏警備実施主任者を置くなど、雑踏事故防止のための体制の確立に努めている。

④　米国における同時多発テロ事件（注）

平成13年（2001年）に発生した米国における同時多発テロ事件（以下「同時多発テロ事件」という。）は、旅客機4機を同時にハイジャックし、乗客・乗員と共に標的に突入させるという前例のない手口により、テロ事件としては過去最悪の3,000人を超える犠牲者（行方不明者を含む。）を出し、世界に衝撃を与えた。冷戦終結後、宗教思想に基づく対立や民族独立運動を背景とした対立が表面化しており、同時多発テロ事件はそうした対立を象徴付けるものとなった。

同時多発テロ事件を契機として、イスラム諸国を含む多くの国がAQをはじめとするイスラム過激派によるテロへの対策の必要性を改めて認識し、このようなテロを二度と起こさせないため、テロの根絶に向けた対策が世界的規模で進められることとなった。我が国の警察においても、テロの脅威に係る情報収集・分析等の強化、重要施設等の警戒警備の徹底、官民一体となったテロ対策の推進等の様々な取組を実施してきた。また、平成16年には警察庁警備局に外事情報部を設置するとともに、同部に国際テロリズム対策課を設置するなど体制を強化し、従前の取組の更なる強化を図った。


注：30頁参照



　[image: 米国における同時多発テロ事件（AFP＝時事）]
米国における同時多発テロ事件（AFP＝時事）

⑤　犯罪情勢の悪化

刑法犯認知件数は、平成8年から14年にかけて7年連続で増加し、平成14年には戦後最多の285万3,739件を記録した。特に、この間、街頭犯罪及び侵入犯罪は大きく増加しており、治安の悪化に対する国民の不安感の増大は著しく、治安対策はいわば国民的な課題となった。

平成14年11月、警察庁では、国民が身近に不安を感じる街頭犯罪及び侵入犯罪の増加に歯止めを掛け、その発生を抑止することを目的とした街頭犯罪・侵入犯罪抑止総合対策の推進を図ることとし、各都道府県警察において、それぞれの地域の犯罪実態に応じ、街頭活動の強化や非行集団に対する取締りの強化等を進めるとともに、関係省庁、地方公共団体、企業、地域住民等との連携を強化して、犯罪類型に応じた防犯対策等を強力に推進した。さらに、警察庁では、平成15年8月、街頭犯罪及び侵入犯罪対策の推進等を内容とする「緊急治安対策プログラム」を策定した。

また、政府としても、平成15年9月、首相を長とし、全閣僚を構成員とする犯罪対策閣僚会議を設置し、同年12月には「国民が自らの安全を確保するための活動の支援」、「犯罪の生じにくい社会環境の整備」等を基本的な視点として、「平穏な暮らしを脅かす身近な犯罪の抑止」、「社会全体で取り組む少年犯罪の抑止」、「治安回復のための基盤整備」等を重点課題とした「犯罪に強い社会の実現のための行動計画」を策定した。

その後、街頭犯罪及び侵入犯罪は大幅に減少し、平成15年以降現在に至るまで、刑法犯認知件数は一貫して減少傾向にあるなど、犯罪情勢に一定の改善がみられた。

　[image: 第2回犯罪対策閣僚会議（提供：内閣広報室）]
第2回犯罪対策閣僚会議（提供：内閣広報室）

⑥　銃器を使用した凶悪事件・街頭における無差別殺傷事件

平成19年12月、長崎県佐世保市のスポーツクラブにおいて男が散弾銃を乱射する事件が発生し、2人が死亡、6人が負傷した。警察では当該事件を受けて、各都道府県警察において、許可を受けた猟銃等及びその所持者の全てを対象とした「17万人／30万丁・総点検」を実施するとともに、警察庁において、銃砲行政全般の見直しを行う「銃砲行政の総点検」を実施した。

また、平成20年6月、東京都千代田区においてダガーナイフ使用による無差別殺傷事件が発生したことを受け、銃砲規制に加えて、刃物規制の在り方も問題となり、同年12月、銃砲規制の厳格化と刃物規制の強化を内容とする銃刀法の一部を改正する法律が可決・成立し、平成21年1月に刃渡り5.5センチメートル以上の剣の所持禁止に係る規定が、同年6月に銃砲規制の厳格化に関する規定の一部が、同年12月に銃砲刀剣類の所持許可の要件の厳格化に関する規定等が、それぞれ施行された。

　図表VI-2　銃刀法の一部を改正する法律の概要
[image: 図表VI-2　銃刀法の一部を改正する法律の概要]

（3）後期：平成21年（2009年）～31年（2019年）

①　東日本大震災（注1）

平成23年3月11日午後2時46分、三陸沖を震源とする国内観測史上最大規模の地震となる東日本大震災が発生し、最大で震度7を観測するなど、各地を激しい揺れが襲った。また、この地震により生じた高い津波が東北地方の太平洋沿岸をはじめとする広い地域に押し寄せ、大きな被害をもたらした。

東日本大震災における全国の死者は1万5,897人、行方不明者は2,532（注2）人に上っており、特に被害の大きかった岩手県、宮城県及び福島県の東北3県では、電気、ガス、水道等の生活インフラが大きな打撃を受けたほか、福島県では原子力発電所における事故の影響を受けて、多くの被災者が避難生活を強いられることとなった。

警察では、岩手県警察、宮城県警察及び福島県警察に対し、それぞれの県公安委員会からの援助の要求により、全国から広域緊急援助隊員等延べ約142万人、一日当たり最大約4,800人を派遣し、自衛隊、地方自治体、消防等と連携を図りながら、被災者の避難誘導及び救出救助、行方不明者の捜索、緊急交通路の確保、被災地における犯罪の発生を抑止するための諸活動等の災害警備活動に当たった。


注1：14、15頁参照

注2：死者及び行方不明者数は、令和元年（2019年）6月10日現在のもの



　[image: 岩手県沿岸部の集落を襲う津波]
岩手県沿岸部の集落を襲う津波

②　ストーカー対策

平成23年10月より、千葉県警察、長崎県警察及び三重県警察において、男女間における暴力を伴うトラブルに関して被害女性の父親等から相談を受けていたところ、同年12月、当該トラブルの相手方の男が長崎県西海市に所在する女性の実家に押し掛け、その家族を殺害するという事件が発生した。

同事件を踏まえ、警察庁では、都道府県警察に対し、重大事件への発展の予防のための積極的な事件化等の対応の徹底、警察署長による積極的な指揮等の組織による的確な対応の徹底、関係都道府県警察の連携・情報共有の体制の強化等を指示し、都道府県警察における同種事案に対する迅速・的確かつ組織的な対応を推進することとした。また、本件等を踏まえてストーカー行為等の規制に関する制度自体が見直され、平成25年6月、電子メールの連続送信行為等を規制の対象へ追加することに加え、警告を行うことのできる都道府県警察本部長や禁止命令を行うことのできる都道府県公安委員会の範囲を拡大することなどを内容とするストーカー規制法の一部を改正する法律が成立した。

③　暴力団対策

警察では、暴力団犯罪の取締り等を推進しており、暴力団構成員及び準構成員の人数は、平成17年以降14年連続で減少している。

一方で、一部の暴力団については、依然として凶暴性・悪質性が高く、特に福岡県北九州市に事務所を置く工藤會は、凶器等を用いた事業者襲撃等事件を多数敢行し、市民生活の大きな脅威となっていた。警察では、全国警察からの機動隊及び捜査員の派遣等による集中的な取締りの徹底及び警戒活動の強化を図るとともに、平成24年12月、福岡県及び山口県の各公安委員会が、工藤會を特定危険指定暴力団等に指定するなど、暴力団対策法の規定も効果的に活用しながら、工藤會対策を推進してきた。

その後、平成26年9月以降、工藤會総裁、同会長等の幹部を逮捕するなど、取締りの徹底、暴力団対策法の活用等を通じて工藤會の危険な活動の抑止を図った。

また、最大勢力の六代目山口組については、平成27年8月以降、直系組長が離脱して神戸山口組及び任侠山口組をそれぞれ結成し、六代目山口組と神戸山口組の対立抗争に起因するとみられる不法行為等が発生している。警察では、対立抗争事件の続発防止と各団体の弱体化を目的とした集中取締りを実施するとともに、市民生活の安全確保に向け、警戒活動の徹底を図っている。

　[image: 工藤會事務所に対する捜索時の状況]
工藤會事務所に対する捜索時の状況

④　外国における各種国際テロ事件（注）

平成23年（2011年）5月、米国の作戦により、AQの結成者であるオサマ・ビンラディンは死亡したが、その後も、AQ及びその関連組織は、中東、アフリカ、南西アジア等において引き続き活動している。また、AQの関連組織であったISILは、平成26年（2014年）にAQ中枢と決別した後、同年6月にイラク北部の都市モスルを制圧するなど、次々とその支配地域を拡大した。特に近年は、平成27年（2015年）に130人が犠牲となったフランス・パリにおける同時多発テロ事件をはじめ、ISIL等による扇動等に影響を受けて過激化した者や外国人戦闘員によるテロが世界各地で発生しているなど、国際テロ情勢は依然として厳しい状況にある。また、邦人が海外においてテロの被害に遭う事件も発生しており、例えば、平成25年（2013年）1月に発生した在アルジェリア邦人に対するテロ事件では邦人10人を含む40人が死亡、平成27年（2015年）3月に発生したチュニジアにおけるテロ事件では邦人3人を含む22人が死亡、平成28年（2016年）7月に発生したバングラデシュ・ダッカにおける襲撃テロ事件では邦人7人を含む20人の人質が死亡、平成31年（2019年）4月に発生したスリランカにおける連続爆弾テロ事件では邦人1人を含む258人が死亡した。


注：30、31、32、33頁参照



　[image: フランス・パリにおける同時多発テロ事件（EPA＝時事）]
フランス・パリにおける同時多発テロ事件（EPA＝時事）

⑤　サイバー空間の脅威

スマートフォン等の普及やインターネットを利用したサービスの拡大等に象徴されるように、平成後期においてサイバー空間の利用が拡大し、今やSNS等の個人が使用するサービスから、金融や公共輸送等をはじめとする重要インフラや政府機関等を支える重要なシステムに至るまで、サイバー空間は国民の日常生活の一部として定着するようになった。こうした中、不正アクセス禁止法（注）違反をはじめとするサイバー犯罪が多発しているほか、サイバーテロ、サイバーインテリジェンス等のサイバー攻撃が世界的規模で発生するなど、サイバー空間における脅威は深刻化している。警察では、こうした脅威に対処するため、人的基盤の強化、捜査及び情報技術解析のための資機材の整備、民間事業者等の知見の活用、外国捜査機関等との連携等の取組を推進してきた。


注：不正アクセス行為の禁止等に関する法律



⑥　各種高齢者関連施策

平成30年10月1日現在、我が国の総人口は約1億2,644万人となっているが、そのうち65歳以上人口は約3,558万人であり、総人口に占める割合（高齢化率）は約28.1％となっている（注1）など、高齢化の進展は著しく、警察においても各部門において、こうした社会の現状に対応していくことが求められている。

例えば、近年認知件数が高水準で推移している特殊詐欺については、その被害者の大半が高齢者である（注2）ことから、警察としても、積極的な取締りを行うとともに、高齢者被害の防止に向けた効果的な広報啓発の方法を検討するなど、新たな取組を推進してきた（注3）。

また、高齢者人口の増加等を背景として交通事故死者数の減少幅が縮小する傾向にあったことなどを踏まえ、平成21年には、運転免許証の更新期間が満了する日における年齢が75歳以上の者に対する認知機能検査が、平成22年には、高齢運転者等専用駐車区間制度がそれぞれ導入された。また、平成29年には、一定の違反行為をした75歳以上の運転者に対する臨時認知機能検査と、その結果が直近の認知機能検査の結果と比較して悪化した者等に対する臨時高齢者講習が導入された。そのほか、警察においては、申請による運転免許の取消し及び運転経歴証明書制度の周知を図るなどの取組を推進している。


注1：人口は、総務省統計資料「人口推計（平成30年10月1日現在人口（補間補正を行っていないもの））」による。

注2：平成30年の特殊詐欺の被害全体に占める65歳以上の高齢者の割合は、78.1％である。

注3：52頁（トピックスII　特殊詐欺の現状と高齢者被害防止のための新たな取組）参照



（4）今後の展望

最近の犯罪情勢は、刑法犯認知件数については平成14年をピークに減少を続けているものの、ストーカー・DV、児童虐待、サイバー犯罪等、刑法犯認知件数等のみでは測ることのできない新たな情勢が生じているほか、特殊詐欺の認知件数は高水準で推移しているなど、依然として予断を許さない状況にある。

特殊詐欺やサイバー犯罪のように、加害者が被害者と対面することなく敢行される非対面型犯罪には、対策に応じて絶えず犯行手口が変化するものも多く、科学技術の発達により大量反復的な犯行が可能となり、被害が拡大する危険性も高くなっている。また、人身安全関連事案（注）のように主として個人の私的な関係性や私的領域の中で生じる事案に対しては、その性質上犯行が潜在化しやすい傾向にあることを踏まえて対策に当たる必要がある。

警察は、このような新たな犯罪傾向や社会情勢も踏まえ、高度な技術を使用した犯罪への対処能力の向上を図るなどして、発生した事案に対して的確な捜査を推進することはもとより、犯行手口や被害実態に関する情報を関係機関、事業者等と共有し、緊密な連携を図ることにより、犯罪ツール対策等に取り組んでいく必要があるほか、国民に対する迅速な注意喚起、早期の相談対応等によって、犯罪に至る前段階での被害の防止を図るなど、きめ細やかな対策を進めていく必要がある。

暴力団対策については、暴力団構成員等の総数は減少しつつあるものの、山口組の分裂等、依然としてその動向を警戒すべき状況が続いているほか、近年では、準暴力団と共謀して特殊詐欺事案等を敢行して資金獲得を行うなど、暴力団の組織や活動に変化がみられている。今後も、こうした変化を含めた暴力団の実態を的確に把握し、効果的な対策を講じていくことが求められている。

交通事故による死者数については、平成4年をピークに減少傾向にあるが、一方で、高齢運転者による事故が相次ぐなど、社会の高齢化がもたらす道路交通への影響は大きいことがうかがえる。今後、更なる高齢化の進展に伴い、そうした社会情勢を見据えた対策を的確に行っていくことが必要となる。

加えて、自動運転の実用化に向けた動きも近年急速に進んでいるところであり、このような新たな技術に対応した法令等の整備についても、これからの課題である。

また、欧米諸国等で依然としてテロ事件が発生していることに加え、サイバー空間においては、世界的規模で政府機関や企業等を標的とするサイバー攻撃が発生するなど、我が国に対するテロ等の脅威が継続している中、今後、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会等の大規模なイベントの開催も予定されている。今後も、各国の治安情報機関等との密接な連絡体制を構築するなど、テロ等違法行為の未然防止に向けた取組を推進していく必要がある。

平成は2度の大震災をはじめとする様々な災害に見舞われた時代でもあった。今後は、これら過去の災害の教訓を踏まえつつ、発生が懸念される南海トラフ地震及び首都直下地震を含む大規模災害に対して的確に対処できるよう、高度な装備資機材や先端技術の導入も進めながら、災害対処能力を一層向上させていくことが求められている。

近年、我が国の社会は、人口減少や急速な高齢化、国際化、サイバー空間の利用拡大、科学技術の発達等による大きな変化に直面している。警察は、このような社会の変化に適応し、新たに生じてくる、又は変容する治安上の課題に適切に対応するための警察運営の在り方を不断に追求していく必要がある。


注：88頁参照








変わらない警察の使命

どれだけ社会が変化しようとも、国民の安全・安心を守るという警察の使命は変わらない。

最前線で警察活動に従事し、過去の警察白書においてその経験を語った4名の警察職員を再び紹介する。


「不正を許すな！」

　[image: 警視庁刑事部捜査第二課特別捜査第一係　山田　和幸 警部]




「不正を許すな。」

これが今も昔も、私が刑事として事件捜査を進める上で、根底にある気持ちです。

私はこれまで、2度にわたり他の役所や民間団体への外部出向の機会をいただきました。そして、出向先では、それぞれの組織でプロとして全力で取り組む人たちとの出会いがありました。組織は違えど、彼らも国民が安心して暮らせる世の中を作るために日夜奮闘していました。そんな彼らと一緒に仕事をする中で私が改めて感じたことは、私たち警察官も治安のプロとして徹底的に不正を正していかなければならないという使命感でした。

近年の犯罪を見ると、一昔前には考えられなかったことも多いと思います。例えば詐欺事件においては、SNS、固定電話転送サービス、バーチャルオフィス、アプリ等が悪用されており、常に変化していく社会の仕組みに対応できなければ、時代にも犯人にも追いつけなくなってしまいます。私たちが犯人を捕まえなければ、被害者の方はもちろん、正しく生きようとする多くの人々が安心して暮らせる生活を実現できません。

私は不正を許さない。そのために、社会の変化を敏感に感じ取りながら、1人でも多くの犯人を検挙していくことこそが刑事の使命であるという気持ちを持って、これからも事件捜査に臨んでいきたいと考えています。

　[image: （平成21年当時　警視庁荏原警察署刑事組織犯罪対策課）]
（平成21年当時　警視庁荏原警察署刑事組織犯罪対策課）




警察活動に対する真なる理解を目指して

　[image: 前　島根県警察本部警務部監察課訟務係　田尻　真理 警部]




現在、私は、訟務担当として、警察側の民事訴訟の指定代理人として裁判に出廷するなどの業務に従事しています。

緊張感の中、定刻を迎えると、法廷内正面扉が開き、黒い法服に包まれた裁判官がさっそうと現れ、開廷します。中でも、判決を言い渡す裁判官の言葉には、筆舌に尽くしがたいほどの重みを感じます。

前回寄稿した警察学校の教官当時は、将来を担う警察官の育成に向け従事していましたが、現在は、県民との訴訟対応を任されており、約10年を経て、担当業務は大きく変わりました。

しかしながら、教官と訟務担当とでは、一見、全く異なる業務のように見えますが、実は、この二つには深い共通点があります。それは、警察活動を知らない人に対して、その活動の必要性を真に理解してもらう業務であるという点です。

学生や原告等の相手方にとって警察活動は未知のものであり、先方からの理解を得ることは容易ではありませんが、治安を守り抜くという警察の使命を果たす上で、警察活動の真髄を如何に理解してもらうか、相手方の声に真摯に耳を傾けながら知恵を振り絞る毎日です。

日々高い壁に直面していますが、警察組織の本質となる軸はぶれてはならず、その壁を打開すべく、私は奔走し続けます。

　[image: （平成23年当時　島根県警察学校教官）]
（平成23年当時　島根県警察学校教官）




防犯か検挙か

　[image: 兵庫県警察本部生活安全部サイバー犯罪対策課サイバー犯罪防犯センター　本田　英理 警部補]




現在、私は、サイバー犯罪対策課に所属し、部下2名と共に学校、企業、シニアカレッジ等へ赴き、年500回を超えるサイバー犯罪被害防止講演を行っています。これまで捜査担当が長かったため、配置当初は寂しさもありましたが、県警察として新規の任務でもあったので、「あいつなら何とかする」と期待されたと理解し、「期待以上のものを県民に届ける」意気込みで取り組んでいます。

私が行う講演は、サイバーセキュリティから命に関わる事案まで、インターネットに関わる幅広い問題を取り入れており、リアリティがあると好評を得ています。また、講演を通じて多くの県民と接する機会があるため、小学生から「私もインターネットで知り合った人に直接会おうって言われてる」と未然に相談してもらえたり、「お母さんが厳しく言うのは私を守るためとわかりました」、「警察を身近に感じた」、「絶対、本田さんみたいなおまわりさんになる！」などという嬉しい言葉をもらえたりもします。

職人気質のかつての上司からは、「事件では、結局、被害者を救えなかった。その活動がやっぱり大事や。どうか頑張ってくれ」と、期待の言葉をかけてもらいました。「防犯で救った数は、検挙で報いた数よりきっと多い」と信じ、これからも全力で活動を続けていきます。

　[image: （平成21年当時　兵庫県警察本部生活安全部生活経済課）]
（平成21年当時　兵庫県警察本部生活安全部生活経済課）




警察活動を支える警察情報通信

　[image: 東北管区警察局宮城県情報通信部機動通信課　佐藤　晶義 技官]




現在私は、宮城県情報通信部機動通信課で勤務しています。10年前は青森県情報通信部の係長として第一線の警察活動を支える無線通信施設の維持・管理に従事していたほか、事案が発生した際、現場に出動して通信手段を確保する機動警察通信隊員としても活動していました。それから月日を経て、現在は宮城県情報通信部の課長補佐として業務に従事しています。

今までの業務の中には貴重で忘れられない経験がいくつかありますが、特別なものとしては東日本大震災の対応があります。当時、私は宮城県にある東北管区警察局情報通信部で勤務しており、被災県での災害警備活動に必要な通信手段を確保する業務に当たりました。過去にも災害対応に従事した経験はありましたが、被災現場の光景を目の当たりにして使命感が込み上げてくるこの時の感覚は、今も忘れることができません。

また、その後に異動した警察大学校附属機関での教養業務でも、時代の変化に応じた知識・技術を研究し教えるという特殊性から、責務を強く感じました。人材育成は組織を支える重要な業務の一つであり、どのようにすれば、自分の経験が後進の育成に役立つか、教養を通じて組織に還元できるかを日々考えて業務に当たる必要があります。こうした教養業務では、自分の思いが相手に伝わった時の反応がとても励みになり、やりがいを感じました。

これまで、災害対応や異動等を経て心境の変化もありましたが、どの時代においても強い「使命感」は変わりません。今後も現場で活動する警察官を支える立場として更に力を尽くしたいと思います。

　[image: （平成20年当時　東北管区警察局青森県情報通信部機動通信課）]
（平成20年当時　東北管区警察局青森県情報通信部機動通信課）








警察活動の最前線


オールジャパンで国際犯罪組織の壊滅に取り組みたい




鹿児島県警察本部

刑事部組織犯罪対策課国際犯罪捜査係

帖佐　正樹（ちょうさ　まさき）　警部補

　[image: チェストくん]




鹿児島県で国際犯罪！？そんな訳ないだろうと半信半疑で捜査を開始したところ、国際的な犯罪組織がアメリカ合衆国で敢行した詐欺事件の被害金が日本国内の金融機関へ送金され、それをナイジェリア人らが払い戻したマネー・ローンダリング事犯であることが分かりました。

その後、ICPOやFBI（注）に捜査協力をお願いしてアメリカにいる被害者から事情聴取してもらうと同時に、これまでに同種事件の検挙事例がある他府県警察からも協力を受け、捜査のポイントなどを聞くことで効果的な捜査を行い、ナイジェリア人を含む被疑者らを検挙することができました。この事件は、関係機関と他府県警察の協力がなければ検挙が難しい事件だったと思います。

現在、オリンピックなどを控えて来日外国人は増加の一途をたどっていますが、善良な外国人に紛れて国際犯罪組織も日本に入ってくる可能性があると思います。

そのような情勢の中、私は、全国の都道府県警察がオールジャパンの精神で連携するとともに、日本国内のみならずグローバルな視野を持って、国際犯罪組織に立ち向かうことで、その壊滅ができると考えており、鹿児島の治安維持から日本の平和を作る気持ちで、国際犯罪組織の実態解明・壊滅を目標にして日々の業務に従事しています。


（注）Federal Bureau of Investigation（米国司法省連邦捜査局）の略



　[image: 鹿児島県警察本部刑事部組織犯罪対策課国際犯罪捜査係帖佐　正樹（ちょうさ　まさき）　警部補]




情報技術解析課のやりがい




中部管区警察局愛知県情報通信部

情報技術解析課解析調整専門官

鶴田　勉（つるた　つとむ）　技官

　[image: 警察庁のエンブレム]




平成29年11月の早朝に一本の電話が入りました。内容は「死亡ひき逃げ事件が発生した。事故の様子を撮影した後続車のドライブレコーダーの動画が消えてしまっているため早急に復元して欲しい」というものでした。被疑者はいまだ捕まっておらず、動画の復元が急がれる状況であったことから、解析要請を受けて直ちに解析に取りかかりました。

数時間かけて解析作業を実施し、復元は完了したものの、動画データは破損しており、正常に再生できない状態でした。手元にある多くの技術書やインターネットを利用して収集した技術情報を参考に、破損した動画データの修復を試みましたが、事故の肝心な部分は確認できませんでした。しかし、ここで諦めてはダメだと思い、高度な解析技術と多くの解析経験を有する警察庁情報通信局高度情報技術解析センターに状況を説明し、相談をしたところ、細部にわたる詳細な状況確認とその情報に基づく適確な技術情報や参考情報などを、長時間かけてアドバイスしてもらい、その結果見事に事故状況を撮影した画像を抽出することができました。

諦めない心と警察の情報通信部門の一丸となった対応により、捜査部門の要望に早急かつ十分に応えることができ、これぞ情報技術解析課冥利に尽きると感じた一件でした。これからも、こうした満足感が得られるよう日々解析業務の技術力向上に努めていきたいと思います。

　[image: 中部管区警察局愛知県情報通信部情報技術解析課解析調整専門官　鶴田　勉（つるた　つとむ）　技官]



注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。






第2部　本編

第1章　警察の組織と公安委員会制度

第1節　警察の組織

（1）公安委員会制度

公安委員会は、警察行政の民主的運営、政治的中立性の確保の目的で導入された合議制の行政委員会であり、国に国家公安委員会を置いて警察庁を管理し、都道府県に都道府県公安委員会を置いて都道府県警察を管理している。国家公安委員会委員長には、治安に対する内閣の行政責任の明確化を図るため、国務大臣が充てられている。

（2）国の警察組織

執行事務を一元的に担う都道府県警察に対し、国の機関である警察庁は、警察制度の企画立案のほか、国の公安に係る事案についての警察運営、警察活動の基盤である教育訓練、通信、鑑識等に関する事務、警察行政に関する調整等を行う役割を担っている。警察庁長官は、国家公安委員会の管理の下、これらの警察庁の所掌事務について、都道府県警察を指揮監督している。

　図表1-1　国の警察組織（平成31年（2019年）度）
[image: 図表1-1　国の警察組織（平成31年（2019年）度）]

（3）都道府県の警察組織

平成31年4月1日現在、47の都道府県警察に、警察本部や警察学校等のほか、1,160の警察署が置かれている。

　図表1-2　都道府県の警察組織
[image: 図表1-2　都道府県の警察組織]






第2節　公安委員会の活動

（1）国家公安委員会

①　組織

国家公安委員会は、国務大臣たる委員長及び5人の委員によって組織されている。委員は内閣総理大臣が両議院の同意を得て任命する。

　図表1-3　国家公安委員会の構成（令和元年（2019年）6月1日現在）
[image: 図表1-3　国家公安委員会の構成（令和元年（2019年）6月1日現在）]

②　活動

国家公安委員会では、国家公安委員会規則の制定、警察庁長官や地方警務官（注1）の任命、監察の指示、交通安全業務計画や防災業務計画の策定等、警察法やその他の法律に基づきその権限に属させられた事務を行うほか、警察庁が担う警察制度の企画立案や予算、国の公安に関する事案、警察官の教育、警察行政に関する調整等の事務について警察運営の大綱方針を示し、警察庁を管理している。

国家公安委員会は、通常、毎週1回定例会議を開催するものとしている。また、委員相互の意見交換や警察庁からの報告の聴取、都道府県公安委員会委員との意見交換や警察活動の現場の視察を行うことなどにより、治安情勢と警察運営の把握に努めている。このような活動の状況については、ウェブサイト（注2）で紹介している。


注1：都道府県警察の警視正以上の階級にある警察官

注2：https://www.npsc.go.jp/



　[image: 国家公安委員会の定例会議]
国家公安委員会の定例会議


CASE

平成31年（2019年）1月、国家公安委員会委員長は、警視庁・東日本災害警備訓練施設を視察し、警察庁指定広域技能指導官から説明を受けた。

　[image: 警視庁・東日本災害警備訓練施設を視察する国家公安委員会委員長]
警視庁・東日本災害警備訓練施設を視察する国家公安委員会委員長




CASE

平成30年7月、国家公安委員会委員は、徳島県を訪れ、少年非行防止及び保護対策に携わる警察職員等と意見交換を行った。

　[image: 少年非行防止に関する意見交換を行う国家公安委員会委員]
少年非行防止に関する意見交換を行う国家公安委員会委員




CASE

平成30年6月、国家公安委員会委員は、山梨県を訪れ、山梨県警察本部通信指令課、交通管制センター等を視察した。

　[image: 通信指令課を視察する国家公安委員会委員]
通信指令課を視察する国家公安委員会委員



（2）都道府県公安委員会

①　組織

都道府県公安委員会及び方面公安委員会は、都、道、府及び指定県では5人、それ以外の県及び北海道の各方面では3人の非常勤の委員によって組織されており、委員は都道府県知事が都道府県議会の同意を得て任命する。ただし、道、府及び指定県の場合は、委員のうち2人の任命は当該道、府及び県が包括する指定市の市長がその市議会の同意を得て推薦した者について行う。

　図表1-4　都道府県公安委員会委員の構成（平成30年末現在）
[image: 図表1-4　都道府県公安委員会委員の構成（平成30年末現在）]

②　活動

都道府県公安委員会は、運転免許、交通規制、犯罪被害者等給付金の裁定、古物営業等の各種営業の監督等、国民生活に関わりのある数多くの行政事務を処理するとともに、管内における事件、事故及び災害の発生状況等を踏まえた警察の取組、組織や人事管理の状況等について、定例会議の場等で、警察本部長等から報告を受け、これを指導することにより、都道府県警察を管理している。

都道府県公安委員会は、おおむね月3回ないし4回の定例会議を開催するほか、警察署協議会への参加、教育委員会等の関係機関との協議、警察活動の現場の視察等により、治安情勢と警察運営の把握に努めている。また、このような活動の状況について、ウェブサイトで紹介している。

　[image: 広島県公安委員会のウェブサイト]
広島県公安委員会のウェブサイト


CASE

平成30年4月、埼玉県公安委員会委員は、さいたま市内において行われた埼玉県警察嘱託警察犬審査会を視察した。

　[image: 警察犬審査会を視察する埼玉県公安委員会委員]
警察犬審査会を視察する埼玉県公安委員会委員




CASE

平成30年8月、岡山県公安委員会委員は、平成30年7月豪雨の被災地を視察した。その際、浸水被害に遭った岡山県玉島警察署真備交番を訪れ、交番勤務員から当時の状況等の説明を受けた。

　[image: 被災地を視察する岡山県公安委員会委員]
被災地を視察する岡山県公安委員会委員



（3）苦情処理及び監察の指示

警察法には苦情申出制度が設けられており、都道府県警察の職員の職務執行について苦情がある者は、都道府県公安委員会に対し文書により苦情の申出をすることができ、都道府県公安委員会は、原則として処理の結果を文書により申出者に通知している。平成30年中は、全国の都道府県公安委員会において901件の苦情を受理した。

なお、警察本部長や警察署長に対して申出があったものなど、都道府県警察の職員の職務執行についての苦情でこの制度によらない申出についても、処理の結果を申出者に通知するなどの対応を行っている。

　図表1-5　苦情申出制度の概要
[image: 図表1-5　苦情申出制度の概要]

また、警察法の規定により、国家公安委員会は警察庁に対して、都道府県公安委員会は都道府県警察に対して、監察について必要があると認めるときは、具体的又は個別的な監察の指示をすることができる。

（4）公安委員会相互間の連絡

国家公安委員会と各都道府県公安委員会は、相互に独立した機関であるが、その職務の性質から、常に緊密な連携を保つため、各種の連絡会議を開催している。平成30年中は、国家公安委員会と全国の都道府県公安委員会との連絡会議を2回開催し、「来日外国人対策の拡充」、「変容する社会と警察」等をテーマに意見交換を行った。

また、各管区及び北海道において、管内の府県公安委員会相互、道公安委員会と方面公安委員会相互の連絡会議が合計13回開催され、国家公安委員会委員も出席し、各道府県の治安情勢やそれぞれの取組についての報告や意見交換が行われた。さらに、都道府県公安委員会相互間の意見交換が行われるとともに、都、道、府及び指定県の公安委員会相互の連絡会議が開催された。

　[image: 全国公安委員会連絡会議]
全国公安委員会連絡会議


CASE

平成30年11月、静岡県公安委員会委員は、広島県及び岡山県を訪れ、両県公安委員会委員と交通施策、特殊詐欺被害防止、豪雨災害による各種災害対策等について、それぞれ意見交換を行った。

　[image: 広島県公安委員会委員と意見交換する静岡県公安委員会委員]
広島県公安委員会委員と意見交換する静岡県公安委員会委員








公安委員の声


高齢者の安心と安全を




静岡県公安委員会委員長

生座本　磯美（おざもと　いそみ）




委員就任　　平成26年7月15日

委員長就任　平成30年7月31日




平成30年10月現在、65歳以上の高齢者数は全国で約3,558万人（28.1％）、更に65歳以上の高齢者を支える15～64歳の人口（以下「15～64歳人口」という。）との比較では、昭和35年は高齢者1人に対し15～64歳人口11.2人で支えており、胴上げ型と称されておりました。それが平成30年になりますと15～64歳人口2.1人で1人を支える騎馬戦型とその数や様は激変しており、今後更にその割合は減少し、高齢者1人に就労人口1人、あるいはそれ以下といった肩車型になっていくであろうと予測されます。

このような超高齢化社会の中で、高齢者が関係する事件・事故が全国的にも多くみられることから、静岡県でも防犯まちづくりの推進として「防犯まちづくり講座」を開催するなど、高齢者の安全確保に向けた重点的な取組がなされています。例えば、高齢者に対する交通事故防止対策として、高齢者宅への個別訪問や運転適性相談の内容の充実、免許返納のしやすい環境づくり等を推進しているほか、高齢者が被害者となりやすい特殊詐欺事件を抑止するため、「迷惑・悪質電話防止装置」の普及促進や、金融機関等の関係機関と連携した「しずおか関所作戦」等の活動を実施しております。

このように、警察の業務の中でも高齢者に対応したものは多く、警察職員には高齢者の特性の理解が求められます。

昨年8月には、警察学校の学生に対する公安委員長講話として、「高齢者の特徴」についてお話しする機会をいただき、その際に、高齢者の身体や心理的特徴を説明するとともに、県の社会福祉協議会からお借りした「高齢者体験グッズ」を学生に実際に着装してもらい、「動きにくい」、「聞こえにくい」、「見えにくい」、「物がつかみにくい」ことを体験していただきました。体験した学生からは、「思っていた以上に聞こえない」、「見える範囲が狭く、更に思うように動くことができない」といった感想のほか、「高齢者に警察官である自分たちが親身になって手助けしてあげなければならないという気持ちがより一層強くなりました」という感想をいただいており、これから第一線に向かう若い警察官の一助となったのではないかと思います。

さらに、高齢化社会が進む中で、警察職員には、令和7年までに約700万人前後が発症すると見込まれる認知症への理解と対応も求められます。

私は、介護事業所を運営しております。先日、久しぶりではありましたが、利用者の方の失踪の連絡が入りました。全く生きた心地がしませんでしたが、とにかく一刻も早く発見しなければならないため、職員を総動員して捜索に当たります。警察官にも協力していただき、お蔭様で数時間後に発見することができましたが、御本人は非常に興奮状態で、なだめながら車に乗せるのに一苦労。専門職である我々が関わっても、非常事態ではなかなかうまくはいきません。

こうした場合、警察職員としても、御本人の言動にとまどうことがあるようですが、御本人は、今自分がどうなっているのか解らない「非常事態」なのです。自分はどうして今ここにいるのか、なぜ警察官が自分に関わっているのか。そもそも、普段の生活で、パトロールをしている姿を見かける、あるいは巡回連絡の際にお話しをするほかは、交通違反をして取締りで苦い思いをする以外に警察官と関わる機会はほとんどありません。そこでの不安感と緊張感は健康な市民でもかなり強いものと思われます。

認知症の中で最も多いのはアルツハイマー型認知症であり、非可逆的な疾患として知られています。認知症を支えるサポート体制は、介護保険の導入により各自治体や福祉関連団体、介護事業者等の取組が進み、かなりの実績をみるに至っており、利用者の方にはおおむね穏やかな生活を過ごしていただいておりますが、何らかのことがきっかけで、家や施設を抜け出して帰ることができなくなる、自分の物と他人の物の区別がつかなくなる、会話がちぐはぐになる、大声で威嚇する、あるいは暴力を振るう場合もみられます。警察職員にこれらの行動を理解していただき、関わり方や声の掛け方に配慮いただくことは、認知症の方とのコミュニケーションにおいてはとても重要なこととなります。

生きている中で“今が解らないこと”は、どなたにとっても不安であり恐怖であろうと思います。認知症の方の言動は理解しがたいこともありますが、矢継ぎ早な質問は御本人の不安や恐怖感を強めるだけなのです。警察職員には、少しだけ落ち着いていただいてから、ゆっくりとした口調でお話しするようにお願いしております。

他方で、昨今の社会情勢は高齢化だけではありません。女性や子供が被害者となる悲惨な事件・事故も後を絶たず、それらの事件・事故を未然に防ぐための取組や凶悪な犯罪への対策・対応も重要な課題となっております。また、ラグビーワールドカップ2019日本大会や2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を控え、観光客を含めた来日外国人の増加が見込まれるため、その対応が求められます。

来るべき時代に、市民として、警察力に頼るだけではなく、自助・共助努力も強めていかなければならないと考えます。

何よりも警察職員には、住民の安全で安心な暮らしを守るために、より強い組織力と優れた技能に基づいた執行力をもって、治安の維持、安全の確保に努めていただきたいと願います。

　[image: 静岡県公安委員会委員長　生座本　磯美（おざもと　いそみ）]








第2章　生活安全の確保と犯罪捜査活動

第1節　犯罪情勢とその対策

我が国の犯罪情勢を測る指標のうち、刑法犯認知件数の総数については、平成30年（2018年）は81万7,338件となり、前年に引き続き戦後最少を更新した。その内訳を見ると、官民一体となった総合的な犯罪対策や様々な社会情勢の変化を背景に、総数に占める割合の大きい街頭犯罪及び侵入犯罪については、平成14年をピークに一貫して減少している（注1）。しかし、特殊詐欺については、前年比では減少したものの、依然として高い水準にあり、その犯行手口も変化しているなど、深刻な状況が続いている。

また、刑法犯認知件数以外の指標について見ると、サイバー犯罪の検挙件数が高い水準で推移している中、警察庁が検知したサイバー空間における探索行為等とみられるアクセスの件数が増加傾向（注2）にあり、その標的も拡大している状況がうかがわれる。これらの指標をもって情勢を正確に把握することは難しいものの、近年、国内外で様々なサイバー攻撃や仮想通貨の不正送信事犯等が発生していることを踏まえると、サイバー空間における脅威は深刻化している状況にあるといえる。

ストーカー事案については、前年比では減少したものの、引き続き、相談等件数及び検挙件数が高い水準で推移（注3）している。また、配偶者からの暴力事案等及び児童虐待についても、配偶者からの暴力事案等の相談等件数及び虐待の通告児童数が増加傾向にあり、その検挙件数もそれぞれ増加傾向（注4）にある。これらの指標をもって事案の発生状況を正確に把握することは難しいものの、情勢は引き続き留意すべきものといえる。内閣府が実施している「治安に関する世論調査」（注5）でも、身近な不安を感じる犯罪としてインターネット利用犯罪や特殊詐欺に加えてストーカー行為を挙げる国民が増加していることがうかがえる。

このように、近年の犯罪情勢は、総数に占める割合の大きい罪種・手口を中心に刑法犯認知件数の総数が継続的に減少しているものの、必ずしも当該指標では捉えられない情勢もあり、依然として予断を許さない状況にある。


注1：罪種別にみると、窃盗及び器物損壊等で前年からの減少数の約90％を占めている。

注2：151頁参照

注3：88頁参照

注4：88、89頁参照

注5：平成29年9月実施（https://survey.gov-online.go.jp/tokubetu/h29/h29-chian.pdf）。本調査において、不安を感じる犯罪として「ストーカー行為」を挙げた人の割合は、平成24年調査における24.8％から33.1％へ増加した。また、「インターネットを利用した犯罪」を挙げた人の割合は42.3％から60.7％へ、「振り込め詐欺や悪質商法などの詐欺」を挙げた人の割合は43.4％から50.4％へそれぞれ増加した。



1　刑法犯

（1）刑法犯の認知・検挙状況

刑法犯の認知・検挙状況の推移は、図表2-1のとおりである。

　図表2-1　刑法犯の認知・検挙状況の推移（昭和23～平成30年）
[image: 図表2-1　刑法犯の認知・検挙状況の推移（昭和23～平成30年）]

（2）刑法犯による身体的被害の状況

刑法犯により死亡し、又は傷害を受けた者の数の推移は、図表2-2のとおりである。平成15年以降、いずれの数も減少傾向にある。

　図表2-2　刑法犯により死亡し、又は傷害を受けた者の数の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-2　刑法犯により死亡し、又は傷害を受けた者の数の推移（平成21～30年）]

（3）重要犯罪（注）の認知・検挙状況

重要犯罪の認知・検挙状況の推移は、図表2-3のとおりである。平成30年中の重要犯罪の認知件数は、ピーク時である平成15年の2万3,971件と比べ1万3,427件（56.0％）減少した。検挙率は、平成25年以降は上昇傾向にあり、平成30年は84.5％であった。


注：殺人、強盗、強制性交等、強制わいせつ、放火、略取誘拐及び人身売買



　図表2-3　重要犯罪の認知・検挙状況の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-3　重要犯罪の認知・検挙状況の推移（平成21～30年）]

①　殺人

殺人の認知・検挙状況の推移は、図表2-4のとおりである。

　図表2-4　殺人の認知・検挙状況の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-4　殺人の認知・検挙状況の推移（平成21～30年）]

　図表2-5　殺人の被疑者と被害者の関係別検挙状況（平成30年）
[image: 図表2-5　殺人の被疑者と被害者の関係別検挙状況（平成30年）]

　図表2-6　親族間の殺人の被疑者と被害者の関係別検挙状況（平成30年）
[image: 図表2-6　親族間の殺人の被疑者と被害者の関係別検挙状況（平成30年）]

②　強盗

強盗の認知・検挙状況の推移は、図表2-7のとおりである。

　図表2-7　強盗の認知・検挙状況の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-7　強盗の認知・検挙状況の推移（平成21～30年）]

　図表2-8　強盗の手口別認知状況（平成30年）
[image: 図表2-8　強盗の手口別認知状況（平成30年）]

　図表2-9　侵入強盗の手口別認知状況（平成30年）
[image: 図表2-9　侵入強盗の手口別認知状況（平成30年）]

③　強制性交等・強制わいせつ

強制性交等の認知・検挙状況の推移は、図表2-10のとおりである。

また、強制わいせつの認知・検挙状況の推移は、図表2-11のとおりである。

　図表2-10　強制性交等の認知・検挙状況の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-10　強制性交等の認知・検挙状況の推移（平成21～30年）]

　図表2-11　強制わいせつの認知・検挙状況の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-11　強制わいせつの認知・検挙状況の推移（平成21～30年）]

④　放火

放火の認知・検挙状況の推移は、図表2-12のとおりである。

　図表2-12　放火の認知・検挙状況の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-12　放火の認知・検挙状況の推移（平成21～30年）]

⑤　略取誘拐・人身売買

略取誘拐・人身売買の認知・検挙状況の推移は、図表2-13のとおりである。略取誘拐・人身売買の認知件数を被害者の男女別でみると、女性が被害者である割合は、平成30年は81.3％であった。

　図表2-13　略取誘拐・人身売買の認知・検挙状況の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-13　略取誘拐・人身売買の認知・検挙状況の推移（平成21～30年）]






2　人身安全関連事案の現状と対策

（1）現状

ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等（注1）の相談等件数及び対応状況の推移は図表2-14から図表2-16のとおりである。ストーカー事案の相談等件数は近年増加傾向にあり、また、平成30年中の配偶者からの暴力事案等の相談等件数は、配偶者暴力防止法（注2）の施行以降、最多となった。


注1：平成25年6月に成立した配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴い、平成26年1月3日以降、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係における共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係にある相手方からの暴力事案についても計上している。

注2：配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律



　図表2-14　ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等の相談等件数の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-14　ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等の相談等件数の推移（平成21～30年）]

　図表2-15　ストーカー事案への対応状況の推移（平成26～30年）
[image: 図表2-15　ストーカー事案への対応状況の推移（平成26～30年）]

　図表2-16　配偶者からの暴力事案等への対応状況の推移（平成26～30年）
[image: 図表2-16　配偶者からの暴力事案等への対応状況の推移（平成26～30年）]

児童虐待事件については、平成30年中の検挙件数は1,380件、検挙人員は1,419人と、統計をとり始めた平成11年以降、過去最多となった。また、態様別検挙件数をみると、身体的虐待が全体の約8割を占めている。

また、児童虐待又はその疑いがあるとして警察から児童相談所に通告した児童数は年々増加しており、平成30年中は過去最多の8万252人となった。態様別では、特に心理的虐待の増加が著しく、平成30年中は5万7,434人と全体の約7割を占めている。

　図表2-17　児童虐待事件の態様別検挙件数の推移（平成26～30年）
[image: 図表2-17　児童虐待事件の態様別検挙件数の推移（平成26～30年）]

　図表2-18　警察から児童相談所に通告した児童数の推移（平成26～30年）
[image: 図表2-18　警察から児童相談所に通告した児童数の推移（平成26～30年）]

（2）ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等への対策

①　迅速かつ的確な対処の徹底

ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等は、恋愛感情のもつれ等の私的な人間関係に起因する事案であり、情報技術の進展等を背景としたコミュニケーション手段の変化や対人関係の多様化等により、被害の実態がつかみづらく、潜在化しやすい事案である一方で、加害者の被害者に対する執着心や支配意識が非常に強いものが多く、加害者が、被害者等に対して強い危害意思を有している場合には、検挙されることを顧みず大胆な犯行に及ぶこともあるなど、事態が急展開して重大事件に発展するおそれが大きいものである。

警察では、平成26年4月までに、警視庁及び道府県警察本部において、事案の認知の段階から対処に至るまで、警察署への指導・助言・支援を一元的に行う生活安全部門と刑事部門を総合した体制を構築し、被害者等の安全の確保を最優先に、ストーカー規制法、配偶者暴力防止法等の関係法令を駆使した加害者の検挙等による加害行為の防止、被害者等の保護措置等、組織的な対応を推進している。また、被害者等からの相談に適切に対応できるよう、平成25年から順次、被害者の意思決定支援手続及び危険性判断チェック票（注1）を導入している。さらに、平成27年度から、緊急・一時的に被害者等を避難させる必要がある場合に、ホテル等の宿泊施設を利用するための費用を公費で負担することとしている（注2）。

　図表2-19　体制の確立
[image: 図表2-19　体制の確立]


注1：ストーカー事案や配偶者からの暴力事案について相談をした被害者から、被害者本人や加害者の性格、日常行動等に関する項目についてアンケート方式で聴取し、その回答に基づいて殺人等の重大事案に発展する危険性・切迫性を判断する上での参考資料とするための票

注2：222頁参照



　図表2-20　ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等に関する手続の流れ
[image: 図表2-20　ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等に関する手続の流れ]


CASE

平成29年6月、会社から、「勤務している女性を誹謗中傷するメールが送信されてきた」との相談を受理した。過去に、同女性に対して一方的な好意を抱き、脅迫メールを送信して逮捕・起訴され、執行猶予中であった男（48）が、送信時間の指定が可能なメール配信サービスを利用して、家電量販店に陳列されていたタブレット端末から、同女性を誹謗中傷するメールを送信していた事実が判明したため、平成30年3月、同男をストーカー規制法違反で逮捕した（滋賀）。



②　関係機関・団体と連携したストーカー対策

ストーカー事案に対し実効性のある対策を行うためには、社会全体での取組が必要であることから、警察庁では、平成27年3月にストーカー総合対策関係省庁会議が策定した「ストーカー総合対策」、同年12月に閣議決定された「第4次男女共同参画基本計画」等に基づき、関係機関・団体と連携して、被害防止のための広報啓発、加害者に関する取組等を推進している。

警察においては、平成28年度から、警察が加害者への対応方法やカウンセリング・治療の必要性について地域精神科医等の助言を受け、加害者に受診を勧めるなど、地域精神科医療機関等との連携を推進している。

③　リベンジポルノ等への対策

インターネットやスマートフォンの普及に伴い、画像情報等の不特定多数の者への拡散が容易になったことから、交際中に撮影した元交際相手の性的画像等を撮影対象者の同意なくインターネット等を通じて公表する行為（リベンジポルノ等）により、被害者が長期にわたり回復し難い精神的苦痛を受ける事案が発生している。

平成30年中の私事性的画像（注1）に関する相談等の件数（注2）は1,347件であった。このうち、被害者と加害者の関係については、交際相手（元交際相手を含む。）が61.6％、インターネット上のみの関係にある知人・友人が11.1％を占めており、また、被害者の年齢については、20歳代が38.2％、19歳以下が26.1％を占めている。さらに、私事性的画像被害防止法の適用による検挙件数は36件、脅迫、児童買春・児童ポルノ禁止法（注3）違反等の他法令による検挙は217件であった。


注1：私事性的画像記録の提供等による被害の防止に関する法律（以下「私事性的画像被害防止法」という。）第2条第1項に定める性交又は性交類似行為に係る人の姿態等が撮影された画像をいう。

注2：私事性的画像記録又は私事性的画像記録物に関する相談のうち、私事性的画像被害防止法やその他の刑罰法令に抵触しないものを含む。

注3：児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律



　図表2-21　私事性的画像に係る相談等の状況（平成30年）
[image: 図表2-21　私事性的画像に係る相談等の状況（平成30年）]

警察では、このような事案について、被害者の要望を踏まえつつ、違法行為に対して厳正な取締りを行うとともに、プロバイダ等の事業者と連携し、公表された私事性的画像記録の流通・閲覧防止のための措置等の迅速な対応を講じている。また、広報啓発活動等を通じて、被害の未然防止を図っている。


CASE

平成30年8月、複数の会社から、「女性の裸の写真及び氏名等が記載された文書が郵送されてきた」との相談を受理した。同女性を特定の上、事情聴取等を行ったところ、元交際相手の男（59）及びその妻（58）が当該写真等を郵送していたことが判明したため、同年9月、同男らを私事性的画像被害防止法違反（私事性的画像記録物提供）等で逮捕した（新潟）。



（3）関係機関と連携した児童虐待事案への対策

児童虐待は、主に家庭内で発生し、潜在化しやすい事案であることから、警察では、児童の安全確保を最優先とした対応を行っており、児童虐待が疑われる事案を認知した際には、現場臨場等を行い、警察職員が児童の安全を直接確認するように努めているほか、必要な捜査を積極的に行い、児童の死亡等事態が深刻化する前に児童を救出及び保護することができるようにしている。

また、児童を迅速かつ適切に保護するためには、関係機関がそれぞれの専門性を発揮しつつ、連携して対処することが重要となることから、児童虐待を受けたと思われる児童を発見した際の児童相談所への確実な通告の実施、通告に際しての事前照会の徹底等、児童相談所等との情報共有を図るとともに、必要に応じて地域の要保護児童対策地域協議会（注）に参加するなど、関係機関との緊密な連携を保ちながら、児童の生命・身体の保護のための措置を積極的に講じている。

さらに、事情聴取に伴う児童の負担軽減及び供述の信用性の担保に配慮する必要があることから、児童相談所、検察等の関係機関との更なる連携強化を図り、情報共有を促進するとともに、代表者による聴取を含めた事情聴取方法についての検討・協議等を推進している。


注：児童福祉法第25条の2において、地方公共団体は、単独で又は共同して、要保護児童の適切な保護又は要支援児童若しくは特定妊婦への適切な支援を図るため、関係機関、関係団体及び児童の福祉に関連する職務に従事する者その他の関係者により構成される要保護児童対策地域協議会を置くように努めなければならないとされている。




MEMO　東京都目黒区及び千葉県野田市における児童虐待事件の発生に伴う政府の対応について

（1）東京都目黒区における児童虐待事件

平成30年3月、東京都目黒区において、当時5歳の女児が虐待により死亡する事件が発生した。同事件を受けて、同年7月、児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議（以下「関係閣僚会議」という。）において、「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」が決定された。

警察では、当該決定を踏まえ、児童相談所との情報共有を強化するとともに、子供の安全確認ができない場合の立入調査に際して児童相談所から援助要請を受けた場合に確実な対応を行うなど、各種取組を推進している。

（2）千葉県野田市における児童虐待事件

平成31年1月、千葉県野田市において、当時10歳の女児が虐待により死亡する事件が発生した。同事件を受けて、同年2月及び3月、関係閣僚会議が開催され、「『児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策』の更なる徹底・強化について」及び「児童虐待防止対策の抜本的強化について」が決定された。

警察では、これらの決定を踏まえ、今後、児童相談所における警察OB等の配置への協力、虐待通告等の対応に関して保護者による威圧的な要求や暴力の行使等が予想される場合における学校等と共同した対処等、関係機関との連携強化に向けた取組を推進していくこととしている。




CASE

平成30年3月、児童相談所から警察署に、「栄養失調により衰弱した児童が病院に運ばれている」との通報があった。児童相談所及び検察庁と協議して、三者の代表者により同児童から事情聴取を行い、同年5月、同児童の父親（48）及び母親（31）を保護責任者遺棄致傷罪で逮捕した（香川）。








3　子供の安全を守るための取組

（1）子供を犯罪から守るための取組

①　子供が被害者となる犯罪

13歳未満の子供が被害者となった刑法犯の認知件数（以下「子供の被害件数」という。）は、図表2-22のとおりであり、減少傾向にある。同図表に掲げる罪種のうち、認知件数に占める子供の被害件数の割合が最も高い罪種は略取誘拐であり、平成30年中は36.2％（認知件数304件のうち110件）であった。

　図表2-22　子供（13歳未満）の被害件数及び罪種別被害状況の推移（平成21～30年)
[image: 図表2-22　子供（13歳未満）の被害件数及び罪種別被害状況の推移（平成21～30年)]

②　子供の生活空間における安全対策（注）

ア　学校や通学路の安全対策

警察では、子供が被害者となる犯罪を未然に防止し、子供が安心して登下校することなどができるよう、制服を着用した警察官による通学路や通学時間帯に重点を置いたパトロールを強化している。また、退職した警察官等をスクールサポーターとして委嘱し学校へ派遣しているほか、地方公共団体、防犯ボランティア団体、地域住民等と連携した子供の見守り活動を行うなど、学校や通学路等における子供の安全確保を推進している。


注：50、51頁（トピックスI　登下校時における子供の安全を守るための警察の取組）参照



イ　被害防止教育の推進

警察では、子供に犯罪被害を回避する能力等を身に付けさせるため、小学校、学習塾等において、学年や理解度に応じ、紙芝居、演劇、ロールプレイング方式等により、危険な事案への対応要領等について子供が考えながら参加・体験できる防犯教室、地域安全マップ作成会等を関係機関・団体と連携して開催している。また、教職員に対しては、不審者が学校に侵入した場合の対応要領の指導等を行っている。

ウ　情報発信活動の推進

警察では、子供が被害に遭った事案等の発生に関する情報を子供や保護者に対して迅速に提供できるよう、警察署と教育委員会、小学校等との間で情報共有体制を整備するとともに、都道府県警察のウェブサイトや電子メール等を活用した情報発信を行うなど、地域住民に対する情報提供を実施している。

エ　ボランティアに対する支援

警察では、「子供110番の家」として危険に遭遇した子供の一時的な保護と警察への通報等を行うボランティアに対し、ステッカーや対応マニュアル等を配布するなどの支援を行っているほか、防犯ボランティア団体との合同パトロールを実施するなど、自主防犯活動を支援している。


CASE

徳島県警察では、子供の見守り活動等を強化することを目的に、青色回転灯装備車両によるパトロールを行う県内の防犯ボランティア団体に対して、ドライブレコーダー及び「ドライブレコーダー作動中」と記載されたマグネットプレートを配布した。また、配布したドライブレコーダーを搭載した車両を使用した不審者対応訓練を実施するなど、防犯ボランティアに対する支援を推進している。

　[image: 青色回転灯装備車両に警察が配布したマグネットプレートを設置している状況]
青色回転灯装備車両に警察が配布したマグネットプレートを設置している状況



③　子供女性安全対策班による活動の推進

警察では、平成21年以降、警視庁及び道府県警察本部に設置された子供女性安全対策班（JWAT（注））が、子供や女性を対象とする性犯罪等の前兆とみられる声掛け、つきまとい等の事案に関する情報収集、分析等により行為者を特定し、検挙又は指導・警告措置を講じている。検挙活動等に加え、これらの先制・予防的活動を積極的に推進していくことによって、子供や女性を被害者とする性犯罪等の未然防止に努めている。


注：Juvenile and Woman Aegis Teamの略



④　子供対象・暴力的性犯罪出所者の再犯防止措置制度の運用

警察では、13歳未満の子供を被害者とした強制わいせつ等の暴力的性犯罪で服役して出所した者について、法務省から情報提供を受け、各都道府県警察において、その所在確認を実施しているほか、必要に応じて当該出所者の同意を得て面談を行うなど、再犯防止に向けた措置を講じている。

（2）いじめ事案への対応

近年のいじめ（注）に起因する事件数及び検挙・補導状況は図表2-23のとおりである。また、平成30年中の検挙・補導人員（229人）のうち、その約5割を中学生が占めている。

警察では、いじめ防止対策推進法の趣旨に基づき、少年相談活動やスクールサポーターの学校への訪問活動等により、いじめ事案の早期把握に努めるとともに、把握したいじめ事案の重大性及び緊急性、被害少年及びその保護者等の意向、学校等の対応状況等を踏まえ、学校等と緊密に連携しながら、必要な対応を推進している。


注：いじめの定義は、平成25年6月に制定されたいじめ防止対策推進法第2条に定める「児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているもの」としている。



　図表2-23　いじめに起因する事件数と検挙・補導状況の推移（平成26～30年）
[image: 図表2-23　いじめに起因する事件数と検挙・補導状況の推移（平成26～30年）]

　図表2-24　警察によるいじめ事案への対応
[image: 図表2-24　警察によるいじめ事案への対応]

（3）少年（注1）の福祉を害する犯罪への対策と有害環境対策

警察では、福祉犯（注2）の取締り、被害少年の発見・保護、インターネット上の違法情報・有害情報の取締り等少年を取り巻く有害環境対策を推進している。このうち、児童買春、児童ポルノの製造等の子供の性被害（注3）に係る対策については、国家公安委員会が政府内における同対策の企画・立案及び関係機関との総合調整の業務を行っており、平成29年4月に犯罪対策閣僚会議において策定された「子供の性被害防止プラン」（児童の性的搾取等に係る対策の基本計画）に基づき、政府全体の取組を推進している。


注1：20歳未満の者

注2：少年の心身に有害な影響を与え、少年の福祉を害する犯罪をいう。例えば、児童買春・児童ポルノ禁止法違反、児童福祉法違反（児童に淫行をさせる行為等）、労働基準法違反（年少者の危険有害業務等）等が挙げられる。

注3：児童に対する性的搾取（児童に対し、自己の性的好奇心を満たす目的又は自己若しくは第三者の利益を図る目的で、児童買春、児童ポルノの製造その他の児童に性的な被害を与える犯罪行為をすること及び児童の性に着目した形態の営業を行うことにより児童福祉法第60条に該当する行為をすること並びにこれらに類する行為をすることをいう。）及びその助長行為（児童買春の周旋、児童買春等目的の人身売買、児童の性に着目した形態の営業のための場所の提供及び児童ポルノの提供を目的としたウェブサイトの開設等をいう。）をいう。



①　少年の福祉を害する犯罪への対策

福祉犯の被害少年数は図表2-25のとおりであり、平成23年以降は減少している。一方、検挙件数は平成28年以降増加傾向にある。

被害少年を早期に発見・保護するとともに、新たな被害を発生させないため、警察では、積極的な取締りと被害少年に対する支援のほか、援助交際を求めるなどのインターネット上の不適切な書き込みを行った児童に対し指導を行うなどの取組を推進している。さらに、国民からの情報提供、インターネット・ホットラインセンター（IHC）（注）からの通報、街頭補導活動、サイバーパトロール等による端緒情報の把握に努めるとともに、情報の分析、積極的な取締り等を推進している。


注：149頁参照



　図表2-25　福祉犯の検挙件数等の推移（平成26～30年）
[image: 図表2-25　福祉犯の検挙件数等の推移（平成26～30年）]

ア　児童ポルノ

児童ポルノ事犯は近年増加傾向にあり、平成30年中の検挙件数は3,097件、検挙人員は2,315人と、いずれも過去最多となった。被害児童数（注）は近年の増加傾向が平成29年に減少に転じたものの、平成30年は前年比で増加した。被害態様別でみると、児童が自らを撮影した画像に伴う被害が約4割を占め、被害児童数は平成24年以降6年連続で増加している。

警察では、このような情勢を踏まえ、関係機関・団体と緊密な連携を図りながら、低年齢児童を狙ったグループや児童ポルノ販売グループによる悪質な事犯等に対する取締りの強化、国内サイト管理者等に対する児童ポルノ画像の削除依頼、被害児童に対する支援等を推進している。

また、警察庁では、平成30年12月、国内外の関係機関・団体が参加する子供の性被害対策に関するセミナーを開催し、政府の取組を紹介するとともに、関係機関・団体との情報交換を行うなどの連携強化に努めている。さらに、プロバイダによる閲覧防止措置（ブロッキング）について、アドレスリスト作成管理団体に情報提供や助言を行うなどの流通・閲覧防止対策を推進している。


注：児童ポルノ事犯の検挙を通じて、新たに特定された被害児童数



　図表2-26　児童ポルノ事犯の検挙状況等の推移（平成26～30年）
[image: 図表2-26　児童ポルノ事犯の検挙状況等の推移（平成26～30年）]


CASE

無職の男（29）は、平成29年1月から同年4月にかけて、SNSで知り合った10代の少女らに、ホテル等においてみだらな行為を行い、その状況を撮影して児童ポルノを製造した。さらに、同男は、同年1月から同年7月にかけて、不特定多数の者に対し、SNSを利用して、児童ポルノ画像を送るなどした。平成30年5月までに、同男を児童買春・児童ポルノ禁止法違反（製造・提供）等で逮捕した（島根）。




CASE

保育士の男（25）は、自身が勤務する保育園の園児（2）に対してわいせつな行為を行い、その様子をスマートフォンで撮影し、児童ポルノを製造した。平成30年5月、同男を児童買春・児童ポルノ禁止法違反（児童ポルノ製造）等で逮捕した（宮城）。



イ　SNSに起因する事犯

SNSは、インターネットの匿名性や不特定多数の者に対して瞬時に連絡を取ることができる特性から、児童買春等の違法行為の「場」となっている状況がうかがえる。また、平成30年中、SNSに起因して犯罪被害に遭った児童の数は、前年より減少したが、1,811人と引き続き高い水準にある。フィルタリング（注）の利用の有無が判明した被害児童のうち約9割が被害時にフィルタリングを利用していなかったことも明らかになった。

このような状況を踏まえ、警察では、関係機関・団体等と連携し、保護者に対する啓発活動、児童に対する情報モラル教育、スマートフォンを中心としたフィルタリングの普及促進等の取組を推進している。また、SNSに起因する事犯の児童の被害防止に取り組む「青少年ネット利用環境整備協議会」に参画し、事業者に対し検挙事例等に関する情報を提供するなど、事業者による自発的な被害防止対策の実施についても促進している。


注：インターネット上のウェブサイト等を一定の基準に基づき選別し、青少年に有害な情報を閲覧できなくするプログラムやサービス



　図表2-27　SNSに起因する事犯の被害児童数の推移（平成20～30年）
[image: 図表2-27　SNSに起因する事犯の被害児童数の推移（平成20～30年）]

②　少年を取り巻く有害環境への対策

近年、繁華街等において児童の性に着目した新たな形態の営業が出現しているなど、少年を取り巻く社会環境は変容している。警察では、少年の保護と健全育成の観点から、あらゆる警察活動を通じて、各地域の実態の把握に努めるとともに、これらの営業において稼働している女子高校生等に対する補導、立ち直り支援等の取組を推進している。

また、少年に有害な商品等を取り扱う店等に対して、少年の健全育成のための自主的措置が促進されるよう指導・要請を行うなど、有害環境対策を推進している。


MEMO　JKビジネスと呼ばれる営業実態の把握と取締り

平成30年12月末現在、警察が把握しているJKビジネスと呼ばれる営業（以下単に「JKビジネス」という。）の店舗数（無店舗型を含む。）は137店と、前年比で横ばいであり、東京都及び大阪府に全体の約9割が集中している。

警察では、JKビジネスの実態の把握を一層推進するとともに、JKビジネスに関する違法行為に対して厳正な取締りを行っている。

　図表2-28　JKビジネスの店舗数の推移（平成29年12月末現在及び30年12月末現在）
[image: 図表2-28　JKビジネスの店舗数の推移（平成29年12月末現在及び30年12月末現在）]

（4）少年の犯罪被害への対応



警察では、犯罪の被害に遭った少年に対し、警察本部に設置された少年サポートセンター等に所属する少年補導職員（注）を中心としてカウンセリング等の継続的な支援を行うとともに、大学の研究者、精神科医、臨床心理士等の専門家を被害少年カウンセリングアドバイザーとして委嘱し、支援を担当する職員が専門的な助言を受けることができるようにしている。


注：特に専門的な知識及び技能を必要とする活動を行わせるため、その活動に必要な知識と技能を有する警察職員（警察官を除く。）のうちから警視総監又は道府県警察本部長が命じた者で、少年の非行防止や立ち直り支援等の活動において、重要な役割を果たしている。平成31年4月1日現在、全国に約920人の少年補導職員が配置されている。



　図表2-29　被害少年の支援
[image: 図表2-29　被害少年の支援]






4　国民の財産を狙う事犯への対策

（1）財産犯の被害額の罪種別状況

財産犯（注）の被害額の推移は、図表2-30のとおりであり、その被害総額は平成14年以降、減少傾向にある。

平成30年の財産犯の被害額の罪種別状況は、図表2-31のとおりである。


注：強盗、恐喝、窃盗、詐欺、横領及び占有離脱物横領



　図表2-30　財産犯の被害額の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-30　財産犯の被害額の推移（平成21～30年）]

　図表2-31　財産犯の被害額の罪種別被害状況（平成30年）
[image: 図表2-31　財産犯の被害額の罪種別被害状況（平成30年）]

（2）侵入窃盗対策

侵入窃盗の認知・検挙状況の推移は、図表2-32のとおりである。侵入窃盗の認知件数は、ピーク時である平成14年（33万8,294件）以降減少傾向にあり、同年から平成30年にかけて、27万5,549件（81.5％）減少した。

警察庁、経済産業省、国土交通省及び建物部品関連の民間団体から構成される「防犯性能の高い建物部品の開発・普及に関する官民合同会議」では、平成16年4月から、侵入までに5分以上の時間を要するなど一定の防犯性能があると評価した建物部品（CP部品）を掲載した「防犯性能の高い建物部品目録」をウェブサイトで公表するなどして、CP部品の普及に努めており、目録には平成31年3月末現在で17種類3,393品目が掲載されている。さらに、警察庁のウェブサイトに「住まいる防犯110番」（注）を開設し、侵入犯罪対策の広報を推進している。


注：https://www.npa.go.jp/safetylife/seianki26/index.html



　[image: CPマーク　CP部品だけが表示できる共通標章でCrime Prevention（防犯）の頭文字を図案化したもの]
CPマーク
CP部品だけが表示できる共通標章でCrime Prevention（防犯）の頭文字を図案化したもの

　図表2-32　侵入窃盗の認知・検挙状況の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-32　侵入窃盗の認知・検挙状況の推移（平成21～30年）]

（3）侵入強盗対策

侵入強盗の認知・検挙状況の推移は、図表2-33のとおりである。侵入強盗の認知件数は、ピーク時である平成15年（2,865件）以降減少傾向にあり、同年から平成30年にかけて、2,289件（79.9％）減少した。

警察では、コンビニエンスストアや金融機関等を対象とした強盗対策として、防犯体制、現金管理の方法、店舗等の構造、防犯設備等について基準を定め、警察官の巡回や機会を捉えた防犯訓練等を実施している。

　図表2-33　侵入強盗の認知・検挙状況の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-33　侵入強盗の認知・検挙状況の推移（平成21～30年）]

（4）自動車盗対策

自動車盗の認知・検挙状況の推移は、図表2-34のとおりである。

警察庁、財務省、経済産業省、国土交通省及び民間19団体から構成される「自動車盗難等の防止に関する官民合同プロジェクトチーム」では、「自動車盗難等防止行動計画」（平成14年1月策定、平成28年12月改訂）に基づき、イモビライザ（注）等の盗難防止装置やナンバープレート盗難防止ネジ等の普及促進、自動車の使用者に対する防犯指導、広報啓発等を推進している。

こうした取組もあり、ピーク時である平成15年（6万4,223件）以降、自動車盗の認知件数は減少傾向にある。


注：エンジンキーに埋め込まれた送信機から発するIDコードと、車両本体の電子制御装置にあらかじめ登録されたIDコードが一致しなければ、エンジンが始動しない電子式盗難防止装置



　[image: 自動車盗難防止の広報ポスター]
自動車盗難防止の広報ポスター

　図表2-34　自動車盗の認知・検挙状況の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-34　自動車盗の認知・検挙状況の推移（平成21～30年）]

（5）自転車盗対策

自転車盗の認知・検挙状況の推移は、図表2-35のとおりである。

警察庁の要請を踏まえ、平成12年以降、業界団体において、不正開錠に強い錠の普及が促進されたことなどから、平成14年以降自転車盗の認知件数は減少傾向にある。

警察では、引き続き関係機関・団体等と連携し、自転車の利用者に対して施錠の励行や防犯登録の呼び掛けを行うなど、自転車の盗難防止及び被害回復に向けた取組を推進している。

　図表2-35　自転車盗の認知・検挙状況の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-35　自転車盗の認知・検挙状況の推移（平成21～30年）]

（6）万引き対策

万引きの認知・検挙状況の推移は、図表2-36のとおりである。万引きの認知件数は平成22年以降減少傾向にあるものの、刑法犯認知件数に占める万引きの認知件数の割合は上昇傾向にあり、平成30年中は12.2％に達している。また、万引きの検挙人員全体に占める65歳以上の高齢者の割合は上昇傾向にあり、平成30年中は39.9％であった。

警察では、万引きを許さない社会気運の醸成や規範意識の向上を図るため、関係機関・団体等と連携した広報啓発活動を行うなど、社会を挙げた万引き防止に向けた取組を推進している。

　図表2-36　万引きの認知・検挙状況の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-36　万引きの認知・検挙状況の推移（平成21～30年）]

（7）ひったくり対策

ひったくりの認知・検挙状況の推移は、図表2-37のとおりである。

ひったくりの認知件数は、平成14年（5万2,919件）をピークに16年連続で減少しており、平成30年中は1,920件と、ピーク時の27分の1以下にまで減少した。

また、平成14年中ひったくりの検挙人員全体の69.3％を占めていた14歳から19歳までの検挙人員の割合は、その後大きく減少しており、平成30年中は34.2％であった（ひったくりの検挙人員全体の減少数への寄与率（注1）は、74.3％）。

一方で、身近な場所で発生する犯罪であるひったくりは、依然として国民に不安を与えている（注2）ことから、警察では、ひったくり事件の発生状況や手口を分析して、ひったくりの被害防止に効果のあるかばんの携行方法や通行方法等について広報・啓発を行っているほか、関係機関・団体等と協力し、自転車用のひったくり防止カバー等の普及を促進するなどしている。


注1：データ全体の変化を100とした場合に、構成要素となるデータの変化の割合を示す指標

注2：内閣府が平成29年に実施した「治安に関する世論調査」（82頁参照）によれば、「あなたが、自分や身近な人が被害に遭うかもしれないと不安になる犯罪は何ですか」との問い（複数回答）に対して、「すり、ひったくりなどの携行品を盗む犯罪」と答えた者は45.4％であり、ひったくりに不安を覚えている国民が少なくないことが分かる。



　図表2-37　ひったくりの認知・検挙状況の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-37　ひったくりの認知・検挙状況の推移（平成21～30年）]

（8）通貨偽造犯罪対策

①　発見状況

偽造日本銀行券の発見枚数（注）の推移は図表2-38のとおりであり、平成30年中は、前年より増加した。


注：届出等により警察が押収した枚数



　図表2-38　偽造日本銀行券の発見枚数の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-38　偽造日本銀行券の発見枚数の推移（平成21～30年）]

②　特徴的傾向と対策

近年は、高性能のプリンタ等で印刷された偽造日本銀行券が多数発見されているほか、精巧に偽造された日本銀行券が海外から日本国内へ大量に持ち込まれる事案が発生している。

警察庁では、財務省、日本銀行等と連携して、ポスターやウェブサイトで偽造日本銀行券が行使された事例や偽造通貨を見破る方法を紹介するなどして、国民の注意を喚起している。


CASE

派遣社員の男（41）は、平成30年3月から同年4月にかけて、福岡県内に所在する同男の実家等において、カラープリンタを使用して一万円券を偽造した上、同年4月に、同県内の複数の神社において、授与品購入代金の支払として偽造一万円券を手渡し、行使した。同年5月に、同男を通貨偽造・同行使罪で逮捕した（福岡）。



（9）カード犯罪（注）対策

カード犯罪の認知・検挙状況の推移は図表2-39のとおりである。

警察では、早期検挙のため捜査を徹底するほか、口座名義人からキャッシュカード等の盗難・紛失等の届出があった場合にカードの利用停止を促すなど、被害の拡大防止に努めている。


注：クレジットカード、キャッシュカード、プリペイドカード及び消費者金融カードを悪用した犯罪



　図表2-39　カード犯罪の認知・検挙状況の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-39　カード犯罪の認知・検挙状況の推移（平成21～30年）]

（10）悪質商法事犯対策

①　利殖勧誘事犯（注1）

利殖勧誘事犯の検挙状況の推移は、図表2-40のとおりである。平成30年中は、集団投資スキーム（ファンド）に関連した事犯（注2）の検挙が目立った。

利殖勧誘事犯では、被害者が被害に遭ってから気付くまでに時間を要する場合が多いことから、警察では、同事犯の被害拡大防止のため、早期の事件化を図るとともに、犯罪に利用された預貯金口座の金融機関への情報提供等を推進しており、平成30年中は同事犯に関する情報提供件数が135件あった。


注1：出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（以下「出資法」という。）、金融商品取引法、無限連鎖講の防止に関する法律等の違反に係る事犯

注2：出資者から集めた資金を有価証券や事業への投資等で運用し、生じる利益を配分する仕組みを商材とする事犯



　図表2-40　利殖勧誘事犯の検挙状況の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-40　利殖勧誘事犯の検挙状況の推移（平成21～30年）]

　図表2-41　利殖勧誘事犯の類型別検挙状況（平成30年）
[image: 図表2-41　利殖勧誘事犯の類型別検挙状況（平成30年）]


CASE

会社役員の男（55）は、平成22年3月から28年8月にかけて、実際は、出資金を外国為替証拠金取引等の事業により運用し、その収益を出資者に配当する意思もないのに、出資者に対し、「出資金を日本や海外の事業に投資して運用している。月2％の配当を出す」などと虚偽の事実を告げ、匿名組合契約による出資の名目で、16都府県の約200人から約37億円をだまし取るなどした。平成30年4月までに、同男及び1法人を詐欺罪等で検挙した（岐阜）。



②　特定商取引等事犯（注）

特定商取引等事犯の検挙状況の推移は、図表2-42のとおりである。平成30年中の検挙事件を類型別にみると、訪問販売に関連した事犯の検挙が目立った。

特定商取引等事犯では、被害者が被害に遭っていることに気付いても、被害者自身で解決しようとして警察への届出までに時間を要する場合もみられることから、警察では、ウェブサイト等を通じて早期の相談を呼び掛けている。


注：訪問販売、電話勧誘販売等で事実と異なることを告げるなどして商品の販売や役務の提供を行う悪質商法。具体的には、訪問販売等の特定商取引を規制する特定商取引に関する法律違反及び特定商取引に関連する詐欺、恐喝等に係る事犯



　図表2-42　特定商取引等事犯の検挙状況の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-42　特定商取引等事犯の検挙状況の推移（平成21～30年）]

　図表2-43　特定商取引等事犯の類型別検挙状況（平成30年）
[image: 図表2-43　特定商取引等事犯の類型別検挙状況（平成30年）]


CASE

住吉会傘下組織の組長の男（51）らは、平成26年7月から29年7月にかけて、高齢者を対象に、実際は健康食品の注文を受けていないのに、電話で、「注文を受けていた商品が出来上がりましたので送ります」などと虚偽の事実を告げた上で、健康食品を代金引換サービスで送り付け、健康食品購入代金の名目で、全国の延べ約1万7,000人から約4億8,000万円をだまし取った。平成30年6月までに、同組長ら24人を詐欺罪で逮捕した（埼玉、千葉）。



（11）ヤミ金融事犯対策

ヤミ金融事犯の検挙状況の推移は、図表2-44のとおりであり、ヤミ金融事犯全体の検挙事件数及び検挙人員は近年増加傾向にある。そのうち、無登録・高金利事犯（注1）については検挙事件数及び検挙人員が減少傾向にあるが、貸金業に関連した犯罪収益移転防止法、詐欺、携帯電話不正利用防止法（注2）違反等に係る事犯（ヤミ金融関連事犯）についてはいずれも増加傾向にある。

なお、無登録・高金利事犯のうち、携帯電話や預貯金口座を利用して非面接で敢行される090金融事犯については、平成30年中は、検挙事件数の20.8％、検挙人員の38.6％を占めている。また、平成30年中に検挙した無登録・高金利事犯に占める暴力団が関与した事犯の割合は、23.1％であった。

警察では、ヤミ金融事犯の取締りを推進するとともに、ヤミ金融に利用された預貯金口座の金融機関への情報提供、レンタル携帯電話等の解約に関する事業者への要請等の総合的な対策を行っており、平成30年中の金融機関への情報提供件数は1万5,289件、レンタル携帯電話事業者への解約要請件数は1,085件であった。


注1：貸金業法違反（無登録営業）及び出資法違反（高金利等）に係る事犯

注2：携帯音声通信事業者による契約者等の本人確認及び携帯音声通信役務の不正な利用の防止に関する法律



　図表2-44　ヤミ金融事犯の検挙状況の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-44　ヤミ金融事犯の検挙状況の推移（平成21～30年）]


CASE

宗教法人の代表役員の男（77）らは、平成23年7月から29年10月にかけて、電話やファックスで顧客を勧誘し、融資を申し込んできた顧客約500人に対し、寄付や物品売買を装い、法定利息の約8倍から約18倍で金銭を貸し付け、元利金合計約18億4,000万円を受領するなどした。平成30年2月までに、同男ら3法人8人を出資法違反（超高金利）等で検挙した（兵庫、新潟、佐賀）。



（12）知的財産権侵害事犯対策

①　商標権侵害事犯（注1）及び著作権侵害事犯（注2）

知的財産権侵害事犯の検挙状況の推移は、図表2-45のとおりである。偽ブランド事犯等の商標権侵害事犯、海賊版事犯等の著作権侵害事犯においては、インターネットを利用して侵害行為が行われる場合が多いことから、警察では、サイバーパトロール等による端緒情報の把握に努めている。

また、不正商品対策協議会（注3）の活動への参加をはじめ、権利者等と連携した知的財産権の保護及び不正商品の排除に向けた広報啓発活動を推進している。


注1：商標法違反に係る事犯

注2：著作権法違反に係る事犯

注3：不正商品の排除及び知的財産権の保護を目的として、知的財産権侵害に悩む各種業界団体により設立された任意団体。警察庁等の関係機関と連携し、シンポジウムの主催や各種催物への参加を通じて、広報啓発活動、海外における不正商品販売の実態調査、海外の捜査機関や税関等に対する働き掛け等を行っている。



　図表2-45　知的財産権侵害事犯の検挙状況の推移（平成26～30年）
[image: 図表2-45　知的財産権侵害事犯の検挙状況の推移（平成26～30年）]

　図表2-46　押収した偽ブランド品のうち、仕出国・地域が判明したものの国・地域別押収状況の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-46　押収した偽ブランド品のうち、仕出国・地域が判明したものの国・地域別押収状況の推移（平成21～30年）]

②　営業秘密侵害事犯（注）

営業秘密侵害事犯については、平成30年中、18事件23人を検挙した。

警察では、各都道府県警察で指定された営業秘密保護対策官が、警察署における営業秘密侵害事犯の相談対応について指導を行うなどにより捜査能力の一層の向上を図っているほか、被害の早期届出の必要性についての企業に対する啓発等を推進している。


注：不正競争防止法第21条第1項及び第3項に係る事犯




CASE

産業用機械の設計及び製造等を目的とする会社の元従業員の男（50）らは、同社に在職中の平成29年7月から同年8月にかけて、不正の利益を得る目的で、同社の営業秘密である産業用機械設計図データを、同男らが所有するハードディスク等に記録させて複製を作成し、同社の営業秘密を領得した。平成30年5月、同男ら2人を不正競争防止法違反（営業秘密の領得）で逮捕した（静岡）。








5　構造的な不正事案への対策

（1）政治・行政をめぐる不正事案

国又は地方公共団体の幹部職員等による贈収賄事件、入札談合等関与行為防止法（注）違反事件、公契約関係競売等妨害事件、買収等の公職選挙法違反事件等の政治・行政をめぐる不正は依然として後を絶たない。

しかし、このような事案は、直接の被害者がおらず、金品の受渡し等は密室で行われることが多いことから、被害申告や目撃者の証言等が通常は期待できず、端緒情報の把握や犯罪事実の立証は容易ではない。

警察では、このような事案に対し、端緒情報の把握に努めるとともに、不正の実態に応じて様々な刑罰法令を適用するなどして、事案の解明を進めている。


注：入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正を害すべき行為の処罰に関する法律



　図表2-47　政治・行政をめぐる不正事案の検挙事件数（注1）の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-47　政治・行政をめぐる不正事案の検挙事件数の推移（平成21～30年）]


CASE

元国土交通省北海道開発局釧路開発建設部根室農業事務所第一工事課長（56）は、平成27年9月から同年10月にかけて、太陽光発電システム機器の設計、製造、販売等を業とする会社の代表取締役及び営業担当社員から、同部が発注した太陽光発電設備の設計業務等に関して同社を下請業者として推奨するなど、有利かつ便宜な取り計らいをしたことに対する謝礼として、現金（10万円）及び旅行代金等の財産上の利益（合計約51万円相当）の供与を受けた。平成30年6月、同元課長を収賄罪で逮捕した（北海道）。




CASE

元静岡県伊東市長（71）は、在職中の平成27年8月から同年9月にかけて、不動産会社の代表取締役から、同市が同社所有の不動産を購入したことに関し、有利かつ便宜な取り計らいをしたことに対する謝礼として、現金合計1,300万円を収受した。平成30年6月、同元市長を収賄罪で逮捕した（警視庁・静岡）。



（2）経済をめぐる不正事案

企業の役職員らが組織の内部統制を逸脱したことによる背任、詐欺、横領等の違法事犯のほか、金融機関からの各種融資をめぐる詐欺事犯、国及び地方公共団体の補助金の不正受給事犯が後を絶たない状況にある。また、司法書士、弁護士といった社会的地位を有する者による詐欺、横領等の犯罪も発生している。

警察では、これらの金融・不良債権関連事犯、企業の経営等に係る違法事犯、証券取引事犯、財政侵害事犯及びその他国民の経済活動の健全性又は信頼性に重大な影響を及ぼすおそれのある犯罪の取締りを推進している。また、様々な投資名目で消費者等が被害に遭う詐欺事件等においては、被害者が多数・広域に及ぶ場合があることから、関係する都道府県警察が連携を図っている。

このような事案に対しては、対象となる企業等の財務実態の解明が不可欠であることから、都道府県警察においては、公認会計士や税理士等の専門的な知識を有する者を財務捜査官として採用し、その高度な技能を活用して事案の早期解明を図っている。

　図表2-48　経済をめぐる不正事犯の検挙事件数の推移（平成26～30年）
[image: 図表2-48　経済をめぐる不正事犯の検挙事件数の推移（平成26～30年）]


CASE

社会福祉法人の理事長（71）は、平成27年8月、自己の利益を図り、同法人に損害を加える目的で、同法人のため誠実に職務を遂行すべき任務に背き、金融機関から1億円を借り入れ、同法人に同額の返済債務を負わせ、財産上の損害を与えた。平成30年1月、同理事長を背任罪で逮捕した（大阪）。




CASE

成人式等のための衣装、装飾小物の販売、レンタル等を事業目的とする会社の代表取締役（55）は、融資金名目で金銭をだまし取ろうと考え、同社が債務超過に陥るなどし、資金繰りに窮している状況であり、融資金を返済する意思も能力もないにもかかわらず、内容虚偽の決算報告書等を金融機関に提出して融資申し込みを行い、平成28年9月、2つの金融機関から合計約6,500万円をだまし取った。平成30年6月、同代表取締役を詐欺罪で逮捕した（神奈川）。




CASE

東京弁護士会に所属する弁護士（51）は、平成26年12月から27年12月にかけて、同弁護士が受任していた遺産分割、不動産共有持分売買、交通事故損害賠償請求等に係る交渉の相手方から不動産売買代金や損害賠償金として弁護士法人の預り口口座に入金された現金から合計約1億5,600万円を横領した。平成30年4月、同弁護士を業務上横領罪で逮捕した（警視庁）。








6　国民の健康を害する事犯への対策

（1）保健衛生事犯（注）対策

保健衛生事犯の検挙状況の推移は、図表2-49のとおりである。

警察では、厚生労働大臣の承認を得ていない医薬品（以下「無承認医薬品」という。）を広告・販売するなどの医薬品医療機器法違反、診療所の無許可開設等の医療法違反、無資格で美容施術を行う美容師法違反等の国民の健康被害に直結する保健衛生事犯の取締りを行っている。

無承認医薬品の広告・販売事犯については、近年、国外を仕出地とするものが全体の半数前後を占めている上、インターネットを利用して広告・販売を行っているものも多いことから、外国捜査機関等に対し情報を提供し、ウェブサイトの削除を要請するなどしている。


注：薬事関係事犯（医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（以下「医薬品医療機器法」という。）違反、薬剤師法違反等）、医事関係事犯（医師法違反、歯科医師法違反等）及び公衆衛生関係事犯（食品衛生法違反、狂犬病予防法違反等）



　図表2-49　保健衛生事犯の検挙状況の推移（平成26～30年）
[image: 図表2-49　保健衛生事犯の検挙状況の推移（平成26～30年）]


CASE

自称輸出販売業の男（44）らは、平成30年1月から同年2月にかけて、勃起不全治療剤を模し、医薬品を含有し、かつ、登録商標と類似する商標を付した錠剤約3万錠を販売の目的で貯蔵し、さらに、それを販売した。また、同男は、同年1月、中国から、商標権を侵害する錠剤約7万錠を輸入しようとした。同年6月までに、同男ら6人を医薬品医療機器法違反（模造医薬品の販売目的貯蔵）等で検挙した（愛知）。



（2）食の安全に係る事犯（注）対策

食の安全に係る事犯の検挙状況の推移は、図表2-50のとおりであり、平成30年中は、外国産アサリを国産であるかのように表記して納品するなど、原産地を偽装した事犯等がみられた。

警察では、食の安全に係る事犯の取締りを推進するとともに、関係機関との連携の強化に努めている。


注：食品衛生関係事犯（食品衛生法違反等）及び食品の産地等偽装表示事犯（不正競争防止法違反等）



　図表2-50　食の安全に係る事犯の検挙状況の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-50　食の安全に係る事犯の検挙状況の推移（平成21～30年）]






7　良好な生活環境の保持

（1）風俗営業等の状況

①　風俗営業の状況

警察では、風営適正化法（注）に基づき、風俗営業等に対して必要な規制を加えるとともに、風俗営業者等の自主的な健全化のための活動を支援し、業務の適正化を図っている。


注：風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律



　図表2-51　風俗営業の営業所数の推移（平成26～30年）
[image: 図表2-51　風俗営業の営業所数の推移（平成26～30年）]

②　性風俗関連特殊営業の状況

性風俗関連特殊営業の状況についてみると、近年、無店舗型性風俗特殊営業の届出数が増加している一方で、店舗型性風俗特殊営業及び電話異性紹介営業の届出数は減少傾向にある。

　図表2-52　性風俗関連特殊営業の届出数の推移（平成26～30年）
[image: 図表2-52　性風俗関連特殊営業の届出数の推移（平成26～30年）]

③　深夜酒類提供飲食店営業の状況

深夜酒類提供飲食店の営業所数は、近年減少傾向にある。

　図表2-53　深夜酒類提供飲食店の営業所数の推移（平成26～30年）
[image: 図表2-53　深夜酒類提供飲食店の営業所数の推移（平成26～30年）]

④　特定遊興飲食店営業の状況

平成28年に風営適正化法の一部を改正する法律が全面施行されたことにより、深夜に客に遊興と飲酒をさせる特定遊興飲食店営業が、営業所設置許容地域において許可制の下で営業可能になった。平成30年末現在、特定遊興飲食店営業の許可を受けた営業所数は、379軒である。

（2）売春事犯及び風俗関係事犯の現状

①　売春事犯

売春事犯の検挙件数及び検挙人員は近年減少傾向にあり、そのうち周旋及び契約の検挙件数の減少が顕著である。最近では、出会い系サイト（注）を利用して、売春の周旋をする目的で、人を売春の相手方となるように誘引する事犯や、マッサージ店を仮装して、不特定多数の男性客を相手に売春をさせる事犯がみられる。


注：面識のない異性との交際（以下「異性交際」という。）を希望する者（以下「異性交際希望者」という。）の求めに応じ、その異性交際に関する情報をインターネットを利用して公衆が閲覧することができる状態に置いてこれを伝達し、かつ、当該情報の伝達を受けた異性交際希望者が電子メールその他の電気通信を利用して当該情報に係る異性交際希望者と相互に連絡することができるようにする役務を提供するウェブサイト等



　図表2-54　売春防止法違反の検挙状況の推移（平成26～30年）
[image: 図表2-54　売春防止法違反の検挙状況の推移（平成26～30年）]


CASE

個室マッサージ店経営者の女（48）は、平成30年3月、同店において、不特定の男性客を相手に女性従業員が売春を行う場所を提供した。同年4月、同女を売春防止法違反（場所提供業）等で検挙した（新潟）。



②　風俗関係事犯

風営適正化法による検挙件数及び検挙人員は、近年減少傾向にある。最近では、繁華街・歓楽街において組織的に客引きを行う事犯がみられる。

また、わいせつ事犯の検挙件数及び検挙人員は、いずれも増減を繰り返している。わいせつ事犯に関しては、近年、インターネットを利用して、わいせつな行為をしている映像を配信する事犯やわいせつな画像情報が記録されたDVD等を販売する事犯がみられる。

さらに、賭博事犯に関しては、インターネットカジノを利用した事犯がみられるほか、店舗の内外に複数の監視カメラを設置する、見張り役の従業員を常時配置する、身分確認を行って常連客以外の客を排除するなど、警察の取締りから逃れるための対策が巧妙化している。

　図表2-55　風営適正化法違反の検挙状況の推移（平成26～30年）
[image: 図表2-55　風営適正化法違反の検挙状況の推移（平成26～30年）]

　図表2-56　わいせつ事犯の検挙状況の推移（平成26～30年）
[image: 図表2-56　わいせつ事犯の検挙状況の推移（平成26～30年）]


CASE

インターネットカジノ店経営者の男（39）らは、平成28年5月頃から30年6月にかけて、不特定多数の客に対し、同店に設置したパーソナルコンピュータ等を使用して、インターネットを利用したゲームによる賭博をさせていた。同月、同男ら2人を常習賭博罪で、客2人を単純賭博罪で逮捕した（神奈川）。



（3）人身取引事犯等への対策

①　検挙・保護の状況

警察では、平成26年に政府が策定した「人身取引対策行動計画2014」等に基づき、出入国在留管理庁等の関係機関と連携し、水際での取締りや悪質な経営者、仲介業者等の取締りを強化し、被害者の早期保護及び国内外の人身取引の実態解明を図っている。また、関係国の大使館、被害者を支援する民間団体等と緊密な情報交換を行っているほか、被害者の早期保護のため、警察等に被害申告するように多言語で呼び掛けるリーフレットを作成し、関係機関・団体等に配布するとともに、被害者の目に触れやすい場所に備え付けるなどの取組を行っている。

平成30年中の人身取引事犯の検挙人員は40人で、このうち風俗店等関係者が7人、仲介業者が1人であった。また、警察で保護した人身取引事犯の被害者は25人で、その国籍の内訳は、日本（18人）、フィリピン（4人）及びタイ（3人）であった。被害者の性別は、女性24人、男性1人であった。

　図表2-57　人身取引事犯の検挙状況の推移（平成26～30年）
[image: 図表2-57　人身取引事犯の検挙状況の推移（平成26～30年）]

　図表2-58　人身取引事犯の被害者の保護状況の推移（平成26～30年）
[image: 図表2-58　人身取引事犯の被害者の保護状況の推移（平成26～30年）]

　[image: 人身取引事犯対策の広報ポスター]
人身取引事犯対策の広報ポスター

　[image: 人身取引事犯の被害者向けリーフレット]
人身取引事犯の被害者向けリーフレット


CASE

風俗店経営者の男（30）は、仕事を探していた少女を同店で稼働させようと考え、平成30年3月から同年4月にかけて、SNSを使用し同少女に対し、「アロママッサージの仕事をすれば、日払いで3万円くらい出る」などと虚偽の事実を告げて誘惑し、営利の目的で同少女を誘拐した。同年6月、同男を営利目的誘拐罪で逮捕した（茨城、長崎）。



②　アダルトビデオ出演強要問題への対策

詐欺・脅迫的な言動によって、アダルトビデオへの出演を強要等される問題に対し、警察では、各都道府県警察で指定されたアダルトビデオ出演強要問題専門官を中核として、各種法令を適用した厳正な取締り、被害防止教育、相談体制の充実等を推進している。

（4）銃砲刀剣類の適正管理と危険物対策

①　銃砲刀剣類の適正管理

平成30年末現在、銃刀法に基づき、都道府県公安委員会から9万3,034人が、18万8,554丁の猟銃及び空気銃の所持許可を受けている。平成30年中、申請を不許可等とした件数は48件、所持許可を取り消した件数は44件であった。また、猟銃等の事故及び盗難を防止するため、毎年一斉検査を行うとともに、講習会等を通じて適正な取扱いや保管管理の徹底について指導を行う一方、危害予防上支障のない範囲で猟銃等の所持許可に伴う申請者の負担軽減を図るための措置を講じている。

警察では、銃刀法を厳正に運用し、銃砲刀剣類の所持許可の審査と行政処分を的確に行って不適格者の排除に努めるなど、銃砲刀剣類による事件・事故の未然防止に努めている。

　図表2-59　猟銃及び空気銃の許可所持者の推移（平成26～30年）
[image: 図表2-59　猟銃及び空気銃の許可所持者の推移（平成26～30年）]

　図表2-60　猟銃及び空気銃の許可丁数の推移（平成26～30年）
[image: 図表2-60　猟銃及び空気銃の許可丁数の推移（平成26～30年）]

　図表2-61　猟銃等所持不適格者の排除状況の推移（平成26～30年）
[image: 図表2-61　猟銃等所持不適格者の排除状況の推移（平成26～30年）]

②　危険物対策

火薬類、特定病原体等、放射性物質等の危険物の運搬に当たっては、火薬類取締法、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律、放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等の規定に基づき、都道府県公安委員会にその旨を届け出ることとされている。

警察では、これらの危険物が安全に運搬されるよう、関係事業者に対して事前指導や指示等を行うとともに、これらの危険物の取扱場所への立入検査等により、その盗難、不正流出等の防止に努めている。

　図表2-62　運搬届出・立入検査の状況（平成30年）
[image: 図表2-62　運搬届出・立入検査の状況（平成30年）]

（5）環境事犯対策

①　廃棄物事犯（注）

平成30年中の廃棄物事犯の検挙事件数の約半数を、廃棄物の不法投棄事犯が占めている。

警察では、引き続き環境行政部局との人的な交流や情報交換を行うなどし、早期発見・早期検挙に努めている。


注：廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という。）違反に係る事犯



　図表2-63　廃棄物事犯の検挙状況の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-63　廃棄物事犯の検挙状況の推移（平成21～30年）]


CASE

平成29年8月、山の斜面から土砂が自動車道に流れ込み、複数人が重軽傷を負う事故が発生した。土砂を調査した結果、陶磁器原料の製造に伴い発生する産業廃棄物が大量に含まれていることが判明したため、不法投棄事犯として捜査を行った結果、現場付近に所在する陶磁器原料製造会社の役員の男（66）らが、平成25年12月頃から29年7月頃までの間、陶磁器原料の製造に伴い発生した産業廃棄物約559トンを同社敷地内に埋め立て投棄するなどしていたことが明らかとなり、平成30年11月までに、同男ら1法人6人を廃棄物処理法違反（不法投棄）等で検挙した（岐阜）。



②　動物・鳥獣関係事犯（注）

平成30年中の動物・鳥獣関係事犯の検挙事件数の約4割を、違法に捕獲等した鳥獣を飼養するなどの鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律違反が占めている。また、犬、猫等を殺傷するなど、動物の愛護及び管理に関する法律違反も引き続き検挙されている。


注：動物の愛護及び管理に関する法律違反、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律違反等に係る事犯



　図表2-64　動物・鳥獣関係事犯の検挙状況の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-64　動物・鳥獣関係事犯の検挙状況の推移（平成21～30年）]

（6）探偵業の状況

平成30年中の探偵業法（注1）での検挙件数は3件、行政処分件数は40件（営業停止命令1件、指示処分39件）であった。警察では、探偵業法に基づき、探偵業者（注2）の業務実態を把握し、違法行為に対しては厳正に対処するとともに、業界の全国組織である一般社団法人日本調査業協会や認可法人全国調査業協同組合等との連携の下、研修会等を通じて、探偵業務の運営の適正化を図っている。


注1：探偵業の業務の適正化に関する法律

注2：届出のなされている探偵業者数は5,852（平成30年末現在）








第2節　警察捜査のための基盤整備

1　捜査力の強化

（1）捜査手法、取調べの高度化への取組

警察庁では、犯罪を的確に検挙し、良好な治安の維持に資するため、捜査手法や取調べの高度化に向けた各種施策を推進している。また、取調べの録音・録画制度等を内容とする刑事訴訟法等の一部を改正する法律が令和元年（2019年）6月1日に全面施行されたことを受け、更なる証拠の収集方法の適正化及び多様化を図る必要があることも踏まえ、捜査手法、取調べの高度化への取組として以下の施策を推進している。

①　捜査手法の高度化の推進

警察庁では、取調べをめぐる環境の変化や科学技術の発達等に伴う犯罪の悪質化・巧妙化等に的確に対応し、客観証拠による的確な立証を図ることを可能とするため、DNA型鑑定及びDNA型データベースを効果的に活用するための取組を推進しているほか、証人保護プログラム等の新たな捜査手法の導入について検討を行っている。

②　取調べの高度化・適正化等の推進

警察庁では、取調べにおいて真実の供述を適正かつ効果的に得るための技術の在り方やその伝承方法について、時代に対応した改善を図るため、心理学的知見を取り入れた教本「取調べ（基礎編）」を作成しているほか、「取調べ技術総合研究・研修センター」を設置するなど、取調べの高度化・適正化等に向けた施策を推進している。

（2）初動捜査における客観証拠の収集

事件発生時には、迅速・的確な初動捜査を行い、犯人を現場やその周辺で逮捕し、又は現場の証拠物や目撃者の証言等を確保することが、犯人の特定や犯罪の立証、更には連続発生の防止のために極めて重要である。

都道府県警察では、機動的な初動捜査を行うため、機動捜査隊、機動鑑識隊（班）、現場科学検査班等を設置し、事件発生後、直ちに現場に臨場して迅速な客観証拠等の収集を徹底している。

また、犯人の検挙における防犯カメラ画像の有用性の高さが認識されているところ、防犯カメラ画像の中には、原記録が消去される可能性が高いものや、抽出等に技術的な困難を伴うものもあることから、防犯カメラ画像の抽出及び解析を支援する体制を整備するなどして、防犯カメラ画像の適切かつ確実な収集に努めている。

　図表2-65　初動捜査態勢の整備と鑑識活動の徹底
[image: 図表2-65　初動捜査態勢の整備と鑑識活動の徹底]

（3）国民からの情報提供の促進

警察では、犯罪捜査に不可欠な国民の理解と協力を得るため、国民に対し、都道府県警察のウェブサイトを活用して情報提供を呼び掛けるほか、様々な媒体を活用して、聞き込み捜査に対する協力、事件に関する情報の提供等を広く呼び掛けている。また、必要に応じ、被疑者の発見・検挙や犯罪の再発防止のため、被疑者の氏名等を広く一般に公表して捜査を行う公開捜査を行っている。

さらに、警察庁では、平成19年（2007年）度から、国民からの情報提供を促進し、重要犯罪等の検挙を図ることを目的として、公的懸賞金制度である捜査特別報奨金制度を導入し、警察庁ウェブサイト（注）等で対象となる事件等について広報している。


注：https://www.npa.go.jp/bureau/criminal/reward/index.html



（4）犯罪死の見逃し防止への取組

警察が取り扱った死体数（注1）は、平成30年中は約17万体であった。

警察では、適正な死体取扱業務を推進して犯罪死の見逃しを防止するため、検視官（注2）の臨場率を向上させるとともに、死体取扱業務に携わる警察官に対する教育訓練の充実を図っている。

また、体液又は尿中の薬毒物の有無を確認することができる簡易検査キットや、検視官が現場に臨場することができない場合であっても、現場の映像等を送信し、検視官によるリアルタイムの確認を可能とする資機材の整備も行っている。

これらの資機材を効果的に活用することに加え、CT、MRI等による死亡時画像診断についても積極的に活用しながら、警察等が取り扱う死体の死因又は身元の調査等に関する法律に規定された調査、検査等の措置を的確に実施するとともに、必要な解剖の確実な実施に努めている。


注1：交通関係及び東日本大震災による死者を除く。

注2：原則として、刑事部門における10年以上の捜査経験又は捜査幹部として4年以上の強行犯捜査等の経験を有する警視の階級にある警察官で、警察大学校における法医専門研究科を修了した者から任用される死体取扱業務の専門家



　[image: 大学法医学教室による研修の状況]
大学法医学教室による研修の状況

　図表2-66　死体取扱数及び検視官の臨場率の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-66　死体取扱数及び検視官の臨場率の推移（平成21～30年）]

（5）緻密で適正な捜査の徹底

警察では、「警察捜査における取調べ適正化指針」（注）に基づき、取調べの一層の適正化を図るための各種施策を推進している。

また、平成2年5月に栃木県足利市内において発生した幼女誘拐殺人死体遺棄事件について、平成22年3月、再審公判において、無期懲役の刑に服していた男性に無罪判決が言い渡されたことなどを踏まえ、取調べ方法について指導・教育を充実させたほか、被疑者の供述と客観証拠、裏付け捜査等との関連の精査によって自白の信用性の十分な検討をするなど緻密で適正な捜査の一層の徹底を図っている。

さらに、警察捜査における捜査書類及び証拠品の適切な管理に努めている。


注：平成19年11月、警察捜査における取調べの一層の適正化を推進するため、国家公安委員会によって決定された「警察捜査における取調べの適正化について」に基づき、警察庁において、警察が当面取り組むべき施策を取りまとめたもの



①　的確な捜査指揮・管理の徹底

警察では、取調べに過度に依存することのない適正な捜査を推進するため、事件の全容を把握した上での適切な捜査方針の樹立、事件の性質に応じた組織的捜査の推進、証拠資料等に基づく取調べの方法についての必要な指示、指導等を徹底するなど、捜査幹部による的確な捜査指揮に努めている。

②　各種教育訓練の実施

警察では、適正捜査に関する教育訓練の充実を図る取組の一環として、警察大学校、管区警察学校等において取調べ専科等を実施し、捜査員の取調べの適正化についての見識の醸成、取調べ等に関する具体的手法の習得等を図っている。

また、捜査幹部による入念な指導教育により、適正な取調べに向けた個々の捜査員の意識改革を図るとともに、より実践的な教育訓練や熟練した捜査員等による技能指導を行うなど、若手捜査員等の取調べ技能の向上に努めている。

　[image: 取調べを想定した教育訓練]
取調べを想定した教育訓練

③　被疑者取調べ監督制度の実施

平成21年4月以降、取調べの一層の適正化に資するため、警察庁、警視庁及び道府県警察本部の総務又は警務部門に設置された被疑者取調べの監督業務を担当する所属の職員が、取調べの状況の確認、調査等必要な措置を行っている。

（6）捜査技能の伝承

近年、捜査の現場における世代交代が進んでいる中、特に地域の治安に責任を持つ警察署においては、捜査経験が豊富な捜査員が減少しており、犯罪の捜査に必要不可欠な捜査技能の伝承が課題となっている。

従来、捜査技能については、先輩や上司のやり方を見習わせ、実際に何度も経験させてみるなど、捜査経験が豊富な捜査員と共同して捜査に当たるオンザジョブトレーニングの方法により伝承されてきた。しかし、捜査員の世代交代が急速に進んだことから、この方法のみでは捜査技能の伝承が困難となっており、警察では、体系的に捜査技能が伝承されるよう、各種取組を進めている。

①　将来の警察組織を担うにふさわしい刑事捜査員等の育成

新たな捜査手法や最先端の科学技術を活用した捜査は、全ての捜査員が実際の事件で経験できるわけではない。他方で、こうした捜査手法等が必要となる事件は、時間や場所を問わず発生し得るものである。警察では、各捜査員の捜査技能の更なる向上を図るため、様々な教育訓練の場において、仮想の事件の模擬的な捜査を通じて、防犯カメラ画像、DNA型鑑定資料等の客観証拠の収集方法を含む様々な捜査手法全般を体験させるなどしている。

捜査幹部に対しては、警察大学校、管区警察局、管区警察学校等において教育訓練を行い、事件の全容を把握した上での適切な捜査方針の策定、事件の性質に応じた組織的捜査の推進、証拠資料等に基づく適正な取調べの方法、裏付け捜査の徹底等の捜査運営等、捜査幹部としての職務に必要な知識及び技能の向上を図っている。

　[image: 先輩捜査員による指導状況（足跡の採取）]
先輩捜査員による指導状況（足跡の採取）

　[image: 先輩捜査員による指導状況（指掌紋の採取）]
先輩捜査員による指導状況（指掌紋の採取）

②　警察庁指定広域技能指導官制度

警察庁では、平成6年から警察庁指定広域技能指導官制度の運用を開始し、卓越した専門技能又は知識を有する警察職員を警察庁長官が指定し、その職員を警察全体の財産として、都道府県警察の枠を越えて広域的に指導官として活用している。

平成31年4月22日現在、全国警察において、195人の警察職員が情報分析、強行犯捜査、性犯罪捜査、窃盗犯捜査、薬物事犯捜査、鑑識等の各分野（注）で広域技能指導官に指定され、各都道府県警察職員に対して警察活動上必要な助言や実践的指導を行うとともに、警察大学校、管区警察学校等において講義を実施している。


注：このほか、職務質問、交通鑑識、警衛・警護等の様々な分野において広域技能指導官を活用している。



（7）犯罪インフラ対策の推進

①　犯罪インフラに関する取組

犯罪インフラとは、犯罪を助長し、又は容易にする基盤のことをいい、本人確認書類を偽造して携帯電話やクレジットカード等の契約をするなどその行為自体が犯罪となるもののほか、それ自体は合法であっても、特殊詐欺等の犯罪に悪用されている各種制度やサービス等がある。犯罪インフラは、あらゆる犯罪の分野で着々と構築され、犯罪組織等がこれを利用して各種犯罪を効率的に敢行するなど、治安に対する重大な脅威となっている。

警察では、犯罪インフラに関連する情報を広範に収集・分析し、関係事業者等との連携を強化することによって、犯罪インフラの解体等を図るとともに、関係事業者が提供するサービス等に関する捜査に必要な情報の適時・円滑な確保を可能にすることにより、迅速かつ的確な捜査に資する捜査環境（捜査インフラ）を構築するための取組を推進している。

警察庁においては、関係省庁及び事業者と連携し、技術の発展等に伴う新たな制度やサービス等が犯罪に悪用されることを防止・解消するための取組を推進している。

②　特殊詐欺等に悪用される携帯電話への対策

特殊詐欺等を実行する犯行グループには、自己への捜査を免れるために不正に取得した携帯電話を悪用する実態が認められる。

特に近年では、MVNO（注）に対して偽造した本人確認書類を提示したり、本人確認書類に記載された者になりすまして契約したりするなどの方法により、不正に取得された架空・他人名義の携帯電話が特殊詐欺等に悪用される事例が目立っている。

また、レンタル携帯電話事業者の中には、携帯電話不正利用防止法で定められた貸与時の本人確認を適切に行わないものや本人確認を全く行わないものが存在するとともに、犯行グループの手に渡るまでに複数の事業者が介在している場合もあるなど、レンタル携帯電話の実際の利用者を特定することが困難となっている。

このような状況に鑑み、警察では、不正に取得された携帯電話について、携帯電話不正利用防止法に基づく役務提供拒否がなされるよう携帯電話事業者に情報提供を行うとともに、悪質なレンタル携帯電話事業者を検挙するなど、犯罪に悪用される携帯電話への対策を推進している。


注：Mobile Virtual Network Operatorの略。自ら無線局を開設・運用せずに移動通信サービスを提供する電気通信事業者



　図表2-67　携帯電話事業者における携帯電話不正利用防止法に基づく役務提供拒否の仕組み
[image: 図表2-67　携帯電話事業者における携帯電話不正利用防止法に基づく役務提供拒否の仕組み]






2　科学技術の活用

客観証拠による的確な立証を図り、犯罪の悪質化・巧妙化等に対応するため、警察では、犯罪捜査において、DNA型鑑定、プロファイリング等の科学技術の活用を推進している。

また、DNA型鑑定等のうち、特に高度な専門的知識・技術が必要となるものについては、都道府県警察からの依頼により、警察庁の科学警察研究所において実施している。

　図表2-68　警察におけるDNA型鑑定の概要
[image: 図表2-68　警察におけるDNA型鑑定の概要]

（1）DNA型鑑定

DNA型鑑定とは、ヒト身体組織の細胞内に存在するDNA（デオキシリボ核酸）（注）の塩基配列を分析することによって、個人を高い精度で識別する鑑定法である。


注：細胞核に存在する23対46本の染色体を構成する物質の一つで、長いらせんのはしご状（二重らせん）の構造をしている。



①　警察におけるDNA型鑑定

警察で行っているDNA型鑑定は、主に、STR型検査法と呼ばれるもので、STRと呼ばれる特徴的な塩基配列の繰り返し回数に個人差があることを利用し、個人を識別する検査法である（注）。


注：塩基の繰り返し配列について、その反復回数を調べて、その繰り返し回数を「型」として表記して個人識別を行う。



②　DNA型鑑定の犯罪捜査への活用

DNA型鑑定の実施件数の推移は、図表2-69のとおりであり、殺人事件等の凶悪事件のほか、窃盗事件等の身近な犯罪の捜査にも活用されている。

また、警察では、被疑者から採取した資料から作成した被疑者DNA型記録及び犯人が犯罪現場等に遺留したと認められる資料から作成した遺留DNA型記録をデータベースに登録し、未解決事件の捜査をはじめとする様々な事件の捜査において犯人の割り出しや余罪の確認等に活用している。

　図表2-69　DNA型鑑定実施件数の推移（平成26～30年）
[image: 図表2-69　DNA型鑑定実施件数の推移（平成26～30年）]

　図表2-70　DNA型データベースの運用状況（平成26～30年）
[image: 図表2-70　DNA型データベースの運用状況（平成26～30年）]

③　身元確認のためのDNA型鑑定の活用

警察では、平成26年6月に閣議決定された「死因究明等推進計画」を踏まえ、平成27年4月から、身元不明死体の身元確認及び特異行方不明者（注）の速やかな発見に活用するため、身元不明死体に関する資料から作成した変死者等DNA型記録及び死体DNA型記録並びに特異行方不明者本人、その実子、実父又は実母に関する資料から作成した特異行方不明者等DNA型記録をデータベースに登録している。


注：犯罪や事故等に巻き込まれ、生命又は身体に危険が生じているおそれ等のある行方不明者



　図表2-71　身元確認のためのDNA型データベースの活用
[image: 図表2-71　身元確認のためのDNA型データベースの活用]

（2）デジタル・フォレンジック（注）

犯罪に悪用された電子機器等に保存されている情報は、犯罪捜査において重要な客観証拠となる場合があることから、これを証拠化するためのデジタル・フォレンジックが重要となっている。警察では、デジタル・フォレンジックを活用し、被疑者の特定等を行っているほか、関係機関や民間事業者と連携し、情報技術の進展に対応した人材の育成等による解析能力の向上を図っている。


注：60頁（トピックスV　警察捜査を支える情報技術解析）参照



（3）指掌紋自動識別システム

指掌紋は、「万人不同」及び「終生不変」の特性を有し、個人を識別するための資料として極めて有用であることから、明治44年（1911年）に警視庁において指紋制度が導入されて以来、現在に至るまで、犯罪の捜査に欠かせないものになっている。

警察では、被疑者から採取した指掌紋と犯人が犯罪現場等に遺留したと認められる指掌紋をデータベースに登録して自動照合を行う指掌紋自動識別システムを運用し、犯人の割り出し、余罪の確認等に活用している。

　[image: 被疑者の指掌紋の採取状況（被疑者は模擬）]
被疑者の指掌紋の採取状況（被疑者は模擬）

（4）情報分析支援システム（CIS-CATS（注））

警察では、様々な犯罪関連情報を迅速に系統化し、総合的な分析を可能とするシステムとして、情報分析支援システム（CIS-CATS）を運用している。同システムにおいては、犯罪発生状況のほか、犯罪手口、犯罪統計等の犯罪関連情報を地図上に表示し、その他の様々な情報とも組み合わせることで、犯罪の発生場所、時間帯、被疑者の特徴等を総合的に分析することが可能であり、同システムを活用した的確な捜査指揮や効率的な捜査の支援を行うことで、事件解決に役立てている。


注：Criminal Investigation Support-Crime Analysis Tool & Systemの略



　図表2-72　情報分析支援システム
[image: 図表2-72　情報分析支援システム]

（5）自動車ナンバー自動読取システム

自動車盗をはじめとする多くの犯罪では、犯行や逃走に自動車が悪用されていることから、被疑者の早期検挙を果たすためには、車両ナンバーに基づいて当該車両を発見・捕捉することが効果的である。このため、警察庁では、通過する自動車のナンバーを自動的に読み取り、手配車両のナンバーと照合する自動車ナンバー自動読取システムの整備に努めている。

（6）プロファイリング

プロファイリングとは、犯行現場の状況、犯行の手段、被害者等に関する情報や資料を、統計データや心理学的手法等を用い、また情報分析支援システム等を活用して分析・評価することにより、犯行の連続性の推定、犯人の年齢層、生活様式、職業、前歴、居住地等の推定や次回の犯行の予測を行うものである（注）。

プロファイリングは、連続して発生している性犯罪、窃盗、放火、通り魔事件等、犯行状況に関する情報量の多い事件や犯人の行動の特徴がつかみやすい事件において、特に効果が期待される。

警察では、より高度で効率的な捜査を推進するため、捜査員とプロファイリング担当者が情報を共有・連携し、聞き込み捜査等の従来の捜査の結果と科学的見地に基づくプロファイリングによる推定結果の双方から、犯人像の推定等を行っている。また、プロファイリングには、行動科学や統計分析に関する専門的知識が求められることから、警察庁では、全国警察から捜査員及び科学捜査研究所で勤務する職員を集め、科学警察研究所で研修を実施するなどして、プロファイリング担当者の育成を図る一方、全国警察における分析結果の集約、検証等を通じて分析技術の高度化について研究を進めている。


注：我が国では、平成6年に科学警察研究所においてプロファイリングに関する研究が開始され、平成12年には北海道警察が都道府県警察として初めて特異犯罪分析班を設置した。警察庁においては、平成18年に情報分析支援室が設置され、プロファイリングを担当することとなり、平成26年には、体制を充実させ、捜査支援分析管理官が設置された。それ以降、都道府県警察においても体制の整備を進めている。



　図表2-73　プロファイリング
[image: 図表2-73　プロファイリング]






3　新たな刑事司法制度に対応した警察捜査

令和元年6月1日に刑事訴訟法等の一部を改正する法律が全面施行された。これにより、取調べの録音・録画制度や合理化・効率化された通信傍受が導入された。警察では、これらの新たな制度へ対応するための取組等を推進している。

（1）取調べの録音・録画に係る取組

①　取調べの録音・録画制度の運用

令和元年6月1日から開始された取調べの録音・録画制度は、逮捕又は勾留されている被疑者を裁判員裁判対象事件等について取り調べる場合に、原則として、その全過程を録音・録画することを義務付けるものである。警察では、これまでの試行により蓄積された経験をいかし、同制度の下での適正かつ効果的な取調べを推進している。

②　取調べの録音・録画の試行

これまで警察では、平成21年4月に全ての都道府県警察において、裁判員裁判対象事件について、取調べの録音・録画の試行を開始し、その後、その対象を知的障害、発達障害、精神障害等の障害を有する被疑者に係る事件にまで拡大するなど、同試行を積極的に実施してきた。

また、平成28年10月からは、取調べの録音・録画制度に適切に対応できるよう、同制度の施行を見据えた新たな指針を策定して試行を拡充するなど、必要な準備を進めてきた。

③　取調べの録音・録画の試行の実施状況

警察では、裁判員裁判対象事件に係る取調べの録音・録画制度の施行に向けて、原則全過程の録音・録画の実施の徹底に努めてきた。取調べの録音・録画の試行の実施状況については、図表2-74及び図表2-75のとおりである。

　図表2-74　裁判員裁判対象事件に係る取調べの録音・録画の試行の実施件数の推移（平成21～30年度）
[image: 図表2-74　裁判員裁判対象事件に係る取調べの録音・録画の試行の実施件数の推移（平成21～30年度）]

　図表2-75　裁判員裁判対象事件に係る取調べの録音・録画実施事件1件当たりの平均実施時間の推移（平成21～30年度）
[image: 図表2-75　裁判員裁判対象事件に係る取調べの録音・録画実施事件1件当たりの平均実施時間の推移（平成21～30年度）]

（2）通信傍受の合理化・効率化

刑事訴訟法等の一部を改正する法律により、通信傍受法（注1）も改正され、平成28年12月から、特殊詐欺や組織窃盗、暴力団等の犯罪組織による殺傷事件等の一般国民に重大な脅威を与えている組織犯罪についても通信傍受が活用できることとなっている（注2）。

また、従来は、通信傍受を行う際、通信事業者職員等による立会いが義務付けられていたことに加え、通信事業者の施設において傍受を行うこととされていたため、多数の捜査員を相当期間派遣する必要があるなど、通信事業者、捜査機関双方に大きな負担が生じていたところ、令和元年6月1日からは、通信内容の暗号化等の技術的措置を講じることで通信傍受の適正性を担保しつつ、通信事業者による立会い・封印を不要とし、また、警察の施設での通信傍受を可能とする手続を新たに導入するなど、手続の合理化・効率化が図られている。

通信傍受は、他の捜査手法のみでは困難な組織的犯罪の全容解明や真に摘発すべき犯罪組織中枢の検挙に有用な捜査手法となり得ることから、警察では、引き続き通信傍受法の定める厳格な要件・手続に従いつつ、通信傍受の有効かつ適正な実施に努めていくこととしている。


注1：犯罪捜査のための通信傍受に関する法律

注2：新たに対象犯罪に追加されたのは、殺人、傷害、逮捕・監禁、略取誘拐、人身売買、窃盗、強盗、詐欺、恐喝、爆発物の使用、児童ポルノ等の不特定多数者への提供等。また、追加された犯罪で通信傍受を実施するためには、従来の実施要件に加え、一定の組織性（当該犯罪があらかじめ定められた役割の分担に従って行動する人の結合体により行われたと疑うに足りる状況があること）を有することを要する。



　図表2-76　通信傍受法改正後における通信傍受の概要
[image: 図表2-76　通信傍受法改正後における通信傍受の概要]

（3）その他

上記のほか、刑事訴訟法等の一部を改正する法律により、証拠の一覧表の交付手続の導入等を内容とする証拠開示制度の拡充、証拠収集等への協力及び訴追に関する合意制度、被疑者国選弁護制度の対象事件の拡大等を内容とする弁護人による援助の充実、ビデオリンク方式による証人尋問の拡充等を内容とする犯罪被害者等及び証人を保護するための措置等の新たな制度が導入されている。






第3節　地域住民の安全安心確保のための取組

1　交番・駐在所の活動

交番・駐在所では、パトロールや巡回連絡等の様々な活動を通じて、地域住民の意見・要望等に応えるべく、管轄する地域の実態を把握し、その実態に即した活動を行っている。また、昼夜を分かたず常に警戒体制を保ち、様々な警察事象に即応する活動を行うことにより、地域住民の安全と安心のよりどころとなり、国民の身近な不安を解消する機能を果たしている。

平成31年（2019年）4月1日現在、全国に交番は6,253か所、駐在所は6,296か所設置されている。

（1）パトロール、立番等

①　パトロール、立番等による警戒

地域警察官は、事件・事故の発生を未然に防ぐとともに、犯罪を取り締まるため、犯罪の多発する時間帯・地域に重点を置いたパトロールを行っている。パトロールに当たっては、不審者に対する職務質問、危険箇所の把握、犯罪多発地域の家庭や事業者に対する防犯指導、パトロールカード（注）による情報提供等を行っている。

また、交番の施設の外に立って警戒に当たる立番や、駅、繁華街等の人が多く集まる場所や犯罪が多発している場所において、一定の時間警戒する駐留警戒等を行っている。


注：パトロール中に気付いた防犯上の注意事項を伝えたり、空き巣等の被害者にパトロールを行っていることを知らせて安心してもらったりすることなどを目的として、地域警察官が管内の地域住民に配布するもので、交番名やパトロールを行った日時等が記載されている。



　[image: 立番]
立番


CASE

新潟県警察では、移動交番車を「こども見守りセンター」として小学校付近に配置し、赤色灯を点灯させて駐留警戒を実施するとともに、その周辺で警察官がボランティアと連携して、登下校中の児童に対して声掛け等の注意喚起や見守り活動を実施している。

　[image: 小学校での警戒・見守り活動]
小学校での警戒・見守り活動



②　職務執行力の強化

警察では、地域警察官の職務執行力を強化するため、職務質問、書類作成等の能力の向上を目的とした研修・訓練を実施するとともに、卓越した職務質問の技能を有する者を選抜して、警察庁指定広域技能指導官又は都道府県警察の職務質問技能指導官等として指定し、実践的な指導等を通じて地域警察官全体の職務質問技能の向上に努めている。

平成30年中の地域警察官による刑法犯検挙人員は15万1,901人と、警察による刑法犯の総検挙人員の73.7％を占めている。


MEMO　地域警察官の現場執行力の充実・強化

交番等勤務員に対する襲撃事件の発生等を受け、警察ではこれらを想定した実戦的な訓練の実施、機能を強化した新型拳銃入れの導入等、地域警察官の現場執行力を充実・強化するための取組を推進している。



③　交番相談員の活用

平成31年4月1日現在、全国で約6,300人の交番相談員が配置されている。交番相談員は、警察官の身分を有しない非常勤の職員であり、地域住民の意見・要望等の聴取、拾得物・遺失届の受理、被害届の代書及び預かり、事件・事故発生時の警察官への連絡、地理案内等の業務に従事しており、その多くは、警察業務に関する知識や経験を有する退職警察官である。

　[image: 交番相談員]
交番相談員

（2）地域住民と連携した活動

①　巡回連絡

地域警察官は、担当する地域の家庭、事業所等を訪問し、犯罪や事故の防止等、地域住民の安全で平穏な生活を確保するために必要な事項の指導・連絡や、地域住民からの意見・要望等の聴取を行う巡回連絡を行っている。

　[image: 巡回連絡]
巡回連絡


CASE

山形県警察では、平成30年12月から、高齢者宅に巡回連絡を行う際、防犯についての指導事項等を記載したチェックリストを活用することで、高齢者に対してきめ細やかな防犯指導を行い、高齢者の特殊詐欺や交通事故等の被害を防止するための取組を実施している。例えば、固定電話機の近くに特殊詐欺の被害防止のためのチラシを掲示したり、警察官が固定電話機の操作をサポートして留守番電話機能を設定したりするほか、高齢者の靴等に反射シールを貼付するなどの取組を行っている。




CASE

警視庁では、近年、大規模マンションが増加していることを踏まえ、一般社団法人マンション管理業協会と「マンション住民の安全・安心の確保に関する相互協力協定書」を締結し、巡回連絡の円滑な実施を図るとともに、マンションにおいて特殊詐欺の被害防止対策に関する講話、護身術の体験等のイベントを開催することにより、住民の防犯意識の向上や安心感の醸成を図っている。



②　交番・駐在所連絡協議会

平成31年4月1日現在、全国の交番・駐在所に約1万2,000の交番・駐在所連絡協議会が設置されている。そこでは、地域警察官が、地域住民と地域の治安に関する問題について協議したり、地域住民の警察に対する意見・要望等を把握したりすることにより、地域社会と協力して事件・事故の防止等を図っている。

（3）交番等における外国人への対応

①　機器等の整備及び活用

警察では、日本語を解さない外国人が各種届出等のために交番等を訪れた場合に、意思の伝達や手続が円滑に行えるよう、翻訳機能を備えた機器や外国語を併記した遺失届等の各種届出関係書類等の整備及び活用を図っている。

②　電話通訳の活用

警察では、外国人への対応のため通訳が必要となった場合、携帯型端末を利用するなどして電話通訳を行い、外国人との迅速・的確な意思の疎通を図っている。また、地域警察官に対し、電話通訳を行う手順や通訳を介した事情聴取の要領等に関する訓練を行っている。

③　外国語対応モデル交番の運用

警察では、外国人の来訪が多い観光地、繁華街・歓楽街、国際空港、大規模ターミナル駅等において、外国語で会話することが可能な職員を配置した外国語対応モデル交番を運用している。

外国語対応モデル交番では、外国語対応が可能であることを明示するなどして、日本語を解さない外国人からの各種届出、地理案内等に主に英語で対応している。

　[image: 外国語対応モデル交番]
外国語対応モデル交番

（4）遺失物の取扱い

警察では、拾得物を速やかに遺失者に返還するため、拾得物・遺失届の受理業務を行っている。平成30年中に届出のあった拾得物は、特例施設占有者保管分（注）を含め約2,950万点に上っている。

なお、警察に提出された拾得物のうち、通貨については約133億円が、物品については約1,106万点が遺失者に返還されている。


注：一定の公共交通機関又は都道府県公安委員会が指定した施設占有者（特例施設占有者）は、拾得物に関する事項を警察に届け出たときは、その物件を自ら保管することができる。



　図表2-77　拾得物・遺失届の取扱い状況の推移（平成26～30年)
[image: 図表2-77　拾得物・遺失届の取扱い状況の推移（平成26～30年)]

　図表2-78　遺失物の取扱いの流れ
[image: 図表2-78　遺失物の取扱いの流れ]






2　事件・事故への即応

交番、駐在所等の警察官は、事件、事故等が発生した際、直ちに現場に向かい、初動措置をとっている。警察では、警察官が迅速に現場に駆けつけられるよう、110番通報の受理や警察署等への指令を行うシステムを整備するとともに、パトカー等の活用による機動力の強化に努めている。

（1）110番通報

平成30年中の110番通報受理件数（注1）は、約916万件であり、約3.4秒に1回、国民約14人に1人から通報を受理したことになる。また、携帯電話等の移動電話からの110番通報が73.5％を占め、過去最高を記録した。

警察では、110番通報の適切な利用の促進のため、事件・事故等の緊急の対応を必要とする場合にはためらわずに110番通報を利用する一方、緊急の対応を必要としない相談等の通報については「♯（シャープ）9110」番（注2）や各種相談電話を利用するよう呼び掛けている。


注1：無応答、いたずら、かけ間違い等は計上していない。

注2：130頁参照



　図表2-79　110番通報受理件数の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-79　110番通報受理件数の推移（平成21～30年）]

（2）通信指令

①　通信指令システム

110番通報に迅速かつ的確に対応するため、都道府県警察には通信指令室が設けられている。110番通報を受理した通信指令室では、直ちに通報内容を警察署等に伝え、地域警察官を現場に急行させるとともに、必要に応じて緊急配備（注1）の発令等を行っている。平成30年中の緊急配備の発令件数は、前年と比べ1,189件（約18.3％）増加し、7,685件となった。

また、平成30年中に通信指令室で直接受理した110番通報に対するリスポンス・タイム（注2）の平均は、7分25秒であった。

警察では、増加する携帯電話等からの110番通報に的確に対応するため、携帯電話等で110番通報した際に、音声通話と同時に発信者の位置情報が通知されるシステム（位置情報通知システム）を全都道府県警察において運用するなど通信指令システムの高度化を図っている。


注1：重要事件等が発生した際に、迅速に被疑者を検挙するため、警戒員を配置して行う検問、張り込み等

注2：通信指令室が110番通報を受理し、パトカーに指令してから警察官が現場に到着するまでの所要時間



②　携帯型端末を活用した初動警察活動

警察では、音声通話機能及びデータ通信機能を有する携帯型端末を整備し、各都道府県警察において運用している。

同端末の活用により、通信指令室で受理した110番通報の内容、各種事案の現場で撮影した画像、GPSで測位された警察官の位置等の情報を、通信指令室、警察署及び現場の警察官が組織的に共有し、的確な初動警察活動に当たっている。

　図表2-80　携帯型端末の概要（代表例）
[image: 図表2-80　携帯型端末の概要（代表例）]

③　外国語による110番通報への対応

警察では、外国語に通じた警察官を通信指令室に配置するほか、通訳センター等の警察職員を含めた三者通話を行うなどして、日本語を解さない者からの110番通報に対応している。

（3）初動警察活動の強化

①　通信指令を担う人材の育成強化

警察では、110番通報の受理、指令及び無線報告の技能を競う全国通信指令・無線通話技能競技会の開催、通信指令の知識・技能に関する検定制度の運用、卓越した通信指令の技能を有する者として選抜された警察庁指定広域技能指導官や都道府県警察の技能指導官等による実践的な指導等を通じ、組織的な人材育成に努めている。

②　実践的な訓練の実施

警察では、事案対応能力の更なる強化を図るため、無差別殺傷事件その他の重大事案の発生を想定した実践的な訓練を継続的に実施している。

（4）鉄道警察隊の活動

鉄道警察隊は、鉄道事業者等と連携し、警乗（注）、駅等の鉄道施設及びその周辺のパトロールや警戒警備を実施している。また、痴漢の被害者から相談を受理した場合は、被害者に同行して身辺の警戒を行うなどしている。

また、警察では、平成30年6月に発生した新幹線車内での殺傷事件を踏まえ、鉄道事業者との連携強化、効果的な警乗の実施、新幹線車内での事案対処能力の強化等の取組を実施している。


注：列車内における公安の維持を図るため、警察官が列車に乗務して、列車内における犯罪の予防、被疑者の検挙、事故の防止等に当たること



　[image: 新幹線への警乗]
新幹線への警乗

（5）パトカーの活用

警察では、全国の警察本部や警察署に配備したパトカーを活用して、管内のパトロールを行うとともに、事件・事故等の発生時における初動措置をとっている。

　[image: パトカー]
パトカー


CASE

平成31年1月、初詣の参拝客でにぎわう神社付近の商店街において自動車が暴走し、通行人8人が跳ねられる事案が発生した。その後、被疑者の逃走先を予測し、パトカーにより付近を検索したところ、不審な男（21）を発見し、同男に対する職務質問を行った後、同男を殺人未遂罪で逮捕した（警視庁）。



（6）警察用航空機（ヘリコプター）及び警察用船舶の活用

警察では、ヘリコプターテレビシステムやホイスト救助装置（注）等の各種資器材が装備された警察用航空機（ヘリコプター）及び水難者救助用の各種資器材が装備された警察用船舶を全国に配備しており、通信指令室やパトカーと連携し、その機動力をいかしたパトロール、被疑者の追跡、災害や重大事件発生時における情報収集、被災者の救助等を行っている。


注：航空機の機外に装着した電動装置を用いて、ワイヤーで人や物を昇降させるための装置



　[image: 警察用航空機（ヘリコプター）]
警察用航空機（ヘリコプター）

　[image: 警察用船舶]
警察用船舶


CASE

平成30年9月、サーフィンをしていた女性が沖合に流される事案が発生したことから、警察用航空機（ヘリコプター）や警察用船舶等が出動し、ヘリコプターテレビシステムや無線通話による連携した捜索活動により同女性を無事救助した（茨城）。



（7）山岳遭難及び水難に対する警察活動

平成30年中の山岳遭難の発生件数は2,661件、遭難者数は3,129人（うち死者・行方不明者は342人）であり、水難の発生件数は1,356件、水難者数は1,529人（うち死者・行方不明者は692人）であった。

警察では、パトロール、広報啓発活動等により遭難の防止を図るとともに、遭難救助訓練や研修会により救助技術の向上を図っているほか、遭難が発生した際には、関係機関・団体等と連携の上、ヘリコプターを活用するなどして、遭難者の捜索救助に当たっている。

　図表2-81　山岳遭難及び水難の発生件数の推移（平成26～30年）
[image: 図表2-81　山岳遭難及び水難の発生件数の推移（平成26～30年）]

　[image: 山岳における訓練状況]
山岳における訓練状況






3　相談業務の充実強化

（1）相談取扱いの現状

相談取扱件数の推移及び相談内容については、図表2-82及び図表2-83のとおりである。平成30年中の相談取扱件数は220万8,299件と、前年より約12万6,000件（6.1％）増加し、近年増加傾向にある。

　図表2-82　相談取扱件数の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-82　相談取扱件数の推移（平成21～30年）]

　図表2-83　主な相談内容とその推移（平成26～30年）
[image: 図表2-83　主な相談内容とその推移（平成26～30年）]

（2）相談受理体制

警察では、国民から寄せられた相談に対し、迅速・確実に組織的な対応を行うことができるよう、警視庁及び道府県警察本部並びに各警察署の総・警務部門にそれぞれ相談の総合窓口を設置している。

総合窓口には、警察職員のほか、経験豊富な元警察職員等の警察安全相談員を配置し、体制の確保に努めている。

また、警視庁及び道府県警察本部の総合窓口に全国統一番号の警察相談専用電話（「＃（シャープ）9110」番（注））を設置し、電話をかければ発信地を管轄する警察本部等の総合窓口に接続されるようにしているほか、都道府県警察のウェブサイト上でも相談を受け付けている。


注：携帯電話からも利用できる。なお、ダイヤル回線及び一部のIP電話では利用できないので、相談専用の一般加入電話番号を警察庁ウェブサイト等で広報している。



　[image: 「＃9110」番の広報活動]
「＃9110」番の広報活動

（3）相談内容に応じた適切な対応の推進

①　相談への組織的な対応

寄せられた相談に対しては、犯罪等の被害の発生の有無にかかわらず、相談内容に応じて、関係する部署が連携して対応し、指導、助言、他の専門機関の教示、相手方への警告、検挙等、相談者の不安等を解消するために必要な措置を講じている。

相談者等の生命又は身体に危害が及ぶおそれのあるものなど緊急の対応を要する相談事案を認知した場合には、直ちに幹部へ報告して対応するなど、迅速かつ組織的な対応を強化している。

②　相談に対応する職員への研修の実施

治安に関する多種多様な相談に適切に対応できる職員を育成するため、都道府県警察では、相談に対応する職員に対し、各部門の業務担当者による事案ごとの相談受理・対応要領の講義や様々な専門的知識を有する部外講師による講義等、実務に直結する研修を実施している。

　[image: 相談対応要領研修]
相談対応要領研修

③　関係機関・団体等との連携の推進

警察以外の機関・団体等で取り扱うことが望ましい相談や警察以外の機関・団体等との緊密な連携が必要な相談への適切な対応を図るため、関係機関・団体等との連絡会議を開催して意見交換を行うなど、関係機関・団体等との連携強化に努めている。

　[image: 関係機関・団体等との連絡会議]
関係機関・団体等との連絡会議


CASE

平成30年2月、女性から「孫をかたる男から家に来るという電話がかかってきたが、本物の孫ではなかった」との相談を受理した。同女性から事情聴取を行ったところ、オレオレ詐欺の電話であることが判明し、同女性の協力を得てだまされた振り作戦を実施した。その結果、同女性の自宅付近をうろついている男（20）らを発見し、職務質問を実施したところ、本件の「受け子」であることが判明したため、同男ら2人を詐欺未遂罪で逮捕した（茨城）。




CASE

平成30年3月、女性から「高校生の娘が理容店で髪を切った際、胸の写真を撮られたと言っている」との相談を受理した。同女性の娘から事情聴取を行ったところ、理容店主の男（50）に着衣の中をデジタルカメラで盗撮された事案であることが判明し、同年4月、同男を児童買春・児童ポルノ禁止法違反（児童ポルノ盗撮製造）で逮捕した（福島）。



（4）認知症に係る行方不明者等への対策

平成30年中の認知症に係る行方不明者届の受理件数は1万6,927件であり、統計をとり始めた平成24年以降、増加を続けている。

警察では、地域における認知症高齢者等の見守りネットワークの活用や、関係機関・団体等と緊密に連携した行方不明者発見活動を推進しているほか、認知症サポーター養成講座等の部外有識者による講習会や捜索模擬訓練等を通じて、認知症の特性や認知症に係る行方不明者を発見した場合の対応要領等について、職員の理解を深める取組を行っている。

　[image: 模擬捜索訓練の状況]
模擬捜索訓練の状況

　図表2-84　認知症に係る行方不明者届の受理件数の推移（平成26～30年）
[image: 図表2-84　認知症に係る行方不明者届の受理件数の推移（平成26～30年）]






第4節　良好な治安確保のための基盤構築に向けた取組

1　犯罪防止に向けた取組

（1）地域社会との協働

良好な治安は、社会・経済の発展の礎であるが、その確保は、独り警察のみによって達せられるものではない。警察は、地域社会や関係機関・団体等との連携の下、社会全体で良好な治安が保たれるよう取り組んでいる。

①　社会の犯罪予防機能の高度化

ア　安全で安心なまちづくり

政府では、安全で安心なまちづくりのための地域の自主的な取組を支援し、官民連携した取組を全国に展開する「安全・安心なまちづくり全国展開プラン」（平成17年（2005年）6月犯罪対策閣僚会議・都市再生本部合同会議決定）や、「「世界一安全な日本」創造戦略」（平成25年12月閣議決定）等に基づき、関係機関・団体等と連携して、全国で安全で安心なまちづくりを推進している。

イ　安全で安心なまちづくりを推進する気運を高めるための取組

犯罪対策閣僚会議において定められた「安全安心なまちづくりの日」（毎年10月11日）の前後の期間を中心に、安全で安心なまちづくりの気運を高めるための様々な取組が行われており、政府では、その取組の一環として、安全で安心なまちづくりに関し、顕著な功績等があった個人又は団体を内閣総理大臣が表彰する「安全安心なまちづくり関係功労者表彰」を毎年実施している。

また、警察庁では、平成30年10月、優れた活動を行う防犯ボランティア団体が取組内容を発表する「防犯ボランティアフォーラム2018」を開催し、全国的な自主防犯活動の活性化に取り組んでいる。

　[image: 安全安心なまちづくり関係功労者表彰]
安全安心なまちづくり関係功労者表彰

ウ　繁華街・歓楽街の安全安心の確保に向けた総合対策の推進

警察では、健全で魅力あふれるまちづくりを推進するための施策を講じている。具体的には、繁華街・歓楽街の安全安心の確保に向け、商店街、商工会議所、商工会、地域住民、地方公共団体等と問題意識を共有し、地方公共団体が行うまちづくり事業に計画段階から積極的に関与するほか、客引きやスカウト行為、非行少年や不良行為者のい集、違法広告物の設置、ゴミや自転車の放置、違法駐車、落書き等の迷惑行為の取締り等を通じて街並みの改善を図っている。

また、繁華街・歓楽街において犯罪組織が暗躍することのないよう、雑居ビル、広告宣伝媒体等から犯罪組織を排除する取組を推進するとともに、違法風俗営業等の風俗関係事犯や不法就労、人身取引事犯、少年の健全育成を阻害する事犯、組織的な資金獲得犯罪等の取締りを推進している。

②　防犯ネットワークの整備と活用促進

警察では、地方公共団体、地域住民、事業者等の各主体を包括する防犯ネットワークを整備し、これを有効活用した積極的な情報交換や、地域住民による防犯パトロール等の防犯ボランティア活動、事業者による防犯に関するCSR（注）活動に対する支援等を行うことで、地域社会が一体となった犯罪対策の推進を図っている。


注：Corporate Social Responsibilityの略。企業の社会的責任と訳される。法令遵守、環境保護、地域貢献等、純粋に財務的な活動以外の分野において、企業が持続的な発展を目的として行う自主的取組



ア　防犯ボランティア団体の活動

平成30年末現在、警察が把握している防犯ボランティア団体は全国で4万7,180団体（注）であり、その構成員数は258万8,549人となっている。

多くの団体で防犯パトロールや通学路等における子供の見守り活動を行っているほか、最近の犯罪情勢を踏まえ、特殊詐欺の被害防止のため、警察と連携したATM利用者への注意喚起や高齢者の居宅の訪問を通じた防犯指導等を実施している団体もみられる。


注：平均月1回以上の活動実績（単に意見交換や情報交換のみを行う会議を除く。）があり、かつ、構成員が5人以上の団体



イ　自主防犯活動に対する支援

警察では、防犯ボランティア団体に対し、犯罪情報の提供や合同パトロールの実施等の活動支援を行っているほか、自主防犯パトロールに使用する自動車に青色回転灯を装備することができる仕組みづくりを行い、平成30年末現在、全国で9,880団体、4万5,240台の青色回転灯装備車が活動している。

また、警察庁ウェブサイト上に「自主防犯ボランティア活動支援サイト」（注）を開設し、防犯ボランティア団体相互のネットワークづくりを推進している。


注：https://www.npa.go.jp/safetylife/seianki55/



　[image: 青色回転灯装備車]
青色回転灯装備車

ウ　犯罪情報や地域安全情報の提供

警察では、自主防犯活動の更なる活性化を図るため、地域住民に向けて、警察の保有する犯罪発生情報や防犯情報等を様々な手段・媒体を用いて適時適切に提供している。

（2）犯罪防止に配慮した環境設計

①　公共施設や住宅の安全基準の策定等

警察庁では、犯罪防止に配慮した環境設計による安全で安心なまちづくりを推進するため、住宅の防犯性能の向上や防犯に配慮した公共施設等の整備等に関する安全基準を策定し、その普及に努めている。

②　共同住宅や駐車場の防犯性能の認定・登録制度

警察では、関係団体と協力して、防犯に配慮した構造や設備を有するマンション、駐車場等を防犯優良マンション、防犯モデル駐車場等として登録又は認定する制度の普及を図っており、平成31年3月末現在、防犯優良マンション制度は24都道府県（注1）で、防犯モデル駐車場制度は13都府県（注2）で整備されている。


注1：北海道、埼玉、東京、千葉、神奈川、山梨、長野、静岡、福井、岐阜、愛知、三重、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、鳥取、広島、山口、愛媛、熊本、大分及び沖縄。平成31年3月末現在、2,641件の登録又は認定がされている。

注2：東京、千葉、神奈川、福井、滋賀、京都、大阪、兵庫、鳥取、広島、愛媛、大分及び沖縄。平成31年3月末現在、284件の登録又は認定がされている。



③　街頭防犯カメラの設置

街頭防犯カメラは、被害の未然防止や犯罪発生時の的確な対応に有効である。警察では、平成31年3月末現在、30都道府県で1,912台の街頭防犯カメラを設置しているほか、民間事業者等による設置・運用について支援を行っている。

④　都市再構築の機会等を捉えた犯罪の起きにくいまちづくり

警察では、地方公共団体が主催する各種会議等に参画し、関係部門との意見調整等を継続的に行って、地方公共団体の安全で安心な都市整備に向けた主体的行動を促すとともに、復興、防災等の観点から行われる都市再構築の機会を捉えた犯罪の起きにくいまちづくりを推進している。

⑤　防犯設備関連業界との連携

警察では、最新の犯罪情勢や手口等を事業者に提供するなどして社会のニーズに応じた優良な防犯設備の開発を支援している。また、防犯設備に関する知識・技能を有する専門家として公益社団法人日本防犯設備協会が認定している防犯設備士等（注）と協働し、防犯設備の効果的な設置及び適正な管理に向けた取組を推進している。


注：防犯設備士（平成31年4月1日現在2万8,909人）、総合防犯設備士（同383人）








2　警備業、古物営業及び質屋営業の状況

（1）警備業の状況

平成30年末現在、全国の警備業者数は9,714業者、警備員数は55万4,517人となっている。

警備業は、施設警備業務、雑踏警備業務、交通誘導警備業務、現金輸送警備業務、ボディガード等の種々の形態を有しており、特に各種センサー、非常通報装置等の警備業務用機械装置を使用して、住宅、事務所、店舗、駐車場等における盗難等の事故の発生を警戒し、防止する機械警備業務の需要が近年増加傾向にあるなど、国民に幅広く生活安全サービスを提供している。また、空港や原子力発電所等の重要施設での警備業務も行っているほか、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会において警備業者が実施することとなる施設警備業務等への期待が高まるなど、警備業に対する社会的な需要は増大している。

警察では、警備業が果たすこうした役割に鑑み、警備業法に基づき、警備業務の質の向上を図るとともに、警備業者に対する指導監督を行うなどして、警備業務の実施の適正を図っている。

（2）古物営業及び質屋営業の状況

古物商や質屋においては、その営業の中で古物や質物として盗品等を扱うおそれがあることから、古物営業法及び質屋営業法では、これらの営業に係る業務について事業者に対する必要な規制等を定め、窃盗その他の犯罪の防止を図っている。平成30年中、古物商及び質屋から都道府県警察に対する不正品の疑いがある旨の申告件数は258件であり、これらの業界団体は、各種防犯活動への参加や啓発活動等を行っている。警察では、古物営業法又は質屋営業法に基づく品触れ（注）や指導監督等により、盗品等の流通防止と被害の迅速な回復に努めている。


注：警察本部長等が盗品等の発見のために必要があると認めたときに、古物商等に対して被害品の特徴等を通知し、その有無の確認及び届出を求めるもの



　図表2-85　古物営業及び質屋営業許可件数の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-85　古物営業及び質屋営業許可件数の推移（平成21～30年）]






3　少年非行防止に向けた取組

（1）少年非行の現状

①　少年非行情勢

平成30年中の刑法犯少年の検挙人員は2万3,489人と、前年より3,308人（12.3％）減少し、15年連続の減少となった。しかし、同年齢層の人口1,000人当たりの検挙人員は3.4人で、成人（1.7人）と比べ、引き続き高い水準にある。

触法少年（刑法）及び不良行為少年の補導人員は、いずれも減少傾向にある。

　図表2-86　刑法犯少年の検挙人員・人口比の推移（平成元年～30年）
[image: 図表2-86　刑法犯少年の検挙人員・人口比の推移（平成元年～30年）]

　図表2-87　触法少年（刑法）及び不良行為少年の補導人員の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-87　触法少年（刑法）及び不良行為少年の補導人員の推移（平成21～30年）]

②　平成30年中の少年非行の主な特徴

ア　刑法犯少年

平成30年中に検挙した少年の包括罪種別検挙人員は、総数の約6割を占める窃盗犯が減少傾向にあり、全体の数値を引き下げている。一方、知能犯については、前年に引き続き増加している。

　図表2-88　刑法犯少年の包括罪種別検挙人員の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-88　刑法犯少年の包括罪種別検挙人員の推移（平成21～30年）]

イ　再犯者（注）

刑法犯少年の再犯者数・再犯者率の推移は図表2-89のとおりであり、再犯者数は15年連続の減少となったが、刑法犯少年全体に占める再犯者の割合は35.5％と、前年と同水準であった。


注：非行を犯した者であって、当該非行の以前に、非行を犯し、処分を受けたことのあるものをいう。処分の未決・既決は問わず、触法少年時に受けた処分や警察限りの扱いも含む。



　図表2-89　刑法犯少年の再犯者数・再犯者率の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-89　刑法犯少年の再犯者数・再犯者率の推移（平成21～30年）]

ウ　中学生及び高校生の検挙・補導人員（刑法）

中学生及び高校生の検挙・補導人員の推移は、図表2-90のとおりであり、いずれも減少した。また、12年ぶりに高校生の検挙・補導人員が中学生を上回った。

　図表2-90　中学生・高校生の検挙・補導人員（刑法）の推移（平成21～30年）
[image: 図表2-90　中学生・高校生の検挙・補導人員（刑法）の推移（平成21～30年）]


CASE

平成30年1月、男子中学生（15）は、路上を通行中の面識のない女子高校生の腹部等を刃物で突き刺して殺害しようとした。同月、同男子中学生を殺人未遂罪で逮捕した（鹿児島）。



（2）非行少年を生まない社会づくり

警察では、都道府県警察に少年サポートセンターを設置し、少年補導職員を中心に非行防止に向けた取組を行っている。また、少年の規範意識の向上及び社会との絆の強化を図るため、非行少年を生まない社会づくりに取り組んでいる。

①　少年相談活動

少年や保護者等の悩みや困りごとについて、専門的な知識を有する職員等が面接や電話、電子メール等で相談に応じ、指導・助言を行っている。

②　街頭補導活動

少年のい集する繁華街や公園等において、少年警察ボランティア等と共同で、喫煙や深夜はいかい等をしている少年に指導・注意を行う街頭補導活動を実施している。

③　継続補導・少年に手を差し伸べる立ち直り支援活動

少年相談や街頭補導活動を通じて関わった少年に対し、本人や保護者等の申出に応じて指導・助言等を行う継続補導を実施している。また、問題を抱え非行に走る可能性がある少年及び保護者に対して警察から積極的に連絡し、継続的に声を掛けるほか、体験活動等への参加促進、修学・就労の支援等を行い、再び非行に走りかねない少年の立ち直りを支援する活動を推進している。

　[image: 街頭補導活動]
街頭補導活動

④　広報啓発活動

学校で非行防止教室、薬物乱用防止教室等を実施するなどして、地域の非行情勢や非行要因等について情報発信し、少年警察活動等についての理解を促している。

（3）学校その他関係機関との連携確保

①　学校と警察との連携

教育委員会等と警察の間で締結した協定等に基づき、非行少年等問題を有する児童・生徒に関する情報を学校と警察が相互に通知する学校・警察連絡制度が、全ての都道府県で運用されている。また、警察署の管轄区域、市町村の区域等を単位に、平成31年4月現在、全ての都道府県で約2,400の学校警察連絡協議会が設けられている。

②　スクールサポーター

退職した警察官等をスクールサポーターとして警察署等に配置し、学校からの要請に応じて派遣するなどして、いじめ等の学校における少年の問題行動等への対応、巡回活動、相談活動、児童の安全確保に関する助言等を行っている。平成31年4月現在、44都道府県で約860人が配置されている。

③　少年サポートチーム

個々の少年の問題状況に応じた的確な対応を行うため、学校、警察、児童相談所等の担当者から構成される少年サポートチームを編成し、それぞれの専門分野に応じた役割分担の下、少年等への指導・助言を行っている。

（4）少年警察ボランティアとの連携

警察では、平成31年4月現在、少年警察ボランティアとして、全国で少年補導員（注1）約5万人、少年警察協助員（注2）約230人及び少年指導委員（注3）約6,400人を委嘱しており、協力して少年の健全育成のための活動を推進している。また、同年3月現在、大学生ボランティア約6,000人が全国で活動しており、少年と年齢が近く、その心情や行動を理解しやすいなどの特性をいかし、学習支援活動や少年の居場所づくり活動等にも取り組んでいる。


注1：街頭補導活動をはじめとする幅広い非行防止活動に従事している。

注2：非行集団に所属する少年を集団から離脱させ、非行を防止するための指導・相談に従事している。

注3：風営適正化法に基づき、都道府県公安委員会から委嘱を受け、少年を有害な風俗環境の影響から守るための少年補導活動や風俗営業者等への助言活動に従事している。



　[image: 大学生ボランティアによる少年の居場所づくり活動]
大学生ボランティアによる少年の居場所づくり活動

（5）少年事件対策

警察では、集団的不良交友関係（注）に関する情報を収集・分析し、少年事件対策に活用するとともに、警視庁及び道府県警察本部に少年事件指導官を置き、個々の少年の特性に応じた取調べや客観的証拠の収集等による非行事実の厳格な特定等に努めるよう、捜査員等に対して指導・教育を行うことにより、少年事件の厳正かつ的確な捜査・調査に努めている。


注：非行集団等及びその構成員又はこれに準じる2人以上の交友関係








警察活動の最前線

警察署生活安全課の一日

市民生活の平穏と安全の確保を担う生活安全警察の業務について、最前線で勤務するA警察署生活安全課の職員らの一日を通じて描写する。

　[image: 特別警戒発隊式]


09：00　署長訓授

署長から、最近の管内情勢を踏まえた指示を受けた。

管内の治安情勢だけでも課題が山積している。署長を筆頭に署員一丸となって対策を講じなければならない。

　[image: 署長訓授]




10：00　許可等事務（許可事務係）

署に設置されている窓口において、猟銃の所持許可について相談を受けた。許可をするかどうかについては、法令の定めに従って判断することとなるため、その内容を正しく説明する必要がある。

事件捜査等の警察官の業務として一般的に想像されるものとは異なった印象かもしれないが、許可等事務も、市民の安全と安心を守る上で不可欠な業務である。

　[image: 許可等事務（許可事務係）]




11：00　行方不明者の発見活動（防犯係）

署において行方不明者届を受理した。

届出人によれば、行方不明者は認知症の疑いがあることから、過去に立ち回った地域や徘徊場所があるか、自ら名のることができるかなどを聴取し、立ち回りが予想される場所を中心に、地域課員や刑事課員等の協力を得ながら発見活動を行ったところ、自宅から遠方の路上において行方不明者を発見することができた。

行方不明事案は、行方不明者の生命又は身体に危険が生じるおそれがあることから、特に迅速かつ的確に対応しなければならない。生活安全課のみでは十分な発見活動を行うことが困難な場合も多く、他課や本部との連携が不可欠である。

　[image: 行方不明者の発見活動]




12：00　昼食

生活安全課の業務は非常に幅広いため、課員によって業務内容が大きく異なる。

昼食の時間は、お互いの業務の状況を共有できる良い機会となっている。




15：30　通学路の安全確保（少年係・防犯係）

管内において、不審者による通学路での子供に対する声掛け事案が発生したことから、学校及びPTAと情報共有を行った。また、声掛け事案の発生場所付近における警戒・パトロールを重点的に実施するとともに、地域の防犯ボランティア団体に対し、青色回転灯装備車による見守り活動を依頼した。子供が被害者となる犯罪は、地域住民に対して大きな不安を与えるものである。未然防止のためには、学校・教育委員会、PTA、地域のボランティア等との連携が必要である。

　[image: 通学路の安全確保]




16：00　少年による万引き事案（少年係）

管内の文具店店主から「万引きした小学生を確保した」との通報が入った。現場に急行し、関係者から事情を聴取した上で、保護者に連絡を取るとともに、署において少年から詳しい事情を聴取した。非行を繰り返させないよう反省を促しながらも、非行の原因を究明するために、少年からは丁寧に話を聞く必要がある。

少年本人は深く反省しており、少年の家庭環境に問題もないことから、聴取後、保護者と共に帰宅させた。

非行少年は、家庭、学校、交友等の周囲の環境や自身に問題を抱えていることが多い。児童相談所や学校等の関係機関・団体等の協力を得ながら、少年にとって最も適切な対応を考えていかなければならない。




17：45　退署

執務時間が終わったため、本日当直員に指定されている課員と20：00から月例の合同パトロールの予定がある防犯係の課員を除いて、退署する。




17：45　当直指示（当直員）

当直員として、他課の職員と共に夜間帯の勤務に当たる。昼夜を分かたず、市民の安全と安心を守るための重要な任務だ。

当直隊長からは、当直勤務に当たり、特に注意を要する点について指示があった。

　[image: 当直指示（当直員）]




20：00　歓楽街のパトロール（防犯係）

商店街、自治体、防犯ボランティア団体等と協力し、定期的な管内のパトロールを行った。

このパトロールは、悪質な客引きやスカウト行為等、路上で行われる迷惑行為や不当な料金の取立てを防止するだけでなく、歓楽街における犯罪組織、違法風俗店等の実態把握も兼ねている。

管内の実態把握も、良好な治安を守るための重要な要素の1つである。

　[image: 歓楽街合同パトロール]




翌日00：00　配偶者からの暴力事案の検挙（当直員）

「夫が暴れている」との110番通報が入った。刑事課員と共に現場に急行すると、男性が女性に対し、まさに殴りかかろうとしていた。女性は全身打撲の重傷を負っていたことから、早急に救急車を手配するとともに、男性を傷害容疑で現行犯逮捕した。

女性によれば、男性から日常的に暴力を受けていたようだ。男性の身柄を拘束している間に、女性を安全な場所へ速やかに避難させることを最優先しなければならない。男性の連行、弁解録取書等の書類作成を刑事課員と連携して行うとともに、女性の避難先を確保した。

今後も、配偶者暴力相談支援センターと連携しながら、被害者の女性のために、迅速・確実な対応を行っていく必要がある。

　[image: 暴力事案の検挙]




翌日01：30～仮眠（当直員）

先程の暴力事案の対応を終えて、休憩室で仮眠に入る。朝まで新たな事件等もなく、ゆっくりと寝ることができた。




翌日08：45　翌日の引継ぎ（当直員）

当直中の出来事について、翌日、関係課に責任をもって引き継ぎ、当直勤務の一日を終えた。

当直勤務中は深夜の対応が必要となることもあるが、署員で協力しながら地域の治安を守っている。非常にやりがいのある仕事だ。




翌日09：00　退署（当直員）

当直勤務を終えて、退署する。

休日で体をしっかりと休める。








警察活動の最前線


声と声で繋がる




広島県警察本部地域部通信指令課指令第三係

新田　真悟（にった　しんご）　巡査部長

　[image: メイプル君]




ある日、女性が泣きながら110番をかけてきました。

性犯罪被害に遭われたこの女性は、勇気を振り絞り警察に助けを求めてきたのでしょう。顔は見えなくても、声の震えなどから耐え難い恐怖を感じたことが伝わってきます。

私は、犯人を捕まえるために必要な情報や今女性がいる場所を聴取しつつ、女性が少しでも安心し、落ち着くことができるような声かけを心掛けました。

警察官が通報者の元へ到着したことが確認できたので、私が「電話を切ります」と伝えると、女性は「ありがとうございました」と言い、電話を切りました。

声と声だけで繋がる110番通報受理業務は、顔が見えない難しさがあり、通報者の声から事態の切迫性を判断しなければなりません。しかし、顔が見えないことを言い訳にし、対応を疎かにして判断を見誤れば、被害が拡大する事態に発展したり、不要な心の傷を負わせてしまうことにもなりかねません。

私は、通報者に自然と「ありがとうございました」と思ってもらえるような、安心感と落ち着きを与えられる心のこもった110番通報受理を心掛けています。

今後も、助けを求める第一声を聞き取るという重責を担う通信指令業務に誇りを持ち続け、日々の研鑽を継続して業務に当たっていきます。

　[image: 広島県警察本部地域部通信指令課指令第三係　新田　真悟（にった　しんご）　巡査部長]




人生の最期に携わる捜査員として




京都府警察本部刑事部捜査第一課検視官室検視第一係

坂田　祐子（さかた　ゆうこ）　巡査部長

　[image: ポリスまろん・ポリスみやこ]




私が勤務する捜査第一課検視官室は、発見された変死体等が犯罪によるものかどうかを明らかにするため、日々現場臨場し、検視や様々な調査活動を行っています。

現在の所属での勤務を始めて一年目の夏、ある自殺事案を取り扱いました。

猛暑の中、現場での活動は長時間に及びましたが、そこにいたのは日々の慣れから、ただ淡々と業務に当たる自分でした。

その後、検視等が終わり御遺体を母親ら御遺族に引き渡す時のことです。その母親は、御遺体と対面するなり、「一人にしてごめんね。辛かったやろうね。」と御遺体にしがみつきながら、悲痛な表情で語り掛けたのです。

その姿を目の当たりにし、私は、「仕事をただこなすことに、必死になっていた自分の愚かさ」に気付かされました。

私達が犯罪死を見逃せば、被害者の無念は永遠に晴らせられなくなります。ですから私たちは、絶対に犯罪死を見逃すことがないように、検視や調査活動を徹底して行わなければなりません。しかし、それだけではないのです。御遺族の不安を少しでも和らげることができるよう、御遺族の気持ちに寄り添って、できるだけ丁寧な説明や対応を行うことも同じくらい大切だと思います。

私は、あの母親の姿を見て以降、常にこのことを心に留めて検視業務に従事していますし、これからもそうあり続けたいと思っています。

　[image: 京都府警察本部刑事部捜査第一課検視官室検視第一係　坂田　祐子（さかた　ゆうこ）　巡査部長]



注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。






第3章　サイバー空間の安全の確保

第1節　サイバー空間の脅威

インターネットが国民生活や社会経済活動に不可欠な社会基盤として定着し、今や、サイバー空間は国民の日常生活の一部となっている。こうした中、不正アクセス禁止法違反等のサイバー犯罪が多発しているほか、重要インフラの基幹システムを機能不全に陥れ、社会の機能を麻痺させるサイバーテロや情報通信技術を用いて政府機関や先端技術を有する企業から機密情報を窃取するサイバーインテリジェンス（サイバーエスピオナージ）といったサイバー攻撃が世界的規模で発生するなど、サイバー空間における脅威は深刻化している状況にある。

（1）サイバー犯罪の検挙状況

最近5年間のサイバー犯罪の検挙状況は、図表3-1のとおりである。

サイバー犯罪の検挙件数は増加傾向にあり、平成30年（2018年）中の検挙件数は9,040件と、前年より26件（0.3％）増加し、過去最多を記録した。

①　不正アクセス禁止法違反

平成30年中の不正アクセス禁止法違反の検挙件数は564件と、前年より84件（13.0％）減少した。また、検挙人員は173人と、前年より82人（32.2％）減少した。

②　不正指令電磁的記録に関する罪及びコンピュータ・電磁的記録対象犯罪（注）

平成30年中の不正指令電磁的記録に関する罪及びコンピュータ・電磁的記録対象犯罪の検挙件数は349件と、前年より6件（1.7％）減少した。


注：刑法に規定されているコンピュータ又は電磁的記録を対象とした犯罪



③　その他

平成30年中の児童買春・児童ポルノ禁止法違反の検挙件数は2,057件と、前年より168件（7.6％）減少した。また、著作権法違反の検挙件数は691件と、前年より293件（73.6％）増加した。

　図表3-1　サイバー犯罪の検挙件数の推移（平成26～30年）
[image: 図表3-1　サイバー犯罪の検挙件数の推移（平成26～30年）]

（2）サイバー攻撃の情勢

①　サイバーテロの情勢（注）

情報通信技術が浸透した現代社会において、　重要インフラの基幹システムに対する電子的攻撃はインフラ機能の維持やサービスの供給を困難とし、国民の生活や社会経済活動に重大な被害をもたらすおそれがある。

サイバーテロに用いられる手口としては、セキュリティ上のぜい弱性を悪用するなどして攻撃対象のコンピュータに不正に侵入するもの、不正プログラムに感染させることにより管理者や利用者の意図しない動作をコンピュータに命令するものなどがある。


注：35頁参照



②　サイバーインテリジェンスの情勢

近年、情報を電子データの形で保有することが一般的となっている中、軍事技術への転用も可能な先端技術や、外交交渉における国家戦略等の機密情報の窃取を目的として行われるサイバーインテリジェンスの脅威が、世界各国で問題となっている。

サイバーインテリジェンスに用いられる手口としては、市販のウイルス対策ソフトでは検知できない不正プログラムを添付して、業務に関連した正当なものであるかのように装った電子メールを送信し、これを受信したコンピュータを不正プログラムに感染させるなどして、情報の窃取を図る標的型メール攻撃が代表的である。また、このほかにも、対象組織の職員が頻繁に閲覧するウェブサイトを改ざんし、当該サイトを閲覧したコンピュータに不正プログラムを自動的に感染させる水飲み場型攻撃も発生するなど、その手口はますます巧妙化・多様化している。さらに、我が国に対するテロの脅威が継続していることを踏まえると、物理的なテロの準備行為として、重要インフラ事業者等のシステムに侵入し警備体制に関する情報を窃取するなどのサイバーインテリジェンスが行われるおそれがある。

　図表3-2　サイバーインテリジェンスの手口
[image: 図表3-2　サイバーインテリジェンスの手口]


CASE

平成30年2月、国立研究開発法人産業技術総合研究所に対し、外部から不正アクセスがあったことが確認され、同年7月、当該不正アクセスが同研究所のメールシステムや管理用ネットワーク内のシステムに対するものであり、未公表の研究情報や個人情報等の窃取又は閲覧が行われた可能性があるとの調査結果が発表された。








第2節　サイバー空間の脅威への対処

1　総合的なサイバーセキュリティ対策の強化

（1）警察におけるサイバー空間の脅威への対処体制

サイバー空間の脅威への対処は警察のいずれの部門にとっても大きな課題となっており、統一的な戦略の下で警察全体の対処能力を強化する必要があることから、警察庁では、サイバーセキュリティの確保に向けた各種取組の総括・調整を行う審議官及び参事官が、

・サイバーセキュリティ戦略の策定

・サイバー空間の情勢の総合的な分析

・サイバー空間の脅威への総合的な対処方針の策定

・部門横断的な捜査支援・技術支援の調整

・捜査員等の人材育成に関する指針の立案

・装備資機材の効果的な整備・活用の調整

・民間事業者、外国機関等との連絡の総括

といった取組を推進している。

　図表3-3　警察におけるサイバー空間の脅威への対処体制
[image: 図表3-3　警察におけるサイバー空間の脅威への対処体制]

（2）警察におけるサイバーセキュリティ戦略

社会情勢等の変化に的確に対応しつつ、サイバー空間の脅威に先制的かつ能動的に対処するため、警察では、「警察におけるサイバーセキュリティ戦略」（平成27年（2015年）9月策定、平成30年9月改定）に基づき、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会（以下この節において「2020年東京大会」という。）及びその後の社会情勢の変化を見据え、警察における組織基盤の更なる強化を図るなど、警察組織の総合力を発揮した効果的な対策を推進している。

　図表3-4　改定後の警察におけるサイバーセキュリティ戦略の概要
[image: 図表3-4　改定後の警察におけるサイバーセキュリティ戦略の概要]

（3）サイバー空間の脅威への対処に係る組織基盤の強化

①　サイバー空間の脅威への対処に係る人材の確保・育成

警察では、サイバー空間の脅威への対処に係る人的基盤を強化するため、「サイバー空間の脅威への対処に係る人材育成方針」（平成27年12月策定、平成31年4月改定）に基づき、職員の採用・登用、教育・研修、キャリアパスの管理等を部門横断的かつ体系的に実施している。また、サイバー空間の脅威への対処に関する知識及び技能のレベルごとに警察職員の育成数の目標等を定め、計画的な人材育成を推進することにより、警察全体のサイバー空間の脅威への対処能力の向上を図ることとしている。

さらに、警察庁では、各都道府県警察の捜査員等を対象に、サイバー空間の脅威への対処に関する知識・技能を競うサイバーセキュリティコンテストを開催している。同コンテストでは、実際の事案を想定したシナリオを使用し、捜査員等の知識・技能の向上を図っているほか、全国の優秀な人材の発掘に取り組んでいる。

　図表3-5　サイバー空間の脅威への対処に係る人材育成
[image: 図表3-5　サイバー空間の脅威への対処に係る人材育成]

　[image: サイバーセキュリティコンテストの状況]
サイバーセキュリティコンテストの状況

②　サイバーセキュリティ対策研究・研修センターにおける研修

警察大学校に設置されているサイバーセキュリティ対策研究・研修センターには、解析研究室（注）と並んで捜査研修室が置かれており、同研修室では、各都道府県警察においてサイバー犯罪対策やサイバー攻撃対策に従事する幹部職員及び捜査員をはじめ、全部門の警察職員を対象に、より高度な技術的知見等を修得させるための研修を実施している。

例えば、サイバー犯罪・サイバー攻撃対策に関する専門的な知識を有する捜査員を対象に、実際の事案を想定した演習等を通じて、より高度な技術的知見を修得させるための研修を実施しているほか、サイバー犯罪対策やサイバー攻撃対策に従事する幹部職員を対象に、ロールプレイング方式の演習等を通じて、適切な捜査方針を樹立する上で必要となる知識等を修得させるための研修を実施している。

また、解析研究室においては、サイバー犯罪等に悪用され得る最先端の情報通信技術に関する研究、各種電子機器等の解析手法の確立に向けた研究等が行われており、その研究成果は、捜査研修室における研修にも活用されている。


注：152頁参照



　図表3-6　サイバーセキュリティ対策研究・研修センター
[image: 図表3-6　サイバーセキュリティ対策研究・研修センター]






2　サイバー犯罪への対策

（1）不正アクセス対策

①　発生状況等

平成30年における不正アクセス行為の認知件数（注）は1,486件であり、これを不正アクセス行為後の行為別にみると、「メールの盗み見等の情報の不正入手」が385件（25.9％）と最多であった。

また、検挙した不正アクセス禁止法違反における不正アクセス行為の手口は、「利用権者のパスワードの設定・管理の甘さにつけ込んだもの」が278件（53.5％）と最多であった。


注：不正アクセス被害の届出を受理した場合のほか、余罪として新たな不正アクセス行為の事実を認知した場合、報道を踏まえて事業者等に不正アクセス行為の事実を確認した場合その他関係資料により不正アクセス行為の事実を確認することができた場合において、被疑者が行った犯罪構成要件に該当する行為の数をいう。



　図表3-7　不正アクセス行為後の行為別認知件数（平成29年及び30年）
[image: 図表3-7　不正アクセス行為後の行為別認知件数（平成29年及び30年）]

　図表3-8　検挙した不正アクセス禁止法違反における不正アクセス行為の犯行手口の内訳（平成29年及び30年）
[image: 図表3-8　検挙した不正アクセス禁止法違反における不正アクセス行為の犯行手口の内訳（平成29年及び30年）]

②　不正アクセス防止対策に関する官民連携

不正アクセス防止対策に関する官民意見集約委員会（注1）における「不正アクセス防止対策に関する行動計画」に基づき、情報セキュリティに関する情報を掲載した情報セキュリティ・ポータルサイト「ここからセキュリティ！」（注2）を公開するなど、不正アクセスを防止するための官民連携した取組を実施している。


注1：平成23年に、警察庁、総務省及び経済産業省が主体となって、社会全体としての不正アクセス防止対策の推進に当たって必要となる施策に関して、現状の課題や改善方策について官民の意見を集約するため、民間事業者等と共に設置した委員会

注2：https://www.ipa.go.jp/security/kokokara/




CASE

無職の男（22）は、平成29年2月、掲示板サイトから不正に入手したID・パスワードを使用して、国内のインターネットオークションサイトへ不正アクセスし、オークションの商品売買を装って現金をだまし取った。平成30年3月、同男を不正アクセス禁止法違反（不正アクセス行為）、詐欺罪等で検挙した（和歌山）。




MEMO　仮想通貨の不正送信事犯

平成30年中における仮想通貨の不正送信事犯は、認知件数が169件、被害額は約677億3,820万円相当となっている。特に、平成30年1月には約580億円相当、同年9月には約70億円相当の仮想通貨が、国内の仮想通貨交換業者等からそれぞれ不正に送信されたとみられる事案が発生した。

こうした状況を踏まえ、警察庁、金融庁及び消費者庁は、「仮想通貨交換業者等に関する3省庁局長級連絡会議」を開催し、これらの事案に対する対応、利用者保護に向けた取組、他の仮想通貨交換業者、みなし仮想通貨交換業者及び無登録業者への対応等について、意見交換を実施し、更なる連携強化を図っている。




CASE

平成30年8月から同年9月にかけて、仮想通貨関連サービスに使用するサーバに虚偽の情報を与え、同サービスの運営会社が管理する仮想通貨合計約1,500万円相当を移転させ、財産上不法の利益を得たなどとして、平成31年3月、少年（18）を電子計算機使用詐欺罪等で検挙した。（警視庁）。




MEMO　都道府県警察における部門横断的なサイバー犯罪捜査を推進するための取組

警視庁では、高度化・深刻化するサイバー犯罪等に組織の総力を挙げて対処するため、平成30年4月、サイバー関連部署を集約した。

これにより、初動捜査を任務とする事案対処チーム（CAT（注1））、専門的知識を有する捜査員で構成されたサイバー犯罪捜査官（特別捜査官）チーム（C-SAT（注2））、解析業務を担当する解析支援チーム（DFT（注3））の3チームがそれぞれ部門横断的に編成され、相互に緊密な連携を図りながら、サイバー犯罪等に効果的に対処することが可能となっている。


注1：Cyber Action Teamの略

注2：Cyber Special Agent Teamの略

注3：Digital Forensics Teamの略



　図表3-9　各チームの概要
[image: 図表3-9　各チームの概要]



（2）コンピュータ・ウイルス対策

警察では、コンピュータ・ウイルスに関する罪の取締りを推進するとともに、民間事業者と連携したコンピュータ・ウイルスによる被害拡大防止のための対策を講じている。

警察庁では、犯罪捜査の過程で警察が把握した新たなコンピュータ・ウイルスに関する情報をウイルス対策ソフト事業者等に提供し、当該コンピュータ・ウイルスによる被害の拡大防止を図るための枠組み（注）を構築している。


注：154頁参照




CASE

地方公務員の男（49）は、平成28年2月、人の電子計算機における実行の用に供する目的で、スマートフォンの位置情報等を特定のサーバに送信するアプリケーションを作成し、男の元交際相手の女性が使用するスマートフォンに無断でインストールして実行可能な状態にした。平成30年4月、同男を不正指令電磁的記録作成罪等で逮捕した（徳島）。



（3）インターネットバンキングに係る不正送金事犯への対策

①　発生状況

平成30年における不正送金事犯の被害額は約4億6,100万円と、前年の半分以下に減少したが、その要因としては、金融機関のセキュリティ対策が強化されたことによって、地方銀行・信用金庫等を中心とした法人口座の被害が大幅に減少したことなどが考えられる。また、不正送金先の口座名義人の国籍についてはベトナムの割合が高いことが特徴として挙げられる。

　図表3-10　インターネットバンキングに係る不正送金事犯の被害額の推移（平成26～30年）
[image: 図表3-10　インターネットバンキングに係る不正送金事犯の被害額の推移（平成26～30年）]

②　不正送金事犯に対処するための取組

ア　不正送金事犯に関与した者の検挙状況

警察では、平成30年中、不正送金事犯に関連して、他人に利用させる意図を隠して口座を開設した者、口座を譲渡した者、不正に送金された資金を引き出した者等合計48人を検挙した。

イ　金融機関等と連携した抑止対策

警察では、金融機関等に対し、モニタリング（注1）の強化、ワンタイムパスワード（注2）及び二経路認証（注3）の利用、本人確認の徹底等の被害防止対策の強化を要請している。


注1：金融機関等が、顧客があらかじめ登録した口座以外への送金等について、不正なものであるかどうかを確認すること

注2：インターネットバンキング等における認証用のパスワードであって、認証のたびにそれを構成する文字列が変わるもの。これを導入することにより、識別符号を盗まれても次回の利用時に使用できないこととなる。

注3：インターネットバンキング等において、コンピュータ（第一経路）で振り込み等の取引データを作成した後、スマートフォン等（第二経路）で承認を行うことで取引を成立させる認証方式



（4）民間事業者、外国捜査機関等と連携した被害防止対策

サイバー犯罪における手口が悪質・巧妙化する中、被害防止対策の重要性が高まっていることから、警察では、民間事業者や外国捜査機関等と連携し、都道府県警察が相談等で把握した海外の偽サイト等（注）に関する情報をウイルス対策ソフト事業者等に提供するなど、積極的な被害防止対策を推進している。


注：海外のサーバに開設された、実在する企業のウェブサイトを装ったウェブサイトや、インターネットショッピングを利用した詐欺や偽ブランド品の販売を目的とするウェブサイト



（5）インターネット上の違法情報・有害情報対策

インターネット上には、児童ポルノや覚醒剤等規制薬物の販売に関する情報等の違法情報や、違法情報には該当しないが、犯罪や事件を誘発するなど公共の安全と秩序の維持の観点から放置することができない有害情報が多数存在している。

①　インターネット・ホットラインセンターにおける取組等

警察庁では、一般のインターネット利用者等から、違法情報等に関する通報を受理し、警察への通報やサイト管理者への削除依頼等を行うインターネット・ホットラインセンター（IHC）を運用している。平成30年中、IHCでは1,668件の違法情報の削除依頼を行っており、そのうち1,482件（88.8％）が削除された。また、神奈川県座間市における殺人事件（注1）を受け、IHCでは、平成30年1月から、他人を自殺に誘引・勧誘する情報等（以下「自殺誘引等情報」という。）を受理したときは、警察庁を介さずにサイト管理者に削除依頼等を直接行うとともに、緊急の対応を要する場合には当該情報を都道府県警察に通報することとしている。平成30年中、IHCでは2,466件の自殺誘引等情報の削除依頼を行っており、そのうち1,814件（73.6％）が削除された。

IHCに通報された違法情報等の中には、外国のサーバに蔵置されているものがある。このうち児童ポルノについては、各国のホットライン相互間の連絡組織であるINHOPE（注2）の加盟団体に対して、削除に向けた措置を依頼している。


注1：平成29年10月、神奈川県座間市において、SNS上に自殺願望を投稿するなどした者が、言葉巧みに誘い出された上、殺害されたもの

注2：現在の名称はInternational Association of Internet Hotlinesであるが、旧名称のInternet Hotline Providers in Europe Associationの略称を現在も使用している。平成11年（1999年）に設立され、平成31年1月末現在、IHCを含む52団体（47の国・地域）から構成される国際組織



　図表3-11　インターネット・ホットラインセンターにおける取組
[image: 図表3-11　インターネット・ホットラインセンターにおける取組]

②　効果的な違法情報等の取締り

警察では、サイバーパトロール等により違法情報・有害情報の把握に努めるとともに、IHCからの通報に対して全国協働捜査方式（注）を活用し、効率的な違法情報の取締り及び有害情報を端緒とした取締りを推進している。

また、合理的な理由もなく違法情報の削除依頼に応じないサイト管理者については、検挙を含む積極的な措置を講じている。


注：IHCから警察庁に通報された違法情報について効率的な捜査を進めるため、違法情報の発信元を割り出すための初期捜査を警視庁が一元的に行い、捜査すべき都道府県警察を警察庁が調整する捜査方式。平成23年7月から本格実施している。



（6）サイバー防犯ボランティアに対する支援

サイバーパトロールにより発見した違法情報・有害情報をIHCやサイト管理者等に通報する取組やインターネット利用者に対する講演活動等を行うサイバー防犯ボランティアの団体数及び団体構成員数は、図表3-12のとおりであり、警察では、研修会を開催するなどして、こうした活動を行う団体の拡大と取組の活性化を図っている。

　図表3-12　サイバー防犯ボランティア団体数及び団体構成員数の推移（平成26～30年）
[image: 図表3-12　サイバー防犯ボランティア団体数及び団体構成員数の推移（平成26～30年）]






3　サイバー攻撃への対策

警察庁及び各都道府県警察では、サイバー攻撃対策を担当する組織を設置しているほか、各部門が連携し、サイバー攻撃の実態解明や被害の未然防止等を推進している。また、各国治安情報機関との捜査や情報収集に関する協力を強化したり、民間事業者等との協力関係を確立して被害の未然防止を図ったりするなど、サイバー攻撃をめぐる新たな情勢に対処するための対策に取り組んでいる。

（1）サイバー攻撃対策の推進体制

警察庁では、サイバー攻撃対策室が、都道府県警察が行う捜査に対する指導・調整、官民連携や各国治安情報機関との情報交換に当たるとともに、サイバー攻撃対策室長を長とするサイバー攻撃分析センターにおいて、サイバー攻撃に係る情報の集約・分析を実施している。

また、政府機関、重要インフラ事業者、先端技術を有する事業者等が多く所在する14都道府県警察には、サイバー攻撃特別捜査隊を設置している。サイバー攻撃特別捜査隊は、サイバー攻撃に係る捜査に関する専門的な知識、技能及び経験をいかし、設置された都道府県におけるサイバー攻撃対策のみならず、他の都道府県警察に対して技能・技術・体制面の支援を行うことにより、サイバー攻撃事案に対する警察全体の捜査能力の向上を図っている。このほか、情報収集活動の推進や民間事業者等との協力関係の確立においても、中核的な役割を果たしている。

さらに、警察庁及び地方機関の情報通信部門にサイバーフォース（注）を設置しており、都道府県警察のサイバー攻撃対策部門に対する技術支援を実施している。また、警察庁のサイバーフォースセンターは、全国のサイバーフォースの司令塔の役割を担っており、サイバー攻撃発生時においては被害状況の把握、被害拡大の防止、証拠保全等の技術支援を行う拠点として機能するほか、24時間体制でのサイバー攻撃の予兆・実態把握、標的型メールに添付された不正プログラム等の分析、全国のサイバーフォースに対する指示等を行っている。


注：61頁（トピックスV　警察捜査を支える情報技術解析）参照



　図表3-13　サイバー攻撃対策の推進体制
[image: 図表3-13　サイバー攻撃対策の推進体制]

（2）サイバー攻撃の予兆・実態の把握

①　実態解明の推進

警察では、違法行為に対する捜査を推進するとともに、サイバー攻撃を受けたコンピュータやサイバー攻撃に使用された不正プログラムを解析し、その結果や犯罪捜査の過程で得た情報等を総合的に分析するなどして、攻撃者及び手口に関する実態解明を進めている。また、各国治安情報機関との情報交換を行うとともに、ICPOを通じるなどして、外国捜査機関との間で国際捜査協力を積極的に推進している。

②　リアルタイム検知ネットワークシステム

サイバーフォースセンターでは、インターネットとの接続点に設置したセンサーにおいて検知したアクセス情報等を集約・分析することで、DoS（注）攻撃の発生や不正プログラムに感染したコンピュータの動向等の把握を可能とするリアルタイム検知ネットワークシステムを24時間体制で運用している。このシステムにより分析した結果をインターネット観測結果として重要インフラ事業者等への情報提供に活用するほか、警察庁ウェブサイト「＠police」で広く一般に公開している。


注：Denial of Serviceの略。特定のコンピュータに対し、大量のアクセスを繰り返し行い、コンピュータのサービス提供を不可能にするサイバー攻撃



　[image: サイバーフォースセンターにおけるリアルタイム検知ネットワークシステムの運用状況]
サイバーフォースセンターにおけるリアルタイム検知ネットワークシステムの運用状況


MEMO　平成30年中のインターネット観測結果

サイバーフォースセンターでは、平成30年中に、インターネットとの接続点に設置したセンサーにおいて、一つのセンサー当たり約30秒に1回の割合という高い頻度で世界中から不審なアクセスが行われていることを観測した。

　図表3-14　1つのセンサーに対する1日当たりの不審なアクセスの件数の推移（平成26～30年）
[image: 図表3-14　1つのセンサーに対する1日当たりの不審なアクセスの件数の推移（平成26～30年）]

特に、平成30年9月以降、ウェブサーバ等に対するアクセスの増加を断続的に観測した。

この観測結果は、何者かがウェブサイトの閲覧等に必要となる通信の仕組みを悪用し、DoS攻撃の一種であるSYN/ACK（注）リフレクター攻撃を狙ったものと考えられる。

このSYN/ACKリフレクター攻撃では、セキュリティ対策が不十分であった場合、攻撃対象のコンピュータだけではなく、当該攻撃の踏み台となったウェブサーバ等の機器についてもサービス不能の状態に陥る可能性があることから、警察庁では、ウェブサーバ等の管理者に対し、適切なセキュリティ対策を講じるよう注意喚起を行った。


注：ウェブサイト等を閲覧する際には、利用者からSYNパケット（接続要求）をウェブサーバに送信し、これに対しSYN/ACKパケット（接続許可）が利用者に送信された後、利用者からACKパケット（接続開始）を送信することで接続が確立され、データの送受信が行われる。










4　技術支援と解析能力の向上

（1）犯罪の取締りへの技術支援

情報化社会の進展は、匿名性が高く、追跡が困難なサイバー空間を利用した様々な犯罪の敢行を容易にさせており、こうした犯罪の取締りにおいては、高度な技術的知見が必要となっている。

このため、警察では、警察庁及び地方機関に情報技術解析課を設置し、都道府県警察に対して、捜索差押え現場でコンピュータ等を適切に差し押さえるための技術的な指導や、押収したスマートフォン等から証拠となる情報を取り出すための解析を実施する技術支援を行っている（注1）。

また、警察庁に設置された高度情報技術解析センター（注2）では、高度で専門的な知識及び技術を有する職員を配置するとともに、高性能な解析用資機材を整備し、破損した電磁的記録媒体からの情報の抽出・可視化、コンピュータ・ウイルス等の不正プログラムの解析等を行っている。


注1：デジタル・フォレンジックについては、60頁（トピックスV　警察捜査を支える情報技術解析）参照

注2：高度情報技術解析センターの解析事例については、60頁（トピックスV　警察捜査を支える情報技術解析）参照



　図表3-15　犯罪の取締りへの技術支援
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（2）情報技術解析に関する調査・研究

近年、最先端の情報通信技術を用いたサイバー犯罪・サイバー攻撃への対応が求められているところ、警察では、警察大学校サイバーセキュリティ対策研究・研修センターの解析研究室において、犯罪の取締りのための情報技術の解析に関する調査・研究を行っている。また、電子機器の解析やサイバー犯罪・サイバー攻撃への対策に資する最先端の研究を行っている国内外の研究機関に職員を派遣し、不正プログラムの解析手法や、今後悪用され得るネットワークを利用したサービス等に関する調査・研究を実施している。それらの成果は、全国の情報技術解析部門で活用されている。


MEMO　解析研究室における調査・研究

解析研究室では、犯罪捜査及び情報技術解析の対処能力向上に寄与することを目的として、各種の調査・研究を行っている。例えば、携帯電話、スマートフォン、ナビゲーション機器等の各種電子機器の解析手法の確立に向けた調査・研究に加え、不正プログラムの発見、抽出及び動作の解明のための解析手法並びに仮想通貨の取引を追跡するための手法の確立に関する調査・研究等、サイバー犯罪等の捜査に活用し得る技術の調査・研究を行っているほか、サイバー犯罪等に悪用され得る最先端の情報通信技術に関する調査・研究を進めている。

　[image: ナビゲーション機器の解析に関する研究の状況]
ナビゲーション機器の解析に関する研究の状況








5　国際連携の推進

（1）国際捜査共助

国境を越えて行われるサイバー犯罪・サイバー攻撃について、国内における捜査で犯人を特定できない場合は、外国捜査機関の協力を求める必要がある。

警察庁では、サイバー犯罪に関する条約（注1）、刑事共助条約（協定）（注2）、ICPO、サイバー犯罪に関する24時間コンタクトポイント（注3）等の国際捜査共助の枠組みを活用し、国境を越えて行われるサイバー犯罪・サイバー攻撃に対処している。


注1：サイバー犯罪から社会を保護することを目的として、コンピュータ・システムに対する違法なアクセス等一定の行為の犯罪化、コンピュータ・データの迅速な保全等に係る刑事手続の整備、犯罪人引渡し等に関する国際協力等につき規定している。平成24年に我が国について発効した。

注2：237頁参照

注3：平成9年（1997年）12月のG8司法内務閣僚会合で策定された「ハイテク犯罪と闘うための原則と行動計画」等に基づき設置されたもので、平成31年2月現在、86の国・地域に設置されている。



（2）外国捜査機関等との連携の推進

警察庁では、多国間における情報交換や協力関係の確立等に積極的に取り組んでおり、平成30年中は、G7ローマ／リヨン・グループ（注1）に置かれたハイテク犯罪サブグループ、ICPO及びユーロポールが共催するサイバー犯罪会議、日中韓香サイバー犯罪対策課長級会議等の国際会議に参加した。また、FBIによる米国内外の捜査機関等の職員を対象としたサイバー犯罪対策等に関する研修や、ICPO等が主催するワークショップに我が国の警察職員を派遣するなど、サイバー空間の脅威に関する情報の共有や、国際捜査共助に関する連携強化等を推進している。

さらに、情報技術解析に関する知識・経験等の共有を図るため、ICPO加盟国の法執行機関に加えて、国内外の民間企業や学術機関が参加するデジタルフォレンジック専門家会合に平成28年から参加しているほか、情報セキュリティ事案に対処する組織の国際的な枠組みであるFIRST（注2）に平成17年から加盟しており、組織間の情報共有を通じ、適切な事案対処に資する技術情報の収集を行っている。


注1：昭和53年（1978年）にボン・サミットを契機に発足したG8テロ専門家会合（G8ローマ・グループ）と平成7年（1995年）にハリファックス・サミットで設置されたG8国際組織犯罪対策上級専門家会合（G8リヨン・グループ）が、平成13年（2001年）の米国における同時多発テロ事件以降合同で開催されているもので、国際組織犯罪対策やテロ対策等について検討している。なお、平成26年（2014年）3月より、G7として実施している。

注2：Forum of Incident Response and Security Teamsの略



　[image: ハイテク犯罪サブグループ]
ハイテク犯罪サブグループ

（3）国際協力の推進

警察庁では、サイバー空間の脅威への諸外国の対処能力の向上を図るとともに、外国捜査機関等との協力関係を強化することを目的として、外務省や独立行政法人国際協力機構（JICA）と連携して外国捜査機関等に対する支援を行っている。平成26年度からは、外国捜査機関等のサイバー犯罪対策等に従事する職員を招へいし、サイバー空間の脅威への対処に関する知識・技術を習得させることなどを目的とした研修を実施しているほか、平成29年度からは、ベトナム公安省の職員を受け入れて、サイバーセキュリティ対策等に関する知識・技術の習得を目的とした研修を行っている。






6　官民連携の推進

サイバー空間の脅威に対処するためには、民間事業者との連携が重要であり、警察では、人事交流や新種の不正プログラムの情報共有枠組みの構築等の各種取組（注）を行っている。


注：サイバーテロ対策協議会については、42頁参照



（1）サイバーインテリジェンス情報共有ネットワーク

警察では、情報窃取の標的となるおそれの高い先端技術を有する事業者等との間で、情報窃取を企図したとみられるサイバー攻撃に関する情報共有を行うサイバーインテリジェンス情報共有ネットワークを構築しており、このネットワークを通じて事業者等から提供された情報を集約するとともに、これらの事業者等から提供された情報及びその他の情報を総合的に分析し、事業者等に対し、分析結果に基づく注意喚起を行っている。

（2）不正プログラム対策協議会

警察では、ウイルス対策ソフト提供事業者等との間で、不正プログラム対策協議会を設置しており、不正プログラム対策に関する情報共有を行っている。特に、警察からは、市販のウイルス対策ソフトで検知できない新たな不正プログラムに関する情報や未知のぜい弱性に関する情報を提供し、情報セキュリティ対策の向上を図っている。

（3）不正通信防止協議会

警察では、セキュリティ監視サービス又はセキュリティ事案に対処するサービスを提供する事業者との間で、サイバーインテリジェンス対策のための不正通信防止協議会を設置しており、標的型メール攻撃等に利用される不正プログラムの接続先等の情報を共有することにより、我が国の事業者等が不正な接続先へ通信を行うことを防止している。

（4）共同対処協定の締結

サイバー犯罪の潜在化の防止、捜査活動の効率化及び再発防止を図るため、警察では、民間事業者等との共同対処協定の締結を推進している。事業者と信頼関係を構築し、サイバー犯罪の警察への通報の促進等を図るため、平成30年末までに、金融機関や仮想通貨交換業者等、全国で585事業者・団体と本協定を締結している。

（5）高度な研究開発を行う大学に対するサイバー攻撃への対策の推進

近年、高度な研究開発を行う大学に対するサイバー攻撃が発生していることから、警察では、当該サイバー攻撃に関する情報収集・分析を強化するとともに、大学と連携し、サイバー攻撃をめぐる最新の情勢や被害防止対策等に関する情報共有、サイバー攻撃の発生を想定した共同対処訓練を実施することなどにより、高度な研究開発を行う大学に対するサイバー攻撃への対処能力の強化を図っている。

（6）事業者等における自主的な被害防止対策の推進

事業者やインターネット利用者等がサイバー犯罪・サイバー攻撃の被害に遭わないよう、警察では、商工会議所、学術機関、地方公共団体等と連携し、事業者等に対して自主的な被害防止対策を促すための広報啓発活動等を実施している。

（7）日本サイバー犯罪対策センターとの連携

我が国における新たな産学官連携の枠組みとして平成26年から業務が開始された一般財団法人日本サイバー犯罪対策センター（JC3（注））においては、産学官の情報や知見を集約・分析し、その結果等を還元することで、脅威の大本を特定し、これを軽減及び無効化することにより、以後の事案発生の防止を図ることとしている。警察では、捜査関連情報等をJC3において共有し、産学におけるサイバーセキュリティに関する取組に貢献するとともに、JC3において共有された情報を警察活動に迅速・的確に活用することにより、安全で安心なサイバー空間の構築に努めている。


注：Japan Cybercrime Control Centerの略



　図表3-16　日本サイバー犯罪対策センター（JC3）の概要
[image: 図表3-16　日本サイバー犯罪対策センター（JC3）の概要]


MEMO　重要インフラ事業者との連携

警察では、重要インフラに対するサイバー攻撃に備え、事業者等とも連携した各種取組を実施している。

例えば、福岡県警察では、平成30年10月、G20財務大臣・中央銀行総裁会議等の開催を見据えたサイバー攻撃対策の一環として、九州管区警察局と連携し、空港会社との共同対処訓練を実施した。同訓練の実施に当たっては、同社の基幹システムがサイバーテロを受けたとの想定で、ブラインド方式（注）を採用したほか、同社と共同で作成した想定シナリオを使用し、実際にサイバーテロが発生した場合と同様の対処を行うなど、実践的な内容とすることで、事案対処能力の向上を図った。


注：訓練参加者に対し、事前に想定シナリオの内容を知らせずに実施する訓練



　[image: サイバーテロの発生を想定した共同対処訓練]
サイバーテロの発生を想定した共同対処訓練








警察活動の最前線


サイバー犯罪対策～IGCIに出向して～




埼玉県警察本部刑事部刑事総務課通訳運用係

椎名　美雪（しいな　みゆき）　警部

　[image: ポッポくん・ポポ美ちゃん]




IGCI（INTERPOL Global Complex for Innovation）とは、ICPO（国際刑事警察機構）が2015年にシンガポールに開局したサイバー犯罪の国際協力を目的とした総局で、サイバー犯罪対策、サイバーセキュリティ及びICPO職員や加盟国警察官の能力開発・訓練を担当する部局から構成されます。私は、2016年1月より2年半にわたり、警察庁生活安全局情報技術犯罪対策課からIGCIに派遣されました。

IGCIでは、サイバー犯罪局（Cybercrime Directorate）におけるデジタル捜査支援課（Digital Investigative Support）において、サイバー犯罪対策の国際協力における官民連携業務に従事しました。IGCIの同僚らは世界各国の法執行機関から派遣されており、上司もブラジル国家警察から派遣された警察官であるなど国際的な職場でありました。外国での勤務スタイルは日本とは異なる面も多くあり、そこにこれまでの自身の働き方を合わせていく中で成果を出すことは容易ではありませんでした。

具体的な業務の中で最も印象に残っているのは、民間企業等との協定の締結です。サイバー犯罪の多様化、巧妙化は著しく、サイバー犯罪捜査における国際協力においても官民連携を進める必要があり、加盟国を対象としたサイバー犯罪対処のトレーニングや加盟国の捜査に資する情報提供などに民間企業等との協定締結は必須でした。協定締結に当たっては、「ICPOとして何が必要なのか」を考える一方で「民間企業は何を提供できるのか」等をコストの観点からも分析し、その必要性を事務総局に訴える必要がありました。さらに、ICPOの存在意義のひとつである「加盟国の捜査支援」の観点からは、加盟国の捜査機関と情報共有を行う意義は大きく、サイバー犯罪局にあるサイバーフュージョンセンター（Cyber Fusion Center）と連携のうえ、民間企業から提供されるサイバー空間の脅威に関する情報を捜査に使える形に分析し、加盟国に提供するため、関係する民間企業との間でのデータ共有協定の締結を推進しました。

　[image: 警察活動の最前線　サイバー犯罪対策　写真2]

また、世界各国の金融機関が集中するシンガポールにおいては、金融機関が狙われる事案も多く、サイバー犯罪への対処は国家施策でもあることから、新たな事象に迅速に対応するシンガポールの姿勢はスマート国家と呼ぶにふさわしく、非常に学ぶべき点が多いと感じました。例えば、センサーやカメラが各所に設置されていたほか、各種手続のデジタル化、キャッシュレス化がとても進んでいました。

今後、技術革新が進む中で新たなサービスが次々に生まれ、我々の生活が豊かになる一方、従来は考えもしなかった事故や事件が立て続けに起こることになるかもしれません。2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会が目前に迫り、警察の国際化の必要性は言うまでもありませんが、引き続き、自身の国際対応力の強化に努め、警察の国際化に向けた取組に貢献していきたいと思います。

　[image: 警察活動の最前線　サイバー犯罪対策　写真3]

　[image: 埼玉県警察本部刑事部刑事総務課通訳運用係　椎名　美雪（しいな　みゆき）　警部]



注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。






第4章　組織犯罪対策

第1節　暴力団対策

暴力団は、繁華街や住宅街における拳銃を使用した凶悪な犯罪や、自らの意に沿わない事業者を対象とする、報復・見せしめ目的の襲撃等事件を敢行したり、組織の継承等をめぐって銃器を用いた対立抗争事件を引き起こしたりするなど、自己の目的を遂げるためには手段を選ばない凶悪性がみられ、依然として社会にとって大きな脅威となっている。

また、暴力団は覚せい剤取締法違反、恐喝、賭博及びノミ行為等（注）（以下「伝統的資金獲得犯罪」という。）に加え、近年では、特殊詐欺をはじめ、暴力団の威力を必ずしも必要としない詐欺を多数敢行するなど、多種多様な資金獲得活動を行っている。

警察では、社会経済情勢の変化にも留意しつつ、暴力団犯罪の取締り、暴力団対策法の効果的な運用及び暴力団排除活動を推進している。


注：公営競技をめぐって施行者以外の第三者が行う勝馬投票等類似行為等の競馬法、自転車競技法、小型自動車競走法及びモーターボート競走法違反



1　暴力団情勢

（1）暴力団構成員及び準構成員等（注1）の推移

暴力団構成員及び準構成員等の推移は、図表4-1のとおりであり、その総数は、平成17年（2005年）から減少している。

また、平成30年末現在、暴力団構成員及び準構成員等の総数のうち主要団体等（注2）の占める割合は約7割に及んでいる。このうち、六代目山口組については、平成27年8月の分裂以降、その暴力団構成員及び準構成員等の数が総数の半数弱を占めていた一極集中の状態から後退し、同年末から総数の3割程度で推移している。


注1：暴力団構成員以外の暴力団と関係を有する者であって、暴力団の威力を背景に暴力的不法行為等を行うおそれがあるもの、又は暴力団若しくは暴力団構成員に対し資金、武器等の供給を行うなど暴力団の維持若しくは運営に協力し、若しくは関与するもの

注2：平成26年までは、六代目山口組、稲川会及び住吉会を「主要3団体」と、平成27年以降は、神戸山口組を含む4団体を「主要団体」と、平成30年以降は、任侠山口組を含む5団体を「主要団体等」という。



　図表4-1　暴力団構成員及び準構成員等の推移（平成21～30年）
[image: 図表4-1　暴力団構成員及び準構成員等の推移（平成21～30年）]

（2）暴力団の解散・壊滅

平成30年中に解散・壊滅した暴力団の数は106組織であり、これらに所属していた暴力団構成員の数は344人である。このうち主要団体等の傘下組織の数は75組織（70.8％）であり、これらに所属していた暴力団構成員の数は260人（75.6％）である。

（3）暴力団の指定

令和元年（2019年）6月1日現在、暴力団対策法の規定に基づき24団体が指定暴力団として指定されている。平成30年中は、松葉会が9回目、三代目福博会が7回目の指定を受けたほか、同年3月に任侠山口組が、同年4月に関東関根組がそれぞれ新たに指定を受けた。また、平成31年4月には、神戸山口組が2回目の指定を受けた。

　図表4-2　指定暴力団一覧表（24団体）
[image: 図表4-2　指定暴力団一覧表（24団体）]


MEMO　準暴力団等に関する実態解明及び取締りの強化

近年、暴走族の元構成員等を中心とする集団に属する者が、繁華街・歓楽街等において、集団的又は常習的に暴行、傷害等の暴力的不法行為等を敢行している例がみられるほか、特殊詐欺や組織窃盗等の違法な資金獲得活動を活発化させている。こうした集団は、暴力団と同程度の明確な組織性は有しないが、暴力団等の犯罪組織との密接な関係がうかがわれるものも存在する。警察では、こうした集団を準暴力団と定義し、準暴力団及びこれに準ずる集団について、部門・所属の垣根を越えた実態解明の徹底に加え、あらゆる法令を駆使した取締りの強化に努めている。




CASE

チャイニーズドラゴンの関係者の男（34）らは、平成29年12月、7回にわたり、航空貨物に金地金を隠匿して香港から密輸入しようとするなどした。平成30年9月までに、同男ら9人を関税法違反（無許可輸入未遂）等で逮捕した（警視庁）。








2　暴力団犯罪の取締り

（1）検挙状況

暴力団構成員及び準構成員その他の周辺者（以下「暴力団構成員等」という。）の検挙人員は、図表4-3のとおりであり、近年減少傾向にある。暴力団構成員等の総検挙人員のうち、伝統的資金獲得犯罪の検挙人員が占める割合は3割程度で推移しており、これらが有力な資金源となっているといえる。他方、検挙人員の罪種別割合をみると、図表4-4のとおりであり、平成21年と比較すると、暴力団の威力を必ずしも必要としない詐欺の検挙人員が占める割合が増加しており、暴力団が資金獲得活動を変化させている状況もうかがわれる。

　図表4-3　暴力団構成員等の検挙人員（伝統的資金獲得犯罪）の推移（平成21～30年）
[image: 図表4-3　暴力団構成員等の検挙人員（伝統的資金獲得犯罪）の推移（平成21～30年）]

　図表4-4　暴力団構成員等の検挙人員の罪種別割合（平成21年及び30年）
[image: 図表4-4　暴力団構成員等の検挙人員の罪種別割合（平成21年及び30年）]

（2）暴力団等によるとみられる事業者襲撃等事件（注）

近年の暴力団等によるとみられる事業者襲撃等事件、対立抗争事件等の発生状況は、図表4-5のとおりである。これらの事件の中には、銃器が使用されたものもあり、市民生活に対する大きな脅威となるものであることから、警察においては、重点的な取締りを推進している。


注：暴力団構成員、暴力団準構成員、総会屋、政治活動標ぼうゴロ、社会運動標ぼうゴロ、会社ゴロ、新聞ゴロ等が、その意に沿わない活動を行う企業(株式会社等の会社、信用組合、医療法人、学校法人、宗教法人その他の法人をいう。)その他の事業者に対して威嚇、報復等を行う目的で、当該事業者又はその役員、経営者、従業員その他の構成員若しくはこれらの者の家族を対象として敢行したと認められる事件のうち、次のいずれかに該当するもの
1　殺人、殺人未遂、傷害、傷害致死、逮捕及び監禁、逮捕及び監禁致死傷又は暴行
2　上記1に該当しない次の事件
（1）銃器の使用　（2）実包（薬きょうを含む。）の送付　（3）爆発物の使用（未遂を含む。）
（4）放火（未遂を含む。）　（5）火炎瓶の使用（未遂を含む。）
（6）上記（1）から（5）までに掲げるもののほか、車両の突入によるなど人の生命又は身体に重大な危害を加えるおそれがある建造物損壊、器物損壊又は威力業務妨害



　図表4-5　暴力団等によるとみられる事業者襲撃等事件の発生件数等の推移（平成26～30年）（注1）
[image: 図表4-5　暴力団等によるとみられる事業者襲撃等事件の発生件数等の推移（平成26～30年）]


CASE

工藤會傘下組織の幹部の男（46）らは、平成20年9月、殺意をもって、自動車に乗車中の建設会社社長に対して拳銃を発射し、同車の車体の一部を損壊した。平成30年11月、同男らを殺人未遂罪等で検挙した（福岡）。




MEMO　山口組の対立状態の継続と対策

六代目山口組と神戸山口組が対立抗争の状態にあるほか、任侠山口組も両団体と対立状態にあり、平成30年3月には、兵庫県公安委員会が、暴力団対策法の規定に基づき、任侠山口組を指定暴力団として指定した。

六代目山口組と神戸山口組の対立抗争に起因するとみられる不法行為の発生頻度は減少しているものの、平成30年中も、神戸山口組傘下組織の組員らが、六代目山口組傘下組織の組長が居住する建物の外壁等を損壊する事件等が発生しているほか、平成31年4月にも、六代目山口組傘下組織の組員らが、神戸山口組傘下組織の組長を刃物で突き刺すなどする事件が発生した。

警察では、平成28年3月に六代目山口組と神戸山口組が対立抗争の状態にあると判断して以降、警察庁及び関係都道府県警察に両団体に対する集中取締本部を設置して、全国警察を挙げて対立抗争事件の続発防止と各団体の弱体化を目的とした集中取締りを実施するとともに、市民生活の安全確保に向け、警戒活動の徹底を図っている。

また、取締り及び警戒活動に加え、暴力追放運動推進センター（以下「暴追センター」という。）等と緊密に連携し、事務所撤去訴訟をはじめとした暴力団排除活動を支援している。例えば、平成29年9月、任侠山口組の関係者が射殺される事件が発生するなどしたことから、任侠山口組の主たる事務所が所在する兵庫県尼崎市では、暴力団排除の気運が高まり、平成30年6月、適格暴追センター（注）の認定を受けた暴力団追放兵庫県民センターが、地域住民等から委託を受け、神戸地方裁判所に対し同センターの名をもって同事務所の使用禁止の仮処分命令の申立てを行ったところ、同年9月、同命令が決定された。


注：国家公安委員会の認定を受け、指定暴力団等の事務所の付近住民から委託を受けて、自己の名をもって事務所使用差止請求を行うことができる暴追センター





（3）資金獲得犯罪

暴力団は、企業や行政機関を対象とした恐喝・強要、強盗、窃盗等のほか、特殊詐欺、各種公的給付制度を悪用した詐欺等、時代の変化に応じて様々な資金獲得犯罪を行っている。近年では、金地金の密輸事犯等、規制や制度等の間隙を突いた「表に出にくく、利益率の高い」新たな資金獲得犯罪が出現しているほか、繁華街における飲食店等からのみかじめ料の徴収といった伝統的な資金獲得犯罪も、依然として暴力団の有力な資金源となっている。

また、暴力団は、実質的にその経営に関与している暴力団関係企業を利用し、又は共生者（注1）と結託するなどして、その実態を隠蔽しながら、一般の経済取引を装った貸金業法違反、労働者派遣法（注2）違反等の資金獲得犯罪を敢行している。

警察では、巧妙化・不透明化する暴力団の資金獲得活動に関する情報を収集・分析するとともに、社会経済情勢の変化に応じた暴力団の資金獲得活動の動向にも留意しつつ、暴力団や共生者等に対する取締りを推進している。


注1：暴力団に利益を供与することにより、暴力団の威力、情報力、資金力等を利用し自らの利益拡大を図る者

注2：労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律




CASE

六代目山口組傘下組織の幹部の男（56）らは、平成30年2月、区役所職員等を装って高齢者に電話をかけ、還付金を受け取ることができるなどと虚偽の事実を告げ、その旨を誤信した同高齢者にATMを操作させて、同男らの管理する預金口座に合計約150万円を振り込ませ、財産上不法の利益を得た。同年10月、同男ら6人を電子計算機使用詐欺罪で逮捕した（警視庁、京都、和歌山、高知）。




CASE

六代目山口組傘下組織の組長の男（64）らは、平成29年12月、飲食店において、女性従業員に対し、不特定の遊客を売春の相手方として紹介するとともに、平成26年10月から30年5月までの間、売春を行う場所を提供した。平成30年7月までに、同男ら6人を売春防止法違反（周旋等）で逮捕した（大阪）。




MEMO　みかじめ料等をめぐる最近の動向

暴力団は、資金獲得のため、縄張内で営業を営む飲食店等に対し、依然としてみかじめ料や用心棒料等の名目で不当に金銭等を要求している。例えば、平成30年1月までに、風俗店経営者らからみかじめ料名目で合計約490万円を脅し取ったとして、住吉会傘下組織の組長ら15人を逮捕した（警視庁）。

都道府県が定める暴力団排除に関する条例においては、暴力団排除特別強化地域等（注）で営業する風俗営業者等に対する暴力団員による用心棒の役務の提供等を直罰化する動きがみられ、令和元年5月現在、10道府県の条例に当該趣旨の規定が設けられている。

警察では、暴力団によるみかじめ料の要求行為等に関する情報を収集・分析するとともに、みかじめ料等名目の恐喝事件や暴力団の排除に関する条例違反等の取締りの徹底に努めている。


注：暴力団の排除を徹底することにより、地域住民及び来訪者にとって一層安全で安心なまちづくりを特に強力に推進する地域又は区域










3　暴力団対策法の運用

指定暴力団員がその所属する暴力団の威力を示して暴力的要求行為を行った場合等において、都道府県公安委員会は、暴力団対策法に基づき、中止命令等を発出することができる。

中止命令等の発出件数の推移は、図表4-6のとおりである。


CASE

神戸山口組傘下組織の組長の男（59）は、縄張内に所在する飲食店経営会社の代表取締役から、「店の面倒見てもらえませんか」などと依頼され、同代表取締役に対して、「何かあったら俺の名前を出したらええ」などと告げて、用心棒の役務を提供することを約束した。平成30年4月、兵庫県公安委員会は、同男に対し、同代表取締役等のために用心棒の役務を提供することなどをしてはならない旨を命じた（兵庫）。



　図表4-6　暴力団対策法に基づく中止命令等の発出件数の推移（平成26～30年）
[image: 図表4-6　暴力団対策法に基づく中止命令等の発出件数の推移（平成26～30年）]






4　暴力団排除活動の推進

（1）国及び地方公共団体における暴力団排除活動

国及び地方公共団体は、犯罪対策閣僚会議の下に設置された暴力団取締り等総合対策ワーキングチーム（以下「ワーキングチーム」という。）における申合せ等に基づき、警察と連携して、受注業者の指名基準や契約書に暴力団排除条項（注）（下請契約、再委託契約等に係るものを含む。）を盛り込むほか、受注業者に対して、暴力団等に不当に介入された場合の警察への通報等を義務付けるなどの取組を推進している。また、民間工事等に関係する業界及び独立行政法人に対しても同様の取組が推進されるよう所要の指導・要請を行っている。


注：法令、規約及び契約書等に設けられている条項であって、許可を取得する者、事務の委託の相手方、契約等の取引の相手方等から暴力団員等の暴力団関係者又は暴力団関係企業を排除する旨を規定する条項




CASE

建設会社の代表者の男（76）らを恐喝罪で逮捕したところ、同男と工藤會傘下組織の組長とが社会的に非難されるべき関係を有していたことが判明した。そこで、警察から福岡県、福岡市等へ通報するなどし、平成30年5月、同県等が公共工事の下請契約からの排除の措置を講じるなどした（福岡）。



（2）各種事業・取引等からの暴力団排除

①　各種事業からの暴力団排除

近年、各種事業から暴力団関係企業等を排除するため、法令等において暴力団排除条項の整備が進んでおり、警察では、暴力団の資金源を遮断するため、関係機関・団体と連携して、貸金業、建設業等の各種事業からの暴力団排除を推進している。

②　各種取引からの暴力団排除

近年、暴力団の資金獲得活動が巧妙化・不透明化していることから、企業が、取引先が暴力団関係企業等であると気付かずに経済取引を行ってしまうことを防ぐため、「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」（注）及びワーキングチームにおける申合せに基づき、警察では、関係機関・団体と連携を強化し、各種取引からの暴力団排除を推進している。


注：平成19年の犯罪対策閣僚会議幹事会における申合せ。企業が反社会的勢力による被害を防止するための基本的な理念や具体的な対応について取りまとめたもの




CASE

知事部局からの照会に基づき、建設業の許可申請書の記載事項の変更を届け出た建設業者の営業所長を調査したところ、同営業所長が暴力団関係者であることが判明した。平成30年7月、警察からの回答を受けた知事部局が、同建設業者の建設業許可を取り消した（和歌山）。



（3）地域住民等による暴力団排除活動

警察では、暴追センター及び弁護士会と緊密に連携し、適格暴追センター制度（注）も活用しながら、事務所撤去訴訟等に対する支援を実施するなどして、地域住民等による暴力団排除活動を支援している。

また、暴力団対策法における指定暴力団の代表者等の損害賠償責任に関する規定も効果的に活用しながら、暴力団犯罪に係る損害賠償請求訴訟に対する支援を実施するなどして、暴力団の不当要求による被害の防止、暴力団からの被害の救済等に努めている。


注：国家公安委員会から適格暴追センターとして認定を受けた暴追センターが、指定暴力団等の事務所の付近住民から委託を受けて、自己の名をもって事務所使用差止請求を行うことができる制度



　[image: 暴力団追放パレードの状況]
暴力団追放パレードの状況


CASE

購入したビルを暴力団事務所として使用していた神戸山口組傘下組織の組長らに対し、平成29年4月、同ビルの売却者が提起した明渡し等請求訴訟について、警察では、公益財団法人宮城県暴力団追放推進センター、仙台弁護士会等と連携して、情報提供等の支援を実施するなどした。平成30年3月、売買契約を解除する旨の和解が成立し、事務所が撤去された（宮城）。




CASE

共政会傘下組織の組長らにより、みかじめ料名目で恐喝を受けるなどしたとして、元風俗店経営者らが共政会の代表者らに対して損害賠償を求めた民事訴訟において、平成30年5月、広島地方裁判所は、同代表者らに対し、合計約1,800万円の支払いを命じた。警察では、同訴訟に関し、共政会に関する暴力団情報の提供や暴力団対策法の規定に基づく請求妨害防止命令の発出等を行った（広島）。



（4）地方公共団体における暴力団排除に関する条例の運用

各都道府県は、地方公共団体、住民、事業者等が連携・協力して暴力団排除に取り組む旨を定め、暴力団排除に関する基本的な施策、青少年に対する暴力団からの悪影響排除のための措置、暴力団の利益になるような行為の禁止等を主な内容とする暴力団排除に関する条例の運用に努めている。

各都道府県では、条例に基づき、暴力団の威力を利用する目的で財産上の利益の供与をしてはならない旨の勧告等を実施している。平成30年中における実施件数は、事業者が正月用飾り物の購入名目等で暴力団員に現金を供与したなどとして勧告した事例が43件、暴力団員が正当な理由なく少年を事務所に立ち入らせたなどとして中止命令を発出した事例が14件、暴力団員が立入禁止標章（注）の掲示店舗に立ち入ったことにつき、更に反復して行うおそれがあるなどとして再発防止命令を発出した事例が9件、暴力団員が暴力団排除特別強化地域等の飲食店等から用心棒の役務を提供することの対償として現金を受け取ったなどとして検挙した事例が13件となっている。


注：暴力団員の立入りが禁止された特定の営業所に掲示される標章




CASE

六代目山口組傘下組織の組長の男（45）らは、平成30年1月から同年2月にかけて、愛知県暴力団排除条例に定める暴力団排除特別区域の風俗営業者から、用心棒の役務の提供をすることの対償として、現金合計200万円を受け取った。同年7月、同男ら2人を同条例違反（特別区域における暴力団員の禁止行為）で逮捕した（愛知）。



（5）暴力団員の社会復帰対策の推進

暴力団を壊滅するためには、構成員を一人でも多く暴力団から離脱させ、その社会復帰を促すことが重要である。警察庁では、平成29年に閣議決定された「再犯防止推進計画」等に基づき、関係機関・団体と連携して、暴力団関係者に対する暴力団からの離脱に向けた働き掛けの充実を図るとともに、構成員の離脱・就労、社会復帰等に必要な社会環境及びフォローアップ体制の充実に関する効果的な施策を推進している。


CASE

六代目山口組傘下組織の組員から警察に対し、「組織を脱退して自由に生活したい。地元には組織の者がおり生活しづらいため、できれば地元以外で就職をしたい」旨の相談がなされたことから、警察では、離脱支援を行って同人を同傘下組織から脱退させた。また、警察、暴追センター、関係機関・団体等から構成される社会復帰対策協議会において就労支援を行った結果、令和元年5月、同人はその居住地ではない都道府県で就労するに至った。








第2節　薬物銃器対策

1　薬物情勢

平成30年（2018年）中の薬物事犯の検挙人員は1万3,862人と、引き続き高い水準にあり、覚醒剤の大量密輸入事犯が相次いで検挙されたほか、大麻事犯の検挙人員が警察庁が保有する昭和33年（1958年）以降の統計で最多となるなど、我が国の薬物情勢は依然として厳しい状況にある。

　図表4-7　薬物事犯の検挙人員（平成30年）
[image: 図表4-7　薬物事犯の検挙人員（平成30年）]

（1）各種薬物事犯の状況

①　覚醒剤事犯

最近5年間の覚醒剤事犯の検挙人員及び粉末押収量は図表4-8のとおりである。平成30年中、検挙人員は前年より減少したが、全薬物事犯の検挙人員の71.2％を占めている。近年の覚醒剤事犯の特徴としては、検挙人員のうち半数程度を暴力団構成員等が占めていることのほか、30歳代以上の検挙人員が多いことや、他の薬物事犯と比べて再犯者の占める割合が高いことが挙げられる。

②　大麻事犯

最近5年間の大麻事犯の検挙人員及び押収量は図表4-8のとおりである。検挙人員は5年連続で増加しており、覚醒剤事犯に次いで検挙人員の多い薬物事犯となっている。近年の大麻事犯の特徴としては、他の薬物事犯と比べて、全検挙人員のうち初犯者や20歳代以下の若年層の占める割合が高いことが挙げられる。

③　その他の薬物事犯

最近5年間のMDMA（注）等合成麻薬事犯、あへん事犯等の各種薬物事犯の検挙人員及び押収量は、図表4-8のとおりである。


注：化学名「3,4-メチレンジオキシメタンフェタミン（3,4-Methylenedioxymethamphetamine）」の略名。本来は白色粉末であるが、様々な着色がなされ、文字や絵柄の刻印が入った錠剤の形で密売されることが多い。



　図表4-8　各種薬物事犯の検挙状況の推移（平成26～30年）
[image: 図表4-8　各種薬物事犯の検挙状況の推移（平成26～30年）]

（2）薬物密輸入事犯の状況

平成30年中の薬物密輸入事犯の検挙件数は324件と、前年より22件（7.3％）増加し、検挙人員は312人と、前年より23人（8.0％）増加した。

覚醒剤密輸入事犯の検挙状況の推移は、図表4-9のとおりである。平成30年中は、密輸入事犯における覚醒剤の押収量が前年より減少したものの、暴力団や来日外国人（注）による覚醒剤の大量密輸入事犯を相次いで検挙したほか、航空機を利用した覚醒剤密輸入事犯も多数検挙した。

これらの背景には、我が国に覚醒剤に対する根強い需要が存在していることのほか、国際的なネットワークを有する薬物犯罪組織がアジア・太平洋地域において覚醒剤の取引を活発化させていることがあるものと考えられる。


注：我が国に存在する外国人のうち、定着居住者（永住者、永住者の配偶者等及び特別永住者）、在日米軍関係者及び在留資格不明者を除いた外国人



　図表4-9　覚醒剤密輸入事犯の検挙状況の推移（平成21～30年）
[image: 図表4-9　覚醒剤密輸入事犯の検挙状況の推移（平成21～30年）]


CASE

ブラジル人の男（38）らは、平成30年1月、工作機械に覚醒剤を隠匿し、香港から海上コンテナで密輸入した。同年4月までに、同男らブラジル人4人を覚せい剤取締法違反（営利目的輸入等）で逮捕し、覚醒剤約247.1キログラムを押収した（警視庁、群馬）。

　[image: 押収された覚醒剤]
押収された覚醒剤



（3）薬物犯罪組織の動向

①　薬物事犯への暴力団の関与

平成30年中の暴力団構成員等による覚醒剤事犯の検挙人員は4,645人と、前年より106人（2.2％）減少したものの、覚醒剤事犯の全検挙人員の47.1％を占めていることから、依然として覚醒剤事犯に暴力団が深く関与していることがうかがわれる。また、暴力団構成員等による大麻事犯の検挙人員は762人と、全検挙人員の21.3％を占めており、暴力団構成員及び準構成員等の総数が減少している（注）にもかかわらず、前年より20人（2.7％）増加していることなどから、暴力団が大麻事犯への関与を強めていることがうかがわれる。


注：158頁参照



②　来日外国人による薬物事犯

平成30年中の来日外国人による薬物事犯の検挙人員は608人と、前年より9人（1.5％）減少した。このうち、覚醒剤の営利目的輸入事犯の検挙人員は82人であり、国籍・地域別でみると、マレーシア、メキシコ、米国の比率が高く、合わせて全体の50.0％を占めている。また、平成30年中の来日外国人による覚醒剤の密売関連事犯（注）の検挙人員は23人と、前年より6人（20.7％）減少した。国籍・地域別でみると、依然としてイランの比率が最も高く、全体の47.8％を占めており、イラン人による覚醒剤の密売ルートが根強く存在していることがうかがわれる。


注：営利目的所持、営利目的譲渡し及び営利目的譲受け








2　薬物対策

（1）供給の遮断

我が国で乱用されている薬物の大半が海外から流入していることから、警察では、これを水際で阻止するため、税関、海上保安庁等の関係機関との連携を強化するとともに、国際捜査共助等の積極的な実施や国際会議への参加を通じた情報交換等による国際捜査協力を推進している。平成31年2月には、警察庁のODA事業として、34の国・地域及び3国際機関の参加を得て、第24回アジア・太平洋薬物取締会議（ADEC）を東京都で開催し、薬物情勢、捜査手法及び国際協力に関する討議を行った。

また、薬物犯罪組織の壊滅を図るため、通信傍受等の組織犯罪の取締りに有効な捜査手法を積極的に活用し、組織の中枢に迫る捜査を推進している。さらに、薬物犯罪組織に資金面から打撃を与えるため、麻薬特例法（注1）の規定に基づき、業として行う密輸・密売等（注2）やマネー・ローンダリング事犯の検挙、薬物犯罪収益の没収（注3）・追徴（注4）等の対策を推進している。

このほか、インターネットを利用した薬物密売事犯対策として、サイバーパトロールやインターネット・ホットラインセンター（IHC）（注5）からの通報等により薬物密売情報の収集を強化し、密売人の取締りを推進している。


注1：国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する法律

注2：通常の密輸・密売等より重く処罰することができ、また、一連の行為を集合犯としてとらえ、その間の薬物犯罪収益総体が没収・追徴の対象となる。

注3：財産を剥奪して国庫に帰属させる処分を内容とする財産刑

注4：財産の全部又は一部を没収することができない場合に、その価額の納付を強制する処分

注5：149頁参照



（2）需要の根絶

薬物乱用は、乱用者自身の精神や身体をむしばむばかりでなく、幻覚、妄想等により、乱用者が凶悪な事件や重大な交通事故等を引き起こすこともあるほか、薬物の密売が暴力団等の犯罪組織の資金源となることから、社会の安全を脅かす重大な問題である。

警察では、薬物乱用者を厳しく取り締まるとともに、広報啓発活動を行い、社会全体から薬物乱用を排除する気運の醸成を図っている。

また、薬物事犯で検挙された者やその家族等の希望に応じて、薬物乱用防止のための相談先等を記載した資料を配付するなど、薬物再乱用防止に向けた相談活動の充実を図っている。

（3）危険ドラッグ（注）対策

平成30年中の危険ドラッグ事犯の検挙人員は396人と、3年連続で減少した。警察では、医薬品医療機器法をはじめとする各種法令を駆使して危険ドラッグ事犯の取締りを徹底するとともに、国内外の関係機関との情報共有や乱用防止に向けた広報啓発活動を行っている。


注：規制薬物（覚醒剤、大麻、麻薬、向精神薬、あへん及びけしがらをいう。）又は指定薬物（医薬品医療機器法第2条第15項に規定する指定薬物をいう。）に化学構造を似せて作られ、これらと同様の薬理作用を有する物品をいい、規制薬物及び指定薬物を含有しない物品であることを標ぼうしながら規制薬物又は指定薬物を含有する物品を含む。



　図表4-10　危険ドラッグ事犯の検挙人員の推移（平成26～30年）
[image: 図表4-10　危険ドラッグ事犯の検挙人員の推移（平成26～30年）]






3　銃器情勢とその対策

（1）銃器情勢

平成30年中の銃器情勢は、暴力団等によるとみられる銃器発砲事件が繁華街や住宅街において発生したほか、銃器使用事件（注）も83件発生するなど、引き続き警戒が必要である。


注：銃砲及び銃砲様の物を使用した事件。「銃砲様の物」とは、銃砲らしい物を突き付け、見せるなどして犯行に及んだ事件において、被害者、参考人等の供述等により、銃砲と推定されるものをいう。



　図表4-11　銃器発砲事件の発生状況の推移（平成21～30年）
[image: 図表4-11　銃器発砲事件の発生状況の推移（平成21～30年）]

　図表4-12　銃器発砲事件による死傷者数の推移（平成21～30年）
[image: 図表4-12　銃器発砲事件による死傷者数の推移（平成21～30年）]

（2）銃器対策

拳銃の押収丁数の推移は、図表4-13のとおりである。近年、押収丁数全体及び暴力団からの押収丁数（注）は、増減を繰り返しながら推移しているが、長期的に見るといずれも減少傾向にある。

銃器に対する厳しい規制は、我が国の良好な治安の根幹を支えるものであるところ、警察では、犯罪組織の武器庫の摘発や拳銃の密輸・密売事件等の摘発に重点を置いた取締りを行うとともに、関係機関と連携した活動等により、銃器犯罪の根絶と違法銃器の排除を広く国民に呼び掛け、国民の理解と協力の確保に努めるなど、総合的な銃器対策を推進している。


注：暴力団が管理している拳銃と認められるものの押収丁数



　図表4-13　拳銃押収丁数の推移（平成21～30年）
[image: 図表4-13　拳銃押収丁数の推移（平成21～30年）]






第3節　来日外国人犯罪対策

1　来日外国人犯罪の情勢

（1）全般的傾向

来日外国人犯罪の検挙状況の推移は、図表4-14のとおりである。平成の初期から増加傾向にあった来日外国人犯罪は、検挙件数については、ピークであった平成17年（2005年）から30年にかけて、4万7,865件から1万6,235件へと大きく減少しており、検挙人員についても、ピークであった平成16年から30年にかけて、2万1,842人から1万1,082人へと大きく減少している。

　図表4-14　来日外国人犯罪検挙状況の推移（平成元～30年）
[image: 図表4-14　来日外国人犯罪検挙状況の推移（平成元～30年）]

　図表4-15　来日外国人犯罪検挙状況の推移（平成21～30年）
[image: 図表4-15　来日外国人犯罪検挙状況の推移（平成21～30年）]

（2）国籍・地域別検挙状況

平成30年中の来日外国人犯罪の検挙状況を国籍・地域別にみると、図表4-16のとおりである。検挙人員は、中国が最も高い割合を占めており、最近ではベトナムの割合も高くなってきている。また、刑法犯検挙件数（罪種別）をみると、侵入窃盗及び万引きではベトナムが最も高い割合を占めているほか、自動車盗ではブラジルが最も高い割合を占めている。

　図表4-16　来日外国人犯罪の国籍・地域別検挙状況（平成30年）
[image: 図表4-16　来日外国人犯罪の国籍・地域別検挙状況（平成30年）]






2　国際犯罪組織の動向

（1）来日外国人犯罪の組織化の状況

平成30年中の来日外国人による刑法犯の検挙件数に占める共犯事件の割合は34.2％と、日本人（10.6％）の約3.2倍に上り（注）、極めて高い割合となっている。罪種別にみると、住宅を対象とした侵入窃盗で73.8％と、日本人（16.5％）の約4.5倍に上る。

このように、来日外国人による犯罪は、日本人によるものと比べて組織的に敢行される傾向がうかがわれる。


注：来日外国人と日本人の共犯事件については、主たる被疑者の国籍・地域により、来日外国人による共犯事件であるか、日本人による共犯事件であるかを分類して計上している。



　図表4-17　来日外国人と日本人の刑法犯における共犯率の違い（平成30年）
[image: 図表4-17　来日外国人と日本人の刑法犯における共犯率の違い（平成30年）]

（2）日本で活動する国際犯罪組織の特徴

国際犯罪組織のうち、来日外国人で構成される犯罪組織についてみると、出身国や地域別に組織化されているものがある一方で、より巧妙かつ効率的に犯罪を敢行するため、様々な国籍の構成員が役割を分担するなど、構成員が多国籍化しているものもある。このほか、面識のない外国人同士がSNSを通じて連絡を取り合いながら犯行に及んだ例や、暴力団と連携した例もみられる。

また、犯罪行為や被害の発生場所等の犯行関連場所についても、日本国内にとどまらず複数の国に及ぶものがある。特に近年は、他国で敢行された詐欺事件による詐取金の入金先口座として日本国内の銀行口座を利用し、詐取金入金後にこれを日本国内で引き出してマネー・ローンダリングを敢行するといった事例があるなど、世界的な展開がみられる。

さらに、これらの犯罪組織の中には、短期滞在の在留資格等により来日し、犯行後は本国に逃げ帰る形態（ヒット・アンド・アウェイ型）の犯罪を敢行するものもある。


CASE

中国人の男（23）らは、平成28年5月から29年10月にかけて、SNSを通じて連絡を取り合いながら、クレジットカードを偽造するための材料等を準備し、クレジットカードを偽造するなどしていた。平成30年1月までに、同男ら10人を支払用カード電磁的記録不正作出罪等で逮捕した（愛知、警視庁、大阪）。



（3）国際犯罪組織に利用される犯罪インフラ（注1）の実態

国際犯罪組織は、犯罪インフラを利用して各種犯罪を効率的に敢行している。国際犯罪組織が関与する犯罪インフラ事犯には、地下銀行（注2）による不正な送金、偽装結婚、偽装認知、不法就労助長（注3）、旅券・在留カード等偽造（注4）等がある。


注1：118頁参照

注2：地下銀行は、不法滞在者等が犯罪収益等を海外に送金するために利用されており、近年は、送金依頼を受けた資金で中古自動車等を購入し、正規の貿易を装って輸出して現地で換金するなど手口が巧妙化している。

注3：偽装結婚、偽装認知、不法就労助長は、不法滞在者等に在留資格を不正取得させたり、就労の機会を提供することで不法滞在等の犯罪を助長しており、これを仲介して利益を得るブローカーや、暴力団が関与するものがみられる。また近年では、在留資格の不正取得や不法就労を目的とした難民認定制度の悪用が疑われる例も発生している。

注4：偽造された旅券・在留カード等は、身分偽装手段として利用されるほか、違法に資金を得るために国際犯罪組織が偽造に関与し、不法滞在者等に販売されることもある。








3　国際組織犯罪に対処するための取組

（1）国内関係機関との連携

警察では、事前旅客情報システム（APIS）等を活用して関係機関と連携した水際対策（注）を行っている。出入国在留管理庁との間では、被疑者が国外に逃亡するおそれのある場合の手配や、偽装滞在者等に対する合同摘発を行うなど連携を図っている。また、税関との間では、不正輸出入を防止するための合同摘発を行うなど連携を図っている。


注：40頁参照



（2）外国捜査機関等との連携

複数の国・地域において犯罪を敢行する国際犯罪組織に対処するためには、関係国の捜査機関等との情報交換、捜査協力等が不可欠であり、警察では次のような取組を進めている。

①　ICPOを通じた国際協力

ICPOは、各国の警察機関を構成員とし、犯罪の捜査における国際的な協力を目的とした機関であり、平成30年末現在、我が国を含む194の国・地域が加盟している。ICPOでは、国際犯罪に関する情報の収集と交換、犯罪対策のための国際会議の開催や国際手配書の発行等が行われている。警察庁は、捜査協力の実施のほか、ICPOが開催する国際組織犯罪対策に関連する様々な会合への参加、事務総局等への職員の派遣、分担金の拠出等により、ICPOの活動に貢献している。

　[image: 第87回ICPO総会（©INTERPOL）]
第87回ICPO総会（©INTERPOL）


CASE

日本人の男（60）は、平成15年7月、五代目山口組傘下組織（当時）の幹部に対して拳銃を発射し、同幹部の顔面に命中させて殺害した。同男は日本国外に逃亡していたが、ICPOを通じて国際手配を行ったところ、平成30年1月、タイ王国警察から、同男を不法滞在で拘束し、退去強制とする旨の情報を得たため、同年2月、同男を殺人罪等で逮捕した（三重）。



②　外国捜査機関との捜査協力

警察庁では、ICPOルートのほか、外交ルート、刑事共助条約（協定）（注）及び国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合条約等を活用して、外国捜査機関に対して捜査協力を要請するなどしている。

また、外国捜査機関との間で開催される二国間協議等に積極的に参加し、連携の強化を図っている。


注：237頁参照



（3）国外逃亡被疑者等（注1）の追跡

国外逃亡被疑者等の数の推移は、図表4-18のとおりである。

警察では、被疑者が国外に逃亡するおそれがある場合には、出入国在留管理庁に手配するなどして、出国前の検挙に努めている。また、被疑者が国外に逃亡した場合には、関係国の捜査機関との捜査協力を通じ、被疑者の所在確認等を行っており、所在が確認された場合には、犯罪人引渡条約（注2）等に基づき被疑者の引渡しを受けるなどして、確実な検挙に努めている。

このような取組の結果、平成30年中は、出国直前の外国人被疑者17人のほか、国外逃亡被疑者113人（うち外国人64人）を検挙した。

このほか、事案に応じ、国外逃亡被疑者等が日本国内で行った犯罪に関する資料等を逃亡先国の捜査機関に提供するなどして、逃亡先国における国外犯処罰規定の適用を促し、犯罪者の「逃げ得」を許さないための取組を進めている。


注1：日本国内で犯罪を行い、国外に逃亡している者（以下「国外逃亡被疑者」という。）及びそのおそれのある者

注2：237頁参照



　図表4-18　国外逃亡被疑者等数の推移（平成21～30年）
[image: 図表4-18　国外逃亡被疑者等数の推移（平成21～30年）]






第4節　犯罪収益対策

1　犯罪収益移転防止法に基づく活動

暴力団等の犯罪組織を弱体化させ、壊滅に追い込むためには、犯罪収益の移転を防止するとともに、これを確実に剥奪することが重要である。警察では、犯罪収益移転防止法、組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法を活用し、関係機関、事業者、外国のFIU（注）等と協力しながら、総合的な犯罪収益対策を推進している。


注：Financial Intelligence Unit（資金情報機関）の略。疑わしい取引に関する情報を集約・分析して捜査機関等に提供する機関として各国が設置している。我が国のFIUは、国家公安委員会が担当している。



（1）犯罪収益移転防止法の適切な履行を確保するための措置

犯罪収益対策を効果的に推進するためには、犯罪収益移転防止法に基づき、顧客等の本人特定事項等の取引時確認、疑わしい取引の届出等の義務が特定事業者（注）により適切に履行されることが重要である。このため、国家公安委員会は、関係機関と連携して、特定事業者を対象とした研修会等を利用して犯罪収益移転防止法に対する理解と協力の促進に努めている。また、特定事業者が義務に違反していると認めた場合、当該特定事業者に対して報告を求めるなどの必要な調査を行うとともに、特定事業者を所管する行政庁に対して、是正命令等を行うべき旨の意見陳述を行っている。


注：犯罪収益移転防止法第2条第2項で規定されている事業者



（2）疑わしい取引の届出

犯罪収益移転防止法に定める疑わしい取引の届出制度（注）により事業者がそれぞれの所管行政庁に届け出た情報は、国家公安委員会が集約して整理・分析を行った後、都道府県警察、検察庁をはじめとする捜査機関等に提供され、各捜査機関等において、マネー・ローンダリング事犯の捜査等に活用されている。

疑わしい取引の届出の年間受理件数は、図表4-19のとおりであり、おおむね増加傾向にある。


注：特定事業者のうち金融機関等、ファイナンスリース事業者、クレジットカード事業者、宅地建物取引事業者、宝石・貴金属等取扱事業者、郵便物受取サービス業者、電話受付代行業者及び電話転送サービス事業者は、業務で収受した財産が犯罪収益である疑いがあると判断した場合等に所管行政庁へその旨を届け出ることが義務付けられている。



　図表4-19　疑わしい取引の届出状況の推移（平成26～30年）
[image: 図表4-19　疑わしい取引の届出状況の推移（平成26～30年）]

　図表4-20　捜査において活用された疑わしい取引に関する情報の件数の推移
[image: 図表4-20　捜査において活用された疑わしい取引に関する情報の件数の推移]


MEMO　FinTech（注1）等に対応するための犯罪収益移転防止法施行規則（注2）の改正

平成29年（2017年）6月に閣議決定された「未来投資戦略2017」等を踏まえ、FinTechに対応した効率的な本人確認方法の導入や、空き家を住居とした偽造の本人確認書類の写しを悪用して当該空き家に取引関係文書を配達させる行為の防止等のため、平成30年11月、「犯罪による収益の移転防止に関する法律施行規則の一部を改正する命令」が制定された。

この改正により、オンラインで完結できる本人確認方法として、特定事業者が提供するソフトウェアを使用して顧客に容貌を撮影させた上、撮影した画像と本人確認書類の画像等の送信を受ける方法等が新設されるとともに、転送不要郵便物等として取引関係文書を送付することによる本人確認方法について、顧客から特定事業者へ送付する本人確認書類等の厳格化が図られるなどした。

オンラインで完結できる本人確認方法等に関する規定は、平成30年11月30日に施行されており、転送不要郵便物等として取引関係文書を送付することによる本人確認方法等に関する規定は、令和2年（2020年）4月に施行される予定である。


注1：Finance（金融）とTechnology（技術）を組み合わせた造語であり、IoT、ビックデータ、人工知能等の先端技術を使って革新的な金融サービスを提供しようとする動きを捉えたもの

注2：犯罪による収益の移転防止に関する法律施行規則










2　マネー・ローンダリング関連事犯の検挙状況

マネー・ローンダリングとは、一般に犯罪によって得た収益を、その出所や真の所有者が分からないようにして、捜査機関による収益の発見や検挙を逃れようとする行為である。我が国では、組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法において、マネー・ローンダリングが罪として規定されている。

マネー・ローンダリング事犯の検挙事件数は、図表4-21のとおりであり、平成30年中は511件（前年比150件（41.6％）増加）であった。前提犯罪（注）別にみると、主要なものとしては窃盗に係るものが191件、詐欺に係るものが162件、ヤミ金融事犯に係るものが28件となっている。

平成30年中におけるマネー・ローンダリング事犯の検挙事件数のうち、暴力団構成員等が関与したものは65件で、全体の12.7％を占めている。前提犯罪別にみると、主要なものとしては詐欺に係るものが25件、窃盗及びヤミ金融事犯に係るものがそれぞれ7件、売春防止法違反に係るものが6件となっているが、その他にも賭博等に係るものなどがあり、暴力団が様々な犯罪から資金を獲得し、その資金についてマネー・ローンダリングを行っている実態がうかがわれる。

また、平成30年中における来日外国人が関与したマネー・ローンダリング事犯は48件であった。


注：不法な収益を生み出す犯罪であって、その収益がマネー・ローンダリングの対象となるもの



　図表4-21　マネー・ローンダリング事犯の検挙状況の推移（平成21～30年）
[image: 図表4-21　マネー・ローンダリング事犯の検挙状況の推移（平成21～30年）]


CASE

中国人の女（40）は、平成27年12月から29年6月にかけて、外国人に不法就労活動をさせたことによって得られた農作物等の販売代金合計約4,900万円を同女が管理する複数の他人名義の口座に振り込ませて隠匿した。平成30年1月、同女らを組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等隠匿）で逮捕した。

また、農作物等の販売代金を振り込ませていた他人名義の口座に滞留する犯罪収益等である貯金債権約550万円に対して、同法の規定に基づく起訴前の没収保全命令が発出されるとともに、同女が保有する預貯金債権約640万円に対して、同法に基づく追徴保全命令が発出された（茨城）。








3　犯罪収益の剥奪

犯罪収益が、犯罪組織の維持・拡大や将来の犯罪活動への投資等に利用されることを防止するためには、これを剥奪することが重要である。警察では、没収・追徴の判決が裁判所により言い渡される前に犯罪収益の隠匿や費消等が行われることのないよう、組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法に定める起訴前の没収保全措置を積極的に活用して没収・追徴の実効性を確保している。

（1）没収・追徴の状況

第一審裁判所において行われる通常の公判手続における組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法の没収・追徴規定の適用状況は、図表4-22のとおりである。

　図表4-22　組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法の没収・追徴規定の適用状況の推移（平成25～29年）
[image: 図表4-22　組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法の没収・追徴規定の適用状況の推移（平成25～29年）]

（2）起訴前の没収保全

平成30年中における起訴前の没収保全命令は、組織的犯罪処罰法で風営適正化法違反、売春防止法違反、入管法（注）違反、賭博、詐欺等に関して206件（前年比18件（9.6％）増加）発出され、麻薬特例法で17件（前年比6件（54.6％）増加）発出されている。


注：出入国管理及び難民認定法



　図表4-23　起訴前の没収保全命令の発出状況の推移（平成26～30年）
[image: 図表4-23　起訴前の没収保全命令の発出状況の推移（平成26～30年）]


CASE

会社員の男（50）は、平成27年6月から30年1月にかけて、異性交際あっせん名目で男性から現金合計約1,140万円をだまし取り、同男性に、当該詐取金を自らが管理する他人名義の口座等へ振り込ませて隠匿した。平成30年6月、同男を組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等隠匿）で逮捕するとともに、自己名義等の口座に滞留する犯罪収益等である預金債権約550万円に対して、組織的犯罪処罰法の規定に基づく起訴前の没収保全命令が発出された（徳島）。








4　国際連携

国境を越えて敢行されるマネー・ローンダリングやテロ資金供与を防止するためには、各国が連携して対策を講じることが不可欠である。このため、国際社会においては、FATF（注1）、APG（注2）、エグモント・グループ等の枠組みの下、マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策の国際的基準の策定、普及等が行われており、警察庁もこれらの活動に積極的に参画している。


注1：Financial Action Task Force（金融活動作業部会）の略

注2：Asia/Pacific Group on Money Laundering（アジア・太平洋マネー・ローンダリング対策グループ）の略



（1）FATFの活動と警察庁の参画状況

FATFは、マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策に関する国際協力を推進するため設置されている政府間会合であり、平成30年末現在、我が国を含む36の国・地域及び2国際機関が参加している。FATFは、マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策として、各国が法執行、刑事司法及び金融規制の各分野において講じるべき措置を、「FATF勧告」として示している。また、参加国における勧告の遵守の徹底のため、順次、各国に審査団を派遣して相互審査を実施しており、我が国に対しても平成20年に3回目の審査が実施され、令和元年には、4回目の審査が実施される予定である。

警察庁では、全体会合等に職員を派遣し、マネー・ローンダリング対策等のための新たな枠組み作りに向けた議論に積極的に参画している。

（2）APGの活動と警察庁の参画状況

APGは、アジア・太平洋地域のFATF非参加国・地域におけるマネー・ローンダリング対策等を強化・促進するために設置された機関であり、マネー・ローンダリング対策等に取り組む国・地域に対する支援等を行っている。平成30年末現在、我が国を含む41の国・地域が参加している。警察庁では、年次会合等に職員を派遣し、最新のマネー・ローンダリングの手口・傾向等についての議論に参画している。

（3）エグモント・グループの活動と警察庁の参画状況

エグモント・グループは、各国のFIU間の情報交換、研修、専門知識に関する協力等を目的として設置された機関であり、平成30年末現在、我が国を含む159の国・地域のFIUが参加している。警察庁では、年次会合及び作業部会にそれぞれ職員を派遣し、FIU間の情報交換に係る行動規範等に関する議論に参画している。

（4）外国のFIUとの情報交換

国境を越えて行われるマネー・ローンダリングやテロ資金供与を発見するためには、各国のFIUが保有する情報の積極的な交換が必要であることから、国家公安委員会は、外国のFIUとの連携を強化し、活発な情報交換を実施している。

また、平成30年末現在、104の国・地域のFIUとの間で情報交換のための枠組みを設定している。

　[image: モロッコFIUとの情報交換枠組みの設定]
モロッコFIUとの情報交換枠組みの設定






警察活動の最前線


オールジャパンで薬物汚染を防ぎます！




岡山県警察本部刑事部組織犯罪対策第一課薬物第二係

（現　岡山県警察本部刑事部組織犯罪対策第一課薬物銃器対策指導係）

石戸　康文（いしと　やすふみ）　警部補

　[image: ももくん]




違法薬物の多くは、海を越えてやってきます。そして、全国各地へとばらまかれます。犯罪組織にしてみれば、都道府県警察の管轄や県境など関係ありません。私たちは治安のプロ、そして薬物犯罪捜査のプロとして、「日本を薬物汚染大国にしてなるものか」という信念の下、他の都道府県警察に加え、税関、海上保安庁、麻薬取締部等の関係機関と一致団結し、『オールジャパン』の精神で犯罪組織と戦っています。

私は今までに、数多くの薬物乱用者と接する中で、幻覚や幻聴による異常な言動を目の当たりにし、切ない思いをたくさんしてきました。数年前、ある薬物乱用者の女性を逮捕するべく、同行を求めたときのことです。事情を知らない娘が、女性に、「お母さん、明日の朝早いけど、お弁当よろしくね」と言葉を掛けました。女性は、娘の方を見ることなく、「分かった。明日早いんなら、今日は早く寝なさいよ」と言葉を返しました。女性の目には涙が浮かんでいました。

薬物は、乱用者の心も体も破壊し、間違いなく人を不幸にします。「被害者」となるのは乱用者自身であり、そして最愛の家族です。私は今後も、違法薬物の供給源を絶つことによって、不幸な人や家族をなくすことを目指し、オールジャパンの精神で薬物犯罪捜査に取り組んでいきます。

　[image: 岡山県警察本部刑事部組織犯罪対策第一課薬物第二係（現　岡山県警察本部刑事部組織犯罪対策第一課薬物銃器対策指導係）石戸　康文（いしと　やすふみ）　警部補]




犯罪組織の壊滅に向けて




沖縄県警察本部刑事部組織犯罪対策課犯罪収益対策係

黒島　隆（くろしま　たかし）　警部補

　[image: シーサー君]




私は、長年盗犯事件の捜査に携わってきましたが、平成30年の春、初めて犯罪収益対策係に配属されました。それ以降、犯罪によって得られた収益を剥奪し、暴力団や暴力団とのつながりが疑われる犯罪組織を壊滅に追い込むために日々奮闘しています。

事件は、新米の犯罪収益対策担当刑事を待ってくれません。

犯罪収益の移転防止、マネー・ローンダリング・・・。慣れない用語を目にして不安に感じていた配属当初、犯罪組織が絡んだ「ヤミ金事犯」が発生し、関係先の捜索を行いました。その結果、差し押さえた押収品から犯罪収益金が第三者の口座に入金されていることを確認しました。

被疑者は、不法に得た収益を巧みに隠匿し、検挙を逃れようとしましたが、刑事としての長年の経験を生かしてあらゆる捜査を尽くし、犯罪収益金を発見して適切な没収保全の措置を講じることができました。

さらに、後日、この事件の背後に暗躍する指定暴力団の存在と犯罪収益金の一部がみかじめ料として上納されていたことが判明し、これに関わる暴力団員の逮捕につなげることができたのです。このとき私は、初めて臨んだ事件で犯罪収益金を発見し、没収保全の措置を講じることができただけでなく、事件の背後にある暴力団組織にまで捜査のメスを入れることができ、大きな達成感を得ることができました。

事件は、いつ、どこで、どのように発生するか予測できない中、「事件に正面から向き合うことで必ず解決に導くことができる」と信じ、今後も犯罪収益対策担当刑事として、犯罪組織の壊滅に向けて全力で取り組みます。

　[image: 沖縄県警察本部刑事部組織犯罪対策課犯罪収益対策係　黒島　隆（くろしま　たかし）　警部補]



注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。






第5章　安全かつ快適な交通の確保

第1節　交通事故情勢

1　交通事故の現状

（1）平成30年（2018年）の概況

平成30年中の交通事故による死者数（以下単に「死者数」という。）は3,532人と、警察庁が保有する昭和23年（1948年）以降の統計で最少となった前年を、更に下回った。また、交通事故発生件数及び負傷者数は、14年連続で減少した。

　図表5-1　交通事故の概況（平成30年）
[image: 図表5-1　交通事故の概況（平成30年）]

（2）過去10年間の死者数等の推移

平成21年と比較して、平成30年中の死者数は29.1％、65歳以上の死者数は20.8％減少した。また、65歳以上の人口10万人当たり死者数は36.4％減少したが、全年齢層の約2倍の水準で推移している。

さらに、平成30年中の死者数全体に占める65歳以上の割合は、前年より1ポイント上昇し、55.7％と引き続き高い水準にある。

　図表5-2　死者数の推移（平成21～30年）
[image: 図表5-2　死者数の推移（平成21～30年）]

　図表5-3　人口10万人当たり死者数の推移（平成21～30年）
[image: 図表5-3　人口10万人当たり死者数の推移（平成21～30年）]

　図表5-4　死者数全体に占める65歳以上の割合（平成21～30年）
[image: 図表5-4　死者数全体に占める65歳以上の割合（平成21～30年）]

（3）状態別の特徴

状態別人口10万人当たり死者数をみると、歩行中、自動車乗車中、二輪車乗車中、自転車乗用中の順に多いが、平成30年中は前年と比べていずれも減少した。

　図表5-5　状態別死者数の推移（平成21～30年）
[image: 図表5-5　状態別死者数の推移（平成21～30年）]

　図表5-6　状態別人口10万人当たり死者数の推移（平成21～30年）
[image: 図表5-6　状態別人口10万人当たり死者数の推移（平成21～30年）]

（4）時間帯別・月別の特徴

時間帯別死亡事故件数をみると、17時台から19時台に多く発生しており、特に日没後1時間の発生が多い。

薄暮時間帯（注）の死亡事故は、7月以降増加し、10月から12月にかけて多く発生しており、特に、日没後1時間以内の発生が大幅に増加している。


注：日没前後1時間以内



　図表5-7　時間帯別死亡事故件数（平成26～30年の合計）
[image: 図表5-7　時間帯別死亡事故件数（平成26～30年の合計）]

　図表5-8　薄暮時間帯の月別死亡事故件数（平成26～30年の合計）
[image: 図表5-8　薄暮時間帯の月別死亡事故件数（平成26～30年の合計）]

　図表5-9　月別・時間帯別の時間当たりの死亡事故件数（平成26～30年）
[image: 図表5-9　月別・時間帯別の時間当たりの死亡事故件数（平成26～30年）]






第2節　交通安全意識の醸成

1　歩行者の安全確保

（1）歩行者が関係する交通事故の特徴

平成30年（2018年）中の歩行中死者数は1,258人で、死者数全体の35.6％を占めている。歩行中死者数の内訳を年齢層別にみると、65歳以上の高齢者が約7割を占めており、高齢者はおおむね年齢層が高いほど人口10万人当たり歩行中死者数が多い傾向にある。

　図表5-10　歩行中死者数の推移（平成21～30年）
[image: 図表5-10　歩行中死者数の推移（平成21～30年）]

　図表5-11　年齢層別人口10万人当たり歩行中死者数の推移（平成21～30年）
[image: 図表5-11　年齢層別人口10万人当たり歩行中死者数の推移（平成21～30年）]

平成26年から30年までの期間において、人口10万人当たりの歩行中死者数を年齢別にみると86歳が最も多く、また、歩行中死傷者数を年齢別にみると7歳が最も多い。

　図表5-12　年齢別人口10万人当たり歩行中死者数・死傷者数（平成26～30年平均）
[image: 図表5-12　年齢別人口10万人当たり歩行中死者数・死傷者数（平成26～30年平均）]

歩行者中死者の法令違反の状況をみると、65歳以上の高齢者はそれ以外と比べて、「違反なし」の割合は高いものの、違反別でみると「横断違反」については割合が高くなっている。

　図表5-13　歩行中死者の法令違反別死者数比較（平成30年）
[image: 図表5-13　歩行中死者の法令違反別死者数比較（平成30年）]


MEMO　信号機のない横断歩道における歩行者優先の確保等に向けた取組

自動車と歩行者との死亡事故の大半は歩行者の横断中に発生している。

信号機のない横断歩道での死亡事故では、自動車の横断歩道手前での減速が不十分なものが多く、また、横断中死亡事故では、歩行者の法令違反も多いことが判明した。このような状況を踏まえ、警察では、運転者に横断歩道での歩行者優先義務を再認識させるとともに、歩行者にも横断歩道付近での交通ルールを周知するため、広報啓発や街頭における指導を強化している。

　図表5-14　自動車対歩行者事故における事故類型別死亡事故件数（平成26～30年計）
[image: 図表5-14　自動車対歩行者事故における事故類型別死亡事故件数（平成26～30年計）]



（2）高齢者の安全確保

警察では、歩行中死者の約7割を占める高齢者に対して、交通ルールの遵守や交通安全意識の醸成を促すため、関係機関・団体等と連携し、交通事故が多発している交差点等における交通ルールの遵守の呼び掛けや、医療機関、福祉施設等における広報啓発活動を行っているほか、高齢者が加齢に伴う身体機能の変化が行動に及ぼす影響等を理解し、自ら納得して安全な交通行動を実践することができるよう、シミュレーター等の各種教育機材を積極的に活用した参加・体験・実践型の交通安全教育を実施している。また、薄暮時・夜間に高齢歩行者の死亡事故が多発していることを踏まえ、これを周知するとともに、反射材用品等の着用促進を図っている。

　[image: 参加・体験・実践型の交通安全教育]
参加・体験・実践型の交通安全教育

　[image: 広報啓発ポスター]
広報啓発ポスター

（3）子供の安全確保

平成30年中の15歳以下の子供の死者数は79人であり、これを状態別にみると、歩行中が48.1％を占めている。小学生の死者・重傷者数を状態別にみると、歩行中が最も多く、また、小学校1年生の歩行中の死者・重傷者数は6年生の約3.6倍となっている。

　図表5-15　小学生の状態別死者・重傷者数及び死者数（平成26～30年の合計）
[image: 図表5-15　小学生の状態別死者・重傷者数及び死者数（平成26～30年の合計）]

警察では、心身の発達段階に応じた段階的かつ体系的な交通安全教育を推進している。

幼児に対しては、自らの判断で行動する歩行者となるために基本となる交通ルールや交通マナー等を習得させるため、幼稚園・保育所等及び保護者等と連携して、腹話術や紙芝居等の視聴覚に訴える教育手法を取り入れた交通安全教室等を実施している。

児童に対しては、歩行者として必要な技能・知識を習得させるとともに、道路交通における危険を予測し、これを回避して安全に通行する意識及び能力を高めるため、小学校、PTA等と連携した交通安全教育を実施している。

また、通学路の定期的な合同点検等の結果を踏まえ、警察による対策が必要な箇所において、教育委員会、学校、道路管理者等と連携し、信号機や横断歩道の設置等による道路交通環境の整備、通学路の危険箇所を取り上げた具体的な交通安全教育等を推進している。

　[image: 幼児に対する交通安全教育]
幼児に対する交通安全教育






2　自転車の安全利用の促進

（1）自転車関係交通事故の状況

自転車関係交通事故件数は減少傾向にあるものの、依然として交通事故発生件数の約2割を占めている。平成30年中の自転車乗用中死者数（注）は453人と、前年より26人（5.4％）減少したが、法令違反別にみると、自転車側の約8割に何らかの法令違反があり、中でも、安全不確認及び運転操作不適が多い。


注：自転車乗用中死者数は、第1・2当事者以外を含むため、必ずしも自転車乗用中死者（第1・2当事者）数と一致しない。



　図表5-16　自転車乗用中死者（第1・2当事者）数の推移（平成21～30年）
[image: 図表5-16　自転車乗用中死者（第1・2当事者）数の推移（平成21～30年）]

（2）良好な自転車交通秩序の実現のための対策

①　自転車通行環境の確立

警察では、歩行者、自転車及び自動車のいずれも安全かつ適切に通行できるよう、道路管理者と連携して、自転車専用の走行空間（自転車専用通行帯（注1）及び自転車道（注2））を整備するとともに、普通自転車（注3）の歩道通行を可能とする交通規制の実施場所の見直し（注4）等を通じて自転車と歩行者の安全確保を図っている。


注1： 交通規制により指定された自転車専用の車両通行帯

注2： 縁石線や柵等の工作物によって分離された自転車専用の走行空間

注3：車体の大きさと構造が一定の基準に適合する二輪又は三輪の自転車で、他の車両をけん引していないもの

注4：道路交通法では、普通自転車は車道通行が原則とされているところ、道路標識等により歩道通行を可能とする交通規制を実施することができるが、幅員3メートル未満の歩道においては、歩行者の通行量や保育施設等の存在といった沿道環境等を総合的に勘案し、当該交通規制を原則廃止する方針に基づく見直しを実施している。



　[image: 自転車専用通行帯の設置例（埼玉県久喜市）]
自転車専用通行帯の設置例（埼玉県久喜市）

②　自転車利用者に対するルール等の周知徹底

警察では、地方公共団体、学校、自転車関係事業者等と連携し、「自転車安全利用五則」（注）を活用するなどして、全ての年齢層の自転車利用者に対して、自転車通行ルール等の周知を図っている。

また、ルールを守らなかった場合の罰則や交通事故発生の危険性、交通事故の加害者となった場合の責任の重大性、損害賠償責任保険への加入の必要性等の周知を図るとともに、交通事故の被害を軽減するための対策として、ヘルメットの着用や幼児を自転車に乗車させる場合のシートベルトの着用促進を図っている。


注：「自転車は、車道が原則、歩道は例外」、「車道は左側を通行」、「歩道は歩行者優先で車道寄りを徐行」、「安全ルールを守る（飲酒運転・二人乗り・並進の禁止、夜間はライトを点灯及び交差点での信号遵守と一時停止・安全確認）」、「子供はヘルメットを着用」を内容とし、平成19年7月に中央交通安全対策会議（交通安全対策基本法により、内閣府に置かれ、内閣総理大臣を会長とし、関係する大臣等を委員とする会議）交通対策本部で決定された「自転車の安全利用の促進について」において、自転車の通行ルールの広報啓発に当たって活用することとされたもの



　[image: 広報啓発ポスター]
広報啓発ポスター

③　自転車安全教育の推進

警察では、関係機関・団体等と連携して、児童・生徒や高齢者等に対する自転車安全教育を推進している。平成30年中、児童・生徒や高齢者等を対象に、自転車シミュレーターを活用するなどした参加・体験・実践型等の自転車教室を全国で約4万6,000回開催し、約479万人が受講した。

④　自転車利用者に対する指導取締りの推進

警察では、自転車指導啓発重点地区・路線（注）を中心に、自転車利用者の無灯火、二人乗り、信号無視、一時不停止等に対し、指導警告を行うとともに、悪質・危険な交通違反に対しては検挙措置を講じるなど、厳正に対処している。

また、交通の危険を生じさせるおそれのある一定の違反行為を反復して行った自転車の運転者を対象とする自転車運転者講習を実施しており、平成30年中は296人が受講した。


注：自転車が関係する交通事故の発生状況、地域住民の苦情・要望等を踏まえ、全国1,875か所（平成30年末現在）を指定し、自転車利用者に対する街頭における指導啓発活動等を推進している。



　図表5-17　自転車利用者に対する指導取締り状況（平成30年）
[image: 図表5-17　自転車利用者に対する指導取締り状況（平成30年）]






3　シートベルトの着用及びチャイルドシートの使用の徹底

（1）シートベルト及びチャイルドシートの被害軽減効果

自動車乗車中の座席別死者指数をみると、全ての座席において減少傾向にある。

平成30年中のシートベルト着用状況別の致死率（注）をみると、非着用時は着用時に比べて約14.7倍高くなっており、また、チャイルドシートの使用状況別の致死率をみると、不使用時は使用時に比べて約6.3倍高くなっている。


注：死傷者数に占める死者数の割合



　図表5-18　自動車乗車中の座席別死者指数の推移（平成21～30年）
[image: 図表5-18　自動車乗車中の座席別死者指数の推移（平成21～30年）]

　図表5-19　シートベルト着用・非着用別致死率（平成30年）
[image: 図表5-19　シートベルト着用・非着用別致死率（平成30年）]

　図表5-20　チャイルドシート使用状況別の致死率（平成30年）
[image: 図表5-20　チャイルドシート使用状況別の致死率（平成30年）]

（2）シートベルトの着用及びチャイルドシートの使用の徹底に向けた取組

平成30年中の後部座席同乗中死傷者（注1）のシートベルト着用者率は、一般道路で65.6％、高速道路（注2）で86.0％であった。

警察では、関係機関・団体等と連携し、衝突実験映像等を用いたシートベルトの着用効果を実感できる参加・体験・実践型の交通安全教育を行うほか、幼稚園・保育所等において、保護者に対し、道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等に適合したチャイルドシートの使用の呼び掛けや正しい取付方法の指導をすることなどにより、これらの適正な着用・使用の徹底を図っている。


注1：乗用車、貨物車、特殊車の運転席及び運転席横の座席以外の座席（バスの座席及び貨物車の寝台席を除く。）に乗っていた者をいう。

注2：高速自動車国道及びこれと類似の性格や機能を有するもので国家公安委員会が指定する自動車専用道路



　図表5-21　後部座席同乗者のシートベルト着用者率の推移（平成15～30年）
[image: 図表5-21　後部座席同乗者のシートベルト着用者率の推移（平成15～30年）]


MEMO　一般道路における後部座席同乗者のシートベルトの着用

平成19年の道路交通法の一部改正により、後部座席同乗者のシートベルト着用が義務付けられた。平成30年中の後部座席シートベルト着用状況別の致死率をみると、一般道路に限っても、非着用時は着用時に比べて約3.5倍高くなっている。警察では、こうした分析結果の周知を含め、後部座席シートベルト着用の必要性・有効性についての指導啓発を積極的に推進している。

　図表5-22　後部座席のシートベルト着用状況別致死率（平成30年）
[image: 図表5-22　後部座席のシートベルト着用状況別致死率（平成30年）]








4　飲酒運転根絶に向けた警察の取組

（1）飲酒運転の根絶に向けた規範意識の確立

平成30年中の飲酒運転による交通事故件数は3,355件と、18年連続で減少し、このうち飲酒運転の死亡事故件数は198件と、前年より6件（2.9％）減少した。

飲酒運転の死亡事故率（注1）は、飲酒なしの場合と比べて約8.3倍も高く、飲酒運転は極めて危険性が高い悪質な犯罪行為である。

警察では、飲酒運転の危険性、飲酒運転による交通事故の実態等について積極的に広報するとともに、飲酒が運転等に与える影響について理解を深める交通安全教育を推進している。

また、酒類の製造・販売業、酒類提供飲食業等の関係業界に対して飲酒運転を防止するための取組を要請しているほか、一般財団法人全日本交通安全協会等が推進している「ハンドルキーパー運動」（注2）への参加を国民に呼び掛けるなど、関係機関・団体等と連携して「飲酒運転をしない、させない」という国民の規範意識の確立を図っている。


注1：交通事故発生件数に占める死亡事故件数の割合

注2：自動車によりグループで酒類提供飲食店に来たときには、その飲食店の協力を得て、グループ内で酒を飲まず、ほかの者を自宅まで送る者（ハンドルキーパー）を決め、飲酒運転を根絶しようという運動



　図表5-23　飲酒運転の死亡事故率（平成30年）
[image: 図表5-23　飲酒運転の死亡事故率（平成30年）]

（2）飲酒運転の受け皿としての運転代行サービスの普及促進

飲酒運転根絶の観点からは、その受け皿としての運転代行サービスの普及促進を図っていく必要がある。警察庁では、国土交通省と共に策定した「安全・安心な利用に向けた自動車運転代行業の更なる健全化対策」に基づき、自動車運転代行業の健全化及び利用者の利便性・安心感の向上を図るための施策を推進している。

　図表5-24　自動車運転代行業の認定業者数等の推移（平成26～30年）
[image: 図表5-24　自動車運転代行業の認定業者数等の推移（平成26～30年）]

（3）飲酒運転の取締り

飲酒運転の根絶に向け、警察では引き続き厳正な取締りを推進するとともに、車両等提供、酒類提供及び要求・依頼しての同乗に対する罰則規定の適用を推進している。

　図表5-25　飲酒運転の取締り件数（平成30年）
[image: 図表5-25　飲酒運転の取締り件数（平成30年）]


MEMO　飲酒死亡事故の特徴

平成30年中の飲酒運転の死亡事故件数を発生時間帯別にみると、深夜0時台から1時台が最も多く、次いで深夜2時台から3時台が多い。また、飲酒運転の死亡事故率を発生時間帯別にみると、早朝4時台から5時台が突出して高くなっている。警察では、これらの状況を踏まえ、事故実態に即した取締り等を行っている。

　図表5-26　飲酒運転事故の時間帯別死亡事故件数及び死亡事故率（平成30年）
[image: 図表5-26　飲酒運転事故の時間帯別死亡事故件数及び死亡事故率（平成30年）]








5　高速道路における交通警察活動

（1）高速道路ネットワークと交通事故の状況

平成30年末現在、高速道路は203路線であり、その総延長距離は1万2,600キロメートルを超えている。平成30年中の高速道路における死者数は173人と、前年より4人（2.4％）増加した。

　図表5-27　高速道路における交通事故発生件数・死者数の推移（平成21～30年）
[image: 図表5-27　高速道路における交通事故発生件数・死者数の推移（平成21～30年）]

（2）高速道路における交通の安全と円滑の確保

①　道路管理者と連携した交通安全対策

警察では、交通事故の発生状況を詳細に分析し、死亡事故等の発生地点や交通事故の多発地点等における現場点検を道路管理者と共同で実施し、必要な対策を協議・検討するとともに、パトロール等を強化している。特に、逆走が原因となる交通事故や、中央帯がなく、往復の方向別に分離されていない区間における対向車線へのはみ出しによる交通事故が後を絶たないことから、道路管理者と連携し、誤進入防止のための道路交通環境の改善や、対向車線へのはみ出しを防止するための道路の中央部へのワイヤロープの設置等を推進している。また、渋滞発生時には、的確な臨時交通規制を実施するほか、迅速に道路管理者と情報共有を行い、道路情報板や後尾警戒車の活用等による渋滞区間における追突事故の防止を図っている。

②　安全利用のための広報啓発及び交通安全教育

警察では、高速道路の安全利用のため、関係機関・団体等と連携して、交通事故の発生状況や逆走の危険性等に関する広報啓発活動を行うとともに、車両故障や交通事故等により運転が困難となった場合の措置等に関する参加・体験・実践型の交通安全教育を行っている。

③　交通事故抑止に資する交通指導取締り

警察では、著しい速度超過や飲酒運転、車間距離保持義務違反、通行帯違反等の悪質性・危険性の高い違反に重点を置いた取締りを推進している。また、全ての座席でのシートベルトの着用及びチャイルドシートの使用の徹底を図るため、サービスエリア等における貸切バスの乗客等へのシートベルト着用を促す声掛けや、関係機関・団体等と連携した普及啓発活動を推進するとともに、平成30年中はシートベルト装着義務違反を14万1,645件取り締まった。

④　高規格の高速道路における規制速度の引上げ

平成28年3月に学識経験者等から構成される調査研究委員会において取りまとめられた「高規格の高速道路における速度規制の見直しに関する提言」では、構造適合速度（注）が120キロメートル毎時の高規格の高速道路のうち、交通事故の発生状況や車両の走行速度等に関する一定の条件を満たす区間については、規制速度を100キロメートル毎時を超える速度に引き上げることが可能であるとされた。これを踏まえ、平成29年11月には新東名高速道路の新静岡インターチェンジから森掛川インターチェンジまでの区間において、同年12月には東北自動車道の花巻南インターチェンジから盛岡南インターチェンジまでの区間において、それぞれ規制速度を110キロメートル毎時へ引き上げる試行を実施した後、平成31年3月には両区間の規制速度を120キロメートル毎時へ引き上げる試行を開始した。今後は、交通事故実態、車両の走行速度の変化等について検証した上、他の路線又は区間の規制速度の引上げについても検討を行う予定である。


注：道路の構造等を基に、数キロメートル単位の区間ごとに算出した道路の設計速度に相当する値








第3節　きめ細かな運転者施策による安全運転の確保

1　運転者教育

（1）運転者教育の体系

運転者教育の機会は、運転免許を受ける過程及び運転免許を受けた後における各段階に体系的に設けられており、その流れは次のとおりである。

　図表5-28　運転者教育の体系
[image: 図表5-28　運転者教育の体系]

（2）運転免許を受けようとする者に対する教育の充実

運転免許を受けようとする者は、都道府県公安委員会の行う運転免許試験を受けなければならないが、指定自動車教習所（注1）の卒業者は、このうち技能試験が免除される。

指定自動車教習所は、初心運転者教育の中心的役割を担うことから、警察では教習指導員の資質の向上を図るなどして、指定自動車教習所における教習の充実に努めている。

全国で平成30年（2018年）末現在1,321か所ある指定自動車教習所の卒業者で、平成30年中に運転免許試験に合格した者の数は、152万1,016人となっている。

また、運転免許を受けようとする者は、その種類に応じ、安全運転に関する知識や技能等を習得するための講習（取得時講習）を受講することが義務付けられているところであるが、指定自動車教習所又は特定届出自動車教習所（注2）を卒業した者はこれと同内容の教育を受けているため、受講が免除される。


注1：職員、施設及び運営方法が一定の基準に適合するものとして都道府県公安委員会が指定した自動車教習所

注2：届出自動車教習所（所在地を管轄する都道府県公安委員会に対して、名称や所在地等の届出を行った自動車教習所）のうち、職員、施設、教習方法等が一定の基準に適合するものとして都道府県公安委員会が指定した教習課程を行う自動車教習所



　図表5-29　取得時講習の実施状況（平成30年）
[image: 図表5-29　取得時講習の実施状況（平成30年）]

（3）運転免許取得後の教育の充実

①　きめ細かな更新時講習の実施

更新時講習は、運転免許証の更新の機会に定期的に講習を行うことにより、安全な運転に必要な知識を補い、運転者の安全意識を高めることを目的としている。この講習は、受講対象者を法令遵守の状況等により優良運転者、一般運転者、違反運転者及び初回更新者に区分して実施している。

　図表5-30　更新時講習の実施状況（平成30年）
[image: 図表5-30　更新時講習の実施状況（平成30年）]

②　危険運転者の改善のための教育

道路交通法等に違反する行為をし、累積点数が一定の基準に該当した者や行政処分を受けた者に対しては、その危険性の改善を図るための教育として、初心運転者講習、取消処分者講習、停止処分者講習及び違反者講習を実施している。

特に、飲酒運転者対策として、飲酒運転違反者に対する一層効果的な教育を目的とした、AUDIT（注1）、ブリーフ・インターベンション（注2）等の飲酒行動の改善のためのカリキュラムを盛り込んだ取消処分者講習（飲酒取消講習）を全国で実施し、受講者の飲酒行動の改善や飲酒運転に対する規範意識の向上を図っている。また、停止処分者講習等において、飲酒運転違反者を集めて行う飲酒学級を設け、運転シミュレーター、飲酒体験ゴーグル等を活用した酒酔いの疑似体験、飲酒運転事故の被害者遺族による講義を実施するなど、教育内容の充実を図っている。


注1：Alcohol Use Disorders Identification Testの略。世界保健機関（WHO）がスポンサーになり、数か国の研究者によって作成された「アルコール使用障害に関するスクリーニングテスト」で、面接又は質問紙により、その者が危険・有害な飲酒習慣を有するかどうかなどを判別するもの

注2：受講者に、自身が設定した日々の飲酒量等に関する目標の達成状況を一定期間記録させた上で、その記録内容に基づき、受講者ごとに問題飲酒行動及び飲酒運転の抑止のための指導を行うもの



　図表5-31　危険運転者の改善のための教育の実施状況（平成30年）
[image: 図表5-31　危険運転者の改善のための教育の実施状況（平成30年）]

③　自動車教習所における交通安全教育

自動車教習所は、ペーパードライバー教育をはじめとする運転免許保有者に対する交通安全教育も行っており、地域における交通安全教育センターの役割を果たしている。都道府県公安委員会は、認定制度により、こうした教育の水準の向上と普及を図っている。






2　高齢運転者の交通事故防止対策の推進

（1）高齢運転者による交通事故の状況

75歳以上の運転免許保有者数は増加を続けており、平成30年と21年を比べると、75歳以上は約1.7倍、80歳以上では約1.9倍に増加している。

このような状況の中、75歳以上の自動車等（注1）の運転者による死亡事故件数は、横ばいで推移しており、80歳以上に限っても同様の傾向がみられる。また、第1当事者（注2）の年齢層別運転免許人口10万人当たり死亡事故件数は75歳以上、80歳以上共に減少傾向にあるものの、平成30年中は、75歳未満の運転者によるものと比べて、75歳以上では2倍以上、80歳以上では3倍以上となっている。


注1：自動車、自動二輪車及び原動機付自転車

注2：交通事故当事者のうち最も過失が重い者



　図表5-32　75歳以上・80歳以上の運転免許保有者数の推移（平成21～30年）
[image: 図表5-32　75歳以上・80歳以上の運転免許保有者数の推移（平成21～30年）]

　図表5-33　75歳以上・80歳以上高齢運転者による死亡事故件数（平成21～30年）
[image: 図表5-33　75歳以上・80歳以上高齢運転者による死亡事故件数（平成21～30年）]

　図表5-34　75歳以上・80歳以上高齢運転者（免許人口10万人当たり）による死亡事故件数（平成21～30年）
[image: 図表5-34　75歳以上・80歳以上高齢運転者（免許人口10万人当たり）による死亡事故件数（平成21～30年）]

平成30年中の75歳以上の運転者による死亡事故を類型別にみると、工作物衝突、出会い頭衝突、正面衝突の順に多く発生しており、75歳未満の運転者によるものに比べて車両単独の占める割合が高い。

　図表5-35　自動車等の運転者（第1当事者）の類型別死亡事故件数の内訳（平成30年）
[image: 図表5-35　自動車等の運転者（第1当事者）の類型別死亡事故件数の内訳（平成30年）]

（2）高齢運転者に対する教育等

更新期間が満了する日における年齢が70歳以上の者は、運転免許証を更新する際、高齢者講習の受講が義務付けられている。また、更新期間が満了する日における年齢が75歳以上の者は、満了する日より前の6月以内に、認知機能検査を受けることが義務付けられており、同検査の結果に応じた高齢者講習を受講することとされている。警察では、認知機能検査及び高齢者講習の円滑な実施に向け、都道府県公安委員会が認知機能検査等を直接実施することによる受検・受講枠の拡大、早期の受検・受講予約の奨励等の取組を推進している。

また、一定の違反行為（注）をした75歳以上の運転者に対して臨時認知機能検査を行い、その結果が直近の認知機能検査の結果と比較して悪化した者等については、臨時高齢者講習を実施している。さらに、運転免許証の更新時の認知機能検査又は臨時認知機能検査の結果、認知症のおそれがあると判定された者については、その者の違反状況にかかわらず、医師の診断を要することとしている。


注：信号無視、通行区分違反、一時不停止等の認知機能が低下した場合に行われやすい違反行為



　図表5-36　更新時の認知機能検査及び臨時認知機能検査の実施状況（平成30年）
[image: 図表5-36　更新時の認知機能検査及び臨時認知機能検査の実施状況（平成30年）]

　図表5-37　高齢者講習及び臨時高齢者講習の実施状況（平成30年）
[image: 図表5-37　高齢者講習及び臨時高齢者講習の実施状況（平成30年）]

（3）運転免許証の自主返納（申請による運転免許の取消し）

身体機能の低下等を理由に自動車の運転をやめる際には、運転免許の取消しを申請して運転免許証を返納することができるが、その場合には、返納後5年以内に申請すれば、運転経歴証明書の交付を受けることができる。この運転経歴証明書は、金融機関の窓口等で犯罪収益移転防止法の本人確認書類として使用することができる。

警察では、自主返納及び運転経歴証明書制度の周知を図るとともに、自主返納した者への支援について、地方公共団体をはじめとする関係機関・団体等に働き掛けるなど、自動車の運転に不安を有する高齢者等が自主返納しやすい環境の整備に向けた取組を進めている（注）。


注：一般社団法人全日本指定自動車教習所協会連合会のウェブサイト（http://www.zensiren.or.jp/kourei/）において、運転免許証を自主返納した者等を対象とした各種支援施策について紹介している都道府県警察等のウェブページを集約し、高齢者等への情報提供に取り組んでいる。



　[image: 運転経歴証明書の様式]
運転経歴証明書の様式

　図表5-38　申請による運転免許の取消し件数及び運転経歴証明書の交付件数の推移（平成26～30年）
[image: 図表5-38　申請による運転免許の取消し件数及び運転経歴証明書の交付件数の推移（平成26～30年）]

　[image: 運転免許証の自主返納に関する広報ポスター]
運転免許証の自主返納に関する広報ポスター


MEMO　高齢運転者交通事故防止対策に関する有識者会議

警察では、平成29年1月から開催されている「高齢運転者交通事故防止対策に関する有識者会議」の下に、認知症、視野障害及びその他の加齢に伴う身体機能の低下という高齢者の運転リスクにそれぞれ対応する3つの分科会を開催し、平成31年3月までに様々な観点から調査研究を進めた（注）。


注：3つの分科会は「認知機能と安全運転の関係に関する調査研究」分科会、「視野と安全運転の関係に関する調査研究」分科会及び「高齢者の特性等に応じたきめ細かな対策の強化に向けた運転免許制度の在り方等に関する調査研究」分科会である。令和元年（2019年）度は「高齢運転者交通事故防止対策に関する調査研究」分科会を開催して、引き続き調査研究を進めている。










3　様々な運転者へのきめ細かな対策

（1）運転者の危険性に応じた行政処分の実施

警察では、道路交通法違反を繰り返し犯す運転者や重大な交通事故を起こす運転者を道路交通の場から早期に排除することによって交通の安全を図るため、運転免許の行政処分を厳正かつ迅速に実施している。

また、近年、一般の運転者に危険を感じさせるような悪質・危険な運転行為（あおり運転）が社会問題化しており、妨害行為を繰り返しながら相手の車両を執拗に追い回すなど、運転行為が暴行と認められる場合及びあおり運転等に起因するトラブルが暴行、傷害等の事案に発展した場合について、積極的に行政処分を行うこととしている。

　図表5-39　運転免許の行政処分件数の推移（平成26～30年）
[image: 図表5-39　運転免許の行政処分件数の推移（平成26～30年）]

（2）運転適性相談の充実等

警察では、加齢に伴う身体機能の低下等のため自動車等の安全な運転に不安のある高齢運転者やその家族、身体の障害や一定の症状を呈する病気等のため自動車等の安全な運転に支障のある者等からの相談を受け付けるため、運転適性相談窓口を設けている。

また、運転適性相談窓口に、看護師等の医療系専門職員をはじめとする専門知識の豊富な職員を配置する（注）とともに、適切な相談場所を確保するなどして、相談者のプライバシーの保護のために特段の配慮をしているほか、職員による町内会への訪問や警察署への巡回等によって相談を積極的に受け付けるなど、運転者等が相談しやすい環境の整備に努めている。

さらに、相談終了後も運転者等に連絡して継続的な対応を図ったり、患者団体や医師会等と密接に連携し、必要に応じて相談者に専門医を紹介したりするなど、運転適性相談の充実を図っている。

このほか、運転免許センターや警察署におけるポスターの掲示、都道府県警察のウェブサイトの活用等により、運転適性相談窓口の周知徹底を図っている。


注：平成31年4月現在、40都道府県で65人の医療系専門職員が配置されている。



　[image: 運転適性相談の状況]
運転適性相談の状況

　図表5-40　運転適性相談の受理件数の推移（平成26～30年）
[image: 図表5-40　運転適性相談の受理件数の推移（平成26～30年）]

（3）国際化への対応

警察では、日本語を解さない外国人が運転免許を取得するなどし、安全に自動車等を運転することができるよう、外国語による学科試験の実施、更新時講習等における外国語版教本の活用等を推進している。

また、外国等の行政庁等の運転免許証を有する者については、一定の条件の下に運転免許試験の一部を免除できる制度（注）があり、平成30年中の同制度による運転免許証の交付件数は4万3,547件であった。


注：https://www.npa.go.jp/policies/application/license_renewal/have_DL_issed_another_country.html/



　図表5-41　外国等の行政庁等の運転免許証を有する者に対する運転免許試験の一部免除の流れ
[image: 図表5-41　外国等の行政庁等の運転免許証を有する者に対する運転免許試験の一部免除の流れ]


MEMO　外国人運転者に対する交通ルール等の周知

外国人運転者に対する交通ルール等の周知については、警察において外国人運転者に対する安全教育の充実を図っているほか、（公財）国際交通安全学会が作成した安全運転啓発動画を日本政府観光局等のホームページに掲載したり、（一社）全国レンタカー協会が作成したレンタカー利用ガイドに基本的な交通ルールの注意点を掲載したりするなど、関係機関・団体の協力を得ながら各種取組を推進している。



（4）運転免許手続等の利便性の向上と国民負担の軽減

警察では、運転免許証の更新に係る利便性の向上と国民の負担の軽減のため、更新免許証の即日交付、日曜日の申請受付、警察署における更新窓口の設置、申請書の写真添付の省略等の施策を推進している。

平成30年中は、全国で1,088か所の運転免許証の更新窓口において、1,733万54件の更新免許証を交付しており、このうち即日交付は1,393万4,210件であった。

また、障害者の利便性向上のため、試験場施設のバリアフリー化等の施設の整備・改善、漢字に振り仮名を付けた学科試験の実施、字幕入り安全教育DVDの活用、身体障害者用に改造された持込車両を用いた技能試験の実施等を推進するとともに、指定自動車教習所等に対し、障害者の教習体制の充実について指導している。

（5）運転者の特性に応じた運転者標識

運転者は、自動車を運転するときに、一定の条件に該当する場合は、それぞれの条件に応じて、車両の前面及び後面に初心運転者標識、高齢運転者標識（注）又は聴覚障害者標識を表示することが義務付けられているほか、表示義務がない場合であっても、身体の状態が自動車の運転に影響を及ぼすおそれがあるときなどは、高齢運転者標識又は身体障害者標識を表示するよう努めなければならないこととされている。これらの標識は、他の車両の運転者に注意を喚起するとともに、標識を表示した自動車を保護することなどによって交通事故防止を図るものであり、これらの標識を表示した自動車に対する幅寄せや割込みは禁止されている。


注：高齢運転者標識は、平成23年に様式が変更されたが、変更前の標識（「もみじマーク」）についても、当分の間、表示することができる。
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第4節　交通環境の整備

1　交通実態を踏まえた交通環境の整備

（1）交通安全施設等整備事業の推進

警察では、交通の安全と円滑を確保するため、信号機や道路標識をはじめとする交通安全施設等の整備を進めている。

交通安全施設等の整備については、昭和41年（1966年）以降、多発する交通事故を緊急かつ効果的に防止するため、交通安全施設等整備事業長期計画に即して推進してきたが、平成15年（2003年）以降は、交通安全施設等、道路、港湾等の社会資本の整備に関して従来の事業分野別の長期計画を統合した「社会資本整備重点計画」に即して推進している。

平成27年度から令和2年（2020年）度においては、当該期間を計画期間とする第4次社会資本整備重点計画に即して、重点的、効果的かつ効率的に交通安全施設等の整備を推進することとしている。

　図表5-42　主な交通安全施設等整備状況
[image: 図表5-42　主な交通安全施設等整備状況]

　図表5-43　警察の整備する交通安全施設等
[image: 図表5-43　警察の整備する交通安全施設等]

　図表5-44　第4次社会資本整備重点計画の概要（警察関連部分）
[image: 図表5-44　第4次社会資本整備重点計画の概要（警察関連部分）]

一方、整備後長期間が経過した信号機等の老朽化対策が課題となっており、警察庁では、平成25年11月にインフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議において策定された「インフラ長寿命化基本計画」に基づき、平成27年3月、警察関連施設の維持管理・更新等を着実に推進するための中長期的な取組の方向性を明らかにする「警察庁インフラ長寿命化計画」を策定した。警察では、同計画等に即して、交通安全施設等の整備状況を把握・分析した上で、中長期的な視点に立った老朽施設の更新、交通環境の変化等により効果が低下した施設の撤去、施設の長寿命化等による戦略的なストック管理、ライフサイクルコストの削減等に努めている。

　図表5-45　老朽化した交通安全施設
[image: 図表5-45　老朽化した交通安全施設]


MEMO　信号機のストック管理の推進

近年、交通安全施設等の老朽化が著しいことを踏まえ、警察では、地域の交通環境に即した代替措置を講じた上で、必要性の低減した信号機の撤去を推進している。

　図表5-46　交通安全施設等の見直し状況
[image: 図表5-46　交通安全施設等の見直し状況]



（2）交通管制システムの整備

都市部では道路交通が複雑化・過密化し、交通渋滞、交通公害及び交通事故の一因となっているため、警察では、交通管制システムにより、道路交通を効率的に管理して、交通の安全と円滑の確保を図っている。

具体的には、車両感知器等から収集した交通量や走行速度等の情報を分析し、交通状況に即応した信号の制御を行うことで、車両の流れをコントロールしているほか、収集した交通情報を交通情報板や光ビーコン等を活用して提供することで、交通流・交通量の誘導及び分散を図るなどの対策を講じている。

　図表5-47　交通管制システム
[image: 図表5-47　交通管制システム]

（3）交通実態の変化等に即した交通規制

警察では、地域の交通実態を踏まえ、速度、駐車等に関する交通規制や交通管制の内容について常に点検・見直しを図るとともに、道路整備、地域開発、商業施設の新設等による交通事情の変化に対しても、これを的確に把握してソフト・ハード両面での総合的な対策を実施することにより、安全で円滑な交通流の維持を図っている。

このうち、速度規制については、平成25年12月に有識者懇談会において取りまとめられた「交通事故抑止に資する取締り・速度規制等の在り方に関する提言」を踏まえ、一般道路（注1）において、実勢速度（注2）、交通事故発生状況等を勘案しつつ、規制速度の引上げ、規制理由の周知等を計画的に推進している。平成26年度から28年度にかけて実施した最高速度規制の見直しについて分析した結果、規制速度が引き上げられた多くの路線で実勢速度の上昇傾向や交通事故の増加傾向はみられなかった。

また、平成26年から、交通事故の減少や被害の軽減、交差点における待ち時間の減少、災害時の対応力の向上等の効果が見込まれる環状交差点の適切な箇所への導入を推進しており、平成30年度末までに87か所で導入された。

さらに、信号制御については、歩行者・自転車の視点で、信号をより守りやすくするために、横断実態等を踏まえた信号表示の調整等の運用の改善を推進している。


注1：生活道路において推進している速度抑制対策については、197頁参照

注2：例えば、ある区間を走行する100台の自動車の走行速度を低いものから順に並べた場合、85番目のものの速度



　[image: 環状交差点（神戸市）]
環状交差点（神戸市）


MEMO　2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた取組

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会では、競技会場が都内及び都外に分散して配置される中、長期間にわたり、多数の大会関係者や観客の安全かつ円滑な輸送を確保しつつ、一般交通に与える影響の抑制を図ることが重要な課題になっている。警察では、関係機関・団体等と連携し、交通総量抑制のほか、高速道路における流入調整や一般道路における大会関係者等の専用又は優先通行帯の設定をはじめとした各種対策について検討を進めている。



（4）警察による交通情報提供

警察では、交通管制システムにより収集・分析したデータを交通情報板やVICS（注1）等を通じて交通情報として広く提供し、運転者が混雑の状況や所要時間を的確に把握して安全かつ快適に運転できるようにすることにより、交通流を分散させ、交通渋滞や交通公害の緩和を促進している。

また、関係団体の協力の下、警察が保有するリアルタイムの交通情報をカーナビゲーション装置等にオンラインで提供するシステムを構築するなど、民間の交通情報提供事業の高度化を支援するとともに、交通情報の提供に関する指針を定め、当該事業が交通の安全と円滑に資するものとなるよう働き掛けている。さらに、民間事業者が保有するプローブ情報を活用しつつ、災害時に通行実績情報等の交通情報を提供するためのシステムを整備・運用している。

このほか、平成29年3月から交通規制情報及び断面交通量情報（注2）を、平成30年3月からは交差点制御情報（注3）を、関係団体のウェブサイトを通じて提供している。


注1：Vehicle Information and Communication System（道路交通情報通信システム）の略。光ビーコン等を通じてカーナビゲーション装置に対して交通情報を提供するシステムで、時々刻々変動する道路交通の状況をリアルタイムで地図画面上に表示することができるほか、図形・文字でも分かりやすく表示することができる。

注2：道路上の特定の地点を単位時間当たりに通過する車両台数情報

注3：サイクル（信号機の灯火が青色、黄色、赤色と一巡する時間）、スプリット（1サイクル時間のうち、各現示（信号機が設置された交差点を通過する交通流のうち、同時に通行権を与えられている交通流の一群をいう。）に割り当てられる時間の割合）等に関する実行履歴情報



　[image: VICS対応型カーナビゲーション装置の画面表示例]
VICS対応型カーナビゲーション装置の画面表示例

（5）交通管理等による環境対策

警察では、沿道地域の交通公害の状況や道路交通の実態に応じて、通過車両の走行速度を低下させてエンジン音や振動を抑えるための最高速度規制、エンジン音や振動の大きい大型車を沿道から遠ざけるための中央寄り車線規制等の対策を実施している。

また、エコドライブ（環境負荷の軽減に配慮した自動車の使用）は、環境保全効果だけでなく交通事故防止にも一定の効果が期待されることから、「エコドライブ10のすすめ」を活用し、毎年11月をエコドライブ推進月間に設定して、エコドライブの普及を促進している。

さらに、交通状況に即応した信号の制御により、交差点における車両の停止・発進回数を低減させることで、騒音、振動及び排出ガスの発生を抑え、交通公害の低減を図っている。






2　道路交通環境の整備による歩行者等の安全通行の確保

我が国では、全交通事故死者のうち、歩行中・自転車乗用中の死者の占める割合が欧米諸国と比べて著しく高くなっており（注）、歩行者・自転車利用者の交通事故防止対策が重要な課題となっている。


注：30日以内死者数のうち、歩行中・自転車乗用中の死者数の占める割合は、フランスが19.1％（平成29年（2017年））、英国が31.7％（同年）、アメリカが18.2％（同年）であるのに対して、日本は50.8％（平成30年）となっている。



（1）ゾーン30の整備の推進

警察では、市街地等の生活道路における歩行者等の安全な通行を確保するため、道路管理者と連携して、ゾーン30の整備を推進している。ゾーン30とは、区域（ゾーン）を設定して、最高速度30キロメートル毎時の区域規制や路側帯の設置・拡幅を実施するとともに、その区域の道路交通の実態に応じた通行禁止等の交通規制の実施やハンプ（注1）の設置等の対策により、区域内における速度を規制し、通過交通の抑制・排除を図るものであり、平成30年度末までに全国で3,649か所を整備した。

また、平成28年度末までに全国で整備したゾーン30において、整備前年度と整備翌年度の1年間における交通事故発生状況を比較したところ、交通事故発生件数は23.8%、対歩行者・自転車事故（注2）件数は19.4％減少するなど、区域内における交通事故抑止及び自動車の速度の抑制に効果があることが確認された。警察では、この分析結果を踏まえ、引き続き、高齢者や子供の通行が多い区域等においてゾーン30の整備を進めるとともに、既に整備した区域においても、ゾーン30の入口を明確化する路面表示の設置等の対策を講じている。


注1：車両の低速走行等を促すための道路に設ける盛り上がり（凸部）

注2：自動車が第1当事者又は第2当事者であって、相手当事者が歩行者又は自転車である交通事故



　図表5-48　ゾーン30の整備イメージ
[image: 図表5-48　ゾーン30の整備イメージ]

（2）バリアフリー対応型信号機等の整備の推進

警察では、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づき、高齢者、障害者等が道路を安全に横断できるよう、次の対策を講じている。

①　バリアフリー対応型信号機の整備

音響により信号表示の状況を知らせる音響式信号機、信号表示面に青時間までの待ち時間及び青時間の残り時間を表示する経過時間表示機能付き歩行者用灯器、歩行者等と車両が通行する時間を分離して交通事故を防止する歩車分離式信号等を整備している。

　図表5-49　バリアフリー対応型信号機等
[image: 図表5-49　バリアフリー対応型信号機等]

②　見やすく分かりやすい道路標識・道路標示等の整備

自動車の前照灯の光を反射しやすい素材を用いるなどして見やすく分かりやすい道路標識・道路標示を整備するとともに、横断歩道上における視覚障害者の安全性及び利便性を向上させるエスコートゾーンを整備している。






3　総合的な駐車対策

（1）違法駐車の状況

違法駐車は、交通渋滞を悪化させる要因となるほか、歩行者や車両の安全な通行の妨げとなったり、緊急自動車の活動に支障を及ぼしたりするなど、地域住民の生活環境を害し、国民生活全般に大きな影響を及ぼしている。

また、違法駐車は、交通事故の原因ともなっており、平成30年中には、駐車車両への衝突事故が811件発生し、26人が死亡した。さらに、110番通報された苦情・要望・相談のうち、駐車問題に関するものが約12.0％を占めており、国民の関心も高い。

（2）駐車対策の推進

警察では、必要やむを得ない駐車需要への対応が十分でない場所を中心に、地方公共団体や道路管理者に対し、路外駐車場や荷さばきスペースの整備等を働き掛けるとともに、きめ細かな駐車規制、違法駐車の取締り、積極的な広報啓発活動等を行うなど、総合的な駐車対策を推進している。

①　きめ細かな駐車規制

地域住民の意見・要望等を十分に踏まえつつ、駐車規制の点検・見直しを実施しており、物流の必要性や自動二輪車の駐車需要等にも配慮し、地域の交通実態等に応じた規制の緩和を行うほか、必要性が十分に認められないパーキングメーター等を撤去するなど、きめ細かな駐車規制を推進している。

②　違法駐車の取締り

違法駐車の取締りについては、地域住民の意見・要望等を踏まえてガイドラインを策定・公表し、悪質性・危険性・迷惑性の高いものに重点を置いて実施している。当該ガイドラインについては、定期的に見直しを行い、常に警察署管内における駐車実態を反映したものとなるよう努めている。また、放置車両の確認事務については、警察署長から委託を受けた法人の駐車監視員や警察官等により適正に運用されている。

　[image: 駐車監視員の活動状況]
駐車監視員の活動状況

　図表5-50　確認事務の民間委託の状況の推移（平成26～30年）
[image: 図表5-50　確認事務の民間委託の状況の推移（平成26～30年）]

　図表5-51　放置車両確認標章の取付け状況の推移（平成26～30年）
[image: 図表5-51　放置車両確認標章の取付け状況の推移（平成26～30年）]

③　保管場所の確保対策

道路が自動車の保管場所として使用されることを防止するため、自動車の保管場所の確保等に関する法律に基づき、保管場所証明書の交付、軽自動車の保管場所に係る届出受理等を行うとともに、青空駐車（注1）や車庫とばし（注2）の取締りを行っている。

また、国民の負担軽減を図るため、保管場所証明申請手続等をオンライン化するワンストップサービスシステムの全国的な整備に向けた取組を推進している。


注1：道路を自動車の保管場所として使用する行為

注2：自動車の使用の本拠の位置や保管場所の位置を偽って保管場所証明を受ける行為




MEMO　貨物集配中の車両に係る駐車規制の見直し

平成29年8月に「トラック・バス・タクシーの働き方改革「直ちに取り組む施策」」に「貨物集配中の車両に係る駐車規制の見直し」が盛り込まれたことを踏まえ、各地域の駐車需要、道路環境及び交通実態を的確に把握し、駐車規制が交通の安全と円滑を確保する上で必要最小限のものとなるよう、道路管理者等と連携し、令和2年度末までに集中的に駐車規制の見直しを実施することとしている。

　[image: 物流に配慮した交通規制]
物流に配慮した交通規制








4　ITSの推進

（1）UTMS（注1）の開発・整備によるITS（注2）の推進

警察では、最先端の情報通信技術等を用いて交通管理の最適化を図るため、光ビーコン等の機能を活用したUTMSの開発・整備を行うことによりITSを推進し、安全・円滑かつ快適で環境負荷の低い交通社会の実現を目指している。


注1：Universal Traffic Management Systems（新交通管理システム）の略

注2：Intelligent Transport Systems（高度道路交通システム）の略



　図表5-52　警察におけるITSの概要（平成30年度末現在）
[image: 図表5-52　警察におけるITSの概要（平成30年度末現在）]

（2）ITSに関する国際協力の推進

警察では、平成30年（2018年）9月、デンマーク・コペンハーゲンで開催された第25回ITS世界会議（注1）及び同年11月に東京で開催されたSIP-adus Workshop2018（注2）において、各種発表を通じてUTMSの先進的な技術を紹介するとともに、各国とITSに関して情報交換を行うなどして協力関係を深めた。

また、警察庁では、平成31年1月、米国運輸省道路交通安全局との会議を米国で開催し、両国が推進するITSに関する施策等について情報交換を行った。


注1：ITSに関する3つの団体が共同で開催する、ITSの研究・実用化を推進するための会議。第1回は平成6年（1994年）にパリで開催され、第25回は世界96か国から産学官の関係者約10,000人が参加した。

注2：SIP自動走行システムの成果発表や国際連携を推進するための会議。平成26年から開催されており、平成30年は17か国・地域から約500人が参加した。



　[image: 第25回ITS世界会議]
第25回ITS世界会議






第5節　道路交通秩序の維持

1　交通事故防止に資する交通指導取締り

（1）交通事故分析に基づく交通指導取締り

警察では、平成25年（2013年）12月に取りまとめられた「交通事故抑止に資する取締り・速度規制等の在り方に関する提言」を踏まえ、交通事故の発生実態等を分析し、取締りを実施する時間、場所等の交通指導取締りに関する方針を策定した上で、計画的に取締りを実施するなどして交通事故防止に資する交通指導取締りを推進している。

また、交通指導取締りの必要性について国民の理解を深めるため、最高速度違反に起因する交通事故の発生状況や地域住民からの要望等を踏まえた速度取締りに関する指針を策定し、速度取締りを重点的に実施する路線や時間帯をウェブサイト等により公表している。


MEMO　新たな速度違反自動取締装置の効果的な活用

生活道路や通学路等においては、重大事故が発生するおそれがある一方で、速度を計測する場所の確保が困難な場合が多い。警察では、これらの道路において、可搬式等の速度違反自動取締装置の整備を進めており、地域住民の要望等を踏まえつつ、その効果的な活用を図り、交通安全の確保に取り組んでいる。

　[image: 通学路における活用事例]
通学路における活用事例



（2）悪質性・危険性・迷惑性の高い運転行為への対策

警察では、交通街頭活動を推進し、違法行為の未然防止に努めるとともに、無免許運転、飲酒運転、著しい速度超過、交差点関連違反、あおり運転等の交通事故に直結する悪質性・危険性の高い違反及び駐車違反等の迷惑性の高い違反に重点を置いた取締りを推進している。

また、近年、スマートフォンの画面を注視していたことに起因する交通事故が増加傾向にあり、運転中に携帯電話等を使用することは重大な交通事故につながり得る極めて危険な行為であることから、関係機関・団体等と連携し、運転者等に対して広報啓発を推進するとともに、携帯電話使用等の交通指導取締りを推進している。

さらに、あおり運転等の悪質・危険な運転行為を防止するため、交通指導取締りの強化をはじめとした諸対策を推進している。

平成30年中は、598万5,802件の道路交通法違反を取り締まっている。

　図表5-53　主な道路交通法違反の取締り状況（平成30年）
[image: 図表5-53　主な道路交通法違反の取締り状況（平成30年）]


MEMO　空陸一体となった交通指導取締り

各高速道路交通警察隊では、航空隊と連携し、ヘリコプターにより上空から発見した悪質・危険な車両を地上のパトカーが検挙するなど、高速道路における車間距離保持義務違反等のあおり運転の交通指導取締りを強力に推進している。

　[image: 空陸一体取締り出発式]
空陸一体取締り出発式



（3）使用者等（注）の責任追及等

事業活動に関して行われた過労運転、過積載運転、放置駐車、最高速度違反等の違反やこれらに起因する事故事件について、運転者の取締りにとどまらず、使用者に対する指示や自動車の使用制限命令を行っているほか、これらの行為を下命・容認していた使用者等を検挙するなど、使用者等の責任も追及している。

また、タクシーやトラック等の事業用自動車の運転者が、その業務に関して行った道路交通法等に違反する行為については、運輸支局等に通知して所要の行政処分等を促し、事業用自動車による交通事故防止を図っている。

さらに、自動車整備業者等による車両の不正改造等、事業者による交通の安全を脅かす犯罪に対しても、取締りを推進している。


注：使用者のほか、安全運転管理者その他自動車の運行を直接管理する地位にある者を含む。



（4）暴走族等対策

暴走族は、減少傾向にあるものの、いまだ各地において散発的な暴走行為が認められ、地域住民や道路利用者に多大な迷惑を及ぼしている。

警察では、共同危険行為等禁止違反、騒音関係違反（注）、車両の不正改造に関する違反等の取締りを推進するとともに、家庭、学校、保護司等と連携し、暴走族から離脱させるための措置をとるなど、総合的な暴走族対策を推進している。

また、元暴走族等が中心となって結成された「旧車會」と呼ばれる集団の中には、暴走族風の車両に改造した旧型の自動二輪車等を連ねて、景勝地等に向けた大規模な集団走行を行うなど、迷惑性の高いものもあることから、都道府県警察間での情報共有を図りながら、関係機関と連携して騒音関係違反等に対する指導取締りを行っている。


注：道路交通法違反のうち、近接排気騒音に係る整備不良、消音器不備及び騒音運転等をいう。



　図表5-54　暴走族等の人員及び検挙人員の推移（平成26～30年）
[image: 図表5-54　暴走族等の人員及び検挙人員の推移（平成26～30年）]

　[image: 旧車會に対する取締り]
旧車會に対する取締り






2　適正かつ緻密な交通事故事件捜査

（1）交通事故事件の検挙状況

平成30年中の交通事故事件の検挙件数は、図表5-55のとおりである。

　図表5-55　交通事故事件の検挙状況（平成30年）
[image: 図表5-55　交通事故事件の検挙状況（平成30年）]

（2）適正かつ緻密な交通事故事件捜査

警察では、一定の重大・悪質な交通事故事件の発生に際しては、交通事故事件捜査の豊富な経験を有する交通事故事件捜査統括官等が現場に臨場して、初動段階から捜査を統括するとともに、科学的な交通事故解析の研修を積んだ交通事故鑑識官が現場で鑑識活動等を指揮するなど、組織的かつ重点的な捜査を推進している。

特に、飲酒運転、信号無視、無免許運転等が疑われるものについては、一般的に交通事故に適用される過失運転致死傷罪より罰則の重い危険運転致死傷罪や過失運転致死傷アルコール等影響発覚免脱罪等の立件を視野に入れた捜査を推進している。

また、ひき逃げ事件については、交通鑑識資機材や常時録画式交差点カメラ、ドライブレコーダー等の有効活用による被疑者の早期検挙を図っており、平成30年中の死亡ひき逃げ事件の検挙率（注）は、98.4％であった。


注：検挙件数には、平成30年の前年以前の認知事件の検挙が含まれることから、検挙率が100％を超える場合がある。




MEMO　ドライブレコーダーの活用

ドライブレコーダーとは、車両に大きな衝撃が加わった前後の映像とともに、位置、加速度、ウィンカー操作、ブレーキ操作等を記録する車載カメラ装置で、運転者の安全意識の向上やいわゆる「ヒヤリハット」の映像を用いた交通安全教育に活用されているほか、交通事故の記録や悪質ドライバー対策として活用されている。

警察では、高齢運転者講習等でドライブレコーダーの映像等を活用しているほか、交通事故事件捜査においても悪質・危険な運転行為等の特定に活用している。

　[image: ドライブレコーダーの映像]
ドライブレコーダーの映像



（3）交通事故事件捜査の科学化・合理化

緻密で科学的な交通事故事件捜査を推進するため、警察庁では、交通鑑識に携わる都道府県警察の警察職員を対象とした研修を行っている。研修内容は、様々な状況を想定した車両の衝突実験を行い、衝突後の状況のみを見分させた上で交通事故の発生時における車両の状況や速度を究明させるなど、実践的・専門的なものとなるよう工夫している。

また、客観的な証拠に基づいた事故原因の究明を図るとともに、交通事故当事者の負担を軽減するため、常時録画式交差点カメラや3Dレーザースキャナ（注）をはじめとする各種の機器の活用を図っている。

他方で、重大な交通事故事件の捜査に集中することができるよう、軽微な交通事故に関しては、検察庁への送致書類の簡素化を図るなど、業務の合理化も進めている。


注：レーザー光線を周囲に照射することで、事故現場の路面における道路構造上の痕跡、遺留品の散乱状況等を自動的かつ正確に計測し、三次元点群データを作成する機器。同データは、専門のシステムにより、三次元画像処理や図化ができる。



　[image: 3Dレーザースキャナによる測定状況]
3Dレーザースキャナによる測定状況

　[image: 3Dレーザースキャナによる三次元画像]
3Dレーザースキャナによる三次元画像

（4）交通事故被害者等（注1）の支援

警察では、「警察庁犯罪被害者支援基本計画」（注2）に基づき、交通事故被害者等の要望や心情に配意した捜査に努めるとともに、被害者連絡実施要領（注3）等に基づき、ひき逃げ事件、死亡又は全治3か月以上の重傷の被害が生じた交通事故事件、危険運転致死傷罪の適用が見込まれる事件等を中心として、交通事故被害者等に対して、捜査への支障の有無等を勘案しつつ、できる限り、交通事故事件の概要、捜査経過、被疑者の検挙や運転免許の停止・取消処分等に関する情報を提供するよう努めている。

また、交通事故被害者等に対して、「被害者の手引」等を活用して、刑事手続の流れ、交通事故によって生じた損害の賠償を求める手続、ひき逃げ事件や無保険車両による交通事故の被害者に国が損害を填補する救済制度、各種窓口等について説明を行うとともに、交通事故被害者等からの要望を聴取するなど、その心情に配慮した相談活動を推進している。

さらに、都道府県警察本部の交通事故事件捜査担当課に配置され、交通事故被害者等への連絡を総括する被害者連絡調整官等を効果的に運用し、組織的かつ適切な交通事故被害者等の支援を推進するとともに、交通事故被害者等の心情に配意した適切な対応がなされるよう交通捜査員等に対する教育を強化している。

このほか、交通事故被害者等が深い悲しみやつらい体験から立ち直り、回復に向けて再び歩み出すことができるよう、交通事故被害者等の権利及び利益の保護を図ることを目的とする交通事故被害者サポート事業が、平成28年に内閣府から警察庁に業務移管され、同事業の一環として、交通事故被害者等の支援に携わる関係者の意思疎通を図るための意見交換会等を開催している。


注1：交通事故事件の被害者及びその家族又は遺族

注2：平成28年4月に第3次犯罪被害者等基本計画が閣議決定されたことを受け、令和2年（2020年）度末までの5年間において、警察庁が講ずべき具体的な取組内容等について定められている。

注3：犯罪被害者等に捜査状況等を確実に連絡するために制定されたもので、連絡対象となる事件、連絡内容等について定めている。








警察活動の最前線


信号機の適正管理




青森県警察本部交通部交通規制課安全施設係

戸来　和人（へらい　かずと）　警部補

　[image: アピーくん]




平成29年に現在の所属に異動した際、青森県の信号機の約3割が更新時期を経過し、また、年々更新時期を過ぎた信号機が増加の一途をたどっているという厳しい現状を知りました。さらには、老朽化による灯火異常や柱の倒壊等、各地で信号機そのものが円滑な交通を阻害している状況から、必要性が低減した信号機の撤去及び信号機の総数の適正管理の重要性を認識しました。

私は、信号機の撤去に関して最も大切なのは、撤去を行った後の安全性について説明を行うなどして自治体や地域住民の不安や抵抗感を払拭することと考えています。

信号機を撤去する際には、警察から地域住民に対して撤去の必要性や一時停止の交通規制での対応等について説明会を行いますが、私はその説明会に積極的に赴き、熱意を持って説明しています。

ある説明会で「村に1つしかない信号機を取る気か！事故が起きたら誰が責任をとるんだ」と猛反対されたことがありました。その際、私自身も「本当に撤去して大丈夫か」と不安に陥り、眠れない日々を過ごしたこともありましたが、中には「無駄な待ち時間が無くなって良かった」と感謝してくださる方もおり、そのような声が私の背中を押し、意欲的に取り組むことができました。

信号機の撤去について、少しでも多くの利用者に理解していただいた上で青森県の安全な交通社会を実現するため、引き続き日々の業務に取り組んでいきたいと思います。

　[image: 青森県警察本部交通部交通規制課安全施設係　戸来　和人（へらい　かずと）　警部補]




運転免許行政に携わる作業療法士として




神奈川県警察本部交通部運転免許本部運転教育課適性審査係

白岩　淑子（しらいわ　ひでこ）　非常勤職員

　[image: ピーガルくん]




私は、以前は作業療法士として病院で勤務をしていましたが、現在、神奈川県警察の非常勤職員として、運転適性相談等に携わっています。

作業療法士として病院に勤務していた頃には、医師の指示の下、脳卒中などを発症した後、障害が残っていても運転免許の取得や更新を希望される方に対し、認知機能を含む身体機能の検査、運転シミュレーターを用いた運転方法の評価・指導を行っていました。

神奈川県警察に採用され、運転教育課に配置となった当初は、「警察組織になじめるだろうか」との不安もありましたが、同僚に温かく迎えてもらい、今では、病院で医師と作業療法士が連携するように、同僚とチームを組んで運転適性相談等を行っています。

現在、私が勤務する運転免許センターには、多くの方が病後の運転適性相談のためにいらっしゃいますが、私は、その相談を受ける際に、相談者の病状経過を考慮するとともに、障害の内容を把握するようにしており、また、相談者の様子から高次脳機能障害が疑われる場合には、補足的な確認も行っています。相談者からは「体のことに詳しい方がいてくれて安心だ」との言葉を頂いたこともあり、経験が役立ったと嬉しく思いました。

運転は、一瞬の操作の誤りが重大事故につながるものであり、相談者が安全に運転できるか慎重に判断しなければなりません。私が今担当している業務は、相談者が正しい認知・判断をすることができ、それに基づく運転操作を円滑に行うことができるかを評価するものであり、重大事故を未然に防ぐ重要な役割を担うことから、今後も交通事故防止に貢献できるよう、同僚と協力して業務に取り組んでいきたいと思います。

　[image: 神奈川県警察本部交通部運転免許本部運転教育課適性審査係　白岩　淑子（しらいわ　ひでこ）　非常勤職員]



注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。






第6章　公安の維持

第1節　外事情勢と諸対策

1　対日有害活動の動向と対策

北朝鮮、中国及びロシアは、様々な形で対日有害活動を行っており、警察では、平素からその動向を注視し、情報収集・分析等を行っている。

（1）北朝鮮の動向

①　核・ミサイル開発をめぐる動向と対外情勢

北朝鮮は、核実験や様々な弾道ミサイル等の発射を行った平成29年（2017年）から一転して、平成30年（2018年）中、核実験やミサイルの発射を行わず、金正恩（キムジヨンウン）国務委員長兼朝鮮労働党委員長（以下「金正恩委員長」という。）による首脳外交を展開するとともに、内政面では経済建設に注力する姿勢を示した。

金正恩委員長は、同年1月に発表した新年の辞において、「国家核武力の完成」を前年の成果として誇示した上で、平昌冬季オリンピック競技大会の開催と北朝鮮「建国」70周年を捉え、韓国との関係改善の必要性を強調しており、同年2月には、同大会へ代表団が派遣された。また、同年4月に開催された朝鮮労働党中央委員会第7期第3回全員会議では、金正恩委員長は、核開発と経済建設を同時に行う「並進路線」に関する課題を貫徹したと宣言し、核実験及びICBM（注）級の弾道ミサイルの試験発射を中止すること並びに経済建設に注力することを決定した。こうした中、同年5月には、豊渓里（プンゲリ）の核実験場が爆破された。

金正恩委員長は、同年4月、3回目、11年ぶりとなる南北首脳会談を行い、文在寅（ムンジェイン）韓国大統領と共に「核のない朝鮮半島を実現する」ことを共通の目標とすることなどを盛り込んだ「朝鮮半島の平和と繁栄、統一のための板門店宣言」に署名するなど、韓国との関係改善を急速に進めた。同年6月には、シンガポールで史上初の米朝首脳会談が行われ、同会談後に発表された米朝首脳共同声明では、朝鮮半島の非核化に向けた北朝鮮側の意思が改めて確認された。しかし、北朝鮮は、米国が北朝鮮に対する制裁を解除しない限り、非核化を進める用意はないと主張しているのに対し、米国は、北朝鮮の非核化が実現するまでは制裁を解除しないことを明らかにしている。平成31年（2019年）2月には、ベトナム・ハノイで2回目の米朝首脳会談が行われたものの、双方の立場が折り合わず、合意に至らなかった。

こうした中で、北朝鮮は、令和元年（2019年）5月、2回にわたり「火力打撃訓練」を実施した。その際に北朝鮮が発射した飛翔体には短距離弾道ミサイルが含まれており、こうした短距離弾道ミサイルの発射は一連の国際連合安全保障理事会決議に違反するものである。しかし、北朝鮮は、これらの決議には拘束されないとの立場を改めて明らかにしている。

他方で、北朝鮮は、中国の習近平（しゆうきんぺい）総書記と平成30年中に3回の首脳会談を行うなど、中国、ロシア等とも積極的な外交を展開しており、中国やロシアは、北朝鮮に対する制裁の緩和を主張している。また、こうした中で、北朝鮮関連船舶による違法な洋上での物資の積替え（瀬取り）が行われるなど、制裁逃れを図る動向もみられている。


注：Intercontinental Ballistic Missile（大陸間弾道ミサイル）の略



　[image: 史上初の首脳会談を行う金正恩委員長とトランプ・米国大統領（朝鮮通信＝時事）]
史上初の首脳会談を行う金正恩委員長とトランプ・米国大統領（朝鮮通信＝時事）

②　我が国における諸工作

北朝鮮は、我が国においても、潜伏する工作員等を通じて活発に各種情報収集活動を行っているとみられる。

朝鮮総聯（れん）（注）の許宗萬（ホジヨンマン）議長は、平成30年5月の第24回全体大会で、金正恩委員長の指示に従って組織の強化や民族団結等を進める方針を示した。今後も朝鮮総聯は、北朝鮮との密接な関係を維持しながら、組織の引締めを行うとともに、我が国における親朝世論を形成するための活動等を行うものとみられる。

警察では、北朝鮮による我が国における諸工作に関する情報収集・分析に努めるとともに、違法行為に対して厳正な取締りを行うこととしており、平成30年までに53件の北朝鮮関係の諜報事件を検挙している。


注：正式名称を在日本朝鮮人総聯合会という。



（2）中国の動向

①　中国国内の情勢等

平成30年（2018年）3月、第13期全国人民代表大会第1回会議が北京で開催され、14年ぶりに憲法が改正された。憲法前文には、毛沢東（もうたくとう）、鄧小平（とうしようへい）等の指導思想と並ぶ行動指針として、「習近平による新時代の中国の特色ある社会主義思想」が、胡錦濤（こきんとう）前総書記の「科学的発展観」と共に追加されたほか、習近平総書記が主張する「社会主義現代化強国の建設」や「中華民族の偉大な復興の実現」が盛り込まれた。また、国家主席と国家副主席の任期を最大で2期10年とする規定が撤廃されたほか、全ての公務員を摘発の対象とする「国家監察委員会」の設立に関する規定が追加された。

　[image: 第13期全国人民代表大会の状況（UPI/アフロ）]
第13期全国人民代表大会の状況（UPI/アフロ）

内政面では、同年10月、改正「中国共産党規律処分条例」が施行され、党内の言論統制及び党員の宗教活動の制限が強化された。習近平指導部は、「虎もハエもたたく」という大物幹部から末端の公務員まで取り締まる方針の下、引き続き反腐敗闘争を進めている。

外交面では、貿易政策等をめぐり、米国との関係が悪化した。米国は、同年7月以降、中国による技術移転の強要及び知的財産権の侵害を理由として、中国からの輸入品に対して追加関税を課しており、それに対し中国も対抗措置を講じている。今後、中国にとって最大の輸出先である米国が更なる追加措置を講じた場合には、景気が相当程度下押しされるなど、中国経済に影響を及ぼすものとみられる。

軍事面では、同年の国防費が約1兆1,070億元（前年比約8.3％増加）と公表されるなど、軍事力の増強が図られている。中国は、国防費の増加を背景に、軍事力の急速な近代化を進めており、新型水上艦艇等の増強を継続しているほか、航空戦力についても、第4世代戦闘機を着実に増加させるとともに、多種多様な軍用機を自国で開発・生産・配備している。

②　我が国との関係をめぐる動向

安倍首相は、平成30年5月、李克強（りこくきよう）首相と会談し、経済関係の強化や国民交流の促進等の方針で一致した。また、同年10月には、多数国間会議への出席を除き、日本の首相として約7年ぶりに訪中し、李克強首相及び習近平国家主席とそれぞれ会談を行った。李克強首相との会談では、日中関係を新たな段階に進めていくため、戦略的意思疎通の強化が重要との認識で一致し、幅広い分野で対話や交流を進めていくこととした。また、習近平国家主席との会談では、若い世代を中心とする国民交流を後押ししていくことなどで一致した。

　[image: 10月の日中首脳会談（時事通信）]
10月の日中首脳会談（時事通信）

一方、平成24年9月に日本政府が尖閣諸島の一部の島について所有権を取得して以降、中国公船は、荒天の日を除きほぼ毎日接続水域を航行しており、我が国の領海にも侵入を繰り返している。警察では、関係機関と連携しつつ、情勢に応じて部隊を編成し、不測の事態に備えている。

中国航空戦力も、平素から東シナ海で活発に活動しており、平成30年4月には、中国の偵察用無人機とみられる航空機1機が東シナ海を飛行した。また、同年5月には、爆撃機4機を含む中国軍機8機が、沖縄本島と宮古島の間を飛行した。

③　我が国における諸工作等

中国は、諸外国において活発に情報収集活動を行っており、我が国においても、先端技術保有企業、防衛関連企業、研究機関等に研究者、技術者、留学生等を派遣するなどして、巧妙かつ多様な手段で各種情報収集活動を行っているほか、政財官学等の関係者に対して積極的に働き掛けを行っているものとみられる。警察では、我が国の国益が損なわれることのないよう、平素からその動向を注視し、情報収集・分析等に努めるとともに、違法行為に対して厳正な取締りを行うこととしている。

（3）ロシアの動向

平成30年（2018年）中、日露間の対話は継続しており、同年5月にはロシア・モスクワ、同年9月にはロシア・ウラジオストク、同年11月にはシンガポール及び同年12月にはアルゼンチン・ブエノスアイレスと相次いで日露首脳会談を行った。同年11月の会談では、昭和31年（1956年）の日ソ共同宣言を基礎として平和条約の締結に向けた交渉を加速させることで一致したほか、平成30年（2018年）12月の会談では、両国の外務大臣を交渉の責任者とすることなどで一致した。

一方、ロシア情報機関は、世界各地において依然として活発に活動しており、米国は、同年7月、平成28年（2016年）の米国大統領選挙にサイバー攻撃を通じて不正に介入したなどとして、ロシア軍参謀本部情報総局（GRU）の情報機関員12人を起訴したと発表した。また、平成30年（2018年）9月には、英国が、同年3月に元ロシア情報機関員らが神経剤「ノビチョク」で襲撃された事件をめぐり、GRUに所属するとされるロシア人2人の逮捕状を取得したと発表した。

ロシア情報機関は、我が国においても活発に情報収集活動を行っている。警察では、ソ連崩壊以降、平成30年までに9件の違法行為を摘発しており、今後もロシアの違法な情報収集活動により我が国の国益が損なわれることのないよう、厳正な取締りを行うこととしている。






2　大量破壊兵器関連物資等の不正輸出等の取締り

（1）大量破壊兵器関連物資等の不拡散についての国際的な取組

警察では、大量破壊兵器関連物資等の拡散が国際社会における安全保障上の重大な脅威となっている情勢を踏まえ、我が国や各国が主催するPSI（注）阻止訓練に都道府県警察のNBCテロ対応専門部隊等を派遣するなど、国際的な取組にも積極的に参加している。平成30年7月に我が国で開催されたPSI海上阻止訓練「Pacific Shield 18」では、神奈川県警察が、税関及び海上保安庁と合同で船舶への立入検査等を行うとともに、陸上自衛隊と共同で陸揚げされた大量破壊兵器関連物資に対する検知等を行った。


注：Proliferation Security Initiative（拡散に対する安全保障構想）の略。国際社会の平和と安定に対する脅威である大量破壊兵器関連物資等の拡散を阻止するために、国際法及び各国国内法の範囲内で、参加国が共同してとり得る移転及び輸送の阻止のための措置を検討・実践する取組のことで、107か国（平成31年2月末現在）がPSIの基本原則や目的に対する支持を表明している。



（2）技術情報等の流出防止

我が国は、世界中で利用されている先端技術に関する情報や最先端の高性能製品を数多く有しており、これらの技術情報等の中には、使用方法によっては軍事用途に転用可能なものも含まれる。警察では、官民連携等による技術情報等の流出防止に向けた取組を積極的に行っているほか、平成30年12月までに、36件の大量破壊兵器関連物資等の不正輸出事件を検挙しており、その中には、軍用の化学兵器の製造や核・ミサイルの開発に用いられるおそれがある物質の不正輸出事件等も含まれている。これらの事件においては、第三国を経由した迂回輸出の実態や摘発逃れを目的とした輸出名義人の偽装が確認されるなど、犯罪の手口が悪質化・巧妙化しており、警察では、国内外の関係機関との緊密な連携等を通じて、違法行為に対する取締りを更に徹底することとしている。

（3）対北朝鮮措置に関係する違法行為の取締り

我が国は、北朝鮮による拉致、核、ミサイルといった諸懸案を包括的に解決するため、国際連合安全保障理事会決議に基づく対北朝鮮措置（武器等の輸出入の禁止、人的往来の禁止等）のほか、我が国としての措置（北朝鮮籍船舶の入港禁止措置、北朝鮮との間の全ての品目の輸出入禁止等）を実施している。警察では、対北朝鮮措置の実効性を確保するため、対北朝鮮措置に関係する違法行為に対し、徹底した取締りを行っており、平成30年12月までに38件の事件を検挙している。


CASE

貿易会社役員らは、平成21年6月18日から北朝鮮を仕向地とした全ての貨物の輸出禁止措置がとられていたにもかかわらず、平成23年8月、経済産業大臣の承認を受けないで、冷凍のタラを北朝鮮に輸出した。平成25年11月、同会社役員ら3人を外為法違反（無承認輸出）で逮捕したほか、平成30年5月、日本国外に逃亡していた共犯者の水産物仲介業を営む男（56）を同法違反（無承認輸出）で逮捕した（警視庁）。








第2節　公安情勢と諸対策

1　オウム真理教の動向と対策

（1）オウム真理教の動向

オウム真理教（以下「教団」という。）は、現在、「Aleph（アレフ）」をはじめとする主流派と、「ひかりの輪」を名のる上祐派が活動している。麻原彰晃こと松本智津夫が確立した教義は、依然として教団の基盤となっており、その中には、殺人さえも教団のいう救済活動として善行となる場合があるとする反社会的なものもある。教団は、こうした教義に基づいて、松本サリン事件、地下鉄サリン事件等の数々の凶悪事件（注1）を引き起こし、多くの犠牲者を出した。

このため、平成12年（2000年）2月以降、教団に対し、無差別大量殺人行為に及ぶ危険性があるなどとして、団体規制法（注2）に基づき、公安調査庁長官の観察に付する処分が行われており、平成30年1月には、6回目となる処分の期間更新決定（令和3年（2021年）1月末まで）がなされた。

また、警察では、一連の凶悪事件に対する捜査を徹底し、平成7年5月に松本を逮捕したほか、平成8年末までに400人以上を逮捕するとともに、17年に及ぶ捜査の末、平成24年には、逃亡を続けていた被疑者を相次いで逮捕したことにより、一連の凶悪事件の被疑者全員の検挙に至った。さらに、平成30年7月には、松本をはじめとする13人の死刑確定者全員の刑が執行された。

しかし、主流派は依然として、地下鉄サリン事件等の凶悪事件の首謀者であった松本を、死刑執行後も教祖として絶対的帰依の対象とし、反社会的な内容を含む教義に沿った活動を続けている。一方、上祐派は、かつて松本が上祐史浩(現「ひかりの輪」代表）に対し教団を維持するために別の宗教団体を作るよう指示したことや、新たな団体の設立については主に当時教団の幹部であった同人に任されていたことが判明しているにもかかわらず、外形上、松本の影響から脱した危険性のない団体であるかのように装い活動をしている。


注1：27、28頁参照

注2：無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律



（2）オウム真理教対策の推進

教団は、15都道府県に35か所の拠点施設を有しているが、拠点施設が所在する地域においては、教団の活動に対する不安感が強く、教団の進出に反対する地域住民が対策組織を結成している地域もある。警察では、教団施設周辺における警戒警備活動を行うとともに、教団の現状や警察の取組について、地域住民や地方公共団体に向けた広報活動を行うことにより、安心感の醸成を図っている。

また、教団は、一連の凶悪事件を知らない若い世代を主な対象として、教団名を隠した勧誘活動を行っている。警察では、こうした勧誘活動に伴う違法行為に対する積極的な取締りを実施しており、平成30年1月には、仏教に関する勉強会への入会契約時に、契約書等の必要な書面を交付せず、契約解除を妨げるため不実の告知をしたとして、特定商取引に関する法律違反（申込書面交付義務違反等）で主流派出家信者1人を検挙した（北海道）。警察では、こうした巧妙な勧誘活動の手口について、各種機会を通じ、学校等に対して広報している。

　図表6-1　オウム真理教の拠点施設等（平成30年末現在）
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2　極左暴力集団の動向と対策

（1）極左暴力集団の動向

暴力革命による共産主義社会の実現を目指す極左暴力集団は、依然として「テロ、ゲリラ」の実行部隊である非公然組織を擁するとともに、組織の維持・拡大をもくろみ、暴力性・党派性を隠して大衆運動や労働運動に取り組んでいる。

平成30年中、極左暴力集団は、その暴力性・党派性を隠しながら、働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律案の成立をめぐり、同法律案が労働者の権利を奪うとして反対運動に取り組んだほか、「政権打倒」を掲げて憲法改正への反対を訴えた。また、同様に、沖縄県における普天間飛行場の名護市辺野古移設に対する反対運動をはじめとした反戦・反基地運動に加え、原子力発電所の建設や再稼働を捉えた反原発運動にも取り組み、これらを通じて同調者や支持者の獲得を図った。

革マル派（注1）は、同派創始者である故黒田寛一前議長の講演記録を集成した書籍を刊行し、同書を活用した学習を呼び掛けるなど、黒田前議長が提唱した理論の継承に引き続き取り組んだ。また、革マル派が相当浸透しているとみられる全日本鉄道労働組合総連合会（JR総連）及び東日本旅客鉄道労働組合（JR東労組）は、JR東労組から3万人を超える組合員が脱退した事態を受け、定期大会において、同派設立時の副議長であった故松嵜明元JR東労組会長が提唱した労働運動理論を基に組織再建に取り組む方針を決定した。

中核派（注2）は、労働運動を通じて組織拡大を図る「階級的労働運動路線」を堅持し、労働争議や大衆運動に介入する中で勧誘活動にも取り組んだ。また、中核派系の全日本学生自治会総連合（全学連）を中心に若者の獲得に力を入れ、活動家の在籍の有無を問わず各地の大学で勧誘活動に取り組んだほか、勧誘活動においては、SNSや動画共有サイトを積極的に活用した。このほか、全学連は、東京大学の現役学生を委員長とする新執行部を確立した。

革労協主流派（注3）及び革労協反主流派（注4）は、平成30年の年頭の機関紙において、非公然組織「革命軍」のアピール文をそれぞれ発し、武装闘争の飛躍や発展を主張した。


注1：正式名称を日本革命的共産主義者同盟革命的マルクス主義派という。

注2：正式名称を革命的共産主義者同盟全国委員会という。

注3：正式名称を革命的労働者協会（社会党社青同解放派）という。

注4：正式名称を革命的労働者協会（解放派）という。



　[image: 「国際反戦デー闘争」（10月、東京）]
「国際反戦デー闘争」（10月、東京）

（2）極左暴力集団対策の推進

警察では、極左暴力集団による「テロ、ゲリラ」を未然に防止するための諸対策を推進しており、その過程で明らかになった違法行為は、厳正に取り締まっている。平成30年8月には、偽名でホテルに宿泊した中核派非公然活動家1人を有印私文書偽造・同行使罪等で逮捕した（警視庁）。また、同年11月には、京都大学の構内に無断で侵入し、機関紙やビラを配布した中核派系全学連活動家3人を建造物侵入罪で逮捕した（京都）。






3　右翼等の動向と対策

（1）右翼の動向と対策

右翼は、近年、領土問題、歴史認識問題等に関し、関係国や日本政府等を批判している。

平成30年中、韓国をめぐっては、韓国の国会議員による竹島上陸、慰安婦問題及び旧朝鮮半島出身労働者問題を捉えた抗議活動を活発化させた。

北朝鮮をめぐっては、北朝鮮が核実験及びICBM級の弾道ミサイルの試験発射の中止を決定したことに伴い、それらを捉えた抗議活動の動員数は減少したものの、平成30年2月には、「北朝鮮のミサイル発射が許せなかった」などとして、右翼活動家ら（2人）が朝鮮総聯中央本部の正門門扉に拳銃5発を発砲し、同門扉を損壊する事件が発生し、同活動家らを建造物損壊罪で現行犯逮捕した（警視庁）。

また、警察では、右翼及びその周辺者からの銃器摘発に努めた結果、平成30年中、拳銃8丁（平成29年中：0丁）を押収した。

右翼が上記の街頭宣伝活動等に動員した団体数、人数及び街頭宣伝車数は、図表6-2のとおりである。

　[image: 右翼の街頭宣伝活動（5月、東京）]
右翼の街頭宣伝活動（5月、東京）

　図表6-2　右翼による街頭宣伝活動等に伴う動員数（平成30年）
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CASE

右翼活動家の男（66）は、平成30年4月、高速道路のサービスエリアに駐車中の乗用自動車内において、正当な理由なく、刃体の長さ約22センチメートルのなた1丁を携帯していたことから、同男を銃刀法違反（刃物携帯）で逮捕した（神奈川）。同男は、北朝鮮の拉致問題に関する安倍首相宛ての抗議文を所持しており、また、過去には、拉致問題に抗議する目的で、国会議事堂周辺等でなたを使用し自らの手首を切り付けるなどしていた。




CASE

右翼団体幹部の男（46）は、平成30年5月、ロシア大使館に抗議する目的で、同大使館通用門脇に設置されたフェンスを乗り越えて敷地内に侵入しようとしたものの、警察官に阻止され、その際、同フェンスを損壊した。同月、同男を建造物侵入未遂罪及び器物損壊罪で逮捕した（警視庁）。



警察では、右翼による悪質な違法行為に対し、様々な法令を適用した取締りを行っており、平成30年中、右翼による違法行為の検挙件数は1,242件、検挙人員は1,315人であった。

右翼団体の中には、幹部の多くが暴力団員又は元暴力団員であるものや、暴力団が右翼団体を標榜しているものなど、反社会的勢力と密接な関係を有するものが数多くあり、資金獲得を目的とした恐喝事件や詐欺事件等の違法行為を引き起こしているが、このような恐喝事件や詐欺事件等の検挙件数は171件、検挙人員は209人に上り、当該検挙件数は、道路交通法違反を除く全右翼関係事件検挙件数（534件）の約32％を占めている。

また、国民の平穏な生活に影響を及ぼす悪質な街頭宣伝活動に対しては、その内容や形態に応じた取締りを行っており、平成30年中は、暴力行為等処罰ニ関スル法律違反等で15件24人を検挙した。

　[image: 街頭宣伝活動に対する取締り状況（8月、東京）]
街頭宣伝活動に対する取締り状況（8月、東京）


CASE

右翼団体代表（49）ら2人は、平成30年8月、外国公館等周辺地域を走行中の街頭宣伝車内において、高音を発して静穏を害するような方法で同車に備え付けた拡声機を使用したため、警察官らから、拡声機の使用をやめるよう是正措置命令を受けたにもかかわらず、引き続き同様の方法で拡声機を使用し、同命令に違反したことから、同代表らを静穏保持法（注）違反で現行犯逮捕した（警視庁）。


注：国会議事堂等周辺地域及び外国公館等周辺地域の静穏の保持に関する法律





（2）右派系市民グループをめぐる情勢と警察の対応

平成30年中、極端な民族主義・排外主義的主張に基づき活動する右派系市民グループは、韓国や北朝鮮との問題等を捉えたデモや街頭宣伝活動等に各地で取り組み、全国におけるデモは約30件に及んだ。

また、右派系市民グループの活動に対して抗議する勢力が、参加者による過激な言動について、「ヘイトスピーチ」であると批判するなどして、抗議行動に取り組んだ。

警察では、平成28年に施行された本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律を踏まえ、引き続き、右派系市民グループとその活動に対して抗議する勢力とのトラブルに起因する違法行為の未然防止の観点から、厳正公平な立場で必要な警備措置を講じ、違法行為を認知した場合には、法と証拠に基づき厳正に対処するとともに、警察職員に対する必要な教育を推進することとしている。

　[image: 右派系市民グループのデモ（3月、東京）]
右派系市民グループのデモ（3月、東京）


CASE

右派系市民グループ関係者の男（19）は、平成30年6月、東京都内において、デモ行進中、デモに抗議していた男性を突き飛ばすなどの暴行を加えたことから、同関係者の男を暴行罪で現行犯逮捕した（警視庁）。








4　日本共産党の動向

（1）低迷する党勢拡大

日本共産党は、近年、党員と機関紙購読者の数がいずれも減少傾向にある中、平成24年1月、「2010年代に、全体として党勢の倍加に挑戦する」という目標を掲げており、平成30年6月には、同年9月までを「参議院選挙・統一地方選挙躍進 党勢拡大特別月間」とし、党勢拡大に集中的に取り組んだ。その結果、同月末までに4,355人が入党、機関紙購読者数が約1万人増加したことを公表したが、機関紙購読者数は、同年10月以降、再び減少した。同党は、機関紙の売上げを主要な収入源としているが、同年11月には、機関紙購読者数の減少及び経費の増大による採算の悪化を理由に、平成31年1月から機関紙「しんぶん赤旗」日曜版の購読料を823円から930円に値上げすると発表した。

　図表6-3　日本共産党の党員数及び機関紙購読者数の推移
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（2）野党共闘

日本共産党は、国政選挙における選挙協力を中心とした野党共闘を推進し、野党連合政権の樹立を目指している。従来、国政選挙では全選挙区での候補者擁立を原則としていたが、平成27年に方針を転換し、第24回参議院議員通常選挙（平成28年7月10日施行）及び第48回衆議院議員総選挙（平成29年10月22日施行）では、野党統一候補の擁立を優先し、候補者を取り下げるなどした。

平成30年中も、協力が可能な野党とは、国会審議等において連携を図ったほか、沖縄県知事選挙等の地方選挙においては同一の候補者を支援した。令和元年の参議院議員通常選挙においても全ての1人区で野党統一候補擁立の実現を目指すこととしている。

（3）関係団体との連携

日本共産党は、若い世代の党員を獲得するため、原則として15歳から30歳までの者で構成される日本民主青年同盟（以下「民青」という。）の組織拡大を同党の「共同の事業」と位置付け、民青に対する援助を強めている。民青は、平成30年11月、第42回全国大会を開催し、平成29年12月の第41回大会以降に1,074人の同盟員及び533人の機関紙購読者を獲得したことを公表した。同大会には、同党から小池晃書記局長が出席し、同盟員の拡大に向けて「一層力を合わせたい」と呼び掛けた。

他方、日本共産党は、労働者への影響力の拡大に向け、同党の指導・援助により結成された全国労働組合総連合（以下「全労連」という。）との連携を図っている。平成30年1月、同党の小池書記局長は、全労連の年始行事である新春旗開きに出席し、「今年は何としても改憲を阻止する1年にしなければならない」、「改憲のたくらみを阻止することは、全労連、日本共産党の歴史的使命だ」などと訴え、憲法改正をめぐる問題における全労連との連携を強調した。また、全労連においても、同年7月の第29回定期大会において、憲法第9条の改正阻止の取組を強めることなどを内容とする運動方針を決定した。






5　大衆運動への警察の対応

警察は、公共の安全と秩序の維持に当たるという警察の責務を遂行するため、大衆運動に伴う違法行為や事故を未然に防止するために必要な警備措置を講じるとともに、違法行為が発生した際には、捜査等の必要な措置を講じることとしている。

（1）近年の大衆運動

近年の大衆運動は、平成23年の福島第一原子力発電所事故を契機に、反原発運動が幅広い年齢層の多数の市民が参加する運動へと発展したり、平成27年以降、平和安全法制等に反対する運動に諸団体が連携して取り組み、国会議事堂周辺等において繰り返し大規模な抗議行動が展開されたりするなど一定の拡大がみられたが、最近ではその勢いに陰りが生じている。

平成30年中も、各地で様々な課題を捉えた集会、デモ等が行われており、例えば、毎週金曜日には、首相官邸前で反原発を訴える抗議行動が、毎月19日には、国会議事堂周辺でその時々の政治課題等を捉えた抗議行動が行われているが、図表6-4及び図表6-5のとおり、これらの抗議行動の平均参加者数はそれぞれのピークの年の数を大幅に下回った。

　図表6-4　毎週金曜日の首相官邸前における抗議行動（平成24～30年）
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　図表6-5　毎月19日の国会議事堂周辺における抗議行動（平成27～30年）
[image: 図表6-5　毎月19日の国会議事堂周辺における抗議行動（平成27～30年）]

（2）沖縄県内の反基地運動

沖縄県では、普天間飛行場の危険の除去と返還に向けて名護市辺野古への移設工事が進められているが、これを新たな米軍基地の押し付けと捉える地域住民らが、移設先であるキャンプ・シュワブや埋立用の資材を搬出する港の周辺において、工事関係車両への立ち塞がり、道路での座込みといった危険な妨害活動を繰り返している。

警察では、平成30年中、同県内の反基地運動に伴って発生した違法行為に関連して、道路交通法違反（道路上の禁止行為）、公務執行妨害罪、暴行罪等で20件、延べ22人を検挙した。

（3）反グローバリズム運動

近年、経済のグローバル化が貧富の差の拡大や環境破壊といった社会問題を発生させているなどとする考え方に基づき、国際会議等の開催を捉えて抗議行動を行う反グローバリズム運動が国際的に展開されており、平成30年（2018年）11月にアルゼンチンで開催されたG20ブエノスアイレス・サミットにおいては、数万人規模のデモが行われ、ハンマーや火炎瓶等を所持していたなどとして、当該デモの参加者十数人が身柄拘束されるなどした。

国内の反グローバリズムを掲げる勢力についても、令和元年のG20大阪サミットや令和2年の2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて、集会の開催や関係者の海外派遣等を通じ、国内外の諸勢力との連携を図るなどの活動が確認されている。






警察活動の最前線


市民目線の雑踏警備




広島県警察本部地域部地域課指導係

渡辺　隆明（わたなべ　たかあき）　警部補

　[image: メイプル君]




雑踏警備業務は、市民の利便を尊重しつつ、雑踏による混乱を適切に整理して、事故を未然に防ぐことを目的とします。当県では、「ひろしまフラワーフェスティバル」をはじめ、年間を通じて数多くのイベントが開催されており、私は雑踏警備業務担当者として、市民が安全かつ安心してイベントを楽しめるよう、「市民目線」をモットーに日々雑踏警備業務に当たっています。

特に近年「カープ女子」という言葉が全国的に有名になりましたが、広島県内では広島東洋カープに関連する雑踏警備が多く実施されています。

リーグ優勝時等には、数多くのファンが繁華街に集まり喜びを分かち合うなど、主催者のいない雑踏警備となります。この場合、事案の発生が予測しにくいことから、実態調査が欠かせません。当日は実際に街に出て、自らの肌で現場の空気を感じ、市民と同じ目線で周囲を見ることにより、雑踏の変化を見逃すことのないようにしています。

雑踏警備は市民の安全と安心のためにあります。私が実践する「市民目線」の雑踏警備も、単に市民に都合が良いということではなく、市民の安全を確保し、市民が安心を実感できることに意義があると考えます。私は、たくさんの方が広島県のイベントを訪れ、幸せな気持ちで帰ってもらえるよう、これからも日々研鑽に努め、雑踏事故の絶無を期す所存です。

　[image: 左が本人]
左が本人




儀仗勤務について




皇宮警察本部坂下護衛署警備課第一班

菊地　洋輝（きくち　ひろき）　巡査長皇宮巡査

　[image: 皇宮警察　エンブレム]




約3万人を超える参賀者の大歓声。日の丸の小旗が激しく振られ、中には涙を流している姿も視界に入り、言葉では言い表せない国民の皇室に向けられた熱い思いが押し寄せてきます。

私は、毎年1月2日、皇居において天皇皇后両陛下及び皇族方が宮殿のベランダにお出ましになり、直接国民からの祝賀をお受けになる新年一般参賀において、儀仗隊の一員として勤務しています。

儀仗勤務とは、国事行為に関する儀式をはじめ国賓の接遇等に際し、儀容を整え、威儀を正して護衛警備に当たる勤務で、勤務中は、一糸乱れぬ各個動作、歩調により、宮殿南車寄等の左右に分かれて配置に就き、一定時間、直立不動の姿勢を取り続けながらも、いざという時には瞬時に対応できるよう、全神経を研ぎ澄ませておく必要があります。そのため、日頃から厳しい訓練を積み重ね、また、体調管理にも気を配っています。

本年春には、天皇陛下の御即位に伴う儀式等が皇居で執り行われました。憧れの皇宮護衛官となって3年、このような歴史的瞬間に携わることができた喜びと誇りを胸に、皇室守護の重責を果たすため、今後も全力を尽くしていきたいと思います。

　[image: 皇宮警察本部坂下護衛署警備課第一班　菊地　洋輝（きくち　ひろき）　巡査長皇宮巡査]



注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。






第7章　警察活動の支え

第1節　警察活動の基盤

1　警察の体制

（1）定員

警察庁や都道府県警察の職員は、警察官、皇宮護衛官及び一般職員で構成されている。

　図表7-1　警察職員の定員（平成31年（2019年）度）
[image: 図表7-1　警察職員の定員（平成31年（2019年）度）]

（2）警察力強化のための取組

地方警察官については、平成13年度から29年度までの間に合計3万1,811人の増員を行ってきた。刑法犯認知件数が平成14年以降16年連続して減少するなど、地方警察官の増員は、他の施策と併せ、犯罪の増勢に歯止めを掛け、治安の回復に効果をもたらしていると考えられる。

しかし、我が国の治安は、刑法犯認知件数等の指標が改善する一方で、人身安全関連事案は後を絶たず、高齢者を中心に大きな被害が生じている特殊詐欺の認知件数が近年増加傾向にあるほか、国際テロ情勢の悪化やサイバー空間の脅威の増大がみられるなど課題が山積している。また、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の成功に向けて、警察の事態対処能力を強化することが必要となっており、引き続き、時代に合わせて警察力の強化に努める必要がある。このため、警察では、次のような警察力強化のための取組を強力に推進し、依然として予断を許さない状況にある治安情勢に的確に対応することとしている。

①　退職警察職員の積極的活用

交番相談員、捜査技能伝承官等の非常勤職員を拡充し、また、再任用制度を積極的に活用することで、即戦力たる退職警察職員により現場執行力を補完するとともに、経験豊富な警察職員の優れた技能を若手警察職員に伝承している。

②　優秀な人材確保のための採用募集活動の強化

警察庁では、警察官という職業の魅力をアピールするため、合同企業説明会への参加、警察庁ウェブサイトや民間の就職サイトを通じた情報提供等を行い、都道府県警察の採用募集活動を支援している。

　[image: 合同企業説明会における採用募集活動の様子]
合同企業説明会における採用募集活動の様子

（3）女性警察官の採用・登用の拡大

警察では、女性警察官の採用に積極的に取り組んでいる。毎年度1,000人を超える女性警察官を採用し、女性警察官数は年々増加している。平成30年度には1,833人（新規採用者総数に占める比率は19.0％）の女性警察官が採用された。

　図表7-2　都道府県警察の女性警察官数及び地方警察官に占める女性警察官の割合の推移（平成22～31年度）
[image: 図表7-2　都道府県警察の女性警察官数及び地方警察官に占める女性警察官の割合の推移（平成22～31年度）]

女性が被害者となる性犯罪や配偶者からの暴力事案等の捜査、被害者支援等、女性警察官の能力や特性をいかした分野のほか、強行犯捜査、知能犯捜査等の捜査全般、暴力団対策、警衛・警護等の分野でも活躍するなど女性警察官の職域は全ての分野に拡大しており、警察署長をはじめとする幹部への登用も進んでいる。

また、警察庁及び都道府県警察では、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定事業主行動計画をそれぞれ策定し（注）、女性がその個性と能力を十分に発揮して活躍できるよう様々な取組を推進している。


注：警察庁においては、平成28年3月、同計画を兼ねるものとして、「警察庁におけるワークライフバランス等の推進のための取組計画」（https://www.npa.go.jp/sonota/jinji/20160310_wlbtorikumikeikaku.pdf）を策定している。



　図表7-3　都道府県警察で採用された女性警察官のうち警部以上の人数の推移（平成22～31年度）
[image: 図表7-3　都道府県警察で採用された女性警察官のうち警部以上の人数の推移（平成22～31年度）]

（4）教育訓練

警察職員には、適正に職務を執行するため、良識と確かな判断能力や実務能力が必要とされる。警察学校や警察署等の職場では、誇りと使命感に裏打ちされた高い倫理観と職務執行能力を兼ね備えた警察職員を育成するため、教育訓練の充実強化を図っている。

①　警察学校における教育訓練

都道府県警察の警察学校、警察庁の管区警察学校、警察大学校等では、対象者の階級及び職に応じて、次のような体系的な教育訓練を実施している。

　図表7-4　警察学校における教育訓練体系
[image: 図表7-4　警察学校における教育訓練体系]

②　職場における教育訓練

警察署等の職場では、個々の警察職員の能力又は職務に応じた個人指導や研修会の開催等により、職務執行能力の向上を図っているほか、経験豊富な警察官や退職警察官の講義等を通じ、専門的な知識及び技能の伝承に努めている。また、職務執行の際に求められる高い倫理観を培うため、有識者による講習会等を行っている。

③　術科訓練の充実強化

凶悪犯罪に的確に対処できる精強な執行力を確保するため、柔道、剣道、逮捕術、拳銃等の術科訓練を実施している。特に、様々に変化する状況に的確に対応する能力を培うため、映像射撃シミュレーター（注）等による拳銃訓練をはじめ、実際の現場で発生する可能性の高い事案を想定した実践的な訓練の充実強化を図っている。


注：スクリーン投影した映像に向け、レーザー光線で射撃を行う訓練装置



　[image: 実践的な訓練]
実践的な訓練

（5）警察職員の殉職・受傷

警察官は、個人の生命、身体及び財産を保護し、公共の安全と秩序の維持に当たるため、自らの身の危険を顧みず職務を遂行し、その結果、不幸にして殉職（注）・受傷する場合がある。

警察では、殉職・受傷した警察職員又はその家族に対して、公務災害補償制度による公的補償のほか、賞じゅつ金の支給等の措置をとっている。また、特記すべき職務執行に対しては、警察庁長官名による表彰を行っている。


注：平成30年中の殉職事案については、9頁参照








2　警察の予算と装備

（1）警察の予算

警察の予算は、警察庁予算と都道府県警察予算から成る。このうち、警察庁予算には、国庫が支弁する都道府県警察に要する経費と補助金が含まれる。

平成30年度警察庁予算では、テロ対策と緊急事態への対処やサイバー空間の脅威への対処に要する経費等を、補正予算では、災害復旧に要する経費等を措置した。

平成30年度の国民一人当たりの警察予算は約2万9,000円であった。

　[image: ①　警察庁予算]

　図表7-5　警察庁予算（平成30年度最終補正後）
[image: 図表7-5　警察庁予算（平成30年度最終補正後）]

（2）警察の装備

①　車両の整備

警察用車両として、パトカー、白バイ等が全国に約4万2,500台整備されている。

平成30年度は、災害現場での救出救助活動に必要な車両等を増強した。

②　装備品の整備

平成30年度は、テロ対策、大規模災害対策、暴力団対策等の推進を重点として、各種装備品を整備した。

　図表7-6　都道府県警察予算（平成30年度最終補正後）
[image: 図表7-6　都道府県警察予算（平成30年度最終補正後）]

　[image: レスキュー車]
レスキュー車






3　犯罪被害者支援

（1）警察による犯罪被害者支援

①　基本施策

犯罪被害者及びその遺族又は家族（以下「犯罪被害者等」という。）は、犯罪によって直接、身体的、精神的又は経済的な被害を受けるだけでなく、様々な二次的被害を受ける場合がある。そこで、警察では図表7-7のとおり、様々な側面から犯罪被害者支援の充実を図っている。また、各都道府県警察において、あらかじめ指定された警察職員が事件発生直後に犯罪被害者支援を行う指定被害者支援要員制度（注）が導入されている。


注：平成30年末現在の要員総数　38,263人



　図表7-7　犯罪被害者支援に関する主な施策
[image: 図表7-7　犯罪被害者支援に関する主な施策]

②　犯罪被害給付制度・国外犯罪被害弔慰金等支給制度

警察では、犯罪被害者等の経済的・精神的負担の軽減に資するため、犯罪被害給付制度及び国外犯罪被害弔慰金等支給制度を運用している。

犯罪被害給付制度は、通り魔殺人等の故意の犯罪行為により不慮の死亡、重傷病又は障害という重大な被害を受けたにもかかわらず、公的救済や損害賠償を得られない犯罪被害者等に対し、犯罪被害者支援法（注）に基づき、国が一定の給付金を支給するものである。この制度は、昭和56年（1981年）1月に開始され、犯罪被害等の早期の軽減に重要な役割を果たしている。


注：犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律



　図表7-8　犯罪被害給付制度
[image: 図表7-8　犯罪被害給付制度]

国外犯罪被害弔慰金等支給制度は、日本国外において行われた人の生命又は身体を害する故意の犯罪行為により死亡した日本国籍を有する者（日本国外の永住者を除く。以下同じ。）の第一順位遺族（日本国籍を有せず、かつ、日本国内に住所を有しない者を除く。）に国外犯罪被害弔慰金として被害者一人当たり200万円を、当該犯罪行為により障害等級第1級相当の障害が残った日本国籍を有する者に国外犯罪被害障害見舞金として一人当たり100万円を、それぞれ支給するものであり、平成28年11月から開始された。

③　犯罪被害者等の特性に応じた施策

犯罪類型等によって犯罪被害者等には異なる特性があることから、警察では、性犯罪被害者、交通事故被害者（注1）、配偶者からの暴力事案の被害者（注2）、ストーカー事案の被害者（注3）、被害少年（注4）、暴力団犯罪被害者等について、その特性に応じた施策を推進している。


注1：203頁参照

注2：89頁参照

注3：89頁参照

注4：97頁参照



　図表7-9　性犯罪被害者の特性に応じた施策
[image: 図表7-9　性犯罪被害者の特性に応じた施策]

④　関係機関・団体との連携

犯罪被害者等が支援を必要とする事柄は、生活、医療、公判等多岐にわたるため、全ての都道府県で、警察のほか、検察庁、弁護士会、医師会、臨床心理士会、地方公共団体の担当部局や相談機関等の関係機関・団体から構成される「被害者支援連絡協議会」が設立され、犯罪被害者支援のための相互の連携を図っている。

また、個々の事案において、犯罪被害者等の具体的なニーズを把握した総合的支援を行うために、警察署等を単位とした連絡協議会「被害者支援地域ネットワーク」が構築されている。

さらに、よりきめ細かな犯罪被害者支援を行うため、全ての都道府県において、犯罪被害者支援法に基づき、都道府県公安委員会が犯罪被害等の早期の軽減に資する事業を適正かつ確実に実施できる団体を犯罪被害者等早期援助団体として指定している。同団体では、犯罪被害者等の支援に関する広報啓発活動、犯罪被害等に関する相談への対応、犯罪被害者等給付金の裁定の申請の補助及び物品の供与又は貸与、役務の提供その他の方法による犯罪被害者等の援助を行っており、都道府県警察では、同団体に対し、犯罪被害者等の同意を得て、犯罪被害の概要に関する情報を提供することで、犯罪被害者等が同団体による支援を受けやすくなるよう努めている。


MEMO　全国被害者支援ネットワーク（注）との連携

警察庁では、全国被害者支援ネットワークが開催する民間被害者支援団体の相談員等への研修に職員を講師として派遣しているほか、毎年、同ネットワークと全国犯罪被害者支援フォーラムを共催するなどして犯罪被害者等の支援に関する広報啓発を推進している。なお、同ネットワークは、平成30年5月で設立20周年を迎えており、同年10月には全国犯罪被害者支援フォーラム2018が開催され、長年にわたり犯罪被害者等の支援活動に尽力し、多大な功労があったと認められる犯罪被害相談員等に対して、国家公安委員会委員長による表彰のほか、警察庁長官及び全国被害者支援ネットワーク理事長による連名での表彰等が行われた。


注：平成10年5月に8つの民間被害者支援団体により設立された団体（平成28年に公益社団法人化）。現在、全都道府県に民間被害者支援団体が設立されており、このうち犯罪被害者等早期援助団体の指定を受けた団体は、全て全国被害者支援ネットワークに加盟している。



　[image: 全国犯罪被害者支援フォーラム2018]
全国犯罪被害者支援フォーラム2018



（2）第3次犯罪被害者等基本計画の推進

犯罪被害者等基本法において、政府は、犯罪被害者等のための施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、犯罪被害者等のための施策に関する基本的な計画を定めなければならないこととされている。

これに基づき、平成17年には犯罪被害者等基本計画が、平成23年には第2次犯罪被害者等基本計画がそれぞれ策定されていたところ、平成28年4月、それまでの基本計画の推進による成果を踏まえつつ、平成28年度から令和2年（2020年）度までの5年間を計画期間とする第3次犯罪被害者等基本計画が策定された。

犯罪被害者等基本計画の作成及び推進に関する事務を担う警察庁では、関係府省庁が推進する具体的施策について、その進捗状況を定期的に確認するとともに、年次報告（犯罪被害者白書）等を通じて公表するなど、第3次犯罪被害者等基本計画の確実な推進を図っている。

　図表7-10　第3次犯罪被害者等基本計画の概要
[image: 図表7-10　第3次犯罪被害者等基本計画の概要]


MEMO　地方自治体における犯罪被害者等の支援に特化した条例の制定

警察庁では、第3次犯罪被害者等基本計画に基づき、犯罪被害者等の視点に立った総合的かつ計画的な犯罪被害者等の支援の促進のため、犯罪被害者等の支援に関する条例の制定等について都道府県及び指定市に対し情報提供を行っているところであり、犯罪被害者等の支援に特化した条例を制定する動きが広がっている。

例えば、横浜市は、犯罪被害者等の権利利益の保護が図られる地域社会の実現に向け、犯罪被害者等の支援について市、市民等及び事業者のそれぞれの責務を明確にするとともに、市の行う施策として犯罪被害者等の経済的な負担の軽減や被害からの早期回復のための支援等を盛り込んだ「横浜市犯罪被害者等支援条例」を制定した（平成31年4月1日施行）。同市では、同条例によって、犯罪被害者等の支援の充実のほか、関係機関との連携の強化と市民による理解の促進を図ることで、犯罪被害者等が安心して暮らすことができる地域社会の実現を目指すこととしている。








4　警察の情報通信

（1）警察活動を支える警察情報通信

警察では、事件、事故又は災害がどこでどのように発生しても対応できるよう、各種の情報通信システムを開発し、それらを全国に整備するとともに、システムの高度化に努めている。

具体的には、独自に整備・維持管理している無線多重回線、電気通信事業者の専用回線、衛星通信回線等により構成される全国的なネットワークにより、警察庁、管区警察局、警察本部、警察署、交番等を結ぶほか、車載通信系（警察本部を中心に警察署、パトカー、警察用航空機等を結ぶ無線通信系）、署活系（警察署を中心に所属する警察官を結ぶ無線通信系）、携帯通信系（機動隊による部隊活動等、局所的な警察活動での無線通信系）といった各種の移動通信システムを構築することにより、警察業務を遂行する上で不可欠な情報の伝達を実現している。

また、指名手配被疑者、行方不明者、盗難車両等に関する情報を警察庁に登録することにより、第一線の警察官からの照会に即時に回答したり、運転免許に関する情報を全国一元管理することにより、適切な行政処分を実施したりするための警察情報管理システムを全国に構築することで、第一線の警察活動を支えるとともに、迅速な警察行政に貢献している。

これら警察情報通信の円滑な運営を図るため、国の機関である全国の情報通信部に、情報通信に関する専門的な技術を有した職員を配置している。

　図表7-11　警察活動を支える警察情報通信
[image: 図表7-11　警察活動を支える警察情報通信]

（2）機動警察通信隊の活動

全国の情報通信部には機動警察通信隊が設置されており、現場の警察活動の基盤となる通信を確保するための様々な活動を行っている。具体的には、警衛・警護警備の実施時や事件、事故又は災害発生時に、警察本部と現場警察官との間の指揮命令や連絡等が円滑に行われるよう、無線の不感地帯対策のほか現場映像の伝送等の各種情報通信対策を講じている。

平成30年においては、7月の「平成30年7月豪雨」、9月の「平成30年北海道胆振東部地震」等の災害発生時や10月の高知県における天皇皇后両陛下（現上皇上皇后両陛下）「第38回全国豊かな海づくり大会」御臨席に伴う警衛警備等の際に出動した。

　[image: 「平成30年7月豪雨」における被災現場映像の伝送]
「平成30年7月豪雨」における被災現場映像の伝送


MEMO　新たな技術を用いた機動警察通信隊の対処能力強化のための取組

警察庁では、機動警察通信隊の隊員が容易に立ち入ることができない災害現場等において、無人航空機（ドローン）を用いて上空からの映像を低高度から撮影し、その映像をリアルタイムで伝送する無人航空機型映像撮影伝送システム（以下「本システム」という。）を導入している。また、適切かつ効果的に本システムを運用するため、専任の運用体制を構築して実戦的な訓練を繰り返し実施するなど、機動警察通信隊の対処能力強化のための取組を推進している。実際に、「平成30年7月豪雨」及び「平成30年北海道胆振東部地震」において、機動警察通信隊は本システムを運用し、被災状況等の映像を警察本部、警察庁等にリアルタイムで伝送した。

　図表7-12　対処能力強化のための取組状況
[image: 図表7-12　対処能力強化のための取組状況]



（3）情報管理の徹底

警察では多くの機密情報を取り扱っていることから、警察庁は、警察情報セキュリティポリシー（注1）の策定・改正等により、情報セキュリティの向上のための総合的な対策を進め、厳格な情報管理に努めている。

具体的には、警察内部ネットワークの外部ネットワークからの分離、外部記録媒体の利用制限等の情報流出等を防ぐための技術的環境を整備するとともに、警察職員の情報の取扱いに係る規範意識の向上のための取組を推進している。

また、警察庁及び全都道府県警察にCSIRT（注2）を設置し、警察情報管理システム等において情報セキュリティインシデント（注3）が発生した場合に、迅速かつ的確な情報の集約・分析、被害拡大を防止するための措置等を実施することとしている。

さらに、これらの取組の実効性等を検証するため、都道府県警察等を対象とした情報管理業務監査及び情報セキュリティ監査を継続的に実施している。


注1：警察情報セキュリティに関する規範の体系

注2：Computer Security Incident Response Team の略

注3：不正プログラム感染事案等情報セキュリティの維持を困難とする事案








5　留置施設の管理運営

（1）留置施設の管理運営

平成30年4月1日現在、留置施設は全国で1,140施設（収容基準人員（注）2万1,609人）設置されている。警察では、刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律に基づき、捜査と留置の分離を徹底しつつ、被留置者の人権に配慮した処遇及び施設の改善を推進しており、月に2回の健康診断の実施、健康に配慮した食事の提供、冷暖房装置の整備等のほか、次のような取組を行っている。


注：留置施設の定員数



①　女性被留置者に対する適切な処遇

警察では、女性被留置者に対してより適切な処遇を行うという観点から、女性被留置者のみを留置し、女性警察官が常時看守業務に従事する女性専用留置施設の設置を推進している。また、留置施設への女性警察職員の配置を進めるなど、物的及び人的基盤の整備を進めている。

　図表7-13　女性専用留置施設数の推移（平成26～30年）
[image: 図表7-13　女性専用留置施設数の推移（平成26～30年）]

　図表7-14　留置業務に従事している女性警察職員数の推移（平成26～30年）
[image: 図表7-14　留置業務に従事している女性警察職員数の推移（平成26～30年）]

②　外国人被留置者に対する適切な処遇

警察では、外国人被留置者向けに、複数の言語の告知書（注）を用意しているほか、被留置者の信仰する宗教を踏まえた食事の提供を行うなど、言語や宗教等の違いに配慮した処遇に努めている。


注：留置の開始に際し、留置施設での処遇について説明するための書面



③　留置施設に対する巡察

警察庁では、被留置者の処遇を全国的に斉一にするため、毎年度全ての都道府県警察の留置施設に対し計画的な巡察を実施している。

④　留置施設視察委員会

留置施設の運用状況の透明性を高めるため、警察部外の第三者から構成される機関として、留置施設視察委員会（以下「委員会」という。）が、警視庁、道府県警察本部及び方面本部に設置されている。委員会は、弁護士等の法律関係者や医師、地域住民等の委員で構成されている。各委員は、留置施設を実際に視察し、被留置者と面接するなどして留置施設の実情を把握した上で、委員会として留置業務管理者（警察署長等）に意見を述べるものとされており、警視総監、道府県警察本部長及び方面本部長は、委員会からの意見及びこれを受けて警察が講じた措置の概要を公表することとされている。

　図表7-15　留置施設視察委員会委員の職業別割合（平成31年1月1日現在）
[image: 図表7-15　留置施設視察委員会委員の職業別割合（平成31年1月1日現在）]

（2）被留置者の収容状況

平成21年から30年にかけて、被留置者の年間延べ人員は減少傾向にあり、留置施設の収容率（注）も低下傾向で推移している。一方で、一時的に過剰な収容状態となる場合が依然としてあることから、警察では、警察署の新築時等に十分な規模の留置施設を整備したり、拘置所等刑事施設への早期の移送を要請したりするなどして、収容力の確保を図っている。


注：留置施設の定員数に対する被留置者の割合



　図表7-16　被留置者延べ人員の推移（平成21～30年）
[image: 図表7-16　被留置者延べ人員の推移（平成21～30年）]

留置施設の整備に当たっては、被留置者の居室を並列に配置し、居室前面の一部に遮蔽板を設けたり、留置施設内の風通しや採光に配慮するなど、被留置者のプライバシー保護や人権に配慮した設計を取り入れている。

　図表7-17　留置施設の収容基準人員の推移（平成21～30年）
[image: 図表7-17　留置施設の収容基準人員の推移（平成21～30年）]

　図表7-18　留置施設の収容率の推移（平成21～30年）
[image: 図表7-18　留置施設の収容率の推移（平成21～30年）]

　[image: 留置施設内（居室区画）の状況]
留置施設内（居室区画）の状況

　[image: 留置施設内（診察室）の状況]
留置施設内（診察室）の状況






6　管区警察局・皇宮警察本部の活動

（1）管区警察局の活動

①　管区警察局の役割

警察庁には、その地方機関として6つの管区警察局、東京都警察情報通信部及び北海道警察情報通信部が設置されている。事務を能率的に処理するため、管区警察局は、警察庁の事務の一部を分担して所掌している。東京都と北海道の区域は、管区警察局の管轄外とされ、必要に応じ、警察庁が直接に指揮監督等を行う。

　図表7-19　管区警察局の管轄区域
[image: 図表7-19　管区警察局の管轄区域]

②　管区警察局の主な業務

管区警察局では、主として次のような業務を行っている。

ア　府県警察に対する監察

管区警察局の監察機能は、平成12年以降の警察改革の一環として、各管区警察局に総務監察部（注）を設置することにより強化されている。総務監察部門が管区内の府県警察に対する監察を実施することで、警察事務の能率的運営と規律の保持に努めている。


注：東北管区警察局、中部管区警察局及び中国四国管区警察局は総務監察・広域調整部を設置している。



イ　府県の枠を越えた広域調整、災害対応

広域的な対処を必要とする重要事件の合同捜査・共同捜査、高速道路における広域的な交通規制、交通取締り等の実施等に関し、府県警察に対する指導・調整を行っている。

また、一府県警察のみでは対処が困難な大規模災害の発生時には、被災状況等に関する情報の収集・分析に当たるとともに、警察災害派遣隊の派遣等に関する調整を行うことで、国としての危機管理機能を発揮している。


CASE

東北管区警察局では、広域緊急援助隊の救出救助能力の向上及び関係機関との連携強化を図るため、自衛隊、消防、DMAT（注）等と合同で、平成30年度東北管区広域緊急援助隊合同訓練を実施した。


注：Disaster Medical Assistance Teamの略称。医師、看護師等で構成され、大規模災害等の現場において活動するための専門的な訓練を受けた医療チーム



　[image: 大規模地震等による土砂災害等の発生を想定した訓練]
大規模地震等による土砂災害等の発生を想定した訓練



ウ　情報通信における全国警察の連携の確保、府県警察への技術支援

管区警察局情報通信部では、府県情報通信部と連携して、警察庁や都道府県警察を結ぶネットワークの整備、管理等を行い、全国警察の有機的連携の確保に努めている。

また、府県警察の行う捜索差押え等の現場に臨場し、記録媒体内の電磁的記録の損壊防止、コンピュータの設定状況等の確認、証拠となる電磁的記録の抽出等の技術支援を行っている。

エ　府県警察職員を対象とした教育訓練

管区警察局に附置された管区警察学校では、主として警部補及び巡査部長の階級にある府県警察の職員を対象とした昇任時教育、専門的教育等を実施している。

（2）皇宮警察本部の活動

警察庁に附置されている皇宮警察本部は、天皇陛下及び上皇陛下並びに皇族方の護衛、皇居、赤坂御所等の警備等を行っている。

　図表7-20　皇宮警察本部の活動地
[image: 図表7-20　皇宮警察本部の活動地]

①　天皇及び上皇並びに皇族の護衛

天皇陛下及び上皇陛下並びに皇族方の安全を確保するため、皇宮護衛官のうち、側衛官が、皇居、赤坂御所等はもとより、国内外において御身辺の直近で護衛に当たっている。

平成30年中は、皇太子殿下（現天皇陛下）が3月にブラジルを御旅行になった際、9月にフランスを御訪問になった際等に、海外に側衛官を派遣し、御身辺の安全を確保した。

②　皇居、赤坂御所等の警備

皇居、赤坂御用地、各御用邸、京都御所、正倉院等の安全を確保するため、主に1都1府4県（注）において警戒警備活動を行っている。平成30年は、観光立国の実現に向けた政府の各種取組の一つとして、桂離宮における1日当たりの参観回数等が増加されたことから、これに必要な警戒警備を実施している。


注：栃木、東京、神奈川、静岡、京都及び奈良



　[image: 秋季皇居乾通り一般公開に伴う警備実施]
秋季皇居乾通り一般公開に伴う警備実施

　図表7-21　護衛警備を実施した主な行事（平成30年）
[image: 図表7-21　護衛警備を実施した主な行事（平成30年）]

③　国賓等の護衛

国賓として来日した外国要人の皇居参内や、信任状等の捧呈に伴う特命全権大使の皇居参内に際して、騎馬、サイドカー等で護衛に当たっている。


MEMO　サイドカーによる護衛勤務

皇宮警察本部における特色ある護衛活動として、サイドカーによる護衛勤務がある。この勤務は、特別な被服「儀礼服」を着用し、儀容を整え、威儀を正して護衛に当たる勤務である。

平成30年には、絢子女王殿下御結婚に伴う儀式に際し、女性側衛官がサイドカーによる護衛に当たった。

　[image: サイドカーによる護衛に当たる女性側衛官]
サイドカーによる護衛に当たる女性側衛官








7　研究機関の活動

（1）警察政策研究センター

警察大学校に置かれている警察政策研究センターは、様々な治安上の課題に関する調査研究を進め、政策提言を行うとともに、警察と国内外の研究者等との交流の拠点として活動している。

①　フォーラムの開催

関係機関・団体等と連携し、国内外の研究者・実務家を交えて社会安全等に関するフォーラムを開催している。

　[image: フォーラムの開催]
フォーラムの開催

　図表7-22　フォーラムの開催状況（平成30年度）
[image: 図表7-22　フォーラムの開催状況（平成30年度）]


CASE

平成30年7月、公益財団法人日工組社会安全研究財団との共催により、都内において「デジタル世界の子供たち～性犯罪被害防止を中心に～」をテーマとするフォーラムを開催した。専門家、IT関連企業職員、自治体の職員及び警察庁の職員がパネリストとして参加し、活発に意見交換を行った。



②　大学関係者との共同研究の推進

大学関係者と共同して研究活動を行っている。これまでに、例えば、慶應義塾大学大学院法学研究科との間で、テロ等の各種治安事象への対策を講じるに当たり、憲法学的見地から、国民の自由と安全をいかにバランスよく保障していくかについて共同研究を行っている。

③　大学・大学院における講義の実施

警察政策に関する研究の発展及び普及のため、東京大学公共政策大学院、京都大学法科大学院・公共政策大学院、一橋大学国際・公共政策大学院、早稲田大学法科大学院、中央大学法学部・総合政策学部・法科大学院、首都大学東京都市教養学部、法政大学法学部等に職員を講師として派遣している。

　[image: 大学・大学院での講義（法政大）]
大学・大学院での講義（法政大）

④　警察に関する国際的な学術交流

海外で開催される国際的な学術会議に参加し、日本警察に関する情報発信を行っている。また、韓国警察庁警察大学治安政策研究所、フランス高等治安・司法研究所及びドイツ・フライブルク大学安全・社会センターとの間で協定を締結し、警察に関する国際的な学術交流を実施している。

⑤　海外調査研究員の派遣

海外調査研究員を海外の大学・大学院や行政機関等に1年間派遣し、警察に係る外国の法制度、取組等について調査研究を行っている。平成29年から30年にかけて、7名を米国等に派遣し、自動走行の段階的実現に向けた法制度及びインフラ整備をはじめとする最新の海外の取組等について調査研究を行った。


CASE

平成30年11月、米国・アトランタで開催された第74回米国犯罪学会に参加し、我が国における暴力団対策について発表を行った。

　[image: 国際的な学術会議での発表（米国）]
国際的な学術会議での発表（米国）



（2）警察情報通信研究センター

警察大学校に置かれている警察情報通信研究センターでは、警察に関する情報通信に関する研究を行っており、その成果は、犯罪捜査の効率化や警察における情報通信システムの整備に活用されている。

例えば、テロ等の発生を未然に防止するため、飛行する小型無人機を早期に発見するための検知手法に関する研究のほか、犯罪捜査等の効率化のため、防犯カメラ等に記録された低照度・低画質な画像の鮮明化技術、多数の画像から人物や車両等を識別し画像を効率的に抽出する技術、画像から人物等を特定する識別技術等の画像処理に関する研究を行っている。

　[image: 小型無人機の検知手法に関する研究]
小型無人機の検知手法に関する研究

（3）科学警察研究所

科学警察研究所は、警察活動を最新の科学技術に基づいて支えるため、警察庁に附置されている研究機関であり、その業務は、科学技術を犯罪捜査や犯罪予防に役立てるための研究、その研究成果を活用した鑑定・検査及び都道府県警察の鑑定技術職員に対する技術指導を行うための研修という3つの柱から構成されている。


研究例　被害児童に対する聴取技法

犯罪等により被害を受けた児童に対する事情聴取では、児童の特性に配意しつつ、事件等に関する正確な記憶をより多く引き出すことが求められることから、児童の供述に影響を与える要素や、児童を誘導することなくより多くの詳細な情報を得るための聴取技法について、心理学的見地から研究を行っている。




研究例　先進安全技術搭載車両の交通事故の鑑定手法

自動車の運転操作に先進安全技術が介在することにより、新たな形態の交通事故の発生が懸念される。その発生状況を解明するため、イベントデータレコーダ（注）等の記録情報を活用した鑑定手法の研究を行っている。


注：エアバックの作動等の特別な出来事（イベント）が発生した際に、車速、ペダル操作、衝撃の大きさ等に関するデータを記録する装置



　[image: 衝突事故の再現実験]
衝突事故の再現実験








第2節　国民の期待と信頼に応えるための警察運営

1　国民の期待と信頼に応える警察

（1）積極的かつ合理的な組織運営

警察では、人口減少や高齢化の進展、科学技術の発展に伴って変化していく日本社会の情勢や治安上の課題に適応し、警察機能を最大限に発揮できる、高い規律と士気を有する組織を確立するため、各種取組を推進している。

例えば、先端技術等の活用による警察活動の質的向上に取り組んでいるほか、IT技術等の積極的活用、不適正な取扱いを契機とした業務の仕組みの見直し、情報管理システムの合理化・高度化等の業務の効率化に向けた取組を積極的に進めるとともに、第一線で活動する職員を支えるため、職務執行に関する相談・照会に応じる体制の整備、装備品の機能向上等を進めている。

また、超過勤務の縮減や休暇取得の促進、男性職員の育児休業の取得や育児休業からの円滑な職場復帰に向けた支援といった仕事と子育て・介護の両立支援等のワークライフバランス等の向上にも努めている。

　[image: 若手警察職員による小集団討議]
若手警察職員による小集団討議


MEMO　警察活動への先端技術の活用の検討

京都府警察においては、過去の犯罪発生情報を踏まえた独自のアルゴリズムを開発することにより、犯罪発生の分析を行い、警察官のパトロール等に活用している。

また、神奈川県警察においては、アルゴリズムを用いて犯罪や交通事故の発生場所を分析するための取組を行っている。

さらに、愛知県警察においては、技術的知見を持つ民間企業に職員を派遣し、AI等の先端技術についての知見を深め、警察活動への先端技術の活用のために必要な知識・技術を習得させる取組を実施している。

警察庁においても、警察活動への先端技術の導入に向けた企画・立案を行っており、令和元年（2019年）度から、AI等を活用して、防犯カメラ映像等から車種の判別や不審点の抽出を行うほか、疑わしい取引に関する情報を分析する実証実験を実施することとしている。



（2）　監察の実施と苦情を活用した業務改革の推進

①　監察

警察では、その能率的な運営及び規律の保持に資するために、警察庁、管区警察局及び都道府県警察において、国家公安委員会が定める監察に関する規則に基づき、厳正な監察を実施している。

平成30年（2018年）度中、警察庁及び管区警察局においては、都道府県警察等に対して監察を実施し、組織的な健康管理施策の推進状況や高齢運転者対策の推進状況について指導するなど業務改善を図った。

　図表7-23　監察に関する規則（平成12年国家公安委員会規則第2号）
[image: 図表7-23　監察に関する規則（平成12年国家公安委員会規則第2号）]

②　苦情を活用した業務改革の推進

都道府県警察では、職員の職務執行に対する苦情に誠実に対応するとともに、個々の苦情やその傾向を踏まえた業務改善策を策定するなど、苦情を活用した組織的な業務改革を推進している。

（3）適正な予算執行の確保

警察では、適正な予算執行を確保するため、次のような取組を行っている。

①　警察が行う会計監査

国家公安委員会が定める会計の監査に関する規則に基づき、警察庁長官、警視総監、道府県警察本部長及び方面本部長は、監査手法に改善・工夫を加えながら、一層適正な会計経理を推進するため、会計監査を実施している。

平成30年度は、図表7-24のとおり、警察庁の会計監査実施計画を作成し、84部署を対象に会計書類の点検を行うとともに、捜査費の執行に直接携わった捜査員923人を含む2,233人に対して聞き取りを実施するなどした。

　図表7-24　会計の監査に関する規則（平成16年国家公安委員会規則第9号）と平成30年度会計監査実施計画
[image: 図表7-24　会計の監査に関する規則（平成16年国家公安委員会規則第9号）と平成30年度会計監査実施計画]

②　会計業務の改善に係る取組

警察庁では、会計業務の改善に関する各種取組を全庁を挙げて推進するため、関係職員から構成される「警察庁会計業務改善委員会」及び外部有識者から構成される「警察庁会計業務検討会議」を開催して、行政事業レビュー、調達改善の取組等を通じ、会計業務の改善に努めている。

　[image: 監査における職員からの聞き取り]
監査における職員からの聞き取り






2　国民に開かれた警察活動

（1）警察署協議会

警察は、地域の犯罪や交通事故を防止するなどの様々な活動を行うに際して、地域住民の意見、要望等を十分に把握するとともに、地域住民の理解と協力を得ることが必要である。

このため、原則として全国の全ての警察署に警察署協議会が置かれており、警察署長が地域住民の意見を聴くとともに、理解と協力を求める場として活用されている。その委員については、都道府県公安委員会が、警察署の管轄区域内の住民のほか、地方公共団体や学校の職員等、地域の安全に関する問題について意見、要望等を表明するにふさわしい者に委嘱しており、外国人や学生を含む幅広い分野等から委嘱された19歳から89歳までの幅広い年齢層の委員が全国で活躍している。平成31年4月1日現在、1,157署に協議会が設置され、総員数は1万395人の委員が活動している。

　図表7-25　委員の職業別構成
[image: 図表7-25　委員の職業別構成]

　図表7-26　委員の年齢別構成
[image: 図表7-26　委員の年齢別構成]


MEMO　地域と警察の架け橋（警視庁野方警察署協議会会長　浦野雅晴）

野方警察署協議会は、同署管内の地域や職域から男性5名と女性4名の計9名で構成され、委員各々の立場から警察業務に対し様々な意見要望を述べ、地域と警察の架け橋となっています。

野方警察署管内では刑法犯認知件数が年々減少している中、特殊詐欺対策と自転車が関与した交通事故対策が大きな課題となっています。

特殊詐欺については、協議会の要望としてメディアによる広報啓発を要望したところ、早速地元のケーブルテレビ局において特殊詐欺の被害防止を内容とする放送が実現したほか、還付金詐欺を未然防止した事例が新聞に掲載されるなどして、広報啓発上の大きな効果が得られました。

また、自転車利用者への安全指導と悪質違反者の取締りがより積極的に実施され、徐々にではありますが、自転車利用者の遵法意識の向上を実感しているところです。

私としては、このように、協議会からの意見要望が警察業務に反映され、地域の安全安心に少しでも貢献できたことを誇りに思っており、これからも協議会が地域と警察を結びつける重要な役割を担っていくものと確信しています。

　[image: 地元ケーブルテレビ局による報道の様子（取材協力　J:COM）]
地元ケーブルテレビ局による報道の様子（取材協力　J:COM）



（2）情報公開制度

警察庁では、警察庁訓令・通達公表基準に基づいて、訓令及び施策を示す通達を原則として公表することとし、ウェブサイトに掲載している。また、窓口を設置し、行政機関の保有する情報の公開に関する法律に基づく開示請求を受け付けるとともに、警察白書や統計、報道発表資料等の文書を一般の閲覧に供している。

　図表7-27　平成30年度中の開示請求等の件数（情報公開）
[image: 図表7-27　平成30年度中の開示請求等の件数（情報公開）]

（3）個人情報保護

警察庁では、警察庁における個人情報の管理に関する訓令を制定し、個人情報の管理体制を定めるなどして保有する個人情報の適正な取扱いに努めている。また、窓口を設置し、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律に基づく開示請求を受け付けている。

　図表7-28　平成30年度中の開示請求等の件数（個人情報保護）
[image: 図表7-28　平成30年度中の開示請求等の件数（個人情報保護）]

（4）政策評価

国家公安委員会と警察庁は、「国家公安委員会及び警察庁における政策評価に関する基本計画」を策定し、同計画に基づき策定した政策評価実施計画に従って、毎年度、政策評価を実施している。平成30年度は、計画期間を5年とする新たな基本計画を策定するとともに、その実施に当たっては、評価の実施体制、業務量、緊急性等を考慮し、また、内閣としての重要政策を踏まえつつ、重点的、効率的かつ計画的に行うこととした。

平成30年度は、図表7-29のとおり、7の基本目標について18の業績目標を設定し、その全てについて目標管理型の政策評価を実施したほか、平成20年5月に成立した暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴い新設された規制について、事後評価を実施した。

また、政策評価の実施に当たっては、警察庁政策評価研究会を開催し、政策評価や警察行政に知見を有する有識者の専門的な意見を取り入れることで、客観性の確保に努めている。なお、同研究会における議論の内容及び作成した評価書等については、警察庁ウェブサイト（注）において公表している。


注：https://www.npa.go.jp/policies/evaluation/index.html



　図表7-29　政策体系（国家公安委員会・警察庁）
[image: 図表7-29　政策体系（国家公安委員会・警察庁）]






第3節　外国治安機関等との連携

（1）国際的な犯罪に対する外国治安機関等との連携

①　ASEAN加盟国、G7各国等との連携

警察庁では、国際テロ対策、サイバーセキュリティ対策等の分野において、ASEAN加盟国等の外国治安機関等との協力関係の強化に取り組んでいる。

平成30年（2018年）9月にはブルネイにおいて、ASEAN警察長官会合（ASEANAPOL）（注1）の第38回会合が開催されたほか、同年11月にはミャンマーにおいて、ASEAN＋3国際犯罪閣僚会議（注2）の第9回会議及び日・ASEAN国際犯罪閣僚会議の第4回会議が開催され、我が国からはそれぞれ警察庁幹部が出席した。また、同年10月にはカナダにおいて、平成31年（2019年）3月にはフランスにおいて、G7ローマ／リヨン・グループ会合が開催され、我が国からは警察庁幹部等が出席し、国際組織犯罪対策やテロ対策について積極的に議論に参加した。また、同年4月にはフランスにおいて、G7内務大臣会合が開催され、我が国からは警察庁次長が出席した。 さらに、平成30年（2018年）12月にはオランダにおいて、警察庁とEUROPOL（注3）との間において協力関係構築に関する実務取決めを策定した。この実務取決めにより、EUROPOLへの連絡担当官の派遣が可能となり、EUROPOLに加え、EU加盟国や連絡担当官を派遣している他の国との二国間協力の深化が期待される。


注1：東南アジア地域の警察機関相互の交流促進を目的として昭和56年（1981年）に結成されたもので、我が国は、中国、韓国等と共に議決権のない参加資格である「ダイアログ・パートナー」として参加している。

注2：ASEAN加盟国に日本、中国及び韓国を加えた治安機関の閣僚が参加する会議

注3：European Union Agency for Law Enforcement Cooperationの略。欧州連合（EU）の法執行機関であるが、捜査権限はなく、加盟国間の情報交換の促進や収集した情報の分析等が主な任務である。



　[image: G7安全担当大臣会合の様子]
G7安全担当大臣会合の様子

②　二国間等の連携

警察では、国際的な犯罪対策において我が国と関わりの深い国の治安機関との間で協議を行うなどして協力関係を深めている。平成30年12月には、中国・昆明において、中国公安部との間で第11回日中警察協議を、中国公安部及び韓国警察庁との間で第4回日中韓警察局長級会議を、それぞれ開催した。また、同年6月には東京において、国家公安委員会委員長が、ベトナム公安大臣と会談を行ったほか、同年12月には東京において、ベトナム公安省との間で第6回日越治安当局次官級協議を開催した。さらに、平成31年1月には、国家公安委員会委員長が、トルコ駐日大使と会談を行うなど、外国治安機関等との協力関係を強化した。

　[image: 第4回日中韓警察局長級会議の様子]
第4回日中韓警察局長級会議の様子

　[image: 国家公安委員会委員長とベトナム公安大臣による会談の様子]
国家公安委員会委員長とベトナム公安大臣による会談の様子

（2）治安に関係する国際約束の締結

刑事共助条約（協定）は、捜査共助の実施を条約上の義務とすることで捜査共助の一層確実な実施を期すとともに、捜査共助の実施のための連絡を外交当局間ではなく、条約が指定する中央当局間で直接行うことにより、手続の効率化・迅速化を図るものである。これまでに米国、韓国、中国、香港、EU及びロシアとの間で締結している。また、犯罪人引渡条約は、日本で犯罪を犯し国外に逃亡した犯罪人等を確実に追跡し、逮捕するため、一定の場合を除き、犯罪人の引渡しを相互に義務付けるものであり、これまでに米国及び韓国との間で締結している。

このほか、平成26年2月、PCSC協定（注）が日米両政府間において署名され、平成31年1月に発効した。これにより、日米両国国民の円滑な渡航が実現するとともに、テロを含む重大な犯罪の防止等における日米間の協力が一層推進されることが期待される。


注：重大な犯罪を防止し、及びこれと戦う上での協力の強化に関する日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の協定（Agreement between the Government of Japan and the Government of the United States of America on Enhancing Cooperation in Preventing and Combating Serious Crime）の略称。日米査証免除措置の下で安全な国際的渡航を一層容易にしつつ、日米両国国民の安全を強化するために、重大な犯罪を防止し、及び捜査することを目的として、相互に必要な指紋情報等を交換するための枠組みを定めたもの



（3）国際協力の推進

①　海外の警察に対する支援

警察庁では、我が国の警察の知見や特質をいかせる分野において、外務省やJICAと協力し、専門家の派遣や研修員の受入れを通じた海外の警察に対する支援を行っている。平成30年中には、4人の専門家を新たに派遣した。

ア　インドネシア国家警察改革支援プログラム

平成13年以降、インドネシア国家警察改革支援プログラムを実施しており、国家警察長官アドバイザー兼プログラム・マネージャーを含む専門家を派遣している。平成24年以降、市民警察活動を全国展開させるため、交番制度、現場鑑識活動等に関するこれまでの協力の成果の一層の定着・展開を支援している。

イ　研修員の受入れ

警察では、知識・技術の移転及び諸外国との情報交換の促進を図るため、都道府県警察における実地研修、警察大学校国際警察センターにおけるセミナー等を行っている。平成30年中には、15回の研修でインドネシア、ベトナム、東ティモール、ミャンマー等各国の警察幹部を含む178人の研修員を受け入れた。

　[image: 愛知県警察でのインドネシア警察官への研修の様子]
愛知県警察でのインドネシア警察官への研修の様子

②　国際緊急援助活動

我が国は、外国で大規模な災害が発生し、被災国政府又は国際機関の要請があった場合、被災地に国際緊急援助隊を派遣しており、警察も国際緊急援助隊の救助チームの一員として国際緊急援助活動を行っている。警察では、国際緊急援助隊の派遣に関する法律が施行された昭和62年以降、延べ290人の隊員を延べ16の国・地域に派遣し、被災者の捜索・救助等を行った。

　[image: 台湾での国際緊急援助活動の様子（写真提供：JICA）]
台湾での国際緊急援助活動の様子（写真提供：JICA）






警察活動の最前線
～専門的な知識や技術をいかして活躍する警察職員～

警察活動は、地域警察官や刑事捜査員だけではなく、情報通信業務、通訳業務等、高度で専門的な知識や技術をいかした警察活動に従事する警察職員によっても支えられている。

交通管制センターと警察航空隊整備係の一日を通じて、そうした職員の業務を紹介する。

交通管制センターの一日

交通の安全と円滑を確保するため、交通情報の収集・提供、信号機をはじめとする交通安全施設等の整備等に取り組む交通管制センターの業務を、埼玉県警察本部交通部交通規制課交通管制センターのある一日を通じて紹介する。


09：30　交通情報の収集・分析・提供

主要な路線や交差点に設置された車両感知器等から収集した交通情報を確認し、県内の交通流や渋滞状況等を分析した。

日々の分析結果を踏まえ、信号制御やカーナビゲーション装置等への交通情報の提供が適切に行われるよう、交通安全施設等の整備や運用を行っている。

　[image: 交通情報の収集・分析・提供　写真1]

　[image: 交通情報の収集・分析・提供　写真2]




13：30　信号機の工事に係る設計図面の作成

道路整備に伴う信号機の移設工事等の設計図面の作成も、交通管制センターで勤務する職員の業務の1つだ。

拝命して初めて設計図面を作る職員がほとんどだが、通常、年間に1人当たり数百枚程度の設計図面を作成しており、施工業者が工事の内容を理解しやすいよう、丁寧な設計図面の作成を心掛けている。このほか、交通安全施設等の整備における工事監督業務も警察職員が行っており、スケジュール管理にも気を配らなければならない。

　[image: 信号機の工事に係る設計図面の作成　写真1]

　[image: 信号機の工事に係る設計図面の作成　写真2]




15：00　交通状況の確認

信号のサイクル（信号表示が一巡する時間）等が適正かどうかを正しく判断するためには、現場の交通実態を把握することが大切であるため、現場に赴いて交通量調査等を行った。

また、警察署を通じて地域住民の方々からの意見要望を聴取しており、その内容も踏まえつつ、日々、信号制御の改善に取り組んでいる。

　[image: 交通状況の確認　写真1]

　[image: 交通状況の確認　写真2]




16：00　信号機の改良に関する検討

交通管制センターでは、交通の安全と円滑に資する信号機の改良にも力を入れている。

既存の信号制御の手法に加え、センターの職員で知恵を出し合い、より合理的な手法を研究して全国会議で発表するなど、職員の意識は高い。

　[image: 信号機の改良に関する検討　写真1]

　[image: 信号機の改良に関する検討　写真2]




国民の生活に欠かせない社会インフラである交通安全施設等の整備は、警察の重要な業務の一つです。交通情報の分析、設計図面の作成、交通状況の確認、信号機の改良等、交通管制センターでの業務は多岐にわたりますが、交通の安全と円滑を図るため、今後も、広く、深く仕事を突き詰めて、交通管制のプロフェッショナルと呼ばれるような職員を目指して、職務にまい進していきたいと思います。

　[image: 第7章　警察活動の最前線　交通管制センター　写真]



警察航空隊整備係の一日

空から地域の安全安心を守る警察航空隊の屋台骨である整備係の業務を、福岡県警察本部地域部地域課航空隊整備係のある一日を通じて紹介する。


09：00　体操・朝礼

体操を行った後、朝礼で1日の予定を確認する。今日は、機動隊と合同でのホイスト救助訓練がある。気を引き締めて頑張ろう。

　[image: 体操　写真]

　[image: 朝礼　写真]




09：15　飛行前点検

航空整備士の一日は、機体の飛行前点検から始まる。僅かな故障・不具合の見落としが、航空機事故につながることから、基本的に複数人で1機の機体を点検し、念入りに確認を行っている。

　[image: 飛行前点検　写真1]

　[image: 飛行前点検　写真2]




10：30　地上訓練

警察航空隊の隊舎に待機している機動隊員と、ホイスト救助装置を用いた模擬救助訓練を地上で実施した。

また、被疑者等の追跡時におけるヘリコプターテレビシステムの操作も航空整備士の仕事であることから、その操作訓練も行った。

　[image: 地上訓練　写真1]

　[image: 地上訓練　写真2]




13：30　ホイスト救助訓練

山間部に移動して、機動隊と合同でホイスト救助訓練を実施した。

航空整備士は、ホイスト救助装置（注）の操作だけではなく、操縦士に対し、要救助者や機体の位置、現場の地形等、救助の可否を判断するための情報を提供するとともに、機体の細かな移動を指示するなど、ホイスト救助において中心的な役割を果たしている。


注：129頁参照



　[image: ホイスト救助訓練　写真1]

　[image: ホイスト救助訓練　写真2]




16：00　飛行後点検

訓練後には、機体への燃料補給を実施した後、機体、エンジン及び装備品に異常がないことを確認するとともに、ホイストケーブル等のホイスト救助装置に損傷等がないか点検を行った。

今日の訓練も大変だったが、実際の救出救助の現場においてきちんと職責を果たせるよう、技能を磨いていきたい。

　[image: 飛行後点検　写真1]

　[image: 飛行後点検　写真2]




17：00　整備管理等

警察の航空整備士は、飛行前後の点検だけでなく、定時及び定期の法定点検整備を行なっている。搭乗していない間も、予備の装備品や機能部品等の管理、航空日誌や英文マニュアルの管理、技術指示文書の翻訳等、業務は多岐にわたる。

急速な技術進展に対応するためには、英語や最新の技術に関する日々の勉強は欠かせない。

　[image: 整備管理等　写真1]

　[image: 整備管理等　写真2]

　[image: 整備管理等　写真3]




警察航空隊の航空整備士として勤務すると、被疑者の追跡や被災者の救出救助等、警察官と連携しつつ、地域住民の安全安心を守る仕事に直接携わることができ、やりがいを感じています。

その分、ヘリコプターテレビシステムやホイスト救助装置の操作技術等、求められる知識や技術も多岐にわたりますが、しっかりとこれらを習得しつつ、目の前の仕事に取り組み、地域の安全安心を守っていきたいと考えています。

　[image: 第7章　警察活動の最前線　警察航空隊整備係　写真]








警察活動の最前線


訪日外国人急増に対応した取組について




石川県警察金沢西警察署地域課企画指導係（現　石川県警察本部生活安全部地域課）

善田　将昭（ぜんた　まさあき）　警部補

　[image: いぬわし君]




当県では、北陸新幹線の金沢開業や金沢港へ寄港する大型クルーズ船の増便等により、県内を観光で訪れる外国人が増加しており、また、留学や技能実習を目的に居住する外国人の数も増加しています。

私は、警察署の地域総括係長として勤務しながら、ベトナム語の県警指定通訳官として活動していますが、近年ベトナム人の県内居住者数は増加の一途をたどっており、通訳の機会も増えています。

県警において、交流人口の拡大に伴う各種治安対策を推進している中、当署では、外国語の素養がある署員を中心に通訳チーム「金沢西ベイポリス」を結成し、外国人対象の防犯や交通安全の講習、署員に対する外国語教養等の活動をしています。

このチームの活動として、私は、ベトナム人技能実習生に対する講習を行っています。来日したばかりの彼らは私の話に熱心に耳を傾け、ときには大きく笑い、最後は「楽しい講習で警察官に対する印象が変わった。学んだことをしっかり守り、日本で頑張りたい」と活き活きとした笑顔で話します。これから始まる日本での生活を前に希望に満ちあふれた彼らの表情を見ると、私は大きな充実感を感じます。

訪日外国人は今後も増加が見込まれます。私は、これからも国籍を問わず、県内に滞在・居住するすべての人が安全安心を実感できるよう、全力でこの業務に取り組んでいきます。

　[image: 石川県警察金沢西警察署地域課企画指導係（現　石川県警察本部生活安全部地域課）善田　将昭（ぜんた　まさあき）　警部補]




女性として、母親としての視点を強みに




長崎県警察本部警務部留置管理課護送係兼指導・管理係

中尾　飛鳥（なかお　あすか）　巡査部長

　[image: キャッチくん]




私は、一児の母として育児短時間勤務制度を利用し、周囲のサポートを受けながら、育児と仕事の両立を目指しています。

職場では、主に被留置者の護送業務を担当していますが、被留置者による自殺、逃走等の事故が発生すれば、事件の真相究明や国民の安全・安心の確保ができなくなるなど、その影響は計り知れません。私たち護送員は、これら重大事故の絶無のために、被留置者の精神状態、挙動等に細心の注意を払って業務に臨んでいます。

ある妊娠中の女性被留置者を護送中のことですが、突如、その女性が「頼る者もなく、今後子供を一人で育てていけるか不安です」と涙を流したことがありました。

私は、妊娠と出産を経験した母親として、妊娠中に留置されているその女性が極限状態にあることが、よく理解できました。だからこそ、掛ける言葉によっては、この女性を追い込み、自殺事故等を助長する可能性もあると思い、自らの経験を踏まえて「一人で抱え込まないことが大事だよ。体を大切にして食事と睡眠をしっかりとった方が良いよ」と声を掛けたのです。

この言葉でその女性は落ち着きを取り戻し、無事に護送は終了しました。

私は、自分の経験を仕事にいかせることを改めて実感したため、今後も、女性として、母親としての視点を持って相手の気持ちに寄り添いながら、適正な対応に努めていきたいと思います。

　[image: 長崎県警察本部警務部留置管理課護送係兼指導・管理係　中尾　飛鳥（なかお　あすか）　巡査部長]



注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。






資料編

1　平成30年中の組織改正と法令の制定

平成30年中の主な組織改正
[image: 平成30年中の主な組織改正]

平成30年中の主な法律の制定（警察関係）
[image: 平成30年中の主な法律の制定（警察関係）]

平成30年中の主な政令の制定（警察関係）
[image: 平成30年中の主な政令の制定（警察関係）]






2　平成30年中の主な出来事

　[image: 2 平成30年中の主な出来事(1)]

　[image: 2 平成30年中の主な出来事(2)]

　[image: 2 平成30年中の主な出来事(3)]






3　平成30年都道府県別統計資料

　[image: 3　平成30年都道府県別統計資料(1)]

　[image: 3　平成30年都道府県別統計資料(2)]
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